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“森林総合研究所九十年のあゆみ”によせて

1）森林総合研究所への改組と創立記念日

昭和63年（1988年） 10月1日，それまでの農林水産省林野庁林業試験場は大幅な組織改編を行うとともに，そ

の名称、も森林総合研究所に変更した。この組織改編等については別項に詳しく述べられているように，極めて大

幅なもので，当研究組織における過去の出来事のなかでも昭和お年前後の林政統ーによる大幅な編成替え，昭和

53年の筑波移転に並ぶ重要事項であった。そして，その後三か月余りで終わりとなった昭和とともに林業試験場

の時代も去り，平成の代の幕開けとともに森林総合研究所としての新たな旅立ちの時を迎えたと多くの人々が深

い感慨を覚えたものであった。

この時の組織改編は農林水産省の研究機関全体に及ぶもので，今日でも俗に「63体最もへの移行として語り継

がれている大事業であったo農業拡術研究所・植物ウイルス研究所・農事試験場の胤L蚕糸試験場の縮減を含

む大幅な組織再編カ可子われ，新たに農業研究センター・農業生物資源研究所・農業環境技術研究所の設立などが

実施された。しかし，林業試験場から森林総合研究所への組織改編は，あくまで組織内部での大改編であって，

森林・林業・林産業にかかわる唯一の国立研究機関という基本的な組織構造と使命は変わっていない。従って，

明治犯年11月1日に山林局林業試験所の官制公布をもって当組織の創立として記念され，明治43年10月に名称を

林業試験場に改めた時にも組織としての創立はそのまま引き継がれたように，森林総合研究所になってもその流

れを受け継ぎ，平成7年11月1日を創立.90.周年記念日とすることとした。 63体制によって新たに設立された機関

と同様にj昭和回年10月1日をもって森林総合研究所の創立としてはとの意瓦もあることは承知するものの，ひ

とつの組織として幾多の困難と変遣を経てω年の歴史を刻んできた伝統を今後に生かすためにも，この方向で大
方の費意を得られるものと確信する。

今，手元には昭和40年， 50年， 60年のそれぞれに発行された「林業試験場六十年のあゆみJ，同じく「七十年

のあゆみJと「八十年のあゆみ」の3冊がある。そして，その時々の坂口勝美，上村武，難波宣士元場長がそ

れぞれの前文を書いておられる。「六十年Jは林業試験場の還瞭捻出版として明治初期の林業試験の夜明けか

ら試験場の創設，太平洋戦争前後の混甜湖と林政統ーによる国立の試験研究機構の一元化，その後の発展の経過

科越されている。戦災によって多くの資制咲われた苦しい樹児を多大の努力で乗り越えた労作で，これなく

しては林業試験場の歴史を語れない貴重な文書になっている。「七十年」には昭和印年以後の経清成長の進展に

伴う生産性向上，次第に顕樹ヒする公害・環境保銀櫛，輸入量の増大する舛材等に関する研究対応の様子と筑

波移転の決定に到る経過測機的に宮越されている。「八十年Jでは高度経済成長の終りとともに訪れた林業・

林産業の危挽環境問題の高まり，そして筑波移転の顛末と昭和56年のIUFRO京都大会をはじめとする国際研

究交流の増大の様子等が昭和田制tの特徴的な動きとして描かれている。これらに引き続き，昭和60年以後今日
までの10年を振り返り時代の潮流を見屈め，平成17年に訪れる創立lO<l周年を誤りなく迎えるための備えとして，

名称を「森林縁合研究所叩年のあゆみJと改めて本書をとりまとめることにしたo

2）過去10年の森林総合研究所をめぐる動向によせて

この1().年間の主要な出来事として森林総合研究所への組織改編，研究レピューと研究基本計画改訂，紛4研究

対応の動きの三つを挙げることカ？できるoしかし，いずれについても別項で詳しく述べられているので，ここで
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はそれ以外のことについて恩いつくままに述べる。

まずは筑波への移転後の目黒の跡地をめぐる動きである。昭和53年に移転が完了した目黒の林業試研坊の跡地

は14年間の空白期間を経て平成4年6月1日に東京都立の「林試の森公園Jとして全域が一般に解放された。目

黒・ 品川両区にまたがって約15haに及ぶこの広大な土地には様々な公図施設等が作られているものの， クス，

ラクウショウ，ヒマラヤスギ，プラタナス等の往時の大径木が多数残されており，貴重な自然とのふれあいの場，

格好の憩いの場として，さらには緊急時の避難場所として近隣の人々に大いに喜ばれている。我が国における森

林・林業・林産業研究の先導的役割を明治・大正・昭和にかけて果たしてきた林業試験場がこの地に72年の長き

にわたり存在したことを後世に伝える記念碑を建てる動きが坂口勝美元場長，小林禽士雄元所長， （財）林業科

学櫛開興所等の多数の関係者の努力で続けられた。 これがF成4年7月11日に笑を結んで旧本館に近い大きな

クスのわきに「林業初f究発祥の地」の記念碑が建立された。目黒時代を身をもって経験した人々のほとんどが退

職した今日，この記念碑かち0年の歴史を偲ぶよすがとして一層の重みを感じさせる存在となっている。この記念

碑の建つ「林試の森公園」とともに，「林試Jの名称は当組織のOBで組織される 「林試友の会」（会長：竹原秀

雄元場長）に生きており，毎年の総会には100名を超す人々が集い 旧交を暖めていることも付記しておきたい。

次いで，目黒からの移転後すでに17年余りが経過した筑波の変遷である。この移転を体験した人々の多くがす

でに退職し，また， R寺の流れの風化によって移転当時の大変な混迷はもはや普の語り草になりつつある。「つく

ば学悶都市」は当初の「研究のために作られたノ、ード商だけが目立つ住みにくい町」のイメージが薄れて生活・

定住の要素が17年間に自然と加わって，安定した生活と研究の行われる雰囲気になっている。現在では森林総合

研究所の現験者 ・退職者の少なからずの人々がここを定伎の地として生活している。構内の樹木も十数年の歳月

を経て筑波の風土に馴染み，立派な建物とともに来訪者の賞賛するところとなっている。このような現状を見る

につけても，移転当時の先人逮のこ苦労がしのばれ感謝の意を新たにする次第である。ただし， 17年の歳月は設

備や機械の老朽化をもたらし，その更新が今後の大きな課題になってきている。また，公務員宿舎のあり方，庁

舎の空調等，建設当時には最善と恩われたシステムが今日の感覚に合わなくなっている状況も散見される。様々

な問題を抱えながらも，筑波学箇都市（つくぽ市と茎崎町）は試歌研究，教育及びその支援のための国関係の約

50の機関と約100に及ぶ民問機関を擁し，国際研究交流も盛んな科学技術発展の中核的存在として発展を続け，

人口もつくぽ市と茎崎町を合わせると約18万人になり，膨大な国費投入による学園都市整備基盤と筑波の鼠比二に
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根ざした新たな文化がこの地に育ちつつあるように思える。

この10年を顧みてさらに宮部しておくべき事項として森林総合研究所の職員構成の変化がある。昭和23年の林

政統一以後の規模拡大期に若くして採用された方々の大量退職断切明在ようやく終わろ・うとしている。十数年

間にわたって毎年20～30名の退職とその数に近い若手の採用がなされ，人の出入り・世代交代が激しい時期で

あったo昭和59年4月1日における行政職（ー），行政職（ニ）及E瑚究職の実数と平均年齢はそれぞれ.213名と

37.8才， 51名と47.6才， 506名と46.3才であったものが， 10年後の平成5年4月1日ではそれぞれ198名と34.2才，

39名と43.~才， 466名と39.7才に変化しており，実数の漸減とともに明らかな若返り傾向が見られる。また，研

究職職員では，新規加入者のすぺてが大学卒以上となって均一化が著しく進行した。定員削減の流れを受けて研

究室あたりの平均人数は現在では3.4名になり，同時に研究室内においても研究の専門化細分化効強行して研

究者の価値観の多様化カ鳴きている。一方では研究の総創防唄実問題の解決のために一層強く求められている。

このような研究職構成員の変化地場附議合研究所の運営や全体の雰囲気にも大きな影響を及ぽすことになり，さ

らに，企画調整部関係の研究職員の人員配置に従来にない難しい問題を提起しつつある。

3) 21世紀と創立100周年を目指して

冷戦構造の崩壊と地球環境問題の台頭等の世界的な変動の波を受けて，圏内的にも55体制の崩壊と政治的な不

安定，パプル経済の崩壊と経済の長期低迷，ガット・ウルグアイ・ラウンド問題，食事l管理制度の見直し等，ま

さに激動の10年間であったoこのような社会経済的動きのなかで我が固の農林業は一段と危機的状況を深めて

いる杭一方，森林と木材に対する世界の人々の見方には大きな変化が起きつつあるる。木材は環境負荷の最も

少ない先端的な未来型素材として見直されつつあり，森林は人類共通の環境・経済財としての認識に加えて，生

物の多様性保全の観点からも，森林生態系の保全が地球的規模で国際的に対策効f協議される時代になってきた。

「貿易と環境」がこれからの世界各国の共通課題となる潮流のなかで，生産と公益的機能の調和された森林生態

系管理技術の確立が世界で，そしてそれぞれの地域で求められているo人間の社会は流動性を増しつつ今後も激

しく変化していくであろう。一方，森林は地球生態系の進化のなかで備わったゆっくりとした時間の流れで変動

する。この本来的な差異の本質を究明し，森林と人間の新たな関係を作り出すことが人類的課題として世界的に

模索カ始まっている現状にある。

このような新たな事態に適切に対応する研究をすすめるには森林・林業・林産業関係の研究者や技術者の意識

や行動科牒路線の継続で問主十分であって，現在進行中の大学農学部・林学科の改編，日本林学会のあり方の

見直し，最近盛んに論じられる林業担ピ術者問題等はすべて新たな事態への対応の苦悩の姿といえる。一方，森林

そして森林と人間の関係を対象とする研究は様々な分野で従来にない盛況を呈しでいる。このような動きのなか

にあって，間近に迫った21世紀，そして10年後の創立100周年に向けて森林総合研究所が十分にその使命を呆た

すよう一層の研究活怯化を多面的に図っていく必要があり，関係各位のさらなるご支援・ご鞭捷をお願いする次

第である。

平成7年9月1日

森林総合研究所長

小林一一
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1 .研究の背景とねらい

昭和60(19邸）年から平成7(1995）年までの10年聞は，「林業試験場Jから「森林総合研究所Jへの組織再

編整備とい．う大きな出来事が含まれる重要な時期であった。

国際的には，ベルリンの壁の崩壊（平成元年）やソ連邦の崩壊（平成2年）といった戦後の冷戦構造が崩壊し

新たな世界秩序の構築を模索しはじめた時代であり，圏内的には，「昭和」から「平成」の御代に，また，政治．

的な55年体制が崩壊し新たな政治の在り方が求められる時代となり，戦後50年を節目として過去の歴史から学ん

だ理念をしっかりと打ち立て日本の新たな国際貢献の在り方が求められる時代となっているo

研究を取り巻く環境も大きく変化した。科学技術会識の答申「新たな情勢夜化に対応し，長期的展望に立った

科学援興策の総合的基本方策について（昭和59年11月）Jとこれを受けての「科学技術政策大綱（昭和61年3月h

さらには，諮問13号答申「国立試験研究機関の中長期的あり方について（昭和62年8月）」は，国立試験研究機

関の方向付けを明確化した。これによると国立機関は，社会的，経済的ニーズの変化に対応し，民間等には期待

し難い新たなシーズ創出等を目指す基礎的，先導的研究を拡充強化するとともに，国際的な面での十分な研究対

応に配慮しその活性化を図ること併記要であるとされた。また，昭和ω年7月に臨時行政改革推進審議会から，
r行政改革の推進方策に関する答申Jが出され，この中で，国立試験研究機関をおおむね3年以内を目どに整理

合理化することを義務づけた。このような背景の下で，林業試験場に昭和61年秋から総務庁行政監察局による総

合実態調査や，農林水産技術会議における研究レビューが実施されたoこれを受けて，林野庁に設置された「林

業試験場検討会（昭和62年1月）」による林業試験場の組織及U噺究運営等の見直しの結果に基づき，総務庁行

政管理局との鯛整を経て，林業試験場の組織体を再編整備し，昭和63年10月に「森林総合研究所」として発足し

た。

昭和62年秋から場内に「目標と運営の検討会Jを設け，新たな組織体制のもとでの研究推進のための『研究基

本計画」（昭和63年10月）と研究運営のための『研究運営要綱・岡細則」（平成元年4月）を策定した。

一方，農林水産技術会識は，昭和58年の「農林水産研究基本目標」を見芭すことにより，我が国の経謝土会の

成熟化・国際化に伴う，国民の生活様式の変化等農林水産研究を巡る樹兄劉ヒを踏まえ，かつ，今後の科学技術

の発展を見通して，国際化耐tにおける農林水産研究の重点化方向を示す「農林水産研究基本目標Jを改訂した
（平成2年2月）。この改訂を踏まえ森林総合研究所『研究基本計画Jを一部修正をした（平成2年10月）。

林政審畿会は，我が国の森林林業及ぴ木材産業地雷直面する危機的側兄をについての国民の理解と早急な対策の

必要性を訴えた「森林の危機の克服に向けてJ（昭和ω年11月）を取りまとめた。さらに，平成2年12月「今後
の林政の展開方向と固有林野事業の経営改善Jについての答申を行い，今後の林政の展開方向として，①「緑と

水Jの源泉である多様な森林の整備と②「国産材時代Jを実現するための林業生産，加工・流通における条件整

備とのこつの林政の基本課題を提示し，これらの課題を達成するため「森林の流域管理システムJ という新しい

森林管理の在り方を提示した。また，林野庁はこの新たな仕組みを実現するために，平成3年に森林法を改正し

た。このような更なる情勢変化と平成4年度に行われた農林水産技術会議による「森林総合研究所研究レピューJ

により示された「試験研究の今後の推進方向Jを受け昭和63年度の研究基本計画を改定し，平成6年度版森林総

合研究所噺究基本計画」を策定した。

以上のような社創宵勢や行政施策の変化に対応してこの10年間の研究・技術開発を展開したo
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この半世紀の聞に2倍に増えた世界人口， 5倍に増加した世界経済生産，そして広がり続ける所得格差は，地

球の自然システムに過剰な直接的圧力を加え，環境へのインパクトを大きくしている。温暖化，オゾン層の破成

酸性雨，熱帯林などの世界の森林の減少と劣化，野生生物の減少，砂漠化等の地球環境問題の多くは，森林問題

と深くかかわっており，今後，長期的視点に立って，早期に解決に取り組まねばならない人類最大のテーマの一

つであることが圏内的にも，国際的にも認識されるに至ったo

世界の森林の減少は平成2年（19鉛年）までの10年間で2%にすぎない杭先進地域での2%の増加に対して，

途上地域では5%の減少となっており，特に，熱帯林については年平均で17百万haも減少し途上地域全体では

9%とさらに速い速度で減少していることをFAOの「森林資源寄価19卯年プロジェクトJ地帯告している。

熱帯林は既知の生物種（1印万から170万種）の半分以上を含むと推定されている杭熱帯林の減少と劣化は野生

生物種の減少とそれによる遺伝資源の消失を招くほ仇「温暖化』の元凶である二酸化炭素猿度の上昇に拍車を

かけ，さらに土壌浸食や洪水の発生，砂漠化の進行及び薪炭材の不足等を引き起こしており，それぞれの地域で

大きな問題となっているばかりでなく地球的規模での問題となっているoところで，先進地域の森林は前述のよ

うにこの10年間で2%増加したとはいえ，ヨーロッパの森林では中部，北部を中心とにその5分の1に酸性雨や

大気汚染等による森林被害カ顎樹ヒしていること治報告されており，また．米国，カナダや中国においても同様

の被害がみられ，我が国でも全国的にpH4.3-5.3の酸性雨が観測されているような樹兄にある。

このような地球環境問題の深海Mヒを背景に平成4年6月に「国連環境開発会議（地球サミット）J治宮開催され，

地球環境問題に対するあらゆる分野での行動計画をまとめた rアジェンダ＇21J，及E庖寒帯林から熱帯林までの，

すべての森林の保全と持続可能な森林経営に関する世界で最初の合意である「森林に関する原則声明Jカq采択さ

れた。引きつづき地球サミットフォローアップのための「持続可能な開発委員会（CSD）」治敬置され「持続可

能な森林皆営」の達成の度合いを図る国際的な「指標と基準」づくり等の取り組みが活発化している。このほか

に，二酸化炭素の吸収源としての森林保全等を規定した「気候変動に関する国際連合枠組み条約Jや，さらには

「生物の多様性に関する条約Jについて，我が国を含めて150か国以上が署名したo

我が固においても，これら「アジェンダ21Jや「森林に関する原則声明」等の矧？に向けて，我が国の森林も

世界の森林の一部と位置づけし，その森林を木材等の林産物の供給のみならず地域を含めた環境の保全・形成に

役立つ総合資源として機能するよう整備していくことが重要である。環境材としての森林への認識が圏内的にも

定着し，国民の森林に対する期待・関心が大きくなり，森林への要請も多様化している。このように，①二酸化

炭素の吸収・固定，酸素の供給，水資源かん義，森林土壌の形成，気候の緩和，湿度の維持及び野生動植物の保

護や遺伝資源の保全を含む生物の多様性の確保等の「安定した環境Jを形成する機能，＠牒水の績和，土砂崩壊

の防止，土砂流出防止，なだれ防止，落石防止，風害の緩和等の「安全な環境」を形成する機能，e濁音防止，
景観の提供，レクリエーション・保健休養・情操かん養・教育・学術研究の場の提供等の「快適な環境」を提供

する機能等森林の持つ多面的な機能が十分発揮できるよう森林を整備し，適切に維持管理すること治端喋の大き

な目的となってきており，このような環境創造に貢献する森林を守るための林業の展開が要請されている。

このため，こうような多面的機能と森林との関係を解明するとともに，前記の諸機能を適切に発揮できる森林

の整備と森林及び森林空間の管理の在り方を明らかにすることが必要となっている。

我が園の森林面積は昭和初代半ば以降国土の67%, 2千5百万haの水準を保っており，一人当たりの圏内総

生産量が1万ドル以上のOEC D加盟国ではフィンランド，スウェーデンに次いで3番目，人口密度300人以上
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の国では1番目の森林率を誇っており，我が圏は多くの人口を抱え，かっ経済を高度に発展させながら豊かな森

林を育んできたといえる。これは戦後の復旧造林，昭和初年代からの拡大造林を山村の人々の努力により進めて

きた結呆であり，人工林は昭和お年に497万haであったもの杭平成2年には，約2.1倍の1千万haまでに拡大

している。我が国の森林蓄積をみると昭和41年に1部7百万maであったもの杭平成2年には31お百万maに増加

した。人工林と天然林別にみると平成2年には昭和41年のそれぞれ2.9倍， 1.2倍と伸ぴており，森林全体では年

平均で7千万maの蓄積を増している。この量は平成4年の我が国木材需要量1億1千万m3の臼%に相当する。

このように我が国の森林資源は1千万haの人工林を中心に成熟過程にあるといえる。しかし，人工林の約8割

はいまだ保育・間伐を必要とする35年生以下の若齢林であるという育成途上の資源構成樹児にある。

圏内木材需要量（用材）は，昭和綿年の約1億M万msをピークに減少に転じ， 2度にわたるオイルショック

等の大きな景気変動を受けて，昭和56年から昭和田年にかけては9千1百万ma前後で推移した杭その後，昭

和62年の緊急経済対策に基づく内需拡大策の実施等により 1億1千万ma台を回復し，以来1億maを上回って推

移している。しかし，木材の供給は，舛材主導型の木材供給構造地境着し，特に昭和ω年のプラザ合意後の急速

な円高の進行は列材輸入を一層容易なものとし，木材（用材）の自給率を25%までに低下させている。

木材価格は，海外の資源的制約や野生動物保護等の環境問題に起因する出材量の減少による外材価格の乱高下

を伴う上昇にもかかわらず，近年のさらなる円高の進展も影響して長期的な低迷傾向カ犠いている。近年の木材

価格と林業の収益性の動向を昭和55年を100とした指数でみると，平成4年の丸木価格はスギカ喝9，ヒノキ77で，

山元立木価格はスギカ喝8，ヒノキ71となっているのに対し，平成4年度の伐出業種の平均賃金治司34となってい

ることから，スギの造林投資利回り相当率は昭和55年度に3.4%であったものが平成4年度には0.9%と大きく落

ち込んでいる。このような圏内需要量の7割強を舛材が占める樹兄の下での木材価格の長期低迷と人件費などの

諸経費の高騰から林業経営の収益性は著しく低下を余儀なくされている。そのため，造林，伐採をはじめとした

林業生産活動は停滞を続けているo

ところで，山村地域における昭和60－平成2年の人口減少率は前5年間の減少率（3.0%）を上回り4.3%とな

り，また，平成2年の65歳以上の高齢者の比率地宅金圏平均（12%）を上回る却%に達するなど，林業の担い手の

減少のみならず，林業労働力の高齢化が依然として続いている。さらに，農家林家の減少や鹿山村の過疎化等に

より私有林面積に占める不在村森林所有者の森林面積治叩百和45年の15%から平成2年の22%に増加するなど森林

管理の粗放化を顕樹ヒさせており，このままでは山村や零細・分散的に存在し間断的な生産構造にある圏内林業

をさらに衰退へと導きかねない樹兄にある。

このような状況下で，前記したように，林政審議会は，林政の今後の展開方向として「森林の流域管理システ

ムJ.を提示した。この流域管理システムを実効あるものとするため，各流域における林業・林産業関係者カι4事

となって国産材を持続的，安定的に供給しうる，いわゆる流域林業を形成し，魅力とやり均九Eのある林業経営を

取り戻し，林業の活性化と山村の掻興を図るための研究展開が求められている。このためには，林業の担い手の

育成と組織化流域の実態に即した林業経営方式，廊崎コスト作業システムの確立鳩l務となっている。とり

わけ，長伐期施業，複層林施業など多様化する育林技術の体系化人工知能などを応用した安全治、つ高性能な機

械の開発，及ぴそれらの機械の活用と路網を組み合わせた作業システムの構築，自然環境にインパクトの少ない

病虫獣管理技術の開発が必要である。

また，日本列島は自然科勝多様であり，地調9な背景とも相まって樹種や，森林タイプも多様で，さらに長

い歴史を伴う社会的，文化的条件のち地雷い下で，その地域特有の様々 なタイプの林業地混関されてきた。このよ
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うな実態の上に立って，自然と社会の地域的多様性を活かし，それぞれの地域の個性や魅力を活用した林業の展

開，特色ある自然の維持，自然災害の少ない安全で・快適な生活環境の創出が求められている。そのための森林管

理技術，経営管理技術，施業技術，森林の維持・造成技術，森林の多目的利用技術の高度イじ体系化が必要となっ

ているo

我が国は世界有数の木材輸入国であり，その輸入量は克式については世界の輸入量の約4魯j，製材及び合板に

ついては約1割を占め，平成4年の木材輸入額は，稔輸入額の約4割， 1~1億円を占めている。我が国木材

輸入量は昭和62年以降順調に増加し，平成3年には約84＇百万 m3と囲内の需要量の布%を占めるに至った。しかし，

前記したように北米や熱帯地域などの主要木材輸出国における最近の環境保護運動の高まりや資源的制約により

外材輸入は不安定な樹兄にある。また，産地固における木材振興策のもとで今後とも丸太輸出規制による丸太輸

入の減少と製品輸入の割合の増加地守想される。一方，圏内の森林資源は，平成2年のスギの総面積に対する標

準伐期齢以上の面積割合は11%から17%に増加しているように， 1千万haを超える人工林を中心に成熟度を加

えつつあり，国産材時代に向けて圏内資源は充実しつつある。 21世紀に国産材時代の到来を現実のものとするた

めには，森林資源をきめ細かく整備していくことに加えて，質・量・価格の安定した国産材の供給体制を整備し，

間伐材・工場廃材などを含めた地域産材を可能な限り利用する総合的木材産業システムを構築して，木材関連産

業を活性化することが求められている。

さらに近年我が固ではゆとりある豊かな生活を実感できる社会を構築することが求められており，そのため，

住生活の充実を図ることカ笹要な施策となっている。国民の木造住宅への志向は世論調査で92%と依然として根

強いものがあり，加えて，建築基準法の改正（昭和62年度，平成2年度及E坪成4年度）により大規模木構造や

三階建て共同住宅の建築が可能になったoこのような需要に応えて，安全性と耐久性に優れ，居住性の良好な木

造建築物や建築部材を供給しうる技術体系を整備することが木材の需要拡大を促進する上からも求められてい

る。また，再生産可能で，加工エネルギーカ刻、さく，廃棄・リサイクル靖容易な木質材料系治呪搬への負荷量が

小さいことの重要性が見直され、低調問用広葉樹材，林地残材，工場残材，建築解体材などを含めた木質系資源を

各種の産業資材，化学工業原料やエネルギーなどとして合理的に利用するための技術開発が求められている。

生物を扱うライフサイエンス分野における近年の科学技術進歩は著しく，生物の持づ増殖，遺伝，物質代謝な

どの諸機能を利用した新たな技術開発の可能性が注目されている。これらの技術を開発することにより，乾顔色

高塩，貧栄養などの劣悪環境や病虫獣書に耐える樹木，生物活性物質などの有用成分の産生効率の高U樹木など

の作出と増殖法の開発が求められている。また，熱帯林等の天然林の減少・劣化により在来種・野生種等貴重な

遺伝資源が急速に失われつつある中で，将来に向けて多様な森林植物及U報生物の遺伝資源を収集・保存及7.F.遺

伝資源の特性を評価する事が求められており，現地保存技術や原生保存地域の管理技術に関する研究が重要な課

題となっている。このような樹兄から，森林生物の生理機能，発現調整機能等の諸機能をその基礎から解明する

とともに，バイオテクノロジーなどの先端技術を活用して，遺伝子操作などによる新育種素材の作出はもとより，

樹木や微生物の持つ増殖，物質の合成・分解などの機能を利用する革新的技術の開発カ喫請されている。

我が国は技術先進国として地球的規摸の環境保全や砂防森林資源の再生と充実，木質系資源の有効利用技術

の向上，森林遺伝資源の評価・保全・利用などのために，国際研究協力に努めることが強く求められている。「緑
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の地球経営Jに向けて我が国で得られた知識・技術などを基盤にした国際貢献を果たすとともに，これらの成呆

や国際交流によって得られる様々な情報・知見を我が国の森林・林業・林産業に生かすことも求められているo

以上のような研究を取り巻く情勢の下で，具綱引こは，経常研究のほ地帯定研究，指定研究等の森林総合研究

所の所内プロジェクトに加えて，農林水産技術会議「大型別枠研究，J,r--i甥U枠研究J，「特別研究J，「総合的開

発研究J，りTイテク先端技術開発研究J，「官民交流共同研究J，環境庁「国立機関公害防止等試勝苛究J，「地球

環境研究総合推進費J，科学技術庁「国立機関原子力試験研究J，「科学技術援興調整費・総合研究，生活・地域

流動研究」，「地球科学技術特定調査研究促進費J等のプロジェクト研究に積極的に参加し研知怖を行った。そ

の主なものは以下の通りである。

森林生態系の特性解明と森林の環境形成機能の増進並びに地球環境問題への貢献に関しては，「農林水産系生

態秩序の解明と最適制御に関する総合研究J，「地球環境変化に伴う農林水産生態系の動態解明と予測技術の開

発J，「熱帯林の変動とその影響等に関する観担問究J・「熱帯林生態系、の環境及び構造解析J，鳴帯林生態系の修

復j，「熱帯林生態系における野生生物種の多様性』， r森林破壊が野生生物の減少に及ぽす影響機構-J,r：熱帯林の

環境形成作用の解明J「シベリア凍土地帯における温暖化フィードパックの評価J，「地球の温暖化が植物に及ぽ

す影響の解明J,r:砂漠化機構の解明に関する国際共同研究」，「気候変動が高山・亜高山地域の植物への影響の解

明J，「酸性物質の生態系に与える影響」，「スギ林における酸性降下物等の動態解明と影響予測に関する研究』，「酸

性雨等モニタリング・センターステーションの構築J，「紫外線の増加が植物等に及ぽす影響:..J, r:緑資源の総合評

価による最適配置計画手法の確立に関する研究J，「農林生態系利用による浅層地下水の水質剃回繍の開発J,r農

林業における水保全・管理機能の高度化に関する総合研究，J, r火山地域における土砂災害予測手法の開発に関す

る国際共同研究J等により多くの研究成果をあげた。

森林の資源の充実と林業における生産性の向上，地域林業の発展，森林の多面的利用技術の高度化に閲しては，

「農林水産業のもつ国土資源と環境の保全機能及ぴその維持増進に関する総合研究J，「低位生産地帯のマツ枯損

跡地におけるヒノキ人工林育成技術の確立.:.J, r都市近郊林等森林の公益機能の維持強化のための管理技術の開

発：J,r自然度の高い生態系の保全を考慮した流域管理に関するランドスケープ・エコロジー的研究J，「森林資源

環境の維持管理支援システムの開発J，「主要マメ税樹木等の生理機能の解明と育苗技術の開発J，「有用天敵生物

の機能向上と新害虫防除技術の開発J，「野生鳥獣による農林産物被害防止等を目的とした個体群管理手法及ひ功

止技術J,r生物的防除手法を導入した松くい虫被害の激化防止新技術の確立J,rスギ・ヒノキ穿孔性害虫の生物

的防除技術の開発：J,r林業機械化のためのセンシング技術開発J，「林業機械性能向上J，「林業用ハイプリッドペー

スマシンの試作開発調査J,r品質管理型林業のためのスギ黒心対策技術の開発J等により研究展開を図った。

木質系資源の有効利用技術の向上と新用途開発に閲しては，「生物資源の効率的利用技術の開発に関する総合

研究J，「国齢i葉樹中小径材の構造部材への新利用技術開発J，「有機塩素化合物を排出しない化学パルプ漂白法

の開発J,r新需要創出のための生物機能の開発・利用技術の開発に関する総合研究J，「木質系新素材による高強

度・高耐久環境調和型架構技術の開発J，「国産針葉樹材の適性乾燥技術と耐久性向上処理技術の開発」で多くの

特許出願をも含め，実用的な成果を上げた。

森林生物機能の開発と利用による技術革新に関しては，「生物情報の解明と制御に関する農林水産技術の開発

に関する総合研究J，「糠鎖の構造・機能解析のための共通基盤技術の開発J，「糖質の構造改変による高機能性素

材の開発に関する総合研究，J, r.組み換え体の生態添導入のためのアセスメント手法の開発J，「最良木からの種首

増殖技術の開発，菌床栽培用きのこの育種と栽培技術の改良，菌根菌の人工接種技術の開発J,rきのこ痛害虫の
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発生機構の解明と生態的防除技術の閉め，「糊包融合による林木新品種の効率的創出技術の開発」等で成果を上

。Tている。
以上この10年間，森林・林業・林産業をめぐる諸情勢の変化を踏まえ，これらに対する国民の多様なニーズに

応じて帽広く，また，圏内はもとより，北極域・シベリアから熱帯林までの地球的規模での研鮒応を行ってき

た。森林総合研究所の研究体制の特徴を生かして，より効率的・効果的な研究を推進するため，平成6年度版研

究基本計画の中で次の六つの研究推進の方向を定めている。

1.森林生管系の特性解明と森林の環境形成機能の増進

2.森林資源の充実と林業における生産性の向上

3.木質系資探の有効利用技術の向上と新用途開発

4.森林生物機能の開発と利用による技術革新

5.地域に根ざした林業の発展と森林の多面白押j用技術の高度化

6.国際研究の推進と地球環境問題への貢献

（大貫仁人）
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2.“林業試験場から森林総合研究所へ”組織改編

はじめに

前回の“林業試験場八十年のあゆみ”が出版された後の創立船年から90年の聞に，林業試験場90年の歴史で最

も大きな組織改績が行われた。すなわち，林業試験場をそのルーツから見れは明治11年西ケ原に設立された樹

木試験所とそれに続く目黒試験苗圃をその前身として，明治犯年に農商務省山林局林業試験場として設置された

のである杭このたびその歴史の中で最も大規模な基幹組織の改編と名称、の改正を行い，昭和63年10月1日付け

でお年にわたる『林業試験場』は発展的に解消され， r森林総合研究所』として新しい歩みを始めることとなった。

『林業試験場』は，明治38年当初は林業試験所と称され，験測，保護，工芸，庶務の4掛から成っていた杭

明治・43年に林業試験場と改称され，その後業務の拡大と組織の充実を図ってきたo戦後昭和22年には林政統ーに

より，それまで農林省，内務省，宮内省等各機関に分散していた試験研究機関が一本化されるとともに，内部組

織の充実と支場の設置等試験研究体制の整備が図られ，林業試験場の基本的体制炉できあがった。戦後から昭和

30-40年代にかけては，緑化と拡大造林や生産力増強のための施業技術開発が主要課題となり，林政と研究が一

体となってこれらに取り組む体制かできあがったoその後，我が国の社会経済の安定化に伴い木材資源の確保や

水土保全機能の増進への期待，森林レクリエーション気還の発生とともに，林業能営の安定向上技術の開発が強

く求められるようになった。また，森林の多目的利用のための基礎技術，公益的機能の維持増進技術，各種被害

防除技術，機械イ回繍等の諸技術の開発実用化が進められ，林業技術の体系化と経営の近代化のための研究が推

進されるとともに，木材の輸入増大に伴い国内外産木材の力江利用技術の開発や高度化が進められた。

このように，林業試験場は常に我が図の林政に対し技術的基盤を提供するとともに，森林，林業，林産業にか

かわる多方面の科学分野に貢献してきた。しかし，社会経済情勢の変化とともに国民の国立試験研究機関に対す

る期待，要望も変化しており，これら時代のニーズやシーズに対応するために林業試験場も組織の見直しと改編

充実を図ることとなったo

以下に，林業試験場の組織改編の背景，経緯と新組織の概要等について述べる。

組織改組の行政施策よの背最

臨時行政調査会（昭和田年3月発足）の最終答申（昭和田年3月第5次答申）において，「省庁の附属機関等

については，．．．整理合理化方針により全面的な見直しを行い，整理・改編合理化を進める必要があるJ治嘘り

込まれ，固の試験研究機関の整理合理化方針と行政事務の合理化に関連するもののほた民間の研究開発に待つ

ことのできないものを中心に研究開発を行うことを基本原則とするとして，次のような視点が明示された。

①設置目的とした試験研究の必要性治世会・経謝育勢等の変化に伴って低下したものの整理合理化，

②民間機関（公立，研究組合等を含む）の能力活用等を前提とした国の直轄機関の機能の整序・純化による整

理合理化，

＠漸究の総合化研究管理の効率化管理共通部門の簡素効率化を図るための同種類似または相互に関連性を

有するものの統合等及加j胡摸機関の他との統合，

＠人事交流の促進，職務の特殊性に応じた人事管理の適正化

これらを受けて政府は「臨噺T政調査会の最終答申後における行政改革の具体化方策について」（新行革大綱）
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を昭和58年5月24日付で閣議決定し，「各省庁は，その組織及ひ事務・事業について見直しを積極的に行うもの

とし，特に付属機関等については，速やかに見直しのための年次計画を作成して，順次その組織，事業等の見直

しを行うものとする」と，当面の改草事項に関する調整，立案の方針を明らかにした。

一方，我が国の科学技術行政について，昭和59年11月にいわゆる11号答申「新たな情勢密化に対応し，長期的

展望に立った科学技術振興の総合的基本方策についてJカ等｝学技術会議によって出さ礼次いで昭和60年6月臨

時行政改革推進審議会による手l学技術行政の在り方の答申， 7月には同じく行革審による行政改革の推進方策に

関する答申がそれぞれ出され，答申を尊重して所要の施策を実施に移すことが9月に閤議決定された。これらに

より，我が国は創造的・基礎自噺究を劃見した体制への転換を図ること，羽学技術政策大綱を決め，科学技術振

興の基本的方針を明らかにすること，国の研究機関の活性化を図るため各省庁は3年以内を目どに所管研究機関

の整理合理化計画の策定，実施を図ること等地守Tち出された。これを受けて，昭和61年2月には「科学技術政策

大綱Jを閤議決定し，我が回が21世紀の来るべきより豊かな社会及ひ胃民生活の創造に向けて，

q漸しい発展治朔侍される基樹弘先導的な科学技術，
＠灘済の活性化のための科学技術

⑩士会及ぴ生活の質の向上のための科学技術

を重点に研究開発を推進していくことが明示された。

さらに，国立試験研究機関の中長期的在り方についての諮問13号に対し，科学技術会議は昭和62年に国立試験

研究機関はそれぞれのf捌を踏まえて活性化を図ることを基本とする答申を行ったo

このような情勢を踏まえて，総務庁行政監察局は昭和59年1月に閣議決定された行政改革に関する当面の実施

方針（59行革大綱）に基づき， 61年秋から林業試験場の総合実態調査に入った。

以上のような行政の方針や科学技術政策に基づいて，林野庁は林業試験場の組織及び事務・事業の見直しを行

い整理合理化案を作成して，総務庁行政管理局と調整を行い新組織改編を進めた。

組織改編の社会経済情勢上の背景

森林，林業，林産業をめぐる情勢は，社会経謝育勢の動きとともに変化してきた。我が国が戦後の混乱期から

現在の経済大国に成長する過程-e，.増大する木材需要に応え，さらに森林の復興と森林資源の充実を図って進め

られてきた人工造林も，ほ間側万haに達し，この施策も着々と成果を上げてきていた杭一方では素材生産

量は伸ぴず，木材自給率は35%と低下し，外材に対する国産材の価格競争力は極めて弱い状態になっていたoさ

らに，木造住宅建設の停滞，非木質系材科の進出等による木材需要の低迷，山村の過疎化や林業就業者の減少と

高齢化等による林業，林産業における収益性の割以，間伐・枝打ちなどの適正な保育管理かできない森林の増

大をもたらす等林業は厳しい局面に向かっていた。他方，国民の森林に対する期待・要請は，国土保全，水資源

かん養，保健休養等いわゆる公益的機能にますます多梢ヒ，高度化してきた。さらに，紛もの森林・林業を巡る

状況も，地球的視点から資源，環境，エネルギー問題等の解決を要する段階に立ち至っており，これらに対応し

た試験研究を進めることが緊要となってきた。

このため試験研究においても，森林の多面的機能の解明やその維持・増進技術の開発・高度化，環境保全や自

然保護に配慮した森林生態系の総合的管理技術の開発，バイオテクノロジー等を利用した森林生物の生体機能利

用技術の開発，森林バイオマスの有効利用や森林の総合利用，コストダウン等による林業の活性化方策の確立，

木材の需要拡大及U河途拡大の’ための技術開発等か噴く求められるようになってきたo
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組織改舗の経過と主な内容

今回の組織改編に当たっては，昭和62年1月林野庁内に，指導部長を座長に，庁内の関係課長，林業試験場の

場長，総務部長，調査部長，企画科長並びに学織経験者で構成される r林業試験場擬す会」カ犠置され，林業試

験場の現状と問息長の分析，今後の在り方等について真撃な議論が展開された。議論を通じて，

q滞劇博資源は，林産物生産機能のみならず国土の保全，水資源のかん養，自然環境の保全，保健文化活動の場
の提供等の諸機能を有しており，その適切な管理を通じて多面的な機能を総合的かつ高度に発揮していくこ

とが一層重要となってきていること，

＠滞琳，林業，林産業は，自然との調和の上に成り立ち，しかも地域の社会経済的な条件の影響を受けるなど

地域性が高い特性を有していること，

＠滞林，林業，林産業に関する試験研究は，広範な科学的な基盤が要求されること等から，自然科学から社会

科学までの諸分野の進歩等を速やかに反映していくことカ笹要であること等が改めて確認された。

さらに，森林，林業，林産業に関する研究開発は，長期にわたる観測や調査資料の蓄積等が不可欠であり，研

究分野も広範・多岐にわたること等から，今後とも，本支場体制の下で公立の試験研究機関等と一層の連携を図

りつつ，林業試験場が中核となって組織的，一体的に研究開発を推進していく必要がある，との共通認識地鳴ら

れた。

「林業試験場櫛す会Jでは，林業試験場が今後期待される役割を十分に発揮していくためには，次の諸点地温

要であり，これらの視点から組織機構を見直した上改編整備し，その名称、についても改編整備の方向にふさわし

いものとすべきである，との結論に達した。

①研究開発に関する企画調整機能の強化

②森林，林業，林産業分野に関する基礎的，先導的な研究の推進と分野聞にまたがる研究推進のための調整

機能の強化

③糊林業に関する研究協力，調整機能の強化

③バイオテクノロジー等の先端誌術に関する研究分野の強化

⑤開かれた試験研究機関としての体制整備

⑥地域林業に関する研究の推進と支場機能の強化

これらの基本的考え方のもとに場内検討を重ねた結果，改編された新組織の主な点は次のとおりである。

①「林業試験場Jを「森林総合研究所Jに名称、を変更

森林の持つ生産機能や公益的機能への期待等国民の森林に対する要請カミ多様化・高度化するなかで，森林，

林業，林産業にかかわる広範・多岐にわたる試験研究を総合的に推進していく唯一の国の研究機関としてよ

りふさわしい名称とした。

②専門部門の改編整備

国立研究所に要請されている基礎的な研究をより着実に推進するため，森林，林業，林産業の各分野ごと

に2部に研究体制を整備した。さらに，バイオテクノロジー等の先端技術部門の研究を強化するため，関連

分野の研究を一元的に推進する「生物機能開発部Jを設置した。

③企画調整機能の強化

多様化する研究ニーズの的確な把握と対応，研究の適正な進行管理等，企画調整機能の強化を図るため，

調査部を「企画調整部」に改編整備した。
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e澗究管理官及ひ窃究協力官の新設
専門部門聞にまたがる研究課題を総倒弘一体的に推進するため，研究管理官（2人）を設けるとともに，

増大する紛4からの研究協力の要請に積極的に対応していくため，研究協力官を新設した。

⑤「多摩森林科学園」の設置

森林の持つ多面的機能の重要性，そこにおける林業や林産業の役割等について，試験研究の成果を通して

国民の理解を深めていくため，浅川実験林を改組し「多摩森林科学園」を新綾し，研究成果等の普及・広報

の充実を図ったo

＠渦鳩持性を踏まえた地域研究体制の確保

各支所に，その地域の森林研究の特性を反映させた研究を推進するための研究室を整備する。

新研究部の概要

旧「林業試験場Jと新「森林総合研究所」の組織を，昭和63年改編当時と平成7年3月31日現在で対比すれは

表1のとおりになる。また，各専門部設置の背景と業務の概要は次のとおりである。

【森林環境部1
森林の多面的機能を総合的かつ高度に発揮させることカ守土会的要請となっているが，これに応えるために，

森林生態系とその諸機能を解明する基礎研究を深め，諸機能の評価法や維持増進技術を開発する必要がある。

このため森林の立地環境の解析と評価，森林植物の生態構造と機能の解明，森林の防災機能，水保全機能の解

明と評価等の研究を行う。 4科16研究室。

【森林生物部】

森林生態系内で，それぞれの生態的地位を占めて生息する多種多様な微生物や動物の研究の深化は，森樹首

虫獣害の合理的な制御技術の開発にも不可欠である。また森林生物の資源的価値と，その利用開発の可能性を

探る必要もある。このため徴生物，昆虫，鳥獣等の生理，生態の解明を行い，森林生物の利用・制御技術の確

立を図る。 3科n研究室。
【生物機能開発部1

バイオテクノロジーを活用して林木育種，きのこ品種改良などの分野に新しい技術を開発すること治朔待さ

れているとともに，生物機能の開発利用地宅金く望まれている。また森林生物の生物機能の活用法を開発する必

要がある。このため森林群落の遺伝的構造の解析，種の地域分化及び環境適応機構の解明を通して遺伝資源と

して森林生物の評価を深めるとともに，生物機能利用技術，遺伝子操併繍，遺伝子保全技術等の開発を行う。

4科12研究室。

。様智営部】

森林資源の総合的かつ効率的活用を図ること，国産材の麓争力を強化し，その安節句供給体制を確立すると・

ともに，林業経営の改善を図ること等地重要課題となっている。このため森林の管理利用計画策定技術の開発，

林業経営技術の開発と低コスト化のための技術体系の確立等の研究を進める。 2科6研究室。

【生産技術部】

森林の生産性の向上，コストダウン等地強く求められている林業生産において省力的天然更新技術の確立，

造林から伐出までの生産技術の高度化林道網の整備と合理的な林業作業体系の確立，林業作業の機械イ回姉

の確立等を図る。 3科9研究室。



【木材化工部】

国産材の需要拡大を図るため，化勃日工技術による木質材料の改質や新素材の開発，さらに木質成分の有効

利用技術の開発が求められている。このため木材の化学特性の解明，化学的処理技術の開発，木質変換技術の

開発等を行い，要請に応える。 3科11研究室。

【木材利用部】

国産材の供給が今後増える見通しであり，建築資材としての木材には高品質かつ多様な特性が要求されてき

ているoさらに産業資材への木材の利用拡大も要請されているD このため加工利用技術の改良による品質の向

上とコストダウン，新加工システムと木質材料の開発，新しい用途への適用技術の開発等を図る。 3科11研究

室。

おわりに

森林の科学的な解明を通して，森林の多面的機能の評価とその総合的な利用技術を開発することが「森林総合

研究所J に対する社会のニーズといえるであろう。今回の組織改編は国の試験研究機関として，この要請にでき

るだけ効果的に応えるために行ったものである0・森林・林業・林産業にかかわる唯一の国立研究機関としては，

全方位的に研究を推進することも必要である，基礎研究の分野では大学等とも連携分担を行いながら研究の深化

を図る一方，公立林業試験場等との密接な連携のもとに応用研究・技術開発分野における分担協力を明確にして，

林業の基盤抜術の開発・高度化あるいは総合技術としての体系化を図っていくことが一層求められることになろ

う。すなわち，新「森林総合研究所Jは森林にかかわる幅広いそれぞれの研究分野で，総合的視点のもとに研究

に取り組み，一層の研究の高度化・効率化を図っていこうというものであり，また森林総合研究所は，我が国の

森林，林業，林産業に関する試験研究の中核的推進母体としての機能をより効果的に果たすべく設置されたので

ある。

（方自藤宏明）

表1.組織改舗の新旧対比

日日］ ［新］ ［新］

昭和回年9月30日現在 昭和63年10月1日現在 平成7年3月31日現在

「林巣試験場」 r華跡総合研究所」 「森林総合研究所J

場長ー次長 所長一次長 所長一次長

総務部 総務部 総務部

調査部 企画調整部 企画調整部

経営部 研究管理官（2名） 研究管理官（2名）

機械化部 研究協力官 糊研究協力官

造林部 森林環境部 森林環境部

土嬢部－ 森林生物部 森林生物部

保護部 生物機能開発部 生物機能開発部

防災部 林業経営部 林業設営部

林産化学部 生産技術部 生産技術部



- 22ー

木材部 木材化工部 木材化工部

木材手IJ用部 木材利用部 木材利用部

支場等 6 支所等 6 支所等 6 

．（北海道・刺包 （北海道・東北 （北海道・瓢じ

関西・四国・九州 関西・周囲・九州 関西・四国・九州

浅川実験林） 多摩森林科学園） 多摩森林科学園）

木曽分場

試験地 9 試験地 8 試験地 7 

（千代田・小笠原 （木曽・千代田 （木曽・千代田

高萩・十日町 小笠原・高萩 小笠原・高萩

宝川・赤沼 十日町・赤沼 十日町・多摩

多摩・山形 多摩・山形） 山形）

岡山）



3 .年表

昭和印年 (19邸） 09月4日林業試験場創立.80周年記念式決挙行。

010月14-16日IUFRO国際研究集会「生物生産力J開催。

011月8日林業試験場創立.80周年記念研究成果発表会開催。

昭和61年（1986) 09月第四国ユフロ世界大会開催。

011月19日晴究交流促進法」施行。

012月1日山口博昭林業試験場長発令。

昭和62年（1987) 01月16日田中林野庁長宮本場視察。

02月4日A.Madhavan駐日インド大使本場視察。

04月21日三笠宮殿下浅川実験林ご視察。

012月九州支場創立.40周年。

012月関西支場創立.40周年。

昭和63年（1988) 010月1日林業試験場から森林総合研究所《組織改編。

010月1日d嚇富士雄森林総企研究所長発令。

010月1日宝川及ひ澗山試験地廃止。

010月1日木曽分場及び浅川実験林赤招試験地が本所試験地に。

010月1日森林総合研究所研究基本計画策定。

010月森林総合研究所シンボルマーク制定。

010月北海道支所創立.80周年。

平成元年（1989) 03月14日森林総合研究所発足記念式典樹も

05月29日多摩森林科学園を森林総合研究所多摩森林科学園に改める。

05月29日多摩森林科学園業務課に施設管理係を新設。

07月東北支所創立.30周年。

08月1日STAフェローシップ制度による受け入れ開始。

08月4日聾林野庁長官本所視察。

08月28日～9月1日IUFRO第2部会地域集会「剥じアジアにおける森林保護』開催。

09月12日鹿野農林水産大臣本所視察。

平成2年（19鈎） 05月31日1970年度ノーベル平和賞受賞者ボーローグ博士本所視察。

06月日日多摩森林科学園業務課に研修展示係を新設。

07月12日山本農林水産大臣本開勝。

010月1日森林総合研究所研究基本計函改定。

010月1日科学校術特別研究員を初めて受け入れ唱

平成3年（1鈎1) 04月期成所連絡調整室，九州支所連絡関整室及び多摩森林科学園業務課に育林専門官を

新設。

04月16日企画調整部に海外森林環境変動研究チーム及び海外森林資源保全研究チームを新設。
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04月16日企画調整部糊林業調査科を海外研究情報調査枠＼名称変更。

04月16日企画調整部海舛研究情報調査科に紛欄整係を新設。

04月16日企画調整部技術情報室を糊研究情報室へ名称変更。

04月16日企画調整部研究協力室を紛3研究協力室へ名称変更。

04月16日生産技術劇憐計画研究室をシステム計画研究室へ名称変更。

04月16日研究協力官を糊研究協力官へ名称変更。

04月19日「森の科学館」開館己念式典樹も

04月お日秋篠宮殿下 r森の科学館Jご視察。

04月多摩霧林科学園創立70.周年。

06月5日吉川参議院農林水産委員長本所視察。

07月17日近藤農林水産大臣本所視察。

08月1日勝目柾森林総合研究所長発令。

09月台即時等被害緊急調査。

010月9日小樽林野庁長宮本所視察。

平成4年（1鈎，2) 04月1日「森の科学館J有料公開開始。
04月15日関西支所保護部に鳥獣研究室を新払

07月11日「林業研究発祥の地J記念碑除幕式挙行。

010月29日東家国土庁長宮本所視察。

平成5年（1993) 04月1日企画調整部研剣鰍科に研究技術宵報官及び情報係を新設。

010月1日小林一三森林総合研究所長発令。

平成6年（19'鈍） 04月1日森林総合研究所研究基本計画改定。

04月1日赤沼試験地廃止。

04月28日林野庁「林業関係研究推進方針J策定。

06月24日朝包支所連絡調整室及び関西支所連絡調整室に研剣宵報専門官を新設。

010月初日北海道支所羊ケ丘移転;20周年記念式典樹予。

011月15日；塚本林野庁長宮本所視察。

平成7年（1995) 01月阪神大震災被害緊急調査。

03月4-9日国際ワークショップ「樹木年輪による地球温暖化把握のための古環境復元と

変動予測技術の高度：11:i開催。

04月1日北海道支所連絡調整室，四国支所連絡調整室及ぴ九州支所連絡調整室に研究情報

専門官を新設。
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II.専門別試験研究の動向

森林環境部門

昭和臼年10月の森林総合研究所への組織政変により森林環境部が設立された。林業試験場時代の造林部の3研

究室と土壌部の1研究室によって植物生態科杭土壌部の4研究室によって立地環境科治究防災部の2科の構成

研究室を一部編成替えして水土保全科と防災科が誕生した。それぞれの研究室の研究課題を継承しつつ，部の創

設の思念に沿った課題の枠組みを作り研究を展開してきた。その間，森林を取りまく環境問題も急速に高まり，

また地球的規撲の国際的な課題も増えてきた。そのため内外の環境問題にかかわるプロジェクト研究が急増し，

それに対応した経常研究にも拍車がかかったo

環境と樹木の成長，群落の動態など森林生態系の要素を調べることは基本的に重要なことであり，それらの研

究に鋭意取り組んできた。水，温度と樹木の成長との関係に関する研究を進展させるとともに，関東平野のスギ

の成育高島現象を温暖化による水分ストレスの可能性で説明した。また樹種の生活史，台風などの撹乱要因と森

林の動態・修復機構，森林生態~における菌根菌の機能の解明などに大きな研究の進展がみられた。立地環境の

重要な要素である土壌の生成機構についての研究を継続す石とともに，森林生態系における土嬢の物甜弘化学

的機能の解明を積極的に進めてきた。すなわち，水の保全に関するメカニズム，土壊の酸性化への緩衝機能など

に多くの知見を得，炭素などの物質循環の解析を通して森林の環境形成機能に多くの情報を提供した。また森林

施業と土壌構造の変化について解析を進め，その成果は森林施業のあり方に多くの示唆を与えた。

森林流域の水保全機能の評価法への要請を受けて水収支の研究を続吠流域条件や地域の特性を評価できる水

収支モデルを開発するなど一連の研究成果をあげてきた。森林内の気象の研究から森林を取りまく環境への森林

の環境（気候）形成機能へと研究対象を広げつつあり，その成果が出始めている。また各鶴見書の発生予測法と

防止技術の向上を目指した研究の成果が多く蓄積された。 19お年頃から特に問題が大きくなっできた酸性降下物

を含む森林衰退の問題や，地球温暖化にかかわるグローバルな森林問題などに積極的に取り組みかなりの成果を

あげてきた。なお，森林環境に関する研究は生産技術の研究の基礎情報としても重要な役割を呆たしてきた。

（藤森隆郎）

植物生態分野

森林群落はそれを構成する箆個体群及ぴ各種環境要因との相互の関係から成り立っており，その構成は時間

的，空間的に多様である。こうした多様な森林群落カ喰立し維持されていく仕組みの解明，及ぴこれらの仕組み

に与える自然及び人為インパクトの影響の解明は，森林生態系の環境容量の把握を通じて，持続的な林業能営と

環境保全機能を重視した森林保全技術に必要な情報を与える。

そのため，種特性を差水分や気象などの環境要因に対する適応性及ぴ繁殖特性・生活史から解明を行ってきた。

また，これらの種で構成される群落の構造及び遷移機構の解明を進めるとともに，群落の維持と再魯産に重要な

養分の動態解明を行っている.0 さらに，森林群落に及ぽす気象変動などの自然撹乱及び伐採や地域開発，温暖化

や大気汚染などの人為影響を総倒旬に解析している。 ここでは，最近10年間で得られた主な成果について述ぺ

る。
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1.樹木の環境適応機構

水分環境は種の分布や一次生産に影響を与える最も重要な要因の一つである。水分環境への応答を解析するた

めの葉の水分特性評価法を確立し，種特性評価から環境適応反応まで幅広い知見カ鳴られた。

多くの樹木は業内水分の低下に対して水ポテンシャルを下げ吸水能を高めるがiある閥値を過ぎると，業の圧

ポテンシャルを失って萎れる。耐乾性の商U暢種はかなり低い水ポテンシャルでも庄ポテンシャルを維持する反

面，耐乾性の低い樹種では，高い水ポテンシャルの値で圧ポテンシャルを失うことが明らかとなったoこうした

耐乾性の維持機構に，水ポテンシャルと圧ポテンシャルの関係調節をつかさどる細胞の浸透調節機構（osmotic

adjustment）治宝関与することを提示した。同じ種内でも，若い裁では業の水分低下に対する圧ポテンシャルの維

持は難ししまた成熟葉では，これらの調節地帯操や降雨といった乾湿条件に適応して起こることも分かった。

こうした種の水分特性は光合成生産とのかかわりも高い。例え問司じ属でも分布域に遣いがあるヒノキとサワ

ラの場合，土壌乾燥によって生じる光合成速度の減少開始時と光合成速度のゼロ到達時における水ポテンシャル

はいずれもヒノキの方が低く，ヒノキがサワラに比べて水ストレスを受けにくいこと治勢かった。

さらに葉の水分特性は，スギの寒害の発生とかかわりが深いことも明らかにした。晩秋期の気温低下に浸透ポ

テンシャルを下町圧ポテンシャルを失う時の水ポテンシャルを低下させる浸透調節機構地鳴く杭この機構が

耐凍性と深いかかわりのあることを示した。すなわち，耐凍性の高いスギクローンでは浸透ポテンシャルの低下

が気温変化に鋤惑に対応して著しく，またその数値もかなり低い値まで下げる祇耐凍性の低いクローンでは浸

透ポテンシャルの低下地沙なく，凍結に耐えられなくなることカ切っかったo従来，耐凍性の検定は，数度刻みの

低温調節室で多くの試料を用い長期間を要していたカt葉の水分特性測定が耐凍性簡易検定法となることを提示
した。

光合成機構への光環境適応についても解析カ嘘められたo光前歴を変えて育てたダケカンパ苗の葉の光合成一

党作用スペクトルでは，赤色光除去下（自然の林床での散語l.1'tの光質に近い）で育てた首の場合，青色・緑色光

に対する光利用効率が高いことなど，林内あるいは林床の光質環境変化に対する光合成適応反応を明らかにした。

2.温帯落葉広葉樹林の構造と機能の解明

自然撹乱による森林の部分的破壊とその修復カ唾層的に展開する森林の動態を正確に把握するためには，時

間・空間軸に沿った各レベルでの森林群集の挙動を調べる必要がある。この調査手法として，大面積プロットに

よる長期観測調査の有効性地溜織され，我が国では先駆的に，北茨域の高萩営林署管内刷l伴術参考林 (lOOha)

内に長期モニタリングサイトを設定し，調査を続けている。本サイトはコナラ，プナ，イヌプナを中心とし，シ

ヂ，カエデ類を交えて種類数も多い天然林である。中心となる6haの調査地では，樹木の生活史全体を通じた

個体群動態を明らかにするため，種子の生産量・散布量，実生の発生・生存，樹木の成長を毎年継続調査してい

る。

コナラのような大きな種子を持つ樹種は，散布種子数カちかないが実生は比較的良く生き残る。ミズメのような

小さな種子を持つ樹種は，種子や実生のほとんどカq年で枯死する杭多くの種子を遠方まで散布することで生

存を図っている（図1）。コナラは大型の種子のため，そのほとんど治樹冠下に落下する。落下して虫害を受け

ていない健全種子のほとんどはネズミなどの小動物によって消費されてしまう。ネズミの運搬距離は，平均で

21m，最大で約4伽Eであることも明らかになったoサイト内でプナとイヌプナポ混生している。アイソザイム分

析の結朱イヌプナは複数の幹で1個体であったo両種の個体群のサイズ分布などの解析から，イヌプナの萌芽

には栄養繁殖の役割のないこと，複数の萌芽幹があると一本地枯れても残りの太い幹が種子生産するので，繁殖



コナラ

種子置 1.0g

生産I!子畳8.85m・2 

イタヤカエデ

0.04 g 

35.4 m・2 

2.8 

図・l 種子の散布と生存率の例

表1 各樹種の成長特性

適 i盈 主主

ミズメ
0.αJOSg 

182m岳

- 29 

イlド長成長＊ 乾物成長・ 線系成長
養分成長欠低乏時下の

産地 樹 種 名
条件f℃1•• 条件（2 ••• 窒素欠乏 燐欠乏

（℃） （℃） ）℃）  

温帯 Al11usfinna 20-30 20-20 25 18-23 

亙熱帯 Acacia nsela11oxylon 25-30 25-20 25-30 18-28 普通 普通

A. nseamsii 25 25 25-30 23 

A. め明国”Ilia 20-25 20-25 

熱帯 A. coreace 35- 25-33 
A. c01ulea11a 35- 28-33 
A. ,na11gium 35- 30 25-32 23-28 特に大 大

A. auγi叩 lifi加 nis 35- 35- 30 28一 大 大

A. tumida 25-35 25-35 
A. albida 30 30 25-35 18-23 

．）明j関空気温度。明期は14時間。Ba'期温度lま明期温度一7℃に股定した条件で育成した場合。
．．）地温。地i鼠は明期温度と同じ場合。明J問時｜聞及ひ晴畑温度は市） に同じ。
・・・）地温。地i温Ii暗期温度と同じ場合。明j邸時間及ひ晴朗温度は勺に同じ。
根系成長の条件1は．植栽直後の条件に比較的近く，条件21ま植栽木がうっ閉したときの条件に近いと思われる。
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個体の割合がイヌプナで多くなっていることなどが明らかとなったo

この落葉広葉樹林の長期モニタリング結果との比較も兼ねて，マレーシアの丘陵フタパガキ林，タイの斜跡

にも同程度のモニタリングサイトを設定した。

3.早生樹種の成長特性

帯悪地に導入可能な緑化樹種は少なく，その選定地窪まれている。特に，熱帯地域では森林の転用，過度の焼

畑の繰り返しによる草地化のため，癖新防鳴んだ場所カ妙、なくない。そこで，熱帯，亜熱帯の劣化土嬢で一次

緑化として用いられているアカシア類及E峨が国の鮒巳に用いられているヤシャプシなどについて，土壊水分，

温度，養分などの環境要因と成長との関係などについて解析を進めた。

熱帯性の樹種は成長適温域地宮高く，伸長成長治句5℃でも極めて良好であったoまたこれらの樹種は，十分な栄

養条件下で極めて旺盛な成長を行い，貧栄養条件下の成長と大きな差があり，その傾向は窒素欠乏で著しい治え

窒素欠乏，燐欠乏いずれの条件でも高温条件である程度の成長を持つことが分かった。また，細根成長は，熱帯

性調種及ひ軍熱帯樹種では地上部の空気湿度の影響も受けるのに対し，熱帯性樹種では，ほほ地温だけの影響を

受け，さらに， 30℃以上でも活発な成長を示した（表1）。

これらのことから，熱帯性マメ科樹木では，高温及ぴ良好な養水分条件で極めて旺盛な成長を示し，これらの

条件に敏感に反応を示す杭貧栄養や乾燥立地でも成長可能という特性が明らかになったoまた，熱帯地域で経

蜘例こ用いられている一次緑化樹種のAcaciaauriculifonnisとA.mangiumでは，前者の方が乾燥及び帯悪地に

適応しやすく，導入に適した樹種であることが判明した。

これらアカシア類の高い環境適応能力は，共生微生物の作用によるといわれる。そこで，アカシア・メラノキ

シロンに対して，根粒菌とVA菌根薗を併用して接種し，養分吸収と成長に対する効果を関ぺた。同時に接種し

た首は，根粒菌のみを接種した苗に比ぺ成長が良かった。また，燐の施用量が埠鈎目するに従って苗の成長量は増

加した杭その反応はVA菌根菌を接種した首の方河鰭であったoこのように，菌根菌との相乗作用により，

それぞれ単独で作用するよりも大きな成長促進効果のあることが明らかとなり，今後，こうした根圏環境の改善

による乾燥地や病患地での樹目安術への貢献朔待されている。

4.森林，樹木に及ぽす人為影響

大気複創号染ガスによる樹木の成長阻害と耐性の研究を進めた。 E硫酸ガス，オゾン，二劇飽素の複合汚染

に対する反応カ樹種間で異なり，硫黄の吸収量が亜硫酸ガス単独の場合に多くなるポプラ，マテパシイ，アカマ

ツ，スギなどがある。亜硫酸ガスにオゾンカ功日わったときに，硫黄の吸収量の大きくなるものにシラカシがあげ

られる。一方，イチョウは亜硫酸ガス，オゾン，二酸化窒棄の三つの複合ガスの場合に硫黄の吸収量治吹きくな

る違いがあったoこれらの違いは，気孔の開閉反応や葉肉組織の抵抗性によっていると判断された。不良土壌環

境に対する影響を土嬢水分の欠乏の視点から解析を進めた。土壌水分低下に対する耐性は，カツラ，アオギリが

最も強くプナがこれについだ。一方，湿潤条件では，ハンノキ，タイワンフウが強く，これにプナカ句いだ。

丹沢山系大山地区のモミ天然林の枯損地帯しいことから，その実態調査を現況調査及ひ軍存の空中写真解析か

ら行ったoモミの梢端枯損はすでに196伴ft後半から発生しており，今固まで枯損割合が増加してきたことを確

認した。

（森川 靖）
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立地環境分野

森林土壌を主な研獄橡とし，我が国における森林土壊の分布と分類及ぴその成因を明らかにするとともに土

壌が持つ諸機能を明らかにしてきた。昭和却年代から30年代にかけては，土壌の生成・分類や分布，また理化学

的諸特性の解明などの基蹴句調査・研究を通じて樹種選定に科学的根拠を与え，戦後の荒廃した林地の緑化や林

業の復興に貢献した。高度成長期には林地生産力や公益的機能の数量的評価に貢献した。近年は，森林と環境あ

るいは地球環境と森林という視点からの問題提起カ多くなってきており，土嬢を中心とする森林生態系の構造と

機能の解明を主目的に研究を進めるとともに，勝4における森林研究にも積極的に参画している。

19：邸年の組織改編により，旧土壊部の2科6研究室は森林環境部の立地環境科（4研究室），植物生態科（1 

研究室）及E繍林生物部（1研究室）に再編された。しかし，土壌は緑資源育成の基盤であり，森林が持つ環境

保全機能のなかで重要な部分を占めているので，各支所及び試験地の関連研究室と連携を密にして研究を推進し

ている。この10年間の主要な成果は下記のとおりである。

1.森林土壌の生成及ぴ分類

我が国の林野土槙の分類は， 1975年にそれまでに得られた成果が取りまとめられた杭未解決の点カ宮いくつか

ある。暗赤色土では，塩基系，非塩基系及ぴ火山系の3豆群が設けられているカtそれぞれの特性や生成条件は

同じではない。このうちの蛇紋岩由来の暗赤色土はその諸特性からアリッ川ω電卓越する土壌として，赤色土へ
の編入地鳴案された。しかし，火山系暗赤色土については遊離酸化鉄の結晶化などの諸性質から，赤色土の1!11!

群として取り扱うことは困難と判断された。黒色土の生成については，土壌中の化石花粉及U嘘酸体の分析結果

から過去の植生を復元し，黒色土と褐色森林土の違い治宝明らかにされた。すなわち，過去数千年から千年の問ス

スキやイネ科の植物からなる草原湖櫛する条件下では黒色土が形成され，同じ母材でもプナ林等の森林下では

褐色森林土が形成される。火山灰を母材とする土嬢の分類については， 1987年に開催された国際土嬢分類ワーク

ショップにおいて森林土壊分野で得られた成果を提示した。その結果は， 1990年の国際土壌剥学会議で集約さ札

火山灰土壌はこれまでのアンデプト亜日からアンデイソル目に格上げされた。これにより，火山灰母材の黒色土

と褐色森林土とが国際的な土壊分類のなかでも識別されるようになったo

2.森林の取り扱いが土壌に及ぽす影響

林業として避けられない森林の伐採等が土壌に与える影響について明らかにすることは，持続的経営や環境保

全の上からも重要な課題である。皆伐が主嬢に与える影響については，我が国の調査例にアメリカ及ぴプルネイ

の調査結果も加えて取りまとめられた。また，漸伐や複層林化あるいは伐採後の枝条処理が土壊環境や土壌理化

学性に及ぽす影響についても調査された。これらの結果を総合すると，皆伐や伐採木の搬出により土壊の物理性

地響化する。これは，組孔隙の減少，細孔隙の増加並びに遊水性の低下に顕著に見られる。また，植生の欠如に

より地表の乾燥カ犠み，紹粒状の土嬢構造治勢逮することカ培農認されたoこれらの現象は表層土の流亡を促進す

ると予測された。枝条の残置は土壌を保全する効果があることが確認された。さらに，これら施業地吐壌中の炭

素収支に及ぽす影響締携されている。

3.土壊の物質変換機構及び移動

堆積有機物の分解過程や土捜中における物質の変換・移動を明らかにすることは，生産力や公益的機能の解明

の基礎となる。土壊の肥沃度にかかわり深い窒素及びリンについては，窒素の無機化量が明らかにされるととも

に森林土壌中のリンの形態と各形態ごとの賦存量が明らかにされた。森林土壌に特有であり，生態系の物質循環

のキーポイントである堆積有機物層の形態的特性，分解特性及びそれにかかわる微生物相について解析カ可子われ，
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腐朽菌の分解能力が明らかにされた。また，土壌中の有機・無機複合体の分画地帯われ，分解過程における質的

変化やそれにかかわる徴生物相についても解析地強められた。さらに，土壌酵新首性や生態系における窒素循環

の上で重要な脱窒量の前測カ苛守われ，微生物化学の深化が図られている。

4.酸性降下物地吐壌に与える影響

近年，酸性雨と森林衰退は社会的に問題となっており，森林衰退の原因究明と影響予測は緊急を要する課題と

なっている。森林生態系における酸性降下物の動態解明では，林内外雨や樹幹流の特性が明らかにされるととも

に，スギ樹幹流の酸性化の実態と樹幹周囲の土壌の酸怯化が明らかにされた。また，土壌治鳴っ緩衝能について

はその測定法が開発され，土壌の緩衝能は炭殻塩の溶解，アロフェン等による塩吸着，陽イオン交換及ぴアルミ

ニウムの溶出の4段階あることが明らかにされたoすでに酸性化が進んでいる土壌表層部やポドゾル等では緩衝

能が低いことが明らかにされている杭影響予測については調査・解析瑚撤されており，全国的な視点からこ

れまでの国有林土壌調査結果の集約地強められている。さらに，林野庁の『酸性雨等森林被害モニタリング事業」

の推進に協力している。

5.土壌が持つ水保全機能

洪水及ぴ渇水緩和機能に代表される森林地鳴っ水保全機能は社会的にも注目をされている。最近，土嬢カ鳴っ

保水容量や土壊中の水移動が水保全機能とかかわりが深いことが明らかにされつつあり，その評価手法の確立に

努めている。流域としての保水容量をより定量的に把握するために理水試験敵鱒において表層部から下層部

までの調査が行われている。その結果，保水容量は流域により異なるが100mm前後から数百mmになり，流出

特性を説明する上で矛盾がないことカ犠認されたo土壌中の水移動に闘しては溶質の移動との関連で実験的にも

調査・解析が進められている。一方，日流出の資料を用い流域の保水容量を推定する方法が試みられており，現

在，多目的ダム等の流出資料を用い広域を対象に保水容量の解析地強められている。

6.森林流域の水質とその変動

我が国の森林流域における水質は良好であるため，これまで問題にされることカ切Pなかったoこれまで，伐採

や施肥が水質に与える影響について調査され，これらの施業による水質の低下は水道水の取水基準に抵触するほ

どではないことが明らかにされた。しかしながら，近年水資源の高度利用と森林流域の各種の開発により，水質

が問題になることが多くなってきたo森林流域における水質形成機構を明らかにするために，地形別深さ別の土

壌中の水溶性成分や渓流水の溶存成分の動態治調査され，生劇学用を受けにくい塩素イオンと硝酸轡畠素等との

浪度比を用いて解析された結果，水質は土境中の水移動とかかわりが深いことが明らかにされた。また，樹種や

地質の異なる小流域の水質の多点調査も行われ，データの集積が図られている。さらに，最近問題となっている

地下水汚染に対応するために，平地林における浅層地下水の水質変動地調査され、隣接する農地より硝酸態窒素

等の漉度が低いこと地帯産認されている。

7，表層地質構造の特性

林地の地形・表層地質は，森林土壊の生成や特性に反映されるだけでなく，山地における崩壊・地滑りの発生

や地下水形成などに関与するところカ吹きい。詳細な噴出年代が明らかになりつつあるテフラをキ一層として利

用する，あるいは糊惟炭素年代測定により埋谷性斜面堆積物中に挟在する有機物の年代を確定することにより，

斜面の移動堆積年代及びその規模湖噺されている。その結果，完新世初頭に斜面プロセスカ唆化し，斜面の削

剥や堆積様式が異なった可能性が指摘されたo この結果は，表層崩壊や土石流の発生頻度に関する基礎的情報と

なる。テフラ層の上位に形成される細粒物質の層厚・量及E湘成から，その起源と形成速度が解析された結果，
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土壌表層部の細粧物質は風成塵である可能性が高いことが明らかにされた。造岩鉱物の風化過程については，変

質・碧開等に起因する細粒化と鉱物組成の変化について検討治効目えられた。

8.立地開田手法の開発

土壌調査結果を基に．林地生産力の解析，水保全機能の評価等カ苛予われてきた。国土の保全と利用の高度化を

図るために，より使いやすい土壌情報が求められている。地形，地質，土嬢及E月蝕情報から，特定地域の立地

区分とその機能を評価する手法地検討され，茨城県下大子を対象に立地マップが作成された。有用広葉樹である

ミズナラ等の適地判定と成長量予測均値化I類により行われた。また，マツ桔損跡地に植栽されることが多い

ヒノキ林の適地判定技術の開発や海岸林の環境特性の解析カ苛Tわれた。立地条件とかかわりが深い地形，徴地形

の解析手法についても基樹怜視点から検討州日えられ，立地区分の上での有効性地稽認されている。一方，こ

れまでに蓄積されている土壌調査資料については，その有効利用の観点から，データベース化が図られている。

9.地球環境問題及び海例研究への対応‘

地球的規模での環境問題の提起に伴い，温暖化地帯静性態系に与える影響や森林の炭素収支あるいは紗もにお

ける森林資源の造成・保全に関する研究のウエイトが高くなっているo温暖化珂排他態系に及ぽす影響につい

ては，早期に影響が顕在化すると予想されるE高山を対象にその土壌環境治宝精査されている。炭素収支について

は，土壊生態系内の炭素動態柄欄に調査され，降水や地温等と土壌呼吸の関係糊輸されている。紛4研究に

ついては，国際農林水産業研究センターへの研究協力を行うとともに， JICAのプロジェクトへの協力を行って

いる。また，科学技術庁予算の総合研究鳴帯林の変動とその影響等に関する観測研究』洲縫されている。こ

の10年間における短期・長期派遣あるいは出張は，東南アジアを中心に延べ100名以上にのぼり，森林造成・保

全に貢献するとともに森林とその立地環境にかかわる基礎的情報制収集された。

（堀田庸）

水土保全分野

昭和的年4月から林業試験場研究推進目標が実施され，大課題がr土地保全技術の向上J，「水保全技術の向上J

の二つに課題編成された。

1.土地保全技術の向上

①山地災害危険地の予測では，多雪地帯の土砂災害は積雪・融雪期にしばしば発生しているため，関係の深い

土壊水分について調査した。積雪期には根雪初期，融雪期に土壊水分の変化が大きく，融雪が連続する3月上旬

以降には特に土壊水分が著しく増加している。無積雪期では20mm以上の連続降雨量によって，深さ10-20cm

の土壊水分が変化する杭深さ50cm以上の土嬢水分は，総雨量200mm以上でないと変化しないことが認められ

た。毎年のように発生する災害については昭和57年の豪雨による長崎災害，昭和60年の長野県地附山地すぺり災

害，昭和61年の三原山暁k災害などの調査を行い，災害と気象，地質，地形に基づく自然的要因及び山地開発な

どによる人為的要因の関係を指摘した。

②山地災害予防技術の確立では，これまでの現地調査によるデータの統計的処理と現地の根系引き抜き試験に

さらに大型一面せん断試験治効目わり，森林の崩壊防止機能の解明に進展がみられた。森林の崩壊防止機能を量的

に評価するために，大型一面せん断試験機によって7年生スギの根系のせん断抵抗力を測定した。スギの根系を

含む深さ30cmと50cmのせん断抵抗力は裸地と比べると11-42%増加することが明らかになった。また，樹木根

系の効果は主としてせん断面以下の深さに進入している根系の引き抜き抵抗力によって発揮されることを確認し



- 34一

た。

③山腹荒廃復旧工法の確立では，播種緑化時に木本植物が草本植物の被圧によって初期成長を阻害されること

が多いため，試験によって，木本初期成長に有効な土樹首性剤と草本初期成長緩効剤の併用カ靖効であることを

実証した。調査例の少ない治山用樹草の根系の引張強度を明らかにするために試験方法を開発し，樹種別に根系、

の強度試験を行ったoこれらの樹草の根系強度は上倒申張が早く旬旬性のある方が大きく，根系の強度Pは直

径Dのぺき乗の関数としてP＝α＋o＂で表示できるため，緑化朗樹草種を選定する一つの目安となった o

＠凝涜荒廃地の復旧工法の確立では，渓流防災林の適正規模と配置に関して実態調査を行い，山腹斜面長，傾

斜，地形，地質，林道及ぴダム施設の有無と位置，樹草色樹齢，本数密度，材積等の要因から10種類の林帯モデ

ルを提案した。

＠池すべり防止技術の確立では，昭和59年の長野県西部地震によって発生した御岳山大規模崩壊について山体

モデルによる応力分布を検討し，地働腿度によって崩壊斜面上に大きな変位が発生した地点を指摘した。さら

に，地震時に発生する崩壊と森林との関係についても検討した。また，地すべり発生原因となる地震発生時の間

隙水圧の上昇や地すぺり防止工として地すぺり地に施工される集水井の排水効果等を明らかにした。

2.水保全技術の向上

q滞琳の水保全機能の官惜化では，樹木からの蒸発散量を直接測定することはなかなか困難で実測値が少ない
ため，フローティングライシメータを用いて単木状態での蒸発散量を測定した。コナラ幼齢木の平均日蒸発散量

は春季3.5mm，夏季5.4mm，秋季：2.8mm であったo ヒノキ幼齢木では 6-8 月治ま3.3mm~ 9-11月カ吃.3mmで

コナラに比較して小さし蒸発散量の変動も小さい。積雪地域では年流出量に対する融雪期の占める審治料隙

に大きいため，群馬県宝JII試験地において融雪期の流出量を中心に分析を行ったo 1号沢，初汎本流では融雪

流出が始まるのは日平均気温の移動平均（n=lO日）がマイナス1℃を越えた時期と一致し，ピーク流量は移動

平均が5℃程度になり，比較的大きな降水があった場合に出現したo初沢流域では積雪水量の多い年には皆伐前

と皆伐後では融雪流出量に差がないがi積雪水量が少ない年は皆伐後の流出量が多いことが明らかになった。 2

号沢流域では数値モデルによって流域流出量の推定が可能となった。

R＊保全重要地域判定法の確立では，林地を他用途に転用した場合の水流出への影響を検討するために採石場

（流域の16%）を含む加波山採石流域79haと林地だけの筑波山森林流域77haで直接流出量の比較試験を行ったo

その結果，擬石流域の方治省接流出量及ぴピーク流出量ともに大きく，短時間で減水することカ朔らかになった。

③森林の水保全機能補完工法の開発では，長野県長野原町，岐阜県福岡町の水土保全機能強化総合モデル事業

の施工地において，浸透倍盤渓間工の設置涜域と無設置流域の増水時の流況曲線を比較した結果，設置流域は無

設置流域に比べてピーク流量，直接流量のいずれも小さいことが明らかになったo

特別研究では大型別枠研究「農林水産業における自然エネルギーの効率的利用技術に関する総合研究J，総合

的開発研究「農林水産業の持つ国土資源と環境の保全機能及びその維持増進に関する総企研究Jなどに参画した。

昭和63年10月以降は新研究基本計画に基づいて科名が治山科から水土保全科に， 5研究室が4研究室となり，

組織別の研究課題が設定された。研究問題は「森林の水土保全・防災機能の維持増進技術の高度化J，大課題は「森

林の水保全機能の解明と維持・増進技術の向上J，「土砂災害発生機構の解明と治山技術の開発」である。旧課題

の大部分は大中課題に組み込まれて研究が行われた。平成6年度からは大課題を「森林の水土保全機能の解明と

治山技術の向上J とし，水・土保全研究の総針色を進めている。

3.森林の水土保全機能の解明と治山抜術の向上
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①山地流域における水循環の解明と解析手法の高度化及ひ山地流域における水保全・管理技術の開発に関連し

て総合的開発研究「農林業における水保全・管理綾能の高度化に関する総合研究」カ嘆施された。地域性を考慮

して積雪寒冷，温股適潤，寡雨乾燥地域での水循環機構の解明と水保全技術の向上について研究カ苛予われ，地域

ごとの成呆地鳴られた。分担した温暖適潤地按では宝川試験地，筑波共同試験地，常陸太田試験地を対象に，林

地における水保全機能の解明及ひ帯林の水源かん養機能を向上させるための森林施業技術について検討した。日

蒸発散量の科目的変化は梅雨をはさんで二つのピークが認められた。樹冠遮断量はスギ37年林分11.7%,16年林

分26.5%であり，一雨ごとの樹冠遮断量は両林分ともに温暖な4～9月は寒冷な10～3月を上回る傾向があったo

森林水文調査資料をもとに，森林流域の流出量を再現できる水収支モデルを開発し，土地利用変化に伴う流域か

らの流出量を推定した。また，帯状伐採試島民間伐試験を行い，森林を量的に変化させることによって流出量の

調節が可能であることを実証し，非皆伐施業が水保全機能を向上させるためには望ましい施業であることを確認

した。経常研究では宝川試験地における長期間の流出資料をもとに森林施業と融雪流出の変化について解析を行

い，水資源としての積雪の活用及び融雪仁よる洪水災害発生防止のための融雪期の特性を明らかにした。さらに，

多雪地帯における森林施業，特に森林の皆伐，部分皆伐と流出量との関係を検討し，流出量の推定を可能とした。

また， 29流域のデータを解析することによって，従来とは異なった地況を因子としたピーク流量推定式を提示し

た。その他，土層と水流出量との関係，高海抜森林流域における流出過程，流出モデルによる流域貯留量の推定，

弓殉質土嬢における水移動の予観ij，山地流域における土層と流出，地中流の解析手法等の研究を行っている。

②崩壊・侵食・土石流の発生予測法と防止技術の確立では，特別研究「農林地の持つ多面的機能の評価に関す

る研究」によって局所的な崩壊危険地判定基準を広域に適応させるためのデータペース化を図ったo最近人手不

足から省力化地漣め＿；れ，山地で例乍業にも大型機械が導入されるようになってきている杭山地斜面に大型機

械を導入した場合の山地斜面から流出する土砂を測定した結果をみると，裸地緩斜面では傾斜と単位面積当たり

の流出土砂量との聞には相関関係がみられ，機械化導入に当たっては斜面勾配を十分考慮する必要があるo

また，崩壊における地形因子の影響制面，崩壊発生の要因分析と活用，土砂の生産・流出現象の実態把温と機構

解明，復旧過程と生育基盤の変化などをテーマに碍践を進めている。

＠池すぺり危険度の評価法と地すぺり防止技術の向上では，林野庁地すぺり対策協議会の2課題は静岡県由比

町，新潟県安塚町に地すぺり試験地を設定し地震時の地働腿度・間隙水圧の上昇と地すぺり，積雪・融雪時の

地表水・地下水と地すぺりの関係を検討している。

特掲課題では科学援興調整費「火山地域における土砂災害予測手法の開発に関する国際共同研究Jで福島県磐

梯山を対象に山腹斜面に地震計，間隙水圧計を埋設し，野舛観測を行っている。現地データ及び勧師椀所のデー

タを参考にして山地崩壊以前の地形を数値モデルにより再現させ，それを基にした斜面の安定解析を進めている。

また，特別研究 r地盤の力学的特性を拒躍するための速度検層の立体的解析技術の高度化』に参画し，表面波探

査による広域地盤の力学特性解析技術の高度化を担当し平成6年度から開始した。

＠沫土保全技術の高度化では，沖縄県林業試験場と森林総合研究所の共同で合理的に水源林を管理するために

沖縄本島中部の南明治山試験地と北部の辺土名試験地を対象に森林水文調査を行っている。沖縄県ほ台風の常襲

地でこの時期に降雨量治喋中し，しかも集水面積地電小さいために水資源としての河川水の確保に悩まされており，

水源かん養機能を持つ水源地帯の森林に対する期待は大きい。調査結果によると，辺土名試験地は南明治山試験

地と比較して保水性に富む湿潤黄色土治拡く分布している。しかも地下水逓減係数地対、きいために流域貯留量が

大きいと推定される。年降水量は辺土名試験地の方治制700mm多く，可能蒸発散量が約100mm少ないために，
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供給される年流出量治多くなっている。従って，沖縄本島の北部地域は中部地域に比べて，水資源に対しては良

好な環境にあるといえるため，北部地域の森林の管理は水保全の上からも重要であると考える。地球環境総合研

究促進費「熱帯林の水流出に関する研究』ではマレーシアにおいて降水量，土壌水分，流域流量を測定し，年降

水量，日降水量及ぴ土壊水分の応答を明らかにした。同じく「修復過程における土壊の役割に関する研究」では

マレーシアの森林水文試験地内調査流域において観測を行い，手~鄭1hド地からの浮遊土砂を主とする土砂流出と
水質の状況を，地表実験では林地及E滞馳斜面の粗度係数等の水理特性を明らかにしたo

（梁瀬秀雄）

防災分野

防災科のこの1伴聞の内，大きな変化は，昭和白年10月における林業試験場防災部から森林総合研究所森林環

境部への体制変革，所属移行に伴い， 3研究室から山地防災研究室を加えた4研究室体制になったことである。

また，実質的には，十日町試験地の研究者と防災科研究者とは旧来から密接な協力関係にあり，見方によっては

4研究室から5研究室体制に拡張したともいえよう。

昭和船年度時点で防災科は「防災林・都市林及E芦都市近郊林の造成・維持管理技術の向上Jと「気象被害防止

技術の確立J という2大課題を担当し，前者は防災第1研究室と十日町試験地とカ注に分担し，後者は気象研究

室と防災第2研究室と治注に分担している。以下に昭和6伴度から昭和俗年10月までの研究の概要を述ペム

「海岸防災林の造成・維持管理技術の向上」では，各海岸の砂の気乾状態における飛砂始動速度が風洞実験に

より確かめられ、蓮招村 5.lm/s，高萩市 9.3m/s，東漸す 7.5m/sというように，構成材料と粒径によってか

なり異なることカ哨明した。クロマツ海岸林の林冠の塩分捕捉能力は晴雨によって異なり，乾いた林冠の方地帯

れた林冠よりも捕捉能力が商いことが測定された。護岸消波施設は海岸林林床への飛来塩分量に大きな変化はも

たらさないカt林頂部の付着塩分量に減少をもたらしていた。これらは海岸林の持つ防災機能を細かく具体的に
論ずるときに必要な成果である。

「雪崩防止林の造成・維持管理封櫛の向上」では，幼齢埋雪木の斜面積雪グライト官詰肋を連続的に測定し，

スギの方地電立性の落葉広葉樹リョウプよりも抵抗Uりが大きくて雪崩発生防止効果の大きいことを確認した。新

潟地方の豪多雪地帯の大部分は低木性の広葉樹林，いわゆるポイ山で占められ，これが豪雪時に倒伏して雪崩の

すべり台としての危険な役割を呆たしている。ポイ山を改良して，中径～大径の広葉樹林にすれ成雪崩防止林

として機能を発揮するカt長期にわたる施胞，除問伐などのプロット試験では改良効果が認められなかったo豪
雪が樹体に与える機榔朔侮がポイ山の高木林への変化の障害になっているo

「都市林及ひ宅都市近郊林が周辺の徴気候に及ぽす影響」では，関東平野において，スギ劾齢林（樹高4.2-4.Sm)

内外での冬期最高気温．最低気温（地上高1.4～2.0m）の比較によって林外が非常に厳しい状況にあることを

確かめたoすなわち，最高知副こついては林外〉準高密度林〉高密度林〉ギャップという関係杭また，最低気

温については，林外く準高密度林くギャップ〈高密度林という関係が認められた。さらに林縁に儲昆の気塊が停

滞するなど，森林が冷気侵入に対する障害物として機能していることも測定によって確認した。

「森林の気象被害防止技術の確立」では，森林の寒害，雪害，林野火災の研究が展開された。冠雪害の研究で

は，従来自然の豪雪待ちの異常時データ収集法しかなかったのに対し，砕いた雪と霧水とを強制的に与える大降

雪強度の人工冠雪実験システム治事羽化のレベルにまで開発された。このシステムによってミョウケンスギ，サ

ンプスギ，タテヤマスギの対冠雪害抵抗性の検定実験地匂予われた。さらには，送風臓をも加えて漏れ吹雪による
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異常着雪を再現する装置を開発し，無葉期のカラマツの枝カt耐雪性スギ・カマプチ3号の枝よりもはるかに多
くの雪地滑着することを実蜘に確かめ，北海道に多い強風下のカラマツ冠雪害の発生機構を明らかにした。な

お，浅川実験林における冠雪害解析から，強風下でスギ人工林がドミノ状連鎖的に共倒れしたのではなく，束状

に数本～十数本の隣接木治湿なって折れた「束状共倒れJを起こしていることを見いだした。

北海道では埋雪トドマツ幼齢木の大量脱業被害が知られる於新潟県のスギ劾齢木でも埋雪下で大量脱葉現象

カ程きている。そこで，スギ裏系18種，表系13種について精績な針葉引張り試験を行い，裏系のスギカ税葉に対

する抵抗力が大きいことを明らかにした。

土壌凍結によるスギ幼齢林の寒害については，現地比較試験により狭い幅の縦筋刈が対策として有効であるこ

とカ切っかった。水戸の首畑における長期の凍害データ解析により，前年5月・ 8月の低気温， 9月の高地風当

年1月の少降水カえスギ苗の凍害被害率を上昇させていることを見いだした。

昭和回年10月以降は森林総合研究所研究基材佃の「森林の防災機能の解明と森林災害防止按術の向上Jに防

災科の研究は収れんされている。森林の持つ災害防止，気象緩和などの環境保全機能発現の仕組みと効果を解明

し，森林の気象被害の防止と併せて対策工事を含む森林の防災的維持管理技術を開発せんとするものである。

「森林が気候形成に及ぽす影響の解明Jは，森林と大気の熱・物質（水，二劇包炭素等）交換機構による様々

なスケールでの気候形成作用を明らかにせんとするもので地球環境研究の中崎砲の一つである。超音波風速温

度計とパソコンの発達により，渦相関法を用いた樹林周辺の顕熱フラックス直接測定治匂レーシアでの熱帯林も

含めた様々な条件下で展開されている。乱流変動法の森林群落への適用手法治略立され、森林ー大気関のエネル

ギー交換特性地検討され、森林の気候形成機能に関する基礎的知見地鳴られた。雪上面でのエネルギー収支特性，

落葉の堆積形態と熱伝導の関係，ギャップ関空度と地温の関係などについてモデル化地強展した。

また，宝川流域降水分布の解析により，水源山地の降水分布は表面地形そのものよりも大きいスケールの地形

に支配されており，この考えにより年間の流域水収支の推移が求められることを示した。

「森林の山地災害防止機能の評価」では，根系のもたらす斜面安定度増強効果，落石衝撃に対する樹木の動的

反応と衝撃吸収効果，山地豪雨災害警戒避韓基準作成のための降雨継続時間と雨量のモデル検討，豪雨と地震動

とを考慮した斜面崩壊危険地判定法などに進展が見られた。特に根系の研究では山崩れ防止効呆において針葉

樹く広葉樹とする樹齢と直径を無視した単純比較を排し，根の引き抜き試験結果から樹木根系による表層土層

のせん断抵抗力の補強強度を導くモデルを開発した。

「森林の気象被害発生予察法及び被害防止技術の改普」では，日光白根山など山岳林衰退現場での酸性鐸など

降下物の量，時期，被害特徴，複合被害などの調査古池展した。凍害にあって8年を結晶したスギの被害木の円

盤を解析した結果，変色域は凍傷痕を起点として面積が7倍にも拡大している。変色には数種類のタイプカf認め

られた。変色材部の化合物質杭穿孔性害虫カミキリの誘引性を示し，凍傷が虫害というこ次被害をもたらす危

険性籾司寵された。

我が園の林野火災発生は，月平均降水量と降水量平年比との関係カ宮高く，日降水量値を調べることによって予

測可能であることが分かった。火災跡地の植生復旧に関する研究では，跡地の地下の植物体には火災の影響効呪．

られないこと，再生植物の過半は土中に埋まった種子から発生したことを明らかにした。現在，東京都神樟島の

林野火災跡地の植生回復経過を定期的に調査中である。

新潟県の十日町から苗場にいたる豪雪地帯の最深積雪深，積雪沈降圧，標高とスギ造林成績との関係を調べ

標高500m以上，最深積雪印以上という 2条件地鳴った地帯でのスギ林造成は失敗する危険制纏めて高いこ
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とを検証した。人工冠雪実験によれはスギ品種の冠雪害抵抗性は，単木や禁量当たりの降雪捕捉率のほか，冠

雪による梢端垂下量が関係することなどを指摘する成果をあげた。

「防災林の機能解明と造成・維持及び管理技術の開発」では，海岸林防風工法の開発，富栄養湖の水上環境保

全林造成技術の開発，表層雪崩の予知などに関する研究カ嘘展した。酒田営林署管内で間伐材を用いた合掌型防

風摘を開発設置し，柵後背部の造林成績及び風洞実験から，この新型防風細刺日来型の柵よりも有効に機能して

いることを確かめた。また，日本各地の海岸林調査から，海岸林の生育環境は汀線からの距離と平均風速とによっ

てランク付けできることを示した。現在，海岸林地喰背部に置かれた金属類の錆を防く効果について調査を始め

たところである。

雪の初期密度と降雪強度から表層雪崩の発生を予測するモデルを開発したカ完このモデルは雪氷学上で画期的

なものとして日本雪氷学会学術賞を受賞し，諸機関で予知システムの実用化が者鰭すされている。雪崩予防柵に作

用する斜面雪圧について，一般に用いられるスイス雪圧式の精度について再検討を加えるとともに，カヤ斜面，

裸地斜面，潅木斜面における雪庄の比較を長期にわたり継続している。

（新田隆三）

森林生物部門

昭和閃～62年の閥，保護部は樹病科，きのこ科，林業薬剤科，昆虫科，鳥獣科からなっていたo昭和63年機構

改革に伴って新しい研究基本計画かでき，部の名称は森林生物部になり，森林徴生物科，森林動物科，生物管理

科と構成が変わったoきのこ科は生物機能開発部に移り，またそれまで土壌部に所属していた土壊微生物研究室

が森林微生物科に移った。

それまでの研究問題は，「森林病害防除技術の向上」，「森林害虫防除技術の向上J，「森林害獣防除技術の向上J,

r林業薬剤による防除技術の改善:.J,n野生鳥獣群集の保護管理技術の確立J，「きのこ類の生産技術の向上」であっ

た。昭和63年に発足した研究基本計画では，研究問題は「森林生態系、における微生物及E刷物の機能の解明」と

「森林生物管理技術の高度化Jになり，さらに平成6年の研究基本計画では，両研究問題を一本化して「森林生

物の生態系における特性及び機能の解明と生物管理技術の高度化」になったo

森林生物部の研究は森林のいろいろな機能を維持するために，微生物，見虫，獣類などの森林，林業にとって

マイナスのインパクトをコントロールする適切な手段を開発することであり，これまでの薬剤による病虫獣害の

防除から生物的防除法や林業的，生態的防除法を組み入れた総合的防除法の確立を目指す方向に研究がシフトさ

れた。また森林の生産力の維持，向上のための物質とエネルギーの循環に果たす森林生物の役割を解明すること

はこれまでになかった新たな研究課題になったo一方，経済生長や国民の生活向上のための森林の伐採や人工林

の拡大などによる野生動物の生息域の縮小など，地域的な規模から地球規模に至る様々な環境変化が与えるイン

パクトからいかに野生動物を保護管理するかも研究課題に含まれるようになった。そのため林業と野生動物の保

護との調和を図ることカ重要な課題になった。

今日，人工林の面積治qαm万haに及び，森林施業方針カ室長伐期化して良質な材を生産する方向にある。その

ため，病虫獣害による林木の材質劣化が重要な問題になってきた。マツ材線虫病によるマツの被害は依然毎年

100万m3を超えており，その防除法の新たな開発と確立が求められている。

（田村弘忠）
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森林微生物分野

この10年間の森林徹生物についての研究のうち，病原体としての研究では，依然として猛威をふるっているマ

ツ材線虫病の防除技術の向上に向けての基礎研究，スギ・ヒノキ人工林における材質劣化病害の発生機構などを

中心に研究が展開された。さらに，従来から引き続いて行われている病原菌の分類，発生生態に関する研究とと

もに，森林総合研究所への再編改組に伴い，森林に生息する多用な微生物の森林生態系のなかでの機能解明に関

する課題の重要性が増してきでいるの料轍といえよう。海外向題では，パラグアイ，フィリピン1），パプアニュー

ギニア，インドネシア，中国，韓国，マレーシア，パキスタン及ぴロシアなどへ研究員を派遣し，研究支援及び

調査を行ってきた。

主要な研究の結晶及ひ漬呆を整理すると次のとおりである。

(1）森林微生物の分類・同定

昭和問年代に活発に行われた，病害防除の基礎としての樹木寄生菌類，木材腐朽菌類，土壌菌類などの分類学

的研究は，研究の主体が他の研究分野に移っていったとは言え，森林生態系における微生物種類相の解明に向け

て着実に行われた。それらは，五葉マツ類発疹さひ清菌などを中心とする各種樹木のさひ清菌類2-3），緑化樹に

寄生する不完全菌類4),Py的知mなどの土壊菌類5），及びサルノコシカケ科を中心とする木材腐朽菌類であったo

培養株を得た多くの菌類に関しては，ジーンパンク事業として登録・保存し，将来の有効利用に備える体制が完

全に整ったのは大きな収穫であった。現在は，乾燥保存標本からもDNAなどが取り出せる技術が完成している

，ので，今までの研究で得られている膨大な乾燥菌類標本の価値も，生きている培養菌株と同様に将来の研究にとっ

て非常に大きいことが明らかである。そのために，今後も微生物の分類及びその体系的保存に関する分野の研究

が停止することなく継続されることが期待されるべ森林に生息する線虫類についても分類・同定が進められる

なかで，コガネムシ類に強い寄生性を示す線虫Steinememakushidaiも新種の線虫として命名記較さ札その後

の研究に発展した。これら一連の研究のなかで，クロマツ，テーダマツ溝がんしゅ病，リュウキュウマツの漏脂

胴枯病7），ツツジ類芽枯病Fユーカリ黒粉病など糸状菌による病害や，マイコプラズマによるケケンポナシのて

んぐ巣病など多数の新病害カ犠告された。

(2）森林における微生物機能の解明

主な課題としては，各種樹木病原菌の生理的性質の解明，マツノザイセンチュウの生理・生態的特性の解明，

菌根菌類などを主とする土壌微生物の生態解明などがあげられる。病原菌類では，アカマツ枯損木から青変菌類

の仲間であるCeratocystis,Lゆto.抑仲卸m属菌などを分離し，これらの菌は極めて弱い病原性を持つことを確認

するとともに，培養菌体から新規の化母物質を単離した拭これらの化学物質は病原性とは関係がないことが明

らかになった。マツこぶ病菌担子胞子の発芽生理，宿主・手陥主上での反応を明らかにするとともに，培養カ喋

しいこれらこぶ病菌類の人工培養株を得て，その生閣寺特性を解明した。また，ヒノキなどの針葉樹体内健全部

には，特定の糸状菌類が商い類度で生息していることが明らかにされ，室内試験では他の病原菌類に対して措抗

的に働くこと治略寵された。今後これら健全部に生息している菌類カ梢体内でどのような働きをしているかを明

らかにすることが；未解明な重要な分野として残されている。

土壌微生物では，リタ一分解菌の生態，舛生菌根菌類の培養による栄養要求性の差異に基づく類型化などが試

みられるとともに，実蜘怜酸性降下物の影響に関する試験から，環境の変化に反応しやすい土壌徴生物群の存

在が明らかになり，環境指標生物としての重要性科糊された九

その他，日本では未解明な部分地宅多いならたけ病菌類の種の判別及びそれらの病原性に関する試験や，樹木寄
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生性マイコプラズマの特性についても研究カ努識されてきている。

(3）森林病害問題

①マツ材線虫病

病原体であるマツノザイセンチュウの特性に関する研究廊崎病機構についての研究地報り組まれた9-16）。線

虫については，培劉固体群聞で大きな：病原力の差異があることが明瞭になり，さらにー日本産と欧米産のマツノ

ザイセンチュウとニセマツノザイセンチュウの種間関係を交配試験によって調べた結果，種間関係がこれまで理

解されていたよりも複雑であること拘苛愛された。また，マツノザイセンチュウを人為的に分散型E期幼虫， N

期幼虫に移行させる手法を開発し，マツノマダラカミキリとの化学生態学的結びつきを解明する研究の新たな進

展を期待できる槻児になったoまた，線虫はマツ組織を直接摂食することも明らかにされた。発病機構の問題で

は，枯損には侵入初期の線虫の増殖及7ffl伽吃要であることが示唆された。さらに，病原力の強い線虫を接種

する前に，病原力の弱い線虫を前接種しておくと，樹体に誘導抵抗性カ顎れること利擁され，そのメカニズム

の解明治朔侍されている。接種試験によって，感染木の細施レベルでの樹体即E、についても解明がなされつつあ

る。

＠漸質劣化病害

スギ・ヒノキを主体とする人工造林地では，穿孔性害虫の加害に伴う材質劣化病害やヒノキの漏脂性病害が問

題となってきた。前者については，特別研究「スギ・ヒノキ穿孔性害虫による加害・材質劣化機構の解明J（昭

和58～61年）において，健全材及ぴ変色材の微生物相と材変質機作について研究が実施され，変色部には

Fusa伽 m,Ciゆ・to.砂川apsis,Phialop，加m属菌などの占有率が高く，材の変質に関係する担子菌で特に腐朽力が

強いのはカワラタケ，ニガクリタケなど10種であった。材質劣化機構として，害虫の加害とそれに伴う変色菌・

腐朽菌の侵入，そしてそれに反応する立木側の機能と治相関連していることカ啄唆された問。

多雪地帯のヒノキ造林地では，昔から漏脂病が多発して問題となってきたカt近年はヒノキの造林地拡大に伴

い他の地域でも本病の発生治哲頂在化してきた。本課題については特別研究，指定研究などで，本病の分布，発生

環境，発生機構について精力的に研究カ苛子われてきた。その結果，本病は積雪・寒冷地域以外でも多発している

こと，何らかの刺滋により傷害樹脂道かでき，それが部次するとともに幹部の形成層の壊死地鳴こることが確認

されたカt特定の病原菌の関与については確定するまでには至っていない。また，枝葉部では，ヒノキ樹脂胴枯
病治司会図的に発生していることを確認し，ヒノキ科の樹種による感受性の違いを明らかにした。

③腐朽働荷害

シイタケとその害菌クロコプタケの菌糸の成長には材の含水率が大きく関与しており，クロコプタケはシイタ

ケの成育しがたい乾燥条件でもよく成長することから，ほだ木管理への応用でその発生を抑制できることが明ら

かになった18・1針。スギの非赤枯性構腐病については，品種間での感受性の差異を接種試験によって明らかにし，

特にサンプスギは特異的に本病害にかかりやすいことを実証した。さらに，石垣島等で農地防風林として重要な

モクマオウの集団枯死の原因がシマサルノコシカケであることを明らかにして，枯損防止法開発への糸口を得

たm・Zl¥

＠サクラの病害

特定研究「サクラ主要病害防勝機」のなかで，てんぐ巣病，幼果菌核病，ならたけ病などの防防械につい

て試験カ苛予われてきた。幼果菌核病は病原菌の生態．品種による感受性の差異も解明されていたが；従来の薬剤

に対する酎性が出ていることも示唆されたため，新たな防除薬剤の検討カ吃要となっている。北海道においては，
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エゾヤマザクラの胴・枝枯を起こす最も重要な菌は，胴枯靖菌（Valsa ambiens) 1種であることも明らかになっ

た。

⑤ナラ類の集団枯損

近年，日本海側の山形県，新潟県，福井県，兵庫県，鳥取県，島根県及び九州の宮崎，鹿児島県などで，ミズ

ナラ，コナラ及ぴアカガシなどの集団的枯損が起こり問題となってきたoこの枯損原因を明らかにするため，穿

干ししているカシノナガキクイムシ及ぴ各地域の枯損木からの菌類の分離試験とそれらの菌類を用いた接種試験な

どが実施されてきた杭枯損原因を解明するには至っていない。虫体及ひ袖損木からはOphiostoma属菌及ぴ

Acremonium類似属菌などが分離される。今後環境要因の解析，病原性の弱い土壌生息性の菌類との関係などと

ともに，直接枯損に関係している病原菌の解明と枯死機構の解明が早急に必要とされている。

＠病害発生情報の収集

全国の林業関係者から森林病害の発生情報を収集し，データベース化することに着手した。データは逐次公表

され，年度ごとの集計も行われている。今後もデータの集積とともに，発生予察体制へも組み込まれるようなシ

ステムの充実効朔待されている。

(4）微生物の有効利用

林木の根と共生関係を持つ各種菌根菌や，病原菌などに対して措抗性を示す微生物のの探索と有効利用技術の

開発を目的とした研究が実施されてきた22-23)0 菌根菌に関しては， Gigi向抑ra,GlomusなどのVA菌根菌施子

を増殖したり菌を固定化し，効果的に接種する技術を開発し，胞子の土壊への接種が作陶の成育に良好な影響を

もたらすことを実験的に確かめた。固定法として， Gig~抑ra 伽.rgarita はタドンのなかに胞子を封ずるタドン法，

Glomus Jase似巾伽mは，胞子を形成させたモミガラを接種するモミガラ法を開発した。スギ林から得たVA菌

根菌の人工接種による成長促進効果も認められ，特にその効果は湿潤な条件より乾燥条件下で大きかったoさら

に，アカシアなどのマメ科樹木に対して根粒形成能力を持つ有用細菌を分離し，これらの菌の人工接種用の吸着

資材としてパーミユキュライトカ靖効であることが明らかにされた。これらの根粒菌の接種によって，菌との共

生治構燥に対する苗の耐性・適応性を高めていることが示唆された。アカシアへVA菌根菌と根粒菌とを一緒に

接種した場合には成長が著しく促進され，相乗効果カ稽認され，現地適応試験へと研究が展開している。

措抗徴生物では， Sorda・巾薗がナラタケ及ぴ苗立枯病菌などに対して強い措抗作用を示すことが明らかにされ

るとともに， T側協t旬Ph帥 ，spermaの胞子懸濁液にクロマツ種子を漫潰処理することにより病害発生を抑制す

る技術治帯語発された。線虫では，マツノマダラカミキリに寄生する線虫を用いて松枯れ防除の一助とする実験で，

Steinemema bi.b伽白とHetemrhabditisがマダラカミキリ幼虫に対して高い殺生力を示した。被害丸太への施用

では， S.feU旬eの施用が最も効果が大で，高めの温度で70%近い死亡率を示すことが明らかになったo

（金子繁）
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森林動物分野

この10年間における昆虫・鳥獣等の森林動物の研究については，地球環境問題の招来とともに大きな変化があ

り，従来の管理・防除研究に加えて，生態系、における地位及び役割を明らかにする研究カ噺たな重要課題として

取り上げられた。森林に生息する多種多様な昆虫類，土壌動物を含む小動物，鳥類，及ひ鴻乳類などは森林生態

系を維持する重要な構成要員であり，これらの種及び生態民遺伝的多様性をいかに保全するかが今目的重要課

題となっている。そのため，動物種の分類と生理・生態的特性と機能，群集構造，及び生物間相互作用を解明す

る研究が遂行された。また，これら動物の生存にかかわる病原微生物についても同様の視点で研究が樹Tされた。

1）昆虫類及び小動物の分類と生態に関する研究では，従来から継続されてきたキクイムシ，カミキリムシ，コ

マユパチに加えて，ミミズ，ヤスデ，チリカプリダニ，タマムシ等の多種・多様な土嬢動物，キノコ類に寄生す

る食菌性昆虫類，及びクモ類を対象とした研究に大きな進展が見られた。

－熱帯産及び日本産キクイムシ類については，収集・分類・記載を始めとした分類学的研究はほぼ完成に近い

状態にまで進展したト針。

・カミキリムシについては14属の検索図を作成し，地理的変異の著しい4種のカミキリムシについて分類学的

整理を行った九

－土境湿性動物の中で最も重要なグループであるタマムシ類について関東地方の主要な森林における生息状
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況環境と群集構造との関係及び糊分類学的研究を行った結果，合部9種を記録し， 5種を新種として記載し

た。また， 8種を日本に生息する種として始めて認定した。また，林分に生息するチョウメイムシ類とノドヤマ

タマムシ類との聞の相対的な個体数の割合カえ林分に加わる人為的な環境の度合いをよく反映しており，森林環

境の指標として有効であること治勢かったoまた，土壊生態ぷにおけるササラダニ群集を比較した結果，種や分

類群によって環境要因に対する反応はそれぞれ異なることが明らかとなり，環境指標生物としての利用の可能性

が生まれた。

・コマユパチについてはシギゾウムシ類，シイタケオオヒロズコガ等に寄生する種を同定し，生態の一部を明

らかにした。

・ヤスデについてはこれまでほとんど不明であったヤンバルトサカヤスデの生活史と土壌に与える影響を明ら

かにした。また，伐採後のスギ祢におけるミミズ及ぴヤスデの種類組成は，放置された枝条の有無によって変動

し，特に，ヤスデ類は枝条除去区では回復に5年を要すること治勢かった。

・キノコ胞子の分散にトピムシ，キノコパエ4），ダニ類が関与していることが示された。

・シイタケ菌床栽培におけるキノコパエ科，ショウジョウパエ科，ノミパエ科の加害虫の種類，加害実態，発

生消長を明らかにした4）。

・キノコに寄生する代表的な甲虫であるセモンホソオオキノコムシ及びニホンホソオオキノコムシの生態はこ

れまでほとんど知られていなかったがiその多くが明らかにされた。それらは，両種の生活環，摂食行動とその

日周也発音行動，天然林内における生態，シイタケへの翻l也さらに前者の配側予動，後者の成虫休眠等で

ある。

・マツノマダラカミキリの誘引物質を検索同定して誘引器を開発した5-6）。マツノマダラカミキリに対する予

防散布薬剤フェニトロチオンの作用機作”及ぴ土壌細菌による同剤の分解を解明した8-9）。マツノマダラカミキ

リによってマツの被害治鳴生している中国，台湾，韓国，及ぴ各地の日本産カミキリムシ，さらに近似種である

アメリカ産 （Monochamuscarolinensis）の生理・生態的比較を行ったo発育零点は本州と九州産は11-12℃，沖

縄と韓国産は13℃でやや高い傾向が見られたがj中国産（広州， 15.7℃），及ぴ台湾産(16.5℃）は極めて高く (1

年2化），温帯産 (1年1化）とは明らかに遺伝的な差異が認められた。休眠性の比較では，中国産と台湾産は

類似の傾向があり，日長に関係なく高率で非休眠個体が出現（お℃， 93・97%）するカt韓国産及ぴ日本産は同
条件下で終齢幼虫後に萎縮し，生理障害を起こして死亡し，羽化率は極めて低いこと州j明した。また，アメリ

カ（ミズーリ）産は台湾産非休眠個体と類似の挙動を示した10-13）。

・植生と昆虫相との関係については，これまで蓄積された灯火に飛来するコガネムシ類の種類と個体数に関す

るデータを解析した。その結果，コガネムシ群集の構造の剣靴洲挫の単純化と相関関係にあること治勢かっ

「7・’ー。
・スズメバチ科に属するコアシナガバチとキポシアシナガバチの生態研究の一環として，巣の密度及E鳩逮経

過，採餌量及E精餌行動を主とした成虫行動を明らかにした14）。

・クモ類については種別の個体鋭生息域の変動を中心とした分類・生態研究を各地に調査地を設定して継続

しており，天敵としての役割を評価している。

2）昆虫類及び州励の生醐き特性の解明に関する研究は，主として害虫の飼育法の開発を通じておこなったo

・ドングリキクイムシ，クリノミキクイムシの人工飼料による飼育法を確立した。

・スギカミキE人スギノアカネトラカミキリ，ヒノキカワモグリガについては人工飼料による飼育法の開発・
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改良を重ね，飼料組成，発育経過，生存率等に関するデータを蓄積した。

・マツノマダラカミキリ寄生蜂であるクロアリガタパチの人工飼育を開始した。

・静岡県下で検出した見虫寄生性線虫を同定し15），培養法を開発して16），実用試験に供した0

．一連のマツノマダラカミキリに関する研究過程で発見きれていた生殖器に寄生する線虫の形態的特徴及び昆

虫寄生期の生態的特徴を解明し，本種をCont，例rylench・附 genitalicolaと命名し新種として記載した。また，この

線虫の感染糊蛾虫の形成機構，感染様式を明らかにしたへ

3）昆虫病原微生物の分類及ぴ生態と機能の解明では，新たにキノコ類関連研究が加わった。

・全国各地で採集した病死虫から，見虫寄生性糸状菌を分離・収集し，分布特性政府主選択特性を調査して

いる。

・シイタケの害虫であるキノコムシ類から寄生菌を探索・分離し，これまで3種を発見・同定した。

．マツ枯損中のマツノマダラカミキリに対するポーペリア菌の駒打ち法による防除法を開発した18）。

・漢方薬材料や高級食品として珍重される冬虫夏草属 （Cordyc，ゆ，s）昆虫寄生菌類の採集・分離・培養及ぴ子

実体形成を試みた1針。

4）森林動物の群集構造と生物間相互作用の解明については主として鳥類群集をとり扱ったo

・種子散布に果たすムクドリの役割解明の一環として，排地物分析によりムクドリの食性，特に季節ごとの採

食温子が明らかとなった。また，醤歯類としてニホンリス，アカネズミ，ヒメネズミの行動圏，竪呆類の貯食・

分断T動の一部を明らかにした。

・茨城県下筑波山における鳥類群集の特性と動態を調査し， 78種を同定した。それらは留鳥鈎抵夏烏14種，

通過烏1猶．冬烏お種である杭個体数の年変動は著しく大きいことが分かった。

地球環境にかかわる研究課題は最近増加の傾向があり，生物関連では，酸性雨の森林昆虫相に与える直接的・

間接的影響を評価するモニタリングシステムの構築を目指した研究，希少督生動物の遺伝的多様性の減少機構解

明に関する研究カ噺たに始まっている。
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生物管理分野

当分野では，森林生態系における様々な生物間相互のバランスを維持・管理する技術開発に関する研究の推進

が主たるねらいであるoここでは新体制前の研究を一部含む研究経過と主要な成果について述べることとする。

生物管理科における過去10年間の研究は， 1ooo：万haに及ぷ人工林のうち，約70%を占めるスギ・ヒノキ造林

地で材質劣化を引き起こすスギカミキリ，スギノアカネトラカミキリ，ヒノキカワモグリガ，スギザイノタマパ

エやキパチ類等の穿孔性害虫の生態解明と防除技術の開発にヲlき継がれてきたといえる。

その研究の中心は昭和58年から61年まで推進された農水省の特研「スギ・ヒノキ穿孔性害虫による加害材質劣

制強鱒の解明Jに続いて，再度特研として平成元年から4年までの4か年にわたって推進された「スギ・ヒノキ

穿孔性害虫の生物的防除技術の開発」である。これまでの研究は，穿孔性害虫の化学的防除措注体であったが，

その後，薬剤の地球環境への影響を考慮して，天敵や天敵微生物，さらには性フェロモンやカイロモン等の生理

活性物質を利用した生物的または生物学的防除技術の開発に研究の重点が置か九日本林業の棋幹にかかわる重

要な課題は新たな展開をみた。

マツ枯損関連研究においても，これまでの薬剤防除技術の開発研究に変わって，天敵微生物や生理活性物質の

利用技術の研究に主体カ移行した。なかでも，特定研究「生物的防除手法を導入した松くい虫被害の滋化防止新

技術の確立Jでは，生物的防除手法の確立として，①天敵微生物の利用法の確立，②見虫捕食也鳥類等の利用方

法の確立，＠注理活性物質等の施用方法の確立，防除効果の評価及び総合化として，①松林の健全性の評価，②

各種防除手法の防除効果の数量的把揮さらには徹害地における各種防除手法の防除効果の評価，③各種防除手法

の統合的な組み立て瑚縫されている。ここでは，枯損率1%未満の徴害林の総合的な維持管理手法のマニュア

ル作成が基本的なねらいとされている。

この他の特掲研究課題としては，森林害虫の生理活性物質利用に関する媒題では，森林害虫の行動制御物質の

探索と利用（重点基砥昭和ωー平成2），マツ枯損防止における樹幹注入剤開発課題では，大径木に対する単．
木マツ枯損防止処理剤の適正注入法の確立（特定，昭和59～62）がある。そのほホ昆虫病原性糸状菌による首

畑・森林害虫の防除法（根圏環境，昭和61－平成2），最近クローズアップされてきた樹木の衰退に関した「昆

虫群集に及ぽす酸性雨の影響解析J（平成2～6）や森林動物の分類と生理・生態及U注物岡相互作用の解明に

関する「落葉広葉衝の更新限害・促進要因としての昆虫・土壌動物の影響評価J（大型別枠，平成5～7），「新

潟県におけるナラ類の枯損原因の究明J（指定，平成5～6）が期予されている。さらに，キノコ害虫の行動制

御物質利用技術の開発では，シイタケオオヒロズコガ，オオキノコムシ，クロパネキノコパエの発生環境要因の
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解明，行動制御物質の探索や性フェロモンの単離・同定等に閲する研究（特別，平成3～5）地場謝された。

以上，述べたような特掲研究のほかに，経常研究として，害虫発生情報の収集と解析，松くい虫被害やマツカ

レハの発生予察，スギ・巳ノキ穿孔性害虫の個体群動態と被害条件，クモ類の生態と役割評価や森林，N動物群集

に与える人為的影響の解明，カミキリムシ類幼虫における栄養要求性，食菌性昆虫類の寄主選択性要求の解明，

林業薬剤の森林環境に及ぽす影響の解明，林業薬剤の剤型と生態系での挙動の解明等が行わ九これらの多くの

経常研究の研究成果の蓄積カt既述した特掲研究の推進母体となっているo
一方，我が国には112種の陸生鴫現顔が生息している。豊かでかけがえのない野生生物を保全していくためには，

森林生態系、の維持や森林の管理がきわめて重要であり，森林生態系における野生生物管理には，①ハピタットの

保全と管理，②狩掠管理， G鴻·~租の保護を軸にした研究を構築すること地温要である。
これまでの研究は，新植造林地における野ネズミやノウサギに対する加害様式や被害防除を中心とした研究，

例えば野ネズミ防除技術の向上では，アカネズミ類による天然更新阻害の究明1・2），ノウサギでは忌避剤や物理

的防除技術の確立等の研究であった。また，野生鳥獣の保護管理技術に関する研究では，カモシカ等の行動習性

及U生息環境の解明3）と食害防止法やニホンジカの生息場所選定と幼齢造林地の位置づけ等の研究が主体となっ

ている。

しかしながら，近年では森林が野生生物の生息揚所として，また森林の公益的機能の維持・管理等の面から，

森林における野生生物の保全のための研究が大きな展開をみせてきた。最近の研究課題を挑めると，獣類では，

ノウサギの植物選考性に関与する化学成分の解明やニホンジカ個体群の齢構成と繁殖活動調査，さらには環境収

容力推定のための植生動態解明等，野生鳥獣群集の構造と動態の解明による管理技術の開発研究治情われている。

特にニホンジカ，野外個体数のエアーセンサスによる個体群密度の把掻と個体群管理に関する研究は大きな進展

をみせた。また，鳥類では鳥類群集保全のための森林環境評価に関する研究が実施されている。

外部対応では，主に森林害虫の同定依頼・防除指導・普及啓蒙，指導を行ったoまた，防除薬剤についても公

立林試や関連協会の防除試験に協力し，効果試験成績の評価・検討を行ったo制対応では，インドネシヤ，タ

イ，マレーシア，中国，韓国に研究員を送って，害虫や獣類の問題の解決に協力した。

主要な研究成果についてまとめると次のようである。

(1）スギ・ヒノキ穿孔性害虫

スギ・ヒノキの主要な穿孔性害虫であるスギカミキリ4・5），スギノアカネトラカミキリ6）及ぴヒノキカワモグ

リガ7）の被害発生予察技術の開発と，天敵撤生物及ひ害虫の行動を制御する生理活性物質を利用した防除法の確

立を行った。すでに，本種の生態や化学的防除による被害防止・軽減技術の開発に関する研究成果はおおむね得

られている8-9）。

①スギカミキリ

スギカミキリの人工飼育では，スギ輪切り丸太で飼育すれば成虫地鳴られること治勢かった。得られた成虫を

儲量処理後，加湿する方法で，休眠打破すれば良好な癖化率の産下卵カ鳴られることが明らかとなったoこの人

工飼育法では，スギ内樹皮片，脱脂大豆末，セルロース，サッカロース等を主成分にした人工飼料により，短幼

虫期間・高羽化率の成虫カ鳴られることが効可かったoこの人工飼育法で継代飼育が可能となった。

丸太にポーベリア菌を散布し，放飼・回収したスギカミキリ成虫の感染，産卵消長，産下卵と幼虫の感染を調

ぺた結果，回収した成虫は全て感染・死亡した。感染した成虫と交尾した非感染の成虫も高い感染率を示した。

回収した成虫の卵も高い死亡率を示したが，老熟幼虫では感染・死亡個体は少なかったo



②スギノアカネトラカミキリ

スギノアカネトラカミキリの交尾行動は午前9時から午後3時にかけて行われることが分かつたo本種の配偶

行動や性フェロモンに関する風洞実験では，雄がフェロモンを放出して雌を誘引することが分かった均売その性

フェロモンの同定までには至っていない。スギノアカネトラカミキリの誘引物質ではメチルフェニルアセテート

が最も誘引効果が高いことが明らかとなったoこの生理活性物質を利用した誘引トラップよる被害抑制効果は約

却%であった杭誘引器をモニタリング手法として用いる場合には十分利用可能であることが分かった10・11）。

③ヒノキカワモグリガ

ヒノキカワモグリガ性誘引物質の生物検定法に関しては，同属の昆虫性誘引物質の野外試験において活性が認

められた数種化合物がGC/EADにおいて雄成虫の触覚に反応を誘起すること治勢かったことから，本種の性フェ

ロモンの生物検定にGC/EADが使用できること治安判明したo

ヒノキカワモグリガの人工飼育では，大豆粉末とスギ内樹皮を主成分とする人工飼料では少頭飼育は良好で

あった拭多頭飼育は羽化率制正下し，問題市鳴ったo

ヒノキカワモグリガから分離したNPVを簡便に増殖させる方法を検討し，老齢幼虫に注射して発病させるこ

とができることを明らかにした。他の昆虫ウイルスでは病原性が低いかもしくはないことが判明したo

P Jumosoroseusを各種の方法でヒノキカワモグリガに施用した杭その効果は低く，わら半紙処理区で，処理部

以下の幼虫のみカ司惑染・死亡する程度であったo

(2）キノコ害虫

シイタケオオヒロズコガでは産卵管の抽出物に性フェロモンが有濯することや線形オルファクトメータを利用

して生シイタケやもどしシイタケの抽出物中にセモンホソオオキノコムシを誘引する生理活性物質カ帯在するこ

とを明らかにした。また，クロパネキノコパエの性フェロモンやセモンホソオオキノコムシの飼育法13）につい

ても基礎的な知見カ鳴られたlZ）。

(3）カシノナガキクイムシ

近年，日本海側の山形県，新潟県，福井県，兵庫県，鳥取県，島根県等の地域で，コナラ・ミズナラの集団枯

損が増大し，重大な問題となってきている。この集団枯損にはカシノナガキクイムシとその随伴病原菌が関与し

ていること洲綻されてはいる玖明確な原因は分かっていない。また，鹿児島県や宮崎県でみられるシイ・カ

シ類の枯損もカシノナガキクイムシが関与しているカt枯損原因の究明は残されたままである。本課題について

は，今後の精力的な研究の発展カ窪まれる。

(4）虫害発生情報の収集

日本全国の森林病虫獣害の発生情報を収集し，これを本・支所でデータベースに逐次収録し，利用者にオンラ

インまたはフロッピーディスクにコピーして，公開した。情報は定期的，または年度毎に集計解析を行い，速戟

研剣育報などの形明宵報提供者に手渡される。今後もこのシステムを充実させ，虫害の発生予察体制を確立し，

害虫管理モデルの開発に役立てる。

(5）ノウサギ

スギに含まれるノウサギの食物選択性関与成分について，選択性の高い阿哲4号と他のクローンの噌好性の違

いを検討した結果，晴好性はテルペン類のようなスギの匂い成分の違いによるものではなく，分子量の大きな成

分の味覚物質が関与していること治維測された。また，ノウサギの摂食促進に関与する物質はメタノール可溶性

で，水に難溶な成分であると考えられた14・15）。
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(6）ニホンジカ

近年ニホンジカ等大型獣類の農林木被害が激増し，その早急な被害防闘す策が望まれてきている。そのために

狩猟及E賄害駆除によって捕殺されたニホシジカの下顎骨による年齢査定，個体詳の齢構成，齢別死亡率，齢別

繁殖率を分析し，これによって適正な個体群管理手法を確立することが重要である。

岩手県，宮城県，千葉県の野生のニホンジカ個体群について，齢別自然死亡率や齢別妊娠率を推定した。野生

個体群は1産1仔で， 2仔出産は餌条件のよい場合にのみ生じ，その発生率は－5%札kにはならないことが明ら

かとなったo繁殖間隔は最短1年であり，初産齢は2～4歳で，これも生息地の餌条件や前年の積雪条件によっ

て変動すること治勢かったo一方，歯捌繁殖率も餌条件，前年の積雪条件，生息密度によって変動し，餌条件が

良好な場合は初産齢が2歳で約30%, 3歳で約80%, 4歳以降10歳までの成獣では100%で毎年繰り返し繁殖す

ることカ呼u明した。また，最長寿命と平均寿命は雌では10～18歳と2.8～3.8歳，雄では8～12歳と1.5～3.0歳で，
雄のほうカ嘘命で生存曲線には明確な性差があること治勢かったo齢別死亡率をみると，特に1-3歳の死亡率

が高く，その地域差も大きい。その原因は積雪条件によるものと推定された。死亡率をおおまかにみると，若齢

で・40～60%，雄成獣で20-30%，雌成獣で15～20%であること治勢かった。以よのことから，野生ニホンジカの

生活史特性は生息環境によって著しく異なり，その個体群動態には初産齢である2歳の妊娠率と1～3歳の初期

死亡率が最も重要な因子であることカ明らかとなった。また，個体鮒田屋にはヘリコプターによるエアーセンサ

スが最も有効であり，個体群管理手法の確立にはこのエアーセンサスによる個体数把握と生活史特性の把握が不

可欠であることが判明した則。

(7）鳥類

都市域林の鳥類相の把握では，シジュウカラを対象として林相別に巣箱を架設して，その利用状況から生息場

所としての環境評価を行ったo また，都市公固など緑地帯，平地や丘陵地の鳥類の種類，個体数の年次変動を調

査した。また，食餌木の植栽による野鳥の誘致についても検討した。その結果は次のとおりであるo巣箱を利用

した鳥類はシジュウカラが最も多く，その営巣場所は全体に明るく，特に一方が聞けた明るい場所であることが

分かった。森林総合研究所多摩試験地での調査では，記録された鳥類の種数は51羽であった。これらの出現額度

はヒヨドリ，シジュウカラ，メジロが優占種で，オナガ，ハシプトガラス，コゲラの順であったoこれらの半数

以上は留鳥で，他の種類は夏鳥，冬烏，漂鳥で，出現型は平地林型を示した。これらの生息環境をみると，上空，

疎林＋草地＋人家，広葉樹壮齢林＋広葉樹低木，広葉樹壮齢林＋常緑広葉樹低木の順に多いことが明らかとなっ

た。一方，野鳥の誘致に関しては，ガマズミ， トキワサンザシ等食餌木を植栽することによって誘致された野鳥

はヒヨドリ，オナガ，ツグミ，メジロ，アカハラ等16種であったo また，鳥類の採餌行動は12月下句～1月上旬

に集中することが分かった17）。

以上のほかに，最近では見虫類及び小動物の群集構造の解析，熱帯林の破壊に伴う野生生物種の減少の機構解

明，ニホンカモシカの環境利用実態の解明，ニホンジカに対する環境収容力に関する課題，希少曽生動物の遺伝

的多様性の減少機構の解明等の研究が推進されている。

（田畑勝洋）
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生物被能開発節門

この10年間に，当部門の研究推進体制は組織再編の前後で大きく異なったo前半部においては，主として造林

部門の「森林の遺伝的管理技術の向上Jと「林木の生理機能の解明J，保護部門の「きのこ類の生産技術の向上」，

林産化学部門の「森林資源の化学的加工と利用Jのうち微生物・酵素利用技術の開発と「森林植物成分の検索と

利用」のうち環境形成物質の解明にかかわる分野を，それぞれの部門で研究推進してきた。ところカt1970年代
から始まった生命科学のめざましい発達に伴って，林業分野においても，バイオテクノロジーなどの先端的な技

術を導入することによって，森林植物やきのこなど徹生物地司守っていて，これまで未利用であった生物機能を利

用する按術を開発できる見通しが得られるようになったoこうしたことから，森林に存在する植物や微生物の生

物機能について研究してきた前記の研究分野を統合，強化して， 1988年に生物機能開発部門として新たに発足さ

せた。

組織再編後においては，倒防櫛物の遺伝資源の保全や遺伝の仕組みについての研究，＠淋木の生理機構を分

子レベルから解明し，遺伝子導入等により新しい形質カ哨与された林木育種素材の作出，増殖をする研究，e鴻
林植物の持つ成分で他の動植物，微生物の生剣首動に影響を与える環境形成物質の利用，木材の形成及び腐朽機

構の解明と利用の研究，＠きのこ類の生理生態，遺伝資源保全，遺伝育種に関する研究の四つの専門分野からな

り，当所の中では比較的基礎研究を重視した部門となった。これらの分野において現患研究推進を図っている主

な研究課題は，希少植物の遺伝資源保全，天然林集団の遺伝的変異と繁殖構造， DNAマーカーを利用した連鎖

地図の作製， 1勝や木部などの形態形成機構の解明と関与遺伝子の探索，針葉樹における遺伝子導入法の確立，

主要樹種における不定臨形成や個体再生系の確立，環境形成物質の探索と利用，腐朽菌を利用した木材産業廃棄

物分解，きのこ・蹴ヲ菌のパイテク育種研究，きのこ病害の病理と防除などである。

（森穂典）
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遺伝育種分野

量的形質の変異と遺伝： ポリジーンで支配される量的形質の遺伝率や遺伝的寄与の大きさを推定し，改良

効果を予測する研究が精力的に進められている。模型的な精英樹選抜実験や2世代にわたる交配試験から遺伝率

を推定し，実現された選抜効果とも比較して，精英樹選抜による育種効果の有効性を実証している九また，ス

ギのつぎ木クローンを混植して個体問競争の現れ方を調ぺるとともに，遺伝率や遺伝獲得量などの推定にゆがみ

を与える個体問競争分散を取り除く方法科験されている。スギの幹の完満性や枝張り，枝の太さなどは，胸高

直径モ修正したデータでみると，クローン固有の特性で，植栽密度の影響をあまり受けないことを確認したZ）。

閉じ母樹群に由来する実生家系とさし木増殖クローンで，実現された遺伝率及び遺伝獲得量を検討し，実生個体

で示される遺伝的素質拭さし木増殖でそのまま引き継がれない可能性があることを指摘している。

幹生産の効率のよいクローンの選抜の可能性科鮒さ九地上部全物質生産量のうち幹の生産量が占める割合

（生産指数）は，親子相関が高く遺伝的寄与が文きい形質であることを認めている。森林バイオマスとして，シ

ラカンパを超短伐期で栽培した結果， 3成長期までの地上部生産力で産地・系統聞に顕著な差異を認め，選抜の

有効性カ啄唆された。スギ精英樹の次代検定林で雄花着生量の遺伝変動を調べ雄花の少ないスギの育種がタネ

繁殖でも可能であること，また，スギの分岐性がポリジーン支配の形質で，その遺伝的寄与は極めて大きいとの

結果を得ている。さらに，野外試験で得られる個体の量的形質のデータから，マクロな立地効果を除去してデー

タの解析精度を向上させる方法として，重回帰式の利用や反復区分の変更を提案するとともに3），反復のない試

験地から遺伝率を求める方法を考案し，その有用性を確認しているぺ

質的形質の遺伝解析： 林木における遺伝子分析ついては，スギを中心に幼齢で識別可能な色素や形態異常

など，主働遺伝子支配とみられる質的形質の遺伝子分析が引続き進められている。スギのほうき状苗と短葉首の

形質は単一劣性遺伝子支配であること，中国産柳杉でも日本のミドリスギと同ーの遺伝子地帯在すること，スギ

の着花性が小数の主働遺伝子支配の可能性があること5）等を明らかにするとともに，スギの葉緑素変異や形態変

異を支配する多くの遺伝子について，既知の遺伝子との異同を明らかにしている。アイソザイム遺伝子を含む遺

伝情報量が豊富になり，アイソザイム遺伝子座と表現形質を支配する遺伝子座間の組換価を効率的に算出する方

法や，遺伝子分析の適合度検定に新しい統制量，情報量規準AICを適用する方法治提案されているぺ

アイソザイムの遺伝及びDNA多型解析： 林木個体の遺伝解析だけでなく，集団の遺伝解析にアイソザイ

ムが標識遺伝子として広範に利用されている。クロマツでは，雌性配偶体を用いて30余のアイソザイム遺伝子座

の主働遺伝子を明らかにするとともに，遺伝子座間の連鎖分析を行い， 6群からなる連鎖地図を作製した7-8）。

スギ及ぴヒノキのアイソザイムの遺伝9-10），アイソザイム遺伝子と駆致死遺伝子の連鎖，フタパガキ科カプール

でのアイソザイム多型の遺伝等が明らかにされている11)0 

この10年聞は，植物における分子遺伝学の研究が世界的にめざましし慌展を遂げた時期であり，林木でも遺伝

子の本体であるDNAを直接取り扱う研究が急速に進展している。スギの葉緑体DNAの物理地図治呼学製され，

mの光合成関連遺伝子の位置地帯量定された12）。また，葉緑体DNAの多型バンドパターンを用いてオオシラピソ
の天然林集団を解析し，特定バンドの出現頻度が緯度及び程度にそってクライン変異を示すことを明らかにし

た日｝。一方，核DNAのRFLP（制限酵素断片長多型）解析研究の手法開発地漣められるとともに， DNA増幅（PCR)

装置を用いてDNA多型を見つけるRAPD法の利用地1検討され，スギやヒノキのクローン詩捌では，アイソザイ

ム手法に比ぺて詩捌能力カ格段に向上することを明らかにしている。

スギの交配家系で， RFLPやRAPD法によるDNA多型マーカーを利用して連鎖地図の作製を行い，現在まで
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・,:100個のマーカーで18の連鎖群からなる地園地帯設告されている。また，熱帯林の主要樹種であるフタパガキ科

植物10.属の属聞の系統類縁関係を，葉緑体DNAにコードされている8遺伝子の塩基置換の程度から明らかにし

ている。

集団の変異と遺伝構造： 林木を集団としてとらえ集団内の遺伝変動量や集団聞の遺伝的差異を明らかにす

る研究では，従来の形態~：質を標識とするもののほかに，アイソザイムを遺伝標識とする研究カ嘘展し，森林遺

伝資源の保全に関する基盤情報カ格段に増加している。形態形質の比較では，コナラ属数種カ犠生している林分

で個体問変異を関ぺ，中間タイプが多く出現すること，また，富士山の商標高に自生するサクラ類の集団でも，

雑種とみられる変異の大きい個体群があることを報告している。植栽による実証試験では，ミズナラとミヤマナ

ラの次代を苗畑で育成し，両分類群問の遺伝的差異を確かめている。さらに，カラマツ産地試験地の植栽初年後

の成績カ報りまとめられ，産地ごとの遺伝的特性が評価されている。

アイソザイムによる集団解析では，ヒノキの天然林及ぴ人工林の遺伝的変異と集団関の遺伝的分化の程度を調

ぺ，変異の大部分地喋団内に保有されていること，全国に分布する人工林では林分間変異が認められないことを

明らかにした14）。また，天然生林でプナとイヌプナ個体群の繁殖様式をアイソザイムで調’tイヌプナの株を
形成している各幹は同一クローンであり，プナでは近親交配の可能性が示唆された15）。さらに，同じ林のアカ

シデ個体群では，任意交配集団と見なせることを示した16)0 

伊豆半島から四固までの西日本のスギ天然林集団のアイソザイム分析では，変異の大部分が集団内に保持され

ており，集団関の遺伝的分化はないと考えられた17)0 また，西日本のスギと比較して屋久島のスギの遺伝変異

がむしろ大きいことを認めている18)0熱帯林樹種のアイソザイム分析では，林冠上層を構成する両性花のカプー

ル（フタパガキ科）の他殖率や19），アガチス（ナショウスギ科）集団の遺伝変異と任意交配の実態治宮調査され

ている20）。

遺伝資源の保全： この時期には，かねて緊急性カモ主張されていた森林遺伝資源の保全事業杭農林水産省

のジーンパンク事業に歩調を合わせ，国有林でも本格的に着手されることとなり，遺伝資源保全に関する解説や

動向の紹介，希少樹種の保全対策に関する論議などカ情われている。また，スギの遺伝子情報，関連文献に関す

るデータベースが詩作されている。さらに，農林水産に関わる膨大な植物遺伝資源について，植物学的記執遺

伝的特性と品種改良及び保存の現状等を集大成した全5巻の大冊が出版され，第4巻には，おおむね属単位で50

余種類の林木の記載がある21)0

個別の樹種では，コウゾ品種包∞余株の収集と形態特性の調査，インドネシアのチョウジ遺伝資源の保全と育

種職時についての提案等地匂Tわれているoまた，地域的に隔離され希少樹種となっているヒメコマツで集団聞の

人工交配を行い，近親交配による致死遺伝子の集積の可能性を推察している。

抵抗性の遺伝要因： スギの冠雪害抵抗性の要因解析が人工冠雪実験で試みられ，降雪の補足率カ穏雪害抵

抗性の重要な指標になりうること，樹冠頂角，枝葉乾重の垂直分布地穏雪抵抗性に影響する重要な要因であるこ

と等を明らかにしている22）。また，スギカミキリ抵抗性の間接検定法として利用されているスギ内樹皮の樹脂

道の形成状況を調ぺるとともにm，樹脂道形成能力の評価についてはさらに検討の必要があることを認めてい

る刻。スギの耐凍性の遺伝的要因に関しては，秋から冬にかけての針葉リン脂質の肪酸組成における不飽和化

の進行杭耐凍性獲得に役割を果たしているとの示唆を得ている。また，ザイセンチュウ激害アカマツ商樹齢林

分から抵抗性個体群を選抜し，母樹別実生家系を育成して対照の精英樹家系群と比較することで，選抜効果を予

測している則。
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材質及び広葉樹の遺伝： アカマツの材質育種に関する研究では，岩手試験地における植栽15年目の家系と

母樹のデータから，材質形質，成長形質等の遺伝率や遺伝相闘を調べている26）。広葉樹育種の基礎情報を得る

ための調査では，ケヤキ人工林における生長量の林分変動量を調べるとともに．ケヤキつぎ木クローンで，成長

や分故性におけるクローン間差を認め，遺伝的要因の関与を明かにしている。

倍敏性と花栂・種子： 倍数性に関しては，ハンノキ属植物で長期にわたる細胞遺伝学的調査と人工交配の

結果を集大成し，倍数性による種分化の経路を推定した27)0 スギの倍数性では，精英樹家系に高い頻度で三倍

体や四倍体苗が出現することを観察している則。カシワとミズナラカ混生する個体の中に，雑種性を示す減数

分裂の異常個体があることを認めている。サクラ亜属の品種群については，これまでの形態特性の記織に加えて

遺伝的側面からの検討がなされ，種及び品種の1輸の稔性や形態，倍数性や雑種性から類縁関係樽察されてい

る0 200種に近いサクラ品種の閲1捌を6年間にわたって調べ開1腿度に及』rす温度の影響や品種ごとの開花
特性を明らかにしている29)0

樹木1輸の最適発芽検定条件が調べられ，コウヨウザン及びハイマツでは他の多くの針葉樹花粉と類似してい

た杭ナギでは高乱カヤでは長い保温期間を要求する点で特異であった却）。種子関係では，サクラの種子の

乾燥方法，まきつけ時期，冷湿処理，ジペレリン処理，温度処理，果肉の有無等と発芽との関連地f詳細に調べら

れた31）。短期間に大量の種子生産を行う上で，スギのミニチAア採種園が多くの利点を持っていることを実証

しているお｝。スギ林の雄花の着生状態とその林で実際に生産される雄花数との関係から翌春の花粉量を予測し

得ることを示した。また，スギ林の雄花の生産量治t前年7月の日照時間，降水量と高い相闘があることを認め
ている。

近親支配と種間雑種： クロマツの近親交配では，植栽15年までの生存率や成長量で，近交係数の程度に応

じた明確な弱勢の発現を認めている33）。また，アカマツでは，自家受粉率の高低治t種子の充実率のに顕著に
反映することを確認している。さらに，自家受粉率と自殖種子率との関係を表す理論式を誘導し，人工交配の結

果からアカマツの接合体致死遺伝子数は平均5-6と推定している34)0 一方，スギの幼苗期における自殖弱勢

を人工気象環境下で調べ弱勢の発現時期や程度訪形質や家系によっで変動することを確認している。また，ヒ

ノキとサワラの種間雑種の稔性と雑種の識別措報りまとめられている35)0 

この間，林木の遺伝育種に閲する最近の研究と事業の成果を折込んだ教科書「林木育種学Jが公刊されてい

る36）。（印刷，公表された150余りの研究成果に目を通したカt内容の記事Rと文献の引用がごく限られたものになっ
たことをお断わりする。）

（山本千秋）
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生物工学分野

ここ10年間の林木生理・生物工学関連分野における最も大きな変化は，森林総合研究所の発足に伴う生物工学

部門の開設である。ライフサイエンスにおける遺伝子操作技術等の急速な発展杭林木においても新たな研究分

野を切り開く原動力となり，新し＂＂研究方向を推進するために， 4研究室からなる生物工学科が新たに開設され，
DNA組み換え実験等のための生物工学棟と関連する大型の分析機器等が設置された。この科は林木の生理機能

を生体物質のレベルから解明し，種々の機能に関与する遺伝子を単離，構造決定し，その発現機構を明らかにす

ることを主な目的とした研究室（生理機能研，遺伝子発現研）と組織培養技術を利用した大量増殖や遺伝子組み

換え林木の作出等を目的とした研究室（細胞操伽冴，組織培養研）からなる。組織再編前の林木生理関連分野及

E舟調後の4研究室における主な研究成果は次のとおりである。なお，文献は代表的なものだけを引用した。

1.生理棟能

林木の成長を支配する種々 な要因のなかで窒素代謝は特に重要であるカt樹皮において蛋白質が合成，分解さ

れる現象は，他の農作物等ではあまり見られない棒木に特有なものである。この樹皮で活発に代謝される蛋白質

にレクチンがある。レクチンは糖鎖を特異的に認識し，これと可逆的に結合する能力を備えた蛋白質の総称であ

る杭ニワトコの樹皮に蓄積するレクチンは特にユニークな糖鎖に対する結合能を持つことが示された1）。次に，

マメ科樹木であるニセアカシアの樹皮に蓄積するレクチンのcDNAがクローニングされ，塩基配列が決定され

た九塩基配列から推定されるレクチンの分子量は31,210Daで＇286個のアミノ酸からなり， 31アミノ酸からなる

シグナルペプチドを持つことが示された。このレクチン及ぴそれをコードするmRNAは初秋から翌年の春中ご

ろまで樹皮に蓄積し， 6, 7月にはほとんど検出不可能なレベルにまで低下していた。

熱帯・E熱帯に生育するアカシアの成長に関する特性治場蹴調節施設を使って調べられたoその結果，熱帯と

亜熱帯に属する樹種では成長特性に違いのあることカ明らかになった。また，マングロープ類の生育条件，特に

最適塩漉度などが明らかにされた。さらに，アカシア類の高塩浪度環境に対する反応を調べたところ，樹種によ

り塩に対する耐性に大きな違いのあることが明らかになった。塩処理によりアミノ酸であるプロリンの含量治空顕

著に増加することも示された。

乙遺伝子の構造・発現制御

クロマツの芽生えは暗所で発芽させても黄化することなく，クロロフィルを持ち，未成熟ながら葉緑体料鎚

する。これは，被子植物では光により発現が誘導される光合成関連遺伝子群がクロマツでは光の誘導なしに発現

しているためであると考えられている。この推定を証明するために，クロマツの光合成に関連した遺伝子の

cDNA及び核遺伝子をクローニングし，蛋白質及ひ核酸のレベルで発現を確認した3）。クローニンタで得られた

遺伝子はリプロースニリン酸カルポキシラーゼ／オキシゲナーゼの大小サプユニット遺伝子 （rbcL,rbcS）及ぴ集

光性クロロフィル蛋白質遺伝子 （cab）である。クロマツrbcLは被子植物のものと塩基配列で85%以上，アミノ

酸配列で90%以上相同であった。プロモーター部分には光の誘噂を受ける葉緑体遺伝子に共通な配列が見られた。

次に，タバコの形質転換体を利用してゆcS及ぴcabのプロモータ領域の特性を調べた。クロマツのゆ・cS及ぴcab

のプロモータは光の存在に関係なくレポーター遺伝子を発現させ，さらにcabのプロモーターは葉肉細胞に特異

的な発現を支配した。クロマツの暗所芽生えから調製した光化学系E複合体は酸素発生能を備えていないがj活

性中心を構成する蛋白質や集光性クロロフィル蛋白質等を持っているo しかし，酸素発生に関係するおkDと

17kDの2種類の蛋白質を欠いていた4)0

核DNAを特定の制限酵素で切断して得られるDNA断片が多型（RFLP）を示し，この多型地租伝的に支配さ
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れていることを利用して，遺伝的な連鎖地図をつくることが可能である。日本の代表的造林樹種であるスギにつ

いてRFLPを基にした連鎖地図の作成を試みた。これに先立ち，多型を示すDNA断片を核DNAから38個及ぴ

cDNAから33引固クローニングした。これらを基に，すでに知られているアイソザイムマーカー等の情報を加えて，

18個の連鎖地図を作成することが出来た。また ヒトの生殖原基から精巣の発達に関与する遺伝子（SRY）と相

向性を示す3種類のDNA断片がヤナギの核DNAからクローニングされ，これらのうち， 1クローンは雄花や

雄ずいで特異的に発現していた。

3.細胞操作

ポプラの品種であるギンドロとヤマナラシのフラスコ内幼植物の葉からプロトプラストをセルラーゼ及ぴペク

チナーゼの処濯により遊離させた。得られたプロトプラストをムラシゲ・スクーグの基本培地から硝酸アンモニ

ウムを除き， 0.6Mマンニトール， 3%藤糖， 1 μM2,4・ジクロロフエノキシ酢蔵 O.lμMペンジルアデニン

を加えた液体培地で培養することでコロニーを形成させた。この培養時の細胞密度はヤマナラシでお104/ml,

ギンドロで5-7x104/mlが適していた。次に，コロニーを前記の培地からマンニトールを除いた液体または寒天

培地に移植し，カルスを増殖させた。さらに，カJレスからシュート及E臓を誘導し個体にまで再生するとかでき

た。このほか，シラカンパ，ヤシャプシ，コナラ5）等で葉または培聾細胞からのプロトプラストの単離，培養系

の確立を行った。培養系の誘導カ咽難な針葉樹（ヒノキ， トウヒ）やマングローブ構成樹種（ミズガンピ，ヒル

ギダマシ）についてもプロトプラストの単離と増殖系の誘導を行ったoポプラプロトプラストの各培養段階にお

ける各種内生ホルモンの定量法について検討し，さらに，プロトプラストでの細胞融合，マイクロインジェクショ

ンによる遺伝子の導入を試みた。

4.組織培養

ヒノキとクロマツの組織培養を利用した大量増殖技術の開発について検討した。ヒノキの芽生えをベンジルア

デニン（BA）やナフタレン酢酸（NAA）とともに培養すると， 13か月で平均150本のシュートを得ること杭

さらに得られたシュートは70%の発根率で個体に再生することができた。再生個体は鉢出し低外部環境に服化

させ，苗木として一年以上の生存が可能であったヘヒノキ成木からの組織培養による大量増殖では例措体に当

年生業条の先端部を用いることで多くのシュートカ鳴られたo クロマツの成熟脹を継代培養することで，一つ

の脹から9～13本のシュート及的牲個体を得た。クロマツ6～7年生木の心止め誘導策束芽の列拍体からも培

養によりシュートを得た。南米の重要樹種であるセドロの茎頂培養で発樹固体を得ること治舎できた。シラカンパ

の葉柄を培養することで大量増殖が可能になったカtこれを利用して，肢芽の人工種子的取り扱いを目指した技
術開発に着手した。高濃度の藤糖を含むアルギン酸カプセルに包息した肢芽治勢芽し，首として使用可能な大き

さまで成長させることができた7）。

5.林木生理

マツノザイセンチュウ病の発病機構，特に感染初期のマツ樹の発病生理を詳しく調べた結果，従来の光合成や

蒸散に異常が起こる以前に樹液通道組織の障害やエチレンの大量発生カ穏められた8・九一方，ザイセンチュウ

は体外にセルラーゼを排出し，これが木部柔細胞に障害を与え，樹液通道組織を破壊することカ坊病初期症状発

現の原因となりうることを提案した。このことは市販のセルラーゼの投与により，樹液流動阻害やエチレン生成

がおこることでも裏づけられた9・10）。人工気象室を利用して光や温度など環境要因にたいする樹木の成長分化反

応がより詳しく研究された。特に，スギの花芽形成は長日・高温条件で雄花杭また短日・低温（却℃程度）条

件で雌花が分化すること，ヒノキは長日 (15時間以上）・高温条件で花芽が分化することを明らかにした11）。
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さらに，花芽分化前にGA代謝阻害剤として知られているウニコナゾールを投与すると花芽の形成地抑えられる

こと地啄された。そのほか，カンペプナなどの種子産地と光周性反応の違い，温度・光に対する鈴帝樹の成長

反応，光質条件と光合成反応など治相広く明らかにされた。

（田崎清）
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森林化学分野

1.環境形成物質

成分的に未知な樹種の枝葉の抽出成分特性の解明を目的として，圏内に生育する針葉樹，ヒノキ科，マツ科，

コウヤマキ科，イチイ科，スギ科の13属29；樹種の葉泊の構成成分を同定し，量的に検討するとともに，ケモタキ

ソノミー上から考察を加えた1-2)0 

種間交雑木を含むヒノキ，サワラ，ローソンヒノキお種の針葉の親樹と雑種の聞での精油，抽出物の成分的特

性を解明し，形態的に翻阿可能な雑種を化学的に榔Uする手法を見出した。

殺ダニ，防カピ，快適性増進作用等の多機能性を持つ樹木精油の新しい用途開発を目的として，精油をプリン

ト合板などの建材や，合成鞘芯型短繊維の芯部に含ませ，その徐放特性を検討し3），いずれの場合も良好な徐放
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性を持ち，実用可能であることを明らかにした。

小笠原地方で固有植生を駆逐して繁殖し，アレロパシーの疑いの持たれているアカギ業からステロール， トリ

テルペン類を単離し，そのうちフリーデリンに強いアレロパシーを見い出したペ4種類の検定植物を用いてフェ

ノール類等のアレロパシー活性を検討し，その活性がプラインシュリンプ幼生致死活性と相関性があることを見

出し，プラインシュリンプ幼生を用いた生物検定法がアレロパシー物質の検定に有効であることを見い出した到。

アオモリトドマツ樹皮から新規トリテルペン，ネオアピエスラクトン6），シロダモ，L柑から新規化合物セリセ

オール7）及び（24S)-24ーエチルコレステー4エンー1/Jーオール4・オン8）を単離，構造を決定した。超臨界流体抽出

によりアオモリトドマツ， トドマツ，ペイスギ等から抗菌性物質，植物成長制御物質等の有用成分を効率的に抽

出する方法を開発した9-11)0 

ヒノキ科サワラ葉に含まれる樹脂酸ピシフェリン酸，及びその類縁体に強い抗酸化作用，殺ダニ作用，抗菌作

用を見い出した12）。特にピシフェリン酸メチルは強い抗酸化活性を持つ合成品BHTよりも強い活性を示した。

家ダニの一種ヤケヒョウヒダニに対するピシフェリン酸の殺ダニ活性は，化合物の酸化の度合いカ苛邑むほど高く

なる傾向を示し，また，フェノール性水酸基は活性にそれほど影響を与えない杭カルポキシル基は活性に大き

く寄与していることが明らかとなったo

樹木精油，及ぴその精油成分のヤケヒョウヒダニ等家ダニに対する行動車j御作用，殺ダニ作用が調べられ，ユー

カリ属，クロペ属，ヤクスギ精油，ピペリトン，シトロネラール等に強い活性が認められた13・14）。

ラット肝臓ミクロゾーム分画を用い，テルペン類を肝薬物代謝酵素カ苛t謝する時の酵素消費速度を検討した結
呆，ダニに対する効果とほぼ比例関係が見られることから，ダニを含めた一般的な簡易生物検定法として本方法

治叩j用可能であることを明らかにした問。

乙木本植物細胞の伸長・分化機構

木本植物の中でも成長速度が早く，成熟時の木化度の高いタケノコを試料とし，フェノール酸を定量し，伸．長

成長している上部からはフェノール酸を検出しなかった祇下部になるに従って，フェノール酸量地主多くなるこ

と，成熟度カ強み，硬くなった下部でフェルラ酸重合体であるジフェルラ酸治情在することを見い出した。また，

若いタケノコの細胞壁を多糠類分解酵素で処理し，非セルロース系多糖類にフェルラ成またはP－フマール酸

がエステル結合した数種の化合物を単離16・則することによって，細胞壁多糖類に結合したフェノール酸同士が

in vivoで重合するという仮説を実証し，一次壁の伸長停止に直接関与するフェノール酸ーオリゴ糖複合体の存

在を明らかにした。

スギ形成層組施盤中のペクチン系多糖類の構造を明らかにした20)0

細胞盤の異常分裂によっで生じるクラウンゴールの構成成分の分析・組織学的観察を行い，正常細施との差異

を明らかにしたo

3.木材ヘミセルロース類の生物活性

樹業部種のうち， 12種類の粗締類カ子マウスに移植したEhrlich腫ょう細胞の増殖を70%以上抑制し，高活性多

糖類としてはアラピノガラクタンを主成分とするものが多かったoネズミモチの樹繁多糖類は，宿主の免疫増強

作用によって抗腫ょう活性を発現していること治勢かったo

却%以上の抗補体活性を示したクスノキの粗臆類を分画精製し，抗漏体活性は，酸性函分より中性糖函分の方

カtまた，分子量の大きい画分ほど高いことが明らかとなった21,22)0 
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4.微生物による樹木成分分解横構

白色蹴ヲ菌 Phanerochaetechrysosporiumのリグニン芳香環閲裂酵素を初めて抽出・精製した。この酵素は

カテコールやプロトカテキュ酸に対する酸化活性は示さずヒドロキシキノールに活性を示し，芳香環関裂にかか

わっていることが分かった。この酵素は分子量4刷加と52(削!Daltonの異なる大きさのサプユニットから成り，

活性中心に2価鉄が関与していること，酵素反応の最適pH値は6.0～6.5であること等を明らかとしたn・制。

木材腐朽菌の樹種選択性を検討し，サクラ属にはカワウソタケ，エゴノキにはエゴノキタケ，シラカンパには

カンパタケやカパノアナタケ等の選択性が高いことを見い出した。カワウソタケの胞子発芽促進作用を持つサク

ラ材，樹皮の熱水抽出物に含まれるフラポノイドとその配糖体に発射尉隼，菌糸の成長促進作用があること，こ

の熱水抽出物には菌寄生菌の分生施子発芽抑制効呆があることを明らかにした。発芽適温AO℃，最適成長温度：35℃

の高温菌であるカワウソタケは夏期にキノコを作る杭胞子がサクラに付着後，高温下とサクラ成分の相乗効果

で発芽し，抽出物のカワウソタケ以外の菌に対する抗菌効果により他の菌に優先して繁殖することが分かっ

た25）。

5.保健休養犠能の解明

森林内のテルベン漉度は，午前中，中腹部で最も高く，頂上に向かうにつれ低くなる傾向を示した。テルペン

浪度は年聞を通じ変化し，夏季に高く，冬季に低かった。夏季，スギ，ヒノキ等針葉樹林でのテJレペン濃度は数

十～数百ppbで高い場合でも lppm前後であった。林内のテルペン温度は気温の上昇とともに拡散され，また，

風速lm/s以下の風でも大きな影響を受けること治勢かったo

ヒノキ， トドマツ等の葉油のにおいは，林内漉度に近い場合には実験動物として用いたマウスの運動量を増加

させ，快適性を増大させるカえ極度に高い漉度のもとでは，逆にストレスを引き起こす可能性があることがわかっ

たお｝。

樹木が大気中に放出するテルペン量は，照度が高く，気温が高い場合に大きかったo葉と葉を接触させて刺散

すると自然に放置した場合の4倍ほどに放出量が増大し，接触刺激杭テルペン放出を促進させる効果治吹きい

こと治勢かった。

各種精油のヒトの心理面に及ぽす影響が調べられ，オレンジ油はきわやか感，タイワンヒノキ材油は自然感が

あることなどが明らかとなり，木材の匂いは自然感と強い相闘があることが明らかとなったo精油あるいは精油

成分のヒトの生理面に及肘影響も調べオレンジのにおいは瞳孔の縮闘日速度の減少，血圧の低下をもたらし，

ストレスの無い安らいだ状態を創出することや，タイワンヒノキ材のにおいは血圧の低下，作業能率の増大をも

たらすこと，睡眠時におけるラベンダーの吸入は，指先の皮膚温を上昇させ，安らいだ気分をもたらすこと等を

実証し，香り物質の吸入による気分の変化を生理学的に捉えることが可能であること，においによる心理反応と

生理反応カて互いに連動していることを明らかにした27剖）。

ヒノキ精油をラット腹腔内に投与すると，肝臓のシトクロムp-4印含量が増大し，強い解毒作用を持つといわ

れているシトクロムp-4日分子種2Bl.2B2が増大することを明らかにした29）。

6.木材炭化

U字型波型鋼板二個を上下に組み合わせた0字型簡易炭化炉30），及び炭化炉本体の壁を二重構造とし，壁聞

に保温材を内蔵させ，かつ移動可能なように車輸を付けた移動式簡易炭化炉31）を試作した。いずれも短時間に

容易に炭化可能で，林地残廃材，工場廃材，農産廃棄物等多様な炭材に使用可能である。

各種炭材から得られる材搬・木タールの物性，及びその構成成分を明らかにした。木酢制報物の発芽・成
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長に及ぽす影響を検討し，成長を促進する柑械の種類，濃度閥，成分を明らかにした3Z）。

物性の異なる数種の木炭を畑，水中，悪臭源に近い土嬢に埋設し，木炭に増殖可能な微生物の種類，木炭の物

性と徴生物増殖との関連性を明らかにしたお｝。

少量の栄養源を話訪日した木炭に数種の担子菌，酵母を接種し，木炭内外表面での微生物の生育状態を調ぺたと

ころ，木炭表面での生育は良好だカt木炭内部への菌子の侵入はほとんど認められなかった。木炭を担体とする

回転円盤型バイオリアクターを作成し，徴生物吸着能を調べた。また，木炭リアクターに活性汚泥を吸着させ，

生活排水の静化能を測定し，木炭担体がリアクターとして良好な働きをすることを明らかにした。

（谷田貝光克）
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きのこ分野

この十年は激動期で，円高と中国の安いきのこの大量輸入，原木から菌床栽培への転換，後継者難と高齢化の

問題等できのこ産業は大きく変革した。この中で森林総合研究所は各分野で産業の基盤となる研究を進めた。

1.分類・生態

分類は形態研究が中心だ杭 DNAの検討も始まった。落葉分解菌や木材腐朽菌を検討し，Xeromphalinagra-

1111 losa Ned a等の4新種，ネッタイカワキタケ等8日本新産種を発見 ・命名した1-2）。 新種Pulveroboletus抑制do-

写真1 新種ザイモクイグチ

lignicofos Neda （ザイモクイグチ，写真1）では栽培

基礎技術を開発した。日本のきのこの学名再検討のた

め米国ハーバード大学標本館で幕末期の標本を検討

しハツタケの学名を正すなど多くの知見を得た。小

笠原諸島のきのこを始めて系統的に調査し，熱帯系の

きのこが中心なことを解明し， 4日本新産径を発見し

た。ニュージーランドのNothザ句1'S属林のきのこを

検討し，日本と迷いも大きいがナメコの近縁種等日本

のプナ林のきのこに近い種があることを見出した3）。

リボソームDNAの塩基配列に基づく系統分類の検討
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や各種のフェノールオキシダーゼ活性等生理的特性の検討を始め，タマチョレイタケとケガワタケ属が糧めて近

縁なこと等，画期的知見を得た4）。

生態研究では地域バイオテクノロジー研究を中心に検討した。ホンシメジ （Lyophyllumshimeji (Kawam.) 

Hongo）とその近縁種について70系統を収集しそのアイソザイム，及びDNAの塩基配列によるによる系統の分

類を検討した討。つくば市内のアカマツ林に林地施業を行い，きのこ発生の推移を検討した。

2.栽培・生理

今後の山村振興に重要な新しい腐生性きのこの栽培技術の検討を進めた。新種ザイモクイグチに関して生蹴9

性質，栽培方法を検討し，子実体形成に成功した九カンゾウタケ，アミガサタケ，アカキクラゲ等について栽

培の検討を行い，カンゾウタゲは小子実体まで，アミガサタケは子実体原基の形成に成功した。

栽培基質の不足を克服するため，バイオマス変換研究で未利用広葉樹，ササによるきのこ生産を検討した九

タモギタケのドロノキ原木栽培で， 2年間に28.6kg/m3の子実体発生を見た。菌床栽培ではシラカンJf, ドロ

ノキ木粉でマイタケカ究シラカンパでヤナギマツタケがよく発生した。アズマネザサのチップ栽培ではニオウシ

メジの子実体原基形成に成功し，ウスキモリノカサ，ヒラタケでは無滅菌ササ培地で子実体均等き生した。

菌床栽培地鳴展し，種々の材料がきのこ栽培に利用される現在，安全な栽培を保障する基礎データとして，き

のこの物質吸収能，特に重金属や農薬等の吸収を解明すること治空重要である。重金属吸収とその影響についてシ

イタケ，ヒラタケ，エノキタケ等主要6栽培きのこのカドミウム，銅，亜鉛，水銀，鉛，ヒ索などの吸収の検討

を行った8）。吸収された元素の分布は子実体中ではヒダで濃度が高かったo又，重企属元素の吸収にカルシウム，

マンガン等他金属元素の存在が大きく影響することを発見したへこれらは今後バイオリメデイエーションの観

点からも興味カ鳴たれる。きのこ栽培では農薬の使用地激しく制限されている拭病害等で止むを得ず使用する

ケースもあり，チアベンダゾール，スミチオンのヒラタケ，シイタケにおける吸収を検討した。

3.病虫害

きのこ栽培において病虫害の問題は基本的に重要な課題であるカ1近年の菌床栽培の発展により，従来研究の

少なかった薗床栽培における病害の問題カ温要になったため，特別研究を組んで実施し種々の成果を上げた拭

これについては特別研究「きのこ病害虫の発生機構の解明と生態的防除技術の開発」の項で詳しく述ぺる。また，

耐病性系統の開発研究の一部は育種法の項で述べる。

きのこ栽培における病虫獣害発生情報を継続して収集しているカt近年は菌床栽培の報告が増えている。また，
臨丘，ヒラタケ原木栽培の線虫被害の報告が多い10）。

4.遺伝資源

圏内を中心に野生きのこや栽培きのこの標本採集を行い，同時に純綿培養により菌株を得，毎年約100菌梼民

集した。小笠原諸島や沖縄県等の亜熱帯地方を含め全国的に収集し，海外ではニュージーランド，インドネシア

等の野生きのこを収集，また， ATCCやIFOなど内外の菌株保存施設から基準種の菌株な包必要な菌株の購入

を行ったo

菌株の保存技術に関し，マツタケ，ショウロ，ホンシメジ，チチアワタケなど9組2菌株の菌根菌の凍結保存を検

討した。7種類の保護剤を用いー85℃と液体窒素温度の検討を行い，5%DMSOや10%スキムミルクを用いた－85℃

の1か月保存でよい成績を得た拭 1年間保存の成績は落ちた。流動パラフイン重層法で先の4種を含む7飽O菌

株を検討したカ咋年後の生存率はアカモミタケを除き良かった。以上の成果を踏まえマニュアル化を行った11）。

腐生菌では凍結保存法を検討し，シイタケ，ナメコ，マイタケ等9組1系統を用い13種の保護剤を検討した結
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果， 10%グリセリン， 5%DMS0, 10%PEGが良かった。次に沼種：61系統を用い－20℃，ーお℃，液体窒素温度

の長期保存を行い，ーお℃と液体窒素温度が適する杭ー邸℃のDMSOは長期保存で良くない例が有ること，こ

れまで未使用の10%PEGの成績が良いこと等を見い出し，また，栽培試験による検討を行った12）。腐生菌につ

いてもマニュアJレ化を行った13）。

きのこの多くの品種が育成されてきたカt同時に品種に関するトラプルが増加し，品種の分類や品種の判別技
術開発効泌要になったoシイタケの流通種菌の薗系分類調査を引き続き実施する一方，品種判別法としてアイソ

ザイム法を開発し14），対時培養法を簡便化し，また，シイタケの交配で近縁度の異なる40系統を作り，従来の対

時培養と新手法の翻U力を比較した15）。最近はDNAを用いる品種判別法を検討した杭これについては後述する。

5.育種法の聞発

プロトプラスト調製・培養法，細施融合技術，雑種選抜技術の開発，融合菌の安定性検討，その他細胞融合の

問題点を検討し，きのこの細胞融合による育種法を開発した16・18）。ヒラタケで本法により新品種「森林総研PO

1号Jを育成したカt肉質がしっかりして現在の品種の持つ軟質，日持ちの悪さを補う性質を持つため，品種登
録を行ったoこの技術を県や民間に普及し，地域バイオテクノロジー研究で県との共同研究を実施した。

プロトプラスト技術を基に，突然変異育種法を開発し， Y線照射でヒラタケの種々の形態変異株やトキイロヒ

ラタケの薬剤抵抗性株を作出した18・19）。この技術も県や民間に普及し利用されているoJ苛イオマス変換に関連し，

シイタケの高能率リグニン分解菌の育種を行ったoプナ木粉法等によりシイタケ470株を検討しFMC208株を選

抜し，その紫外線照射による突然変異でリグニンを選択的に分解する能力の高い菌株を作出した（図1)20）。

菌床栽培用きのこの育種の一環として，ヒラタケの耐摘性菌株の育種を行ったo主要な病原細菌Pseudomonas

tolaasiiに対する酎病性検定法を開発した。本法によりヒラタケ32菌株を検討し，高酎病性菌株を数株選抜し，

さらに，これらの株のプロトプラスト再生株紫外線照射株から耐痛性の高い菌株の選抜を進めた21)。

シイタケ，ヒラタケについて交雑育種における親株の選定法に関する検討を進めた。

6.分子遺伝学的研究

食用きのこの木材断ヲ遺伝子としてセルラーゼ遺伝子を検討した。シイタケの液体培養からセルラーゼLn 
を精製した治tI は耐熱性酵素であったoさらに，ジーンライブラリーからイムノスクリーニングを試みた。
食用きのこの木粉培養で生産される糖質分解酵素を精製し，シイタケ，ナメコでそれぞれ2種の酵素を精製し

た。それらの酵素学的性質を解明し，また，それらの聞の相互作用を検討した。

シイタケ，ナメコ，エノキタケ，マイタケなど9種のきのこのミトコンドリアDNAの簡易調製法を開発した盟｝。

リグエン分解率（%）

菌株名 。 10 20 30 40 
・・F・

野生株（元株）

宵種株 5-A 

育種株 5・B

育種抹 5・c

育種株 2

（プナ木揖培地25℃， l月間培養後）

図1 元株（FMC208）の紫外線照射により得た高

能率リグニン分解菌

このDNAのRFLP分析によりきのこの細胞質の識別

が可能になったo本法により日本のナメコのミトコン

ドリアDNAのRFLPパターンに3タイプ存在するこ

とを明らかにしその分布を調査した却。また，シイ

タケ，エノキタケでRAPD法の開発を行い，シイタ

ケの遺伝子地図作製の準備を進めた。これらの技術は

品種判別技術として極めて有力であることを明らかに

した。

（大政正武）
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生産技術部門

今までの用材生産を目的とした画一的な森林施業から，森林の持つ多様な機能を発婦させる森林施業への転換

を図るため，森林の生態的特性の解明とそれらを基礎とした施業技術の体系化の研究が求められている。また，

林業の活性化に向。丸造林から伐採・搬出までの各森林作業の機械化による高能率・低コスト作業システムの確

立と森林路網など基盤整備抜術の高度化に関する研究への要請が強まっているo

1）育林校術研究：広葉樹林の研究として，プナの天然下種更新機構の解明や，落葉広葉樹林におけるギャップ

サイズと更新の研免広葉樹天然林での有用広葉樹の更新機構の解明などに取り組んだ。また複層林の研究とし

て，林内光環境と下木の成長の関係を明らかにし，その中で光環境測定法の改良を行った。雑草木群落の成長抑

制法の開発に関する研究では，ササ類などの生態的防除法と関連させた除草剤の最適使用法の指針を示した。ま

た育林技術と生産力に関する研究として，成長制御モデル理論を構築し，間伐や枝打ちの理諭化を可能とするな

ど，多様で質の高U場跡への整備を図るための研究を行ってきているo

2）作業技術研究：高性能林業機械作業についての評価法や作業計画法を開発し，現地に適応する作業システム

の確立に関する研究を進めた。また安全で低負担の作業方法の設計，作業強度の評価法や快適な運転操作性，高

齢林業労働者の適正作業量の研究を進め，安全確保のために人間一機械一環境系から労働災害要因を解明した。

森林路舗は，森林作業の効率や経済性のほか自然環境や景観にも影響を及ぽすことから，自然的，社会的条件

と調和させる必要がある。そのため路網作設の具体的計画法や，作業道の最適勾配決定法，路網の林業的な機能

評価法，路面侵食防止工法の改善点，木製プロック積工の耐久性などを明らかにした。

3）林業機械研究：傾斜地や有種地の走行性の向上が期待できる林業用ベースマシンとして，地形の変化に応じ

た姿勢が可能な連結装軌式車両及ひ草体を常に水平に保つ機構を持った段軸式車両を試作開発し，実用性の高い

ことを確認した。また脚式ペースマシンの試作開発，伐倒機の自動化のための制御装置と制御プログラムの開発，

プロセッサなどに組み込まれる材測尺装置の開発，タワー集材機の高性能化の研究，掻き起こし・耕うん・植付

けなど自走式造林機械の作業機の試作開発，大型機械を活用した天然更新法の研究のほれ振動・騒音など機械

の安全性や操作性の向ム集材架線の設計制算の効率化に関する研究に取り組んだ。

~七 2), 3）では高性能機械化を始めとする様々 な研究需要，コサ応した林業機械化事院に取り組んできている。

（奥田吉春）

育林綾術分野

人工林時代を迎え，各林業地帯において生産目標に対応した育林技術の体系化を進める必要があり，各地域の

自然条件や経営の集約度・省力度に応じて選択できる多様な育林技術の体系化治電車く望まれた。また，生産面ば

かりではなく，環境保全をも配慮した施業体系の開発も期待されるようになったo

1 ）広葉樹林に関する研究：国産広葉樹用材の需要が根強く，国産広葉樹資源の積極的育成が望まれた。しかし，

広葉樹林の育成技術は針葉樹人工林に比べて研究が遅れているので更新・初期保育の技術開発に資する研究を

進めた。

①プナ林の伐採跡地の更新状態を，新潟県，秋田県，富山県，静岡県などの試験地で調査した結果をみると，更

新不成績地に共通した要因は，母樹カ杯足していること，メパエや稚樹が雑草木に被圧されて消失していること

のいずれか，または両方であったo従って，母樹をできるだけ多く残すこと，適切な下刈りを鎖Tすること治唾

要であるという結論を得た九また， 25年経過したプナ更新試験地での調査結果で，天然更新補助作業として最

も有効な方法は，刈り払い＋掻き起こしであることがわかった針。
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太平洋側のモミやツガの混生するプナ林では，伐採跡地には風散布型の樹種が多く発生した杭耐陰性で重力

散布型のプナなどの稚樹は非常に少ないかあるいは見られなかった。このことは重力散布型の樹種の構成を維持

していこうと思えIi'，母樹を適切に残さなければならないことを示唆するものであったo

＠法案樹の天然下種更新樹の消長は環境条件に大きく影響される杭ミズナラ，コナラなどの広葉樹天然林で調

べた結果，林内よりもギャップ内の稚樹の生存率カ鳴いことを明らかにした。その理由を調べたところ，従来か

ら明らかにされていたギャップ内の方が光環境が良好であるということの他に土壌の水分環境も良好に働いてい

るということが明らかになったoすなわち，開業前は林内もギャップ内も土壌水分に大きな差がみられないカ宅

生育期間中の夏にはギャップ内の土嬢水分量の方が大きいことが認められた。これは上木の根の吸水の影響が林

内の方により大きく現れたためであると推測された。

＠広葉樹施業では単に成長量を吟味するだけではいけない。樹形の良否が目的とする幹の形質に影響するため，

それについてケヤキ人工林施業試験地で調査を行ったo広葉樹の中でもケヤキは初期保育がその後の成長の重要

な要因となるカt他樹種との混交及び植栽間隔の違いなどによっても樹形の発達過程が異なることが明らかに
なったo

2）複層林に関する研究：複層林施業は，太陽エネルギーを効率的に利用しながら木材生産ができる，土壌保全

や水源酒獲など森林の持つ環境保全的機能を有効に生かせる，景観の保持が図れる，下刈り作業の軽減化が図れ

るなどの利点があることから注目されるようになり．その造成保育技術の開発に資するための研究を進めた。

倣腸林施業の生態的理論の基本は林内の光環境と下木の成長である杭光環境の測定法にはなお様々な改良が

要求されている。すなわち，林内相対照度は天候によって値が異なりやすく，天候に合わせた測定位置の検討が

必要などの制約がある。しかし，アントラセン法で測定した結果，天候によってほとんど差がないこと， 1日の

積算値を求めることかできることなど，すでに示された利点に新たな利点カ羽わった3）。また，晴天日：が光測定

に適きない理由について検討した結果，林内相対照度は散光状態のもの治程倒的に多いために，快晴の日の平均

椴す照度は曇天の日のそれの半分近い値となることが分つかった4）。

②ヒノキ間伐林，無間伐林及び落葉広葉樹林下に植栽したスギ・ヒノキの生存率及E潮高成長は，全体的には相

対照度の大きいところほど大きかった杭必ずしも相対照度の順にはなっておらず，土木と下木の樹種の関係が

かなり強く関係していることが分かったoまた，二段林の上木除去後の下木の成長は，二段林時代の遅れを取り

戻せない。しかし，地力の高い所での成長の回復は迅速で，下木治勢い時代に上木を除去した場合年輪幅の狭い

材部はわずかしか取れず，二段林の長所とされる年輸相の捕った材の生産は困難であること治勢かった。これら

の成果は施業体系を確立する上で重要な情報となる。

3）雑草木群落の成長抑制法の開発に関する研究：人工林育成過程での省力似姉として，これまでの完全殺草

を目指した技術から，環境汚染や林地保全を考慮した抑草的技術への転換を目指し，造林木や雑草木の生態的特

性を利用した技術体系を確立するための研究を進めた。

q灘草木類のうち，特に森林の更新に大きな影響を与えるササは開花するとその稗は枯死してしまうため，開花
の前兆現象カ切っかれはそれに併せて防除処躍が可能になり，また的確なササ群落の制御カ？できる。さらに開花

の際の生理的変化治勢かればなんらかの植物ホルモン処理による開花の誘導訪朝待できる。 1988年に部分間花

がみられたアズマネザサ群落で，稗の動態を中心に調ぺた結景色開花の前兆として5mm以下の細い稗治勢常に

多く発生してくることが明らかになるとともに，アイソザイム分析により個別翻Uが可能性となったoまた，チ

シマザザとチマキザサの光合成能力の違いについても検討した九
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e滋草剤成分の定量分析にあたって，テトラピオンを用いて前処理の方法について検討した結果，アルコールと
のエステル化による処理が最も明確に分離できた。この分析方法を用いていくつかの樹種で体内での残留量を測

定した結呆抑制効果のない広葉樹の体内においても個体内残留がみられることから，広葉樹体内でも除草剤の

移動・集積治鳴っていることが明らかになった。この方法を用いて除草剤の残留量を把湿することにより，より

適切で低散布量での薬剤処理を行うための手がかりを得たベ

③シラカバの下種更新に際しての除草剤によるササ処理では，一定量以上のNaClOsやGlyphosateの場合，処

理治勢芽時期と重なれば発芽への悪い影響カ午想される。しかし，散布地鳴芽時期に重ならなければ実用的には

支障措沙ないことが分かつたoまた発芽後の稚樹の生育には各剤とも多少悪い影響が考えられた。従って，種子

の落下綿布の前にササ制御用除草剤の処理を済ませること効活当であるといえる7）。

4）育林技術と生産力に関する研究：種々の生産目標に対応した幹材生産の質的量的制御妓術の向上を図るため

に，間伐，樹Tちなどに伴う樹冠構造の変化地溝の成長・樹形に及ぽす影響の定量化についての研究，また，バ

イオマス資源として集約的超短伐期栽培法の開発などの研究を行ったo

G澗伐や枝打ちなどの施業によって，林木レベルから林分全体の成長を嗣胸して目的とする生産を図るために，

いくつかの実蜘9手法をもとに成長制御モデルを構築した。その結果，樹Tちの繰り返しによる樹幹の完満度の

変化が理論的に明らかになり，また，間伐後の林分業量はロジスチック成長曲線に従って閉鎖していくことが認

められ，定御代はあるが間伐後の林内相対照度の変化も推定できるようになった8-11)0 

②バイオマス資源として有用なポプラ属植物の関東地域における超短伐期多収積技術の開発のために，北海道産

ドロノキを異なった密度（ha換算で50000, 75 000及ぴ100脚本）に植栽し，密度別に総収量，密度効果等を

調ぺた。 4年間の収量は処理問で大きな違いはなかったことから，さらに低密度でも同じ収量治呼専られる可能性

があり，また施肥に関しては極めて敏感であることなどが明らかになった。これらの成呆は， ドロノキを関東地

域で栽培する際の指針となろう12)0 

（河原輝彦）
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作業技術分野

林業労働者の減少と高餅じ木材価格の低迷など，厳じい林業情勢が進むなかで，林業の生産性向上を目指し

た作穀問，労働科学，林道に関する研究を進めた。森林の役割に対する国民の要簡の多樹ヒと高度化も強く認

践されるようになったo木材生産の作業における最近の最も顕著な変化は，従来の作業システムに代わって，高

性能林業機械の導入，開発，普及が進んだことである。これに伴い高性能林業機械を用いる作業技術に関連した

研究の取り組みが多くなったo

1）機械作業システムに関する研究：森林作業情報の把渥と評価に関する研究では，森林作業において最大の制

約条件である地形，地表条件の定量化の基礎的研究を進めた一地形評価システムとしては，車両系機械に対する

走行難易度を表現し，これを尺度とした地形分類法を示した1・Z）。また，地矧官報を簡易に収集するため，移動

車両の走行軌跡から地形の三次到背報を得る測定装置を開発した九これにより対象区域の地矧育報の連続的な

収集と図化挺狸が一連の作業として矧T可能となったo作業能率及ぴコスト分析の研究では，機械と伐出方法の

選択システムを確立するため，伐出機械や伐採方法及ぴ集材方法の異なる各種の事例について時間分析，功程調

査を実施し，伐倒方向が木寄せ・荷掛け作業の能率に及ぽす影響や，集材路の勾配・集材方法・積載量等地嘩両

の走行速度に及ぽす影響の程度を明らかにした4-5）。また，フエラーパンチャやハーペスタ等の高性能林業機械

による伐倒f特集に対する，地形傾斜・林内の地表障害物や地形凸凹・林地支持力の影響，伐採方法・伐倒木の樹

種や径級・分布状態地司乍業時間に及ぽす影響を明らかにした6-7）。架線系伐出機械では，タワーヤーダを用いた

集材方式の作業能率について検討を行い，集材時間を集材距離・横取り距離・積載量・地形条件等の因子で表す

関係式を導き，上げ木集材の方治注・副作業時間とも短くなり，生産性カ塙いことを明らかにした8-9）。高性能

林業機械の導入に対する経済性の評価のため，故障率や稼働率等について経時的な調査を試み，機械の投資効果

や機械損料の算定法について検討を試みた7),10・11）。

作類十画法と作業システムの確立に関する研究では，機械の選択や組み合わせの適否あるいは作業条件と伐出

方法や作業仕組みの適否の検討を進めた。伐出作業の多工程作業における待ち時間のシミュレーション分析から，

工程聞の生産能力のバランスを保つ適正な機械の組み合わせと集材距離を明らかにした7),12-14）。また，グラフ

理論や宮博幾何学の分野の手法を用いた集材路網の導入法や作業土場の配置計画法について提案l.,15-16），タワー

ヤーダとプロセッサからなる伐出システムについて，土場間隔や伐区レイアウトについても検討を行った17)0 

人工知能技法を用いた作業計画法の開発では，作業者の安全教育訓練法や林道法面工法の選択に対するエキス

パート・システムを試作した18）。また，ニューラルネットワーク手法を用いた功程予測等についても検討した19）。

この外，森林環境保全と調和した効率的，経済的な技術の要求に応じて， トラクタ集材跡地保全の立場から植生

回復の状況を明らかにしZO），天然林や複層林の伐出調査により立木や稚樹の損傷や林地の土壌撹乱の程度等に

ついて定量的な分析を試みたZl-23)0 

2）林業労働科学に関する研究：労働負担の軽減を図る研究では，作業仕組の検討を伐木造材作業の功程，要素

作業諸説図などから解析した24)0高齢林業労働者の身体罰測や体力調査を行い，敏捷性や平衡性の低下を指摘zs>,

さらに最大酸素摂取量調査等から加齢に伴う生理的機能に対応した適正労働量や労働時間を推察したお｝。森林

作業のキネシオロジー研究では，森林作業の1作業中に占める主要な姿勢，動作の時間分ザ7）ゃ，枝払い動作

と植栽動作の生体力学モデルの作成とバイオメカニクス手法による主要動作部位の反力の試算を行った制。林

業機械器具類の人間工学自明蹴では，チェーンソーや刈払樹懐中における把持力と手指への振劉云進掻動感

覚閥値，皮膚温などより操作性のよいハンドル形状を検討した29）。新しく導入されつつある林業機械の運転に
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関して，スキッダオペレータの選制宵報の解析として，注視点と注樹橡物の立体角の解析を行い紛，横積み

式クローラ型林内作業車についてのヒヤリハット事故分析や走行実験から，視界評価や障害物乗り越え特性を検

討した31）。ハーペスタに関しては，オペレータの注視対象物への平均注視時間と凝視度から注視の集中度合を

検討し32），マニピュレータの樹乍性を検討したお｝。オペレータの作業ストレス評価指標として，心拍R-R間隔

時間の標準偏差と変動係鋭 O.lHz付近の周波数スペクトル値の有用性を示したo

林業労働安全の研究では，災害要因の分析に関して，災害報告書を新しく整備し，ヒューマン・エラーの側面

から災害の背景要因を分析，被災者の意識水準を推定した利。また，小形集材車，集材機集材作業の災害発生

状況の推移をCTA手法と災害要因要素聞の影響確率で櫛すした35）。さらに，安全管理への信頼性などを入れた

安全態度調査表から，安全管理者と作業者の安全意識の違いを分析したお｝。伐倒作業の安全性を高めるために

伐倒木の挙動を3次元分析し，伐倒木の大きさやつるの有無，伐倒初期角度などを変化させた2次元運動方程式

を導いてシミュレーション解析を行った37）。保護具に関しては，炎天下の作業者を守るためのヘルメットの改

良を検討し試作しその性能を確かめた刻。

3）森林路網に関する研究：路網計画に関しては，我が園の急峻な山岳地域における主要な集材法である架線集

材法を中心として，集材システムに適合した路網計画法の研究を進めたS針。また，林道を開設していく上での

優先順位の決定法に関連して，林道の多方面にわたる開設効果の算定法の開発を行った40）。適正な路網計画を

作成するためには，地形地鳴網作設に及ぽす影響を多角的に把揮する必要があり，地形と開設費，工種選択，幾

何鴇造の諾関係を解明した41)。また，規格の異なる路線による林道網形成を図るため，路網の林業的機能の数

量的評価を行ない， HACKの法則と類似の関係式カ淋道延長と利用区域森林面積の関係に見い出され42），林道

規格による作設基準を示した43）。路網の縦断勾配に関しては，作業道の最適縦断勾配の決定法と土工量予測法制

の開発を行ったo林地保全の観点から，林道路面流の適切な管理は不可欠であり，合理的な路面流の排水を行う

施設の計画・設計に資するため，路面上の流量の測定，流出解析を行った45）。また，作業道，集材路の路面侵

食と路面緑化46）の調査，分析を行ったo景観に関しては，橋梁と道路のり面の景観分析と景観評価法的の研究

を行ったo

擁壁等林道の構造物には，コストの低減化，環境保全，景観保全を考慮した工法の開発が求められているカt
このような視点から， 1985年に開発された木製プロック積み土留め擁壁を対象として，土留めのメカニズムの解

明48），擁壁部材の耐朽性の調査49）を行ったo力学的な面に関しては，模型実験及ひ宮論的解析を行い，プロッ

クの控え材の土留め効果等を明らかにした。また，部材の耐朽性に関しては，防腐処理の効果を定量的に明らか

にした。

（柴田順一）
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4）今富裕樹ほか：地域性を考慮した集材方法の最適化 (D), 63年度固有林技発試報，（19邸）

5）井上源基（共著）：トラクタと集材路，機械シリーズNo.74, (1986) 
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6）岡 勝ほか：高性能林業機械の伐出作業システムに関する研究 (I），目；林論， 103,(1992) 

7）井上源基陪か：高性能林業機械による作業システムの定着・実用化に関する調査，平成5年度素生協報告書，

(1994) 

8）田中良明ほか：機械利用共同化促進調査報告書，林災防協会， (1993)

9）吉田智佳史ほか：高性能林業機械の伐出作業システムに関する研究 (II），日林論， 103,(1992) 

10）岡 勝ほか：林業機械損料率の現状と問題点，日；体関東支鎗， 45, (1994) 

11）一一一（共著）：改訂林業機械ハンドブック， 732,(1991) 

12）井上源基：車両系機械と路網，機械化林業， 476,(1993) 

13）奥田吉春（共著）：機械化のデザイン，全国林業改良普及協会， (1993) 

14）一一一ーほか：ササ刈取・収穫技術の体系化，農林水産会議， (1986)

15）井上源基ほか：集材作業における複合路網の合理的配分 (I），日；林論， 101,(1990) 

16）一一ーほか：集材土場施設の適正配置に関する研究（I), (ll），日；林関東支論， 39,(19腿）

17）吉田智佳史ほか：高性能林業機械の伐出作業システムに関する研究 cm＞，日林論， 104,(1993) 

18）田中利美ほか：安全教育のためのCAI(l），日林論， 100,(1989），同＜n >. 101, (1990），同cm>,102, (1991) 
19）一一一ーほか：伐出経費予測システムの開発 (I），日林関東支論， 43,(1992），同 cn >. 10a, (1992), 
同（田）， 104, (1993) 

20）遠藤利明ほか：トラクタ集材作業による裸出地における植生の回復（I)，日林論， 98,(1987），同(Il), 99, 

(1988），岡（皿）， 103, (1992），同（町）， 104, (1993) 

21）岡 勝ほか：車両系集材による複層林伐出技術に閲する研究 (I).(II），日林論， 101,(1990) 

22）一一一ーほか：高性能林業機械による林業環境への影響（ I)，日林関東支論， 45,(1994) 

23）井上源基ほか：高性能林業機械による新たな作業システムの確立に関する調査．平成4年度素生協報告書，

(1993) 

24）石井邦彦：民有林におけるチェーンソー伐木造材作業（I)ー（田），日林関東支論， 38,(1986），同（町），

39, (1987) 

25）今富裕樹ほか：林業労働者の身体特性と運動能力，日；林論， 100,(1989) 

26）一一一ーほか：；休業労働者の身体能力に応じた下刈作業法に関する研究，日J体鎗， 103,(1992) 

27）山田容三ほか：伐木・造材作業の動作分析，日林諭， 102,(1991) 

28）一一一一回か：林業労働者の腰部負担，森林利誌， 9(2),(1994) 

29）石井邦彦：刈払機操作中の把持カ（I），日林関東支論， 37,(1986），同cn ), 3a, (1986) 
30) NABO, A. and YAMADA, Y.: Accident analyses and capability to surmount obstacles of Side-loaded mini-

forwardersJ. Jpn. For. Soc,74(1), (1992) 

31）豊川勝生ほか：ハーベスタの運転作業環境に関する研究，森林事j誌， 8(2),・ (1993) 

32）一一一ーほか：トラクタ運転手の視野情報，日；林誌， 74(3),(1992) 

33）山田容三ほか：ハーペスタに関する人間工学的研究，日；林誌， 75(1),(1993) 

34）奥田吉春ほか：林業労働における災害の分析（中間報告）， 60年度技発報告， (1986),62年度技発報告， (1989)

35）豊川勝生ほか：林業労働災害要因の評価と予測， 4年度技発報告， (1993)

36）一一一ーほか：林業労働者の安全意織に関する調査 (I），目；林論， 102,(1991），同 cn >. 10a. c1992) 
37）朝日一司：伐倒木の物理量，日；林論， 99,(1988) 

38）辻井辰雄ほか：i電気機構付き保護相の開発，日林諭， 101,(1990) 
39）大川畑修：架線集材における路網計画に関する研究，林試研報， 351,(1988) 

40）一一一一：固有林林道の新設にかかる優先順位の判定基準について， 4年度国有林技発試報，（1993)

41) SAW AGUCHI. I.: Effects of rugged terrain on the cost of forest road construction in Japan, IUFRO I IX Con・
gress Proceedings Dvision 3, ( 1990) 

42）湾口勇雄ほか：林道延長と利用区域森林面積の関係，日；林誌， 73,(1991) 

43）一一ーほか：路網規格の合理的配置（I)，日林誌， 75,(1993) 
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44）市原恒一：作業道の縦断勾配設計法および地形図による土工量推定法，日；林誌， 67,(1984) 

45）一一一一：作業道の路面上を流れる雨水量の解析，日；林誌， 69,(1987) 

46）一一一：トラクタ作業道の荒廃とその防止法，林業技術， 569, (1989) 

47）一一一ーほか：ファジイ AHPによる森林風景に調和した構梁デザインの評価，造園雑誌， 57,(1994) 

48）梅田修史ほか：木製土留工の機能に関する模型実験，平5年度砂防学会概要集，（1993)

49），一一ーほか：木製土留工の腐朽に関する実態調査，日林論， 103,(1992) 

林業機械分野

林業機械の開発・改良研究は，これまでも時代のニーズに対応して絶えす噺しいテーマや研究手法を取り入れ，

実効をあげる努力を重ねてきた。

この期間においては，高性能林業機械の開発・導入カ守Tち曲されるなどの新たな研究需要の高まりの中で基礎

的・応用的研究の充実が求められたこともあって，林業機械の自動制御技術の開発をテーマとする新たな研究分

野が強化されるとともに，従来からの機械の安全性や操作性を向上させるための試験研究についても一層の進展

を図ってきた。

1）造林機械等の開発・改良に関する研究：代表的な林業機械のーつであるチェーンソーや刈払機など手持ち機

械の振動並ぴに騒音その他の安全性については，労働安全衛生法・チェーンソーの規格として法文化に資したこ

れまでの研究蓄積を一層充実させ，長期にわたる研究結果を取りまとめ，基礎資料を提供した1）。さらに，チェー

ンソー，刈払機については，機械の改良と性能向上をねらいとして，振動・騒音などの測定法の改善やキックパッ

ク現象の解明などの進展がみられたほか，近年顕在化しつつある排ガス問題にも対応して，排ガス成分の分析方

法の検討を行った2-3）。このほホ自動機I機についても，開発改良・導入の進展に即して各種市販機の機械性

能，作業樹包材質への影響などを調査分析し，問題点や改良点の提案と研究結果を通した技術指導を行った4・6）。

トラクタをペースマシンとする造林用作業機については，地ごしらえ用のレーキドーザ爪，排土板着脱式レー

キの実験・改良，また普通苗（裸根苗）植付用のつめ付円板コールタ形， L形植付け爪，ラダーチェーン形など

の装置の開発改良のための研究を進めた7-8)0さらに，プナ天然林ササ型株床の種子着氏発芽促進を図るため，

パックホウ用リッパを開発し，その実用性を確めた9・10）。

同時に，大型車両を導入した林地の土嬢撹乱について，測定手法や撹乱の度合，表土移動の機構などや，フォ

レストシュレッダの動力性能などを明らかにした11・13）。

2）伐出機械の開発・改良に関する研究：伐出用機械特に，これまでに幾多の成果があげられているワイヤロー

プを用いた架空線集材機械の関係においては，架空線集材の索張り特性を明らかする中で，集材架線の設計制都，

の効率化をねらいとしたパーソナルコンピュータを利用したプログラムを開発した14)0 それとともに，新たに

導入カ強められているタワーヤーダについては，早急に解決を必要とする索張り方式の選択や安銀棟上の技術

指針を得るため，ワイ・ヤロープの使用制児や張力特性など使用実態の解明を進めたお｝。

ワイヤロープと附属器具類の性能につては，基礎資料の収集の必要性と外部からの依頼試験などの要請もあっ

て性能試験や各種検査を継続してきた杭使用ロープの変化や新素材の普及に対応するために試験方法の見直し

と試験機の改良を進め，試験方法の提案や集材機作業の安全管理の指針となる基礎資料を提供した16・19）。その

ほか，新しい間伐材集材方式としてモノチェーン方式の考案も行った20）。

また，タワーヤーダに視点、をおいて集材機の自動化，高性能化を図るため，その主な構成要素であるタワー・
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台車，索駆動部，搬器などの機構，機能に特徴を置いた試験装置を試作し，各種の実験によってタワーヤーダ開

発指針となる性能特性を明らかにしたZl-22)0 

3）ベースマシンと白動制御技術の開発に関する研究： 車両系伐倒機械については，林業用トラクタの附属装

置としてグラップルソー式伐倒機の試作，ブーム式の動憎竜囲やシミュレーション分析などを行い，伐倒機開発

の基礎資料を提供したお・制。これらは自動制御技術の開発研究へ樹予して継続され，伐倒機の自動化，インテ

リジェント化の前段階として，フェリングヘッドの3次元ジョイスティック樹乍による位置制御プログラムを開

発して移動量や制御成績を確認した26・27)0 また，機械開発の前提となるセンシング技術適用の可能性の検討を

進めてきた却却｝。

一方，小形運材車や集材トラクタなと林業用車両については，基礎実験によって重心位置や車体の挙動，走行

安定性など運動特性を明らかにし，基礎資料の集積を図った31・33）。

傾斜，不整地を克服する新しい機構の林業用車両のペースマシンの開発研究については，大型別枠研究の終了

後も引き続き行わ札斜面での車両の安定を図るためコンピュータ制御によって，車軸を上下させて車体を水平

に保つ段軸式車両を開発し，実用性の高いことを確認した34・35）。また， 4自由度を持った関節で結合した構造

の連結装軌式司港地走行車両の開発については，傾斜地における運動特性を明らかにするとともに，これまでに

8号機にいたる改良開発を重ねてきた36・37）。そして，運転操作性を高めるための連結部の自動制御化に向けた

研究を継続している。

さらに，車両系に代わる新しい機械として，テーブルスライド型歩行式機械の訣作提案や，傾斜地への適応が

優れた脚式機構の特徴と平坦地の移動を考慮したクローラ式の足まわりを備えた，いわゆるハイプリッド・ペー

スマシンを開発するため，基本となる足まわりの仕様の設計試作と，これらの機構，歩容，制御方法などの検討

を行ってきたお却｝。

今後も自動化無人化など林業機械をさらに発展させるため，機械の開発改良に必要な基礎資料の蓄積と理論

の展開，実験による裏づけなど研究の深化が一層期待されている。

なお，研究成呆の概要に記載した文献は，学会発表を主にした一部のものであることをお断りしたい。

（辻井辰雄）

文献

1）平松修ほか：林業機械の掻動・騒音の防止に関する研究， 60年度国有林野事業特別会計技術開発試験成績

報告書，（1987)

2）一一一一日か：刈払機のキックパック現象 (II),40日林関東支論， (1988)

3）陣川雅樹ほか： 2サイクルエンジンの排ガス分析に関する研究（I),104日；林論， (1993)

4）平松修ほか：自動枝打機の基礎性能 (II),97日林論，（1986)

5）一一一ーほか：自動枝打機による枝打木の割材調査， 39日林関東支飴，（1987)

6) HIRAMATSU, S.: Present status of pruning by automatic pruning machines and i胞 futuretasks, Farming 

Japan Vol. 24, (1990) 

7）三村和勇：造林用自動植付機の開発に関する研究（ I ）（皿）~ 96, 98日林論， (1985,1987) 

8）一一一一：造林用自動植付機の開発に関する研究 (ll), 37日林関東支論， (1986)

9）一一一ーほか：天然下種更新とトラクタ造林機械（I )(V), 98, 100日；体論， (1987,1989) 

10）一一一ーほか：ササ掻起し3本爪リッパの試作と現地試験，日；体露， 73(6),(1991) 
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11）一一一ーほか：フォレストシaレッダの刈払い動力性能，日；林誌， 72(6),(1990) 

12）山田健陪か：機械導入跡地における土嬢撹乱（I )( II )( m ), 101, 102, 103日林論，（1990,1991, 1992) 
13）佐々木尚三ほか：模型ヘリコプタからの低空写真を用いたトラクタ集材後の地表撹乱状態の観測， 103日林

論，（1993)

14）柴田順ーほか：架線の股計計算をめぐる最近の話題から， 100日；林論，（1989)

15）上村巧ほか：；タワー集材機の索張力特性， 4年度資源・素材学会秋季大会ワイヤロープ研究会資料，（1992)

16) 小沼順一：根株強度の回帰式， 40日林関東支論， (1988)

17）柴田順一：非自転性ロープの自転特性， 40日林関東支蹟， (1988)

18）上村巧ほか： 12mmワイヤロープのS曲げ寵労試験 (I)•. 104日林論，（1993)

19）一一ーほか：曲げ疲労試験時のワイヤロープの伸ぴについて， 5年度資源・素材学会ワイヤロープ研究

会，（1993)

20）富永貢ほか：モノチェーン集材法（I )(II), 100, 101日；体論，（1989,1990) 
21）広部伸二ほか：集材機の自動化・高性能化の研究（I), (II), （田）， UV), ( V ), 103, 1~日；林論，（ 1992,
1993) 

22）一一一一一：タワーヤーダとその技術開発の方向，研究ジャーナル， 17(3),(1994) 

23）朝日ー司ほか：ブーム式伐倒機の動作範囲， 38日林関東支論，（1986)

24）市原恒ーほか：アーム式伐倒機の動的シミュレーション， 38日輪関東支論，（1986)

25）鈴木暗史：立木伐倒機の開発（I)(II）（目）， 97, 100, 101日；体論，（1986,1989, 1990) 
26）毛綱昌弘ほか：伐倒機アームの移動制御 (I),43日林関東支論，（1991)

27）一一一ーほか：フェリングヘッドの移動制御 rn>< m >. 103日；林論，（1992)
_28）福田章史ほか：林業機械化のためのセンシング技術，元年度森林総研成果選集，（1899)

29）朝日一司ほか：林業機械へのファジイ理論の適用の可能性の検討， 2年度森林総研成果選集， (1990)

30）福田章史：超音波センサを用いた材木の位置測定， 101日；林論，（1990)

31）佐々木尚三：小形運材車の傾斜地安定性について， 99日林論， (1988)

32）山田健：履帯形足回りの軟式懸架装置の性能について， 99日林論， (1988)

33）辻井辰雄ほか：集材トラクタの転倒・転落事故防止のための力学的研究， 2年度固有林野事業特別会計技術

開発試験成績報告書， (1991)

34）福田章史：段軸式車両の姿勢制御，日；林誌， 73(3),(1990) 

35）市原恒一：最適サーボシステムを用いた模型段軸式トラクタの姿勢制御，日林誌， 72(4),(1990) 

36）佐々木尚三日か：林業用連結装軌車両の開発，テラメカニクスNo.9, (1989) 

37) SASAKI, S. et al.: Articulated tracked vehicle with four degrees of freedom, Journal of terr細 echanicsVol. 

28, (1990) 

38）毛綱昌弘：林業用歩行機械の検討 (I).42日林関東支輪，（1991)

39）福田章史ほか：急傾斜地に対応した林業用脚式移動機械の開発， 105林学会大会講演要旨集， (1994)

木材化工部門

木材化工部は，昭和63年10月の林業試験場改組の折，木材成分の有用物質への変換法や材質改良法を開発して

木質系資源の高度利用法を確立することを目的にして，林産化学部からの成分利用分野及び化勃日工分野と木材

利用部からの材質改良分野をとり入れ編成された。

木材はセルロース，ヘミセルロース，リグニン及E刷出成分からなる。紙，パルプをはじめ，食料，飼料，燃

料，化学工業原料として潜在的に高川面値を持っている。成分利用分野では，これらの木材成分をより有効に利

用するために，それらの効率的分離法を確立し，それぞれの成分の特性を生かした利用法を開発することを目的
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にしている。生分解法などの特性を持つ自然循環系に適合する各種の産業資材や機能性素材を開発するとともに，

その変換プロセスの省力化をはかるための徴生物・酵素を活用するバイオテクノロジーに関しての研究を推進し

ている。また，材，葉，樹皮などに含まれる抽出成分に関しては，その化学構造と生理活性の因果関係を解明し

て，有効利用法を開発することにしている。

木材は，細胞壁の徴細構造，細胞形態，年輪構造，樹体構進異常組織に基づいて多様な物郡弘化学的，生

物学的特性を発現する。化物日工分野では，この木材の材質特性を高度に利用した新しい産業素材，環境素材を

開発するために，その性能の向上，機能の付与を図るための化物江技術を開発することを目的にしている。ま

た，セルロースから電子機能性などの特性をもっ高機能素材を開発することも重要な課題の一つになっているo

さらに，木質材料の製造には，高性能の接着剤治句可欠となっているため，種々 の接着剤の劣化機構を解明し，

高耐久性接着剤の開発に資するための基礎研究を行うとともに，接着が困難な材料の接着性能を改善するための

技術開発を推進している。

長年にわたる樹木の生命活動の結果築き上げられた生物材料である木材は人の感性と調和する素材である。し

かしその反面，腐る・燃える・狂う・風化する・方向によって強さが異なる等の欠点を持つ。材質改良分野で

は，木材地鳴っ特性を保持したまま，これらの欠点を改良するため，木材の生物劣化燃焼，刷機の機構や木

材内における液体や気体の拡散・浸透等の機構解明などの基礎的研究を推進するとともに，誘帯体化，セラミッ

クス化，グラファイト化などの化等幼江技術を開発することを目的にしている。また，各種の大きさの木材の削

片と他材料との複合化により高性能ボードを製造する技術の開発研究を推進している。

（定本一允）

木材成分利用分野

19：お年以降，地球環境問題カ吹きくクローズアップされ，省資源，省エネルギー，リサイクル利用などにより，

地球環境を保全するための研究開発が要摘されるようになった。同年，マレーシア林産研究協力プロジェクト

0ICA）がスタートし，成分利用関連で初めて海舛研究協力糊討寵された。

この10年間，木材成分利用研究は主成分のセルロース，ヘミセルロース，リグニンの高度利用技術の確立，無

公害パルプ化に向けた技術開発や微生物・酵素などのバイオテクノロジーを利用して糖質資源の利用を図るため

の研究を推進した。さらに，樹木抽出成分の新規用途開発を進めるため，有用成分の検索を行った。

この聞のプロジェクト研究としてりfイオマス変換計画J，「新需要創出J を中心に，「糠鎖工学J，「無公害パ

ルプ化』などの課題を実施してきた。以下に，経常研究を中心に研究のあゆみを総括する。

1.リグノセルロースの利用

リグニンを熱化学的変換法により，気体燃料などに変換するための基礎資料を得るため，装置の改良，ガス化

条件の検討，生成ガスの分析などを行った。 6・ョーソ化セルロースを脱ハロゲン化水素処理することにより二重

結合を導入し，新しいセルロース誘導体調製のための基礎資料を得た九また，蒸煮・爆碑喫蝿抱程でのリグニ

ンの分解挙動を調べZ），これらの爆砕リグニンに官能基を導入しウレタン樹脂を製造し，幅広い温度領域で粘弾

性吸収を持つ材料を開発した。さらに，リグニンをフェノーJレ化M し，性能的に市販樹脂を上まわる接着剤を

開発した。

未利用熱帯資源の成分特性を調ぺ，有用成分の存在量などを明らかにした。オイルパームは澱粉，キシラン，

pーハイドロキシ安息香酸などが豊富な資源であった九また，低質材のパルプ原料適性の評価を目的とし，アカ
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マツ枯損木スギ穿孔性害虫被害材，熱帯材4），超短伐期材等の主成分特性やパルプイ悌性を分析し，幼齢樹，

腐朽材，樹皮などの混入による棚上の問題点を明らかにした。さらに，古紙の新たな有鱗IJ用を図るため，新

聞紙などの機械パルプ古紙を原料とし，乾式解織，オゾン処理．繊維の化学修飾などにより，コンパネ代替用ボー

ドなどの製造を試みた。

パルプ漂白廃液中のダイオキシンなどの有機塩素化合物による環境汚染を防止するために，パルプ中に残存す

るリグニンの構造や反応性を調べこれらを効率よく分解する条件を検討した。これにより，触媒を含む硫践処

理法を提案し，塩素漂白と同等の漂白効果を有する無塩素漂白法を確立した5-6）。さらに，オゾン7）や酵素処理

を組み合わせたシーケンスについて研究を進めた。成分総合利用を図る新たなパルプ化法の確立のため，各種有

機酸による，常圧・連樹由出法の効率的な成分分離条件を検討し，脱リグニン機構やパルプイ蹄性などを明らか

にしたへまた，省エネルギーパルプ化法の確立を目的として，各種白色腐朽菌により木材チップを処理し，

TMPにおける解織エネルギーの低減化への効果を明らかにした的。

2.徴生物・酵素利用

木材腐朽菌の生産する各種酵素を選別し，キシランの側鎖遊離酵素の特性及び最適酵素処理条件などを明らか

にした10)0 ・また，結晶性セルロースの分解機構を明らかにするため， P加neroc.加etech,yso.卯加mの菌体外タン

ーパク質より，アピセラーゼ活性を有する酵素を分離精製し，その性質を解明した11）。さらに，酵素加水分解を

可視化することによりセルラーゼの作用機作を解明することを目的とし，細施壁形成過程でのリグニンの包埋効

果や酵素処理による結晶構造の変化などについて検索した12）。また，位置選択的セルロース誘導体を合成し，

酵素即Eの特異性について究明した13）。

ヘミセルロースの酸や酵素による加水分解物から得られる各種オリゴ糖の効率的な生産システムを確立し，オ

リゴ糖の機能を明らかにすることを目的とし，広葉樹キシランから得られた各種キシロオリゴ糖の化学特性と生

理活性の検索を行った14・15）。さらに，各種の精製キシラナーゼを作用させたときに得られる酸性及ぴ中性オリ

ゴ糖の成分組成を明らかにするとともに，これらのオリゴ糖が植物の伸長促進や発根性などの生樹首性を持つこ

とを明らかにした。これらは椋質資源の新たな用途開発の基礎となっているo

シラカンパ樹皮などに多量に含まれるトリテルペンであるベチュリンを出発物質として，有機溶媒中での酵素

反応により種々 の糖類を結合させて，多種類の配糖体を合成した。天然にない新しい配精体を合成するとともに，

糖鎖構造と生物活性の相関の解明を行った16）。これらの成果は未利用の樹木成分の新たな有効利用に道を聞く

ものとして期待される。

3.抽出成分利用

野ウサギの食害やマツ材線虫に対する抵抗性に関与する成分を明らかにするとともにカラマツ素材の付カ凶百億

を高めるため，抽出成分の挙動を分析し葉枯らしによる材質変化を化学的に評価し，適正な葉枯らし技術を確立

した17）。スギ材の利用上大きな障害となる黒心材の対策として，黒心原因成分・関与因子の分析とそれに基づ

く早期検定法の開発を進め，黒心成分の化学構造及ぴ生成要因を明らかにした。さらに，針葉樹及E舷葉樹材抽

出成分のデータベース化を進めるため，多種の材の抽出成分を分析し，標晶化合物を調製し，それらのスペクト

ルデータを整備した1針。

製材，加工，接着，塗装，パルプ化などにおける輸入材の利用障害を解明する上で材に含まれる抽出成分の定

性，定量治吹かせない課題であり，アンチアリス材から毒性成分，テトラベルリニア材，チーク材からシミ状変

色原因物質，グアムシル材からなめし成分，リナカンタス材から抗菌性物質及ぴタウン材”｝から生理活性物質
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などを分離同定した。また一部について，化学構造と生理活性の相関について研究を行った。さらに，中国との

二国間研究協力で輸送過程におけるキリ，ナラ材の変色原因成分とその防止法についても研究を行ったo

樹木に含まれるサボニンの有効利用を図るため，タウン材，エゴノキ材，エゾヤナギ材，ハリギリ材卸）など

から新物質を含む多種類のサボニンを分離・同定した。これらの成分の抗駿化也抗菌性，殺蟻性などの生物活

性について検索し，サボニンの総員と活性の関係を明らかにした。

樹皮や幹に多量に含まれるタンニンの有効利用を図るため，モリシマアカシア材を中心に，縮合タンニンの構

造解明，化学的改質，各種生物活性試験などを実施したZl)。また，改質タンニンより重金属吸着材，生分解性

樹脂などの機能性素材の開発を進めた。また，樹木の抗菌性成分を解明するため，バイオオートグラフィーを用

い，全国の多種の樹木についてスクリーニングと成分分析を行った22）。さらに，植物培養細胞の生体NMR測定

条件を確立し，嫌気的条件，無酸素条件などのストレスに対する代謝応答の経時変化を測定し，非破壊条件で植

物培養細胞の代謝活性を観察することを可能とした。

4.績維利用

アカシアマンギウム，メリナ，アルピジア，パラゴム却），オイルパームなどを原料とし，それぞれの樹種特

性を明らかにするとともに中比重ファイパーボード（MDF）性能の評価を行ったoこれらの成果は熱帯未刺用

資源の新用途として期待されている。

屋外暴露試聡促進酎候性試験を実施し，外装用ボードの性能評価を行うとともにボードの性能を向上させる

ため，ボード表面のフラン樹脂処理，配向性ボードの製造剖，接着剤使用の低減化，良質削片の製造条件など

に関して研究を進めた。

さらに， MDFの中心層部に炭素繊維を用い，ボードの機械的性質を補強するとともに，電磁波遮蔽性を付与

〆した新し＼，＼機能性ボードを開発した。

（島田謹爾）
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木材化学加工分野

木材及ぴ木質資源を高性能・高機能材料に変換するために，木材の表面改質，木材の複合化工，木質系機能性

材料，木材の接着に関する研究を行ったo

1.木材の表面改質

木材表面の美観性，力学的特性，耐久性の向上並ぴに新たな機能性の付与のために，表面改質技術に関して研

究を推進した。染色の前処理として，木材にトリメチルアンモニウム基を導入したりキトサンを塗布することに

より，染色木材の発色性，均一性，酎光性を改善した1-Z）。木材のプラズマ処理による重量減少は，出力及び：供

給ガス量が大きいほど，また処理ガスの種類ではアルゴン，窒素に比べて酸素の場合に著しかったoプラズマ処

理により生成するラジカルは，セルロースとリグニンに由来すると同定された。プラズマ処理の深さは0.03mm

程度である。一方，テトラフルオロメタンでプラズマ重合すると，木材表面にフッ素系の重合皮膜効性成して援

水性・按油性を示し， ESCAにより， CF3,CF2, CF基で覆われていることが分かった3引。 Pdヒドロゾル及ぴ

天然繊維用市販めっき浴を用いて木材の無電解めっきをする際，めっきの下地処理としては， 30%PEG有機溶

波及的0%PEGMA水溶液治効果的であったが， WPC化は不十分であったぺ

2.木材の複創と工

木材に異種材料を複創包することにより，木材の性能向上や新機能の付与を行った。木材に金属箔とレジンコ

．ンクリートを積層することにより， 30～500MHzの領域で30-60dB（鉄箔）並ぴに50-80dB（銅箔，アルミニ

ウム箔）と高い電磁波シールド性を持つ耐水，防火性の複合材科を開発した九また，スティック状のエレメン
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トにMMA系のモノマーを含浸し，型枠中に配向させて加熱重合／接着同時成形法でボードを製造した。配向方

向の曲げ強度は1500kgf/ cm2，曲げヤング率は15仇f/c.m2に逮するがi直交方向は1/10以下であった。モノマー

改質効果はフタル酸ジアリルとPEGMAが額箸であり，スティックの無水マレイン酸処理はボードのす法安定

性を向上させた8）。

3.木質系機能性材料

木材セルロースを誘導体化あるいは溶液化して機能性材料を開発し，その特性及u.機能性発現機構を解明した。
セルロースエステル及び；エーテルに，アJレキル鎖長の異なる含フッ素アクリレートをグラフト共重合させて熱

圧成形したフィルムは，援水性，耐湿性を示し，さらに，モノマーの化学構造及びグラフト率を調整することに

より，広い範囲の誘電率を持つ誘電性材料に変換できた九非イオン性界面活性剤水溶液に疎水化したヒドロキ

シエチルセルロースを添加すると相分離を起こすカt分離した各層のそれぞれの漉度を測定して描いた相図から，
相分離を引き起こさない限界濃度を判別した則。 CMCとキトサンとの複創ヒにより，水・アルコールの優れた

パーペーバレーション特性を有する積層膜及ぴプレンド膜を開発した11）。各種の木材パルプをNーメチルモル

フォリンーNーオキサイドに溶解し，流延法により調製したゲルフィルムを延伸してリグノセルロースフィルム

を調製したoこのフィルムはセJレラーゼにより分解し，延伸方向に配向していた。その引張強度は延伸倍率に比

例して増加し， 1.4倍に延伸すると市販セロファンの1.5倍の強度に達したlZ）。木材パルプをベンジル化して，

溶解也溶融性，光崩壊性のあるべンジルセルロースを調製し，その反応効率の改善を図った13）。セルロース

から単分子膜を調製するために，膜形成物質として位置選択的に官能基を導入したアルキルセルロースの合成法

を確立し，それらの水素結合形成機構を解明した14)0 

4.木材の接着

木質構造における部材の接合の信頼性を高め，木質廃材等から高性能木質材料を開発するために，木材用接着

剤，難接着木材の接着，現場接着，接着耐久性，接着剤の劣似鱒，機能性木質面材料に関する研究を行った。

カラマツ樹皮をフェノール化し，低温メチロール化法で樹脂化することにより，市販フェノール樹脂と同等の性

能を持つ接着剤を開発した。また，フェノール化反応はリグニン，ヘミセルロース，セルロースの順に起こるご

とを確認し，特にセルロースのフェノール化の反応機構を解明して木質系液化物の生分解性樹脂原料としての可

能性を示した15・16)0 針葉樹材の中にはアミノ；樹脂接着剤による接着性に劣るものがあり，その一部はプラッシ

ング処濯によって改善できた。また，ピーリングチェッカーにより，合板の仮接着性を定量的に評価することが

できた17・則。木材に1液型ポリウレタン接着剤を帯状に塗布して接着後，スキマゲージで測定した接着剤の広

がり面積と破壊荷重との聞には高い相関があることを見出し，現場接着の信頼性間面の指針を提供した19）。合

板を馴暴露試験すると，フェノール棚蛾着弗jの場合は，木材の劣化により接着強さは一般に15年間で半減す

る。水性高分子イソシアネート系接着剤の場合の接着耐久性はメラミン・ユリア共縮合接着剤と同等であった。

また，合板の促進劣化誕曜と1年間の屋外暴露を組み合わせて求めた劣化曲線から，屋外暴露1年間に相当する
促進劣化処理サイクル数が求められ．合板の耐久性能を予測することカ令できたZ0-21)。パーティクルボードから

のホルムアルデヒド放散量について，デシケータ値から気中漉度への換算式を求めた2Z）。メラミン・フェノー

ル樹脂接着剤がメラミン・ユリア共縮合棚織糊jよりも煮梯繰り返し試験に強いのは，熱水処躍中にメラミン

とフェノールとの共縮合が進み，新しい結合を形成することによることを推定したお｝。接着剤の粘弾性を利用

して，振動減衰機能木質材料の開発に着手した制。

（黒須博司）
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木材材質改良分野

構造材としての木材の欠点や不利点を改良し，高性能化することを目指してきたこの分野は，防腐・防虫，難

燃化，及ひ爾候性向上処理など保存技術に関する研究と複合化による面材料の開発に関する研究に分けられる。

1.木材の防腐・防虫

防腐・防虫の研究は生物劣化機構の解明，安全な防腐・防虫法の開発，及び薬剤注入技術の開発の三つを柱と

して行われてきた。劣化機構の解明においては軟X線顕徴密度測定により材内密度の分布幅カ司寓朽の進行とと

もに拡大すること，及ひ鳴朽による材内密度の減少功注に木繊維細胞壁の分解によって起こされることなどを明

らかにした九さらに，木材の比重及び熱水抽出物量が大になるほど，吸水性及ぴpHが小さくなるほど腐朽し

にくいことを定量的に明らかにした。また，白色蹴ヲの機構解明に必要としているリグニン分解酵素の高感度検

出法を確立したZ）。虫害の面ではシロアリの樹種に対する晴好特性を明らかにした。これら実験室内の研究とは

別に，屋外設置の杭の観察及び木造建築物の調査を行い，天然条件下における木材樹種の劣イ時性，防腐処理の

効果，実用条件下における木質材料の劣化の進行過程と水分滞留の劣化促進効果を明らかにしたo安全な防腐・

防虫法の開発の面では，低毒性のAACの防腐効呆を硫酸銅を添加することによって高める技術を開発した。ま

た環境汚染するクロルデンの後継薬剤，有機リン防蟻剤の効果を明らかにするとともに，環境汚染の防止に必

要な薬剤の木材内での固定化機構を解明した”。実験室段階であるカt薬剤に頼らずカピによるシロアリの駆除
法を開発した4）。 CCA処理材の焼却に関しては，温度が低く，酸素が少ないほどヒ素がガス化しないことを明

らかにするとともにベその安全性の評価を行った。薬剤注入技術の面ではインサイジングによるカラマツなど

の難注入材の注入性の向上を明らかにした。さらに，加減圧交代法による注入技術の開発地強められているぺ

2.木材の難燃化

難燃化に関する研究は燃焼機構の解明，防火材料及び耐火工法の開発の三つを目標として進められてきた。燃

焼機構の解明に関しては，木材の燃焼速度がある値を超える，または酸素がある漉度以下になると室内のcoが

急激に増加することを明らかにした。ガス発生性については， C-N結合を含む物質がNだけを含むものより多

くシアン化水棄を発生することを明らかにした7）。また，炭化速度利目熱放射強度の増加につれて大きくなるこ

とを示した。さらに，木材比重治吹きくなると着火地漣九発熱量と炭化速度料、さくなることを明らかにしたへ

防火材料の開発に関しては，簡単な薬剤処理による合板の難燃化及r,.発泡性薬剤の減圧注入による木材の難燃化

の技術を開発した。耐火工法に関しては，加熱によるスギ材の曲げ挙動的及U鴇造部材の接合に使用される金物

の断熱被覆の必要性を明らかにした10）。また，集成材の耐火性に関して水性イソシアネート接着剤が従来のレ

ゾルシノール接着剤に匹敵する性能を有すること，干割れは耐火性に影響を与えないことなどを明らかにすると

ともに，耐火性能を有するFRPガセット接合法を開発した11）。

3.木材の耐候性向上

耐候性向上に関する研究は木材の屋外劣化機構の解明及ひ爾侯処理拡術の開発を中心として進められてきた。
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電子顕微鏡による観察から膨4暴露後数か月で割れが先ず闘しに，続いて槻欄織に，次いで軸方向棚包に発生

して，中間層地剰がれることを明らかにしたoスギの場合1年の屋外暴露によってヤング係数ヵー低下するのは表

層8mmまでであり，赤外分光分析によりこれが木材鎖分子の切断によることを明らかにした。このような劣化

の防止にポリウレタン樹指やPEGMAによる保護処理治情効であった12）。気象因子と屋外劣化の関係について

は，夏期では水平な，冬季では南向きに垂直な面治司法も劣化を受けやすいこと，木材の寸法変化は年間約2%で

降雨に支配されるとと，紛搬による風化（可溶怯低分子の生成）は7～9月に最も大きいことなどを明らかに

した日）。酎候処理技術の開発は塗装と木材の化学修飾の両面から進められてきた。種々の塗膜の耐久年数とそ

れカ喧管の密度と大きさ，膨潤率及び塗陵付着力によって支配されことを明らかにした14）。また，台板にフェノー

ル樹脂含浸紙を貼ることによって塗膜耐久性を大きくする技術を開発した。さらに，透湿による塗装木材の劣化

を防ぐのに，重ね塗りが有効であることを示した15）。化学修飾による耐候処理技術の開発は木材水酸基のアリ

ル化，ペンジル化占及ぴシアノエチル化によって進められてきた16・17）。これらのエーテル化された木材を熱圧

締することによって，寸法安定性と耐水性に優九高強度を有するボードが開発された。

4.木質複合材料の開発

複創ヒに関する研究は木材と合成高分子その他の材桝との複合化による機能性材料と木材の有獅U用をはかる

技術の開発，並ぴに複合材栴の機械的性質その他の性能の評価法の開発を主要な柱として進められてきた。機能

性材栴については，釘側面抵抗及び防火性の大きい石膏フレークボード，電磁波シールド性，耐火性及的鰍的

強度に優れた鉄箔積層パーティクルボード18），木質衝撃緩衝ボード19），高蓄熱性木質ボードなどを開発した。

ふ材肩効利用については林地放置材からのハードボード，ネマガリダケや短伐期ポプラ等の低質材と炭素繊維か・

らのパーティクルボード，樹氏樹葉，木片，ポリプロピレン混合物からの射出成型品，熱処理による種々の廃

材からのす法安定化パーティクルボード，未成熟材と廃材からの配向パーティクルボード却｝などを製造する技

術を開発した。さらに，厚ものボードの製造や省エネルギーに有効な蒸気騎射プレス法や気相硬化法などによる

ボードの成板技術の開発を行った21)。木質複合材料の性能野価については種々の開発製品（針葉樹LVL，コン

ポジットパネル， OSB,MDFなど）の機械的性質や寸法安定性m，及E防協用ボードの耐候性などを明らかに

したo また，機械的性質の手織漉試験法の開発のため，応力波の伝搬性をアコースティック・エミッション波や

アコースト・ウルトラソニック波23-24）その他の信号によって研究を進めてきたo

（平田利美）
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木材利用部門

昭和59年まで数年間9千万dと低迷してきた我が国の木材需要は，昭和60年以降増加し，平成元年には1億

1千万maを超え，その後のパプル崩壊に伴い後退した杭それでも現在なお1働ポの大台は堅持している。原

木供給面ぞは輸入材の比率がなお年々 増え， 75%にも達している。世界的な地球環境保全の世論の高まりから，

天然林の伐採カ規制され，人工林への移行治嘘んできており，原木朝宵も優良材から低質材へと変化してきてい

るーまた原木産出国の丸太輸出規制，製品輸入の拡大などの傾向が明確になってきているd圏内の森林資源は，

造林木の蓄積治吠第に進み，小径間伐木の時代から中径木の時代に移行してきた。一方，国民の木材に対する愛

着には根強いものがあり，木材の最大の需要先である建築分野において，木材への見芭し地強み，大規模木構造，

三階建て共同住宅，木造橋などの建築が可能となったo

このような情勢の中で，木材手y用部門においては主として針葉樹造林木を対象に，木材特性を究明するととも

に，適正な加工条件，建築への利用技術の確立に取り組んできた。特別・別枠研究として，針葉樹造林木の単板

積層加工利用技術の確立，国齢様樹中小径材の構造部材への新利用捺術開発，木質系新素材による高強度・高

耐久環境調和型架橋技術の開発，品質管理型林業のためのスギ黒心対策技術の開発，などを完了したほh 居住

性向上のための木質系ハイプリット官財の開発に関する研免新需要創出のための生物機能の開発・利用技術の

開発に関する総合研究などを進めている。木材利用部の民邸0年間の歩みを木材特性，カ匹技術，構造利用の3

専門分野別に述べる。

（中野逮夫）
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木材材料特性分野

日本の木材需要は1985年の92卯1000m3から， 1993年の104638側 mJ（見込み）に推移している。そのIUJ

1989年には113ぉoαlOmJのピークを示した。供給側から見ると，国産材の供給は1985年の33074αlOm旬、ら一

貫して減少を続けており， 1993年の見通しでは， 25335側 mJになっている。従って，外材の輸入率は， 1985

年の64.4%から1993年の見通しでは75.8%になっている。量的な変化だけではなく，輸入材の内容にも大きな変

写其l イタジイ （Castanopsissieboldii）の木材か

ら作製したスチレン樹脂鋳型

イヒカf認められる。日本の合板工業を支えてきた南洋材

の供給は，その絶対量を滅らしつつ，かつてのフィリ

ピン，イ ンドネシアからの輸入は激減し，かわってマ

レーシア， パプア ・ニューギニアに依存するように

なっている。地球環境を考慮して，サステイナプルな

森林経営が国際的に求められるようになり，サラワク

などでは伐採訟を減らす努力を継続している。また近

年では，アフリカ材や南大洋州からの輸入も目立つよ

うになった。針策樹の輸入についても，北米の環境保

護運動等の影響を受け，北欧諸国からの輸入が始まっ

ている。

国産材は，供給の弥力性が乏しいことを反映して，

スギなどの人工造林木の森林における蓄積は地え続け

ており，最近では特にスギ中目材の有効利用が大きな露関となってきている。

1.木材の識別と組織構造

南洋材の輸入坑優良大径木からいわゆる未利用材に移行した経緯を反映して，オ嚇利用部組織研究室加988

年までの8年間で記叙した数はお科， 230属， 1100種に及んだI）。 この中には，パプア ・ニューギニア産材の針

葉樹3科，8属，10種と広釧57科， 169属， 270種も含まれている2）。 これらとは別に，熱帯アフリカ産材，フィ

ジーなど大洋州産材，東南アジア産材等の識別拠点の木材組織学的解明が引き続き継続されている3）。 また遺跡

発抱に伴う出土材などの紋別要請カ吋加しており，主要樹種以外の木本植物の解剖学的研究川｝の必要性がたか

まっている。これらの木材糊リの研究及内地鑑定業務の基礎資料として必要不可欠なフ附標本及ひ澗物誌など

の関係智物の収集 ・蓄積が継続されている。粒物分類学的に多様な防il'産及び温都産広葉樹の採集を14回実施し，

現在当所のオ寸2様本庫は収蔵様本数で日本最大になり，日本産木本植物に限れば世界有数の収集となった。収減

木材標本数は1985年4月における12528点から1994年9月現在で15492点に噌えている。コンピュータによる木

材微別の試みに際して重要な入力項目の国際的統ーを図り，世界的に共通のt制U方法を確立する国際研究に参画

し，広葉樹について検討の結来得られた統一基準による木材解剖学的記載を提案した7）。 この成栄は，将来の木

材殺別用データ・ペース構築に対して大きく貢献するものと期待されている。木材の組織構造に関する研究では，

カラマツの壁孔の開閉状態．スギ心材の有縁壁孔の閉鎖率等が，乾燥l時の気体や水分の移動性との関連で絢べら

れたほか各種の異常組織の詳細が明らかにされた。このほか，野球パッ トの折1Jlと組織構造との関係が明らかに

された。

ポリスチレンなど3種の樹脂を木材に注入して硬化させた後，木材を溶かしで除去するZJJによって，滋管や細

胞IUJ ~J;t等の樹脂鋳型をつくる方法を，m発した8）。 この方法によって，場管の立体的配置や細胞間隙などの形態的
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特徴を容易に観察できる（写真1）ため，木材中の水針重導経路の解明等に役立つと期待されている。

2.木材の材質評価

本邦産主要樹種の材質評価に関する研究が韓蹴して行われた。材質指標としては，密度，心材率，心材色，心

材含水率，ヤング係数，繊維昆ミクロフイプリル傾角，細胞形態9・10），晩材率などがあげられる杭これらの

材質指標が遺伝，環境廊崎業などによって影響される程度を個別に解析し材質変動の要因を特定する研究地強

められた。その結民まず，スギの生材における心材含水率の樹幹断面における分布を4タイプに分類できるこ

とを明らかにした。次に，検定林による繰り返し試験の解析や産地試験林の解析によって密度，心材含水率，丸

太ヤング係数等は遺伝性が高いことカ申j明した。さらに，スギの場合，検定林内での標高差の影響を求めるため

に行った解析結果では，ヤング係数に差が認められず，立地の影響は小さいとの結果が得られた11-13）。施業に

よる材質変動に関しては，ケヤキ等の造林広葉樹の立木密度と材質の関係， トドマツの枝打ちの影響14），スギ

の間伐による影響等が明らかにされた。国産広葉樹の有効利用のために，資源、賦存及ひ甲j用実態調査を行い，暖

帯産広葉樹（シイ，タプ，カシ，クス）について材質評価を行い，それらの材質特性を明らかにした。このとき

特にこれらの材の乾燥時に生じる割れと組織構造との関連を究明し，実用的な乾燥スケジュールの提案に寄与し

た。熱帯造林木の材質評価に関する研究では，カメレレとアカシアマンギウムカ常す象とされ，前者は合板に適す

るとの結果カ鳴られた。後者に関する報告の一部はその迅速なこともあって，国際的にも注目された。

環境変動と木材の年輪幅や密度との関係を解析して，過去の環境復元を試み，地球規模の将来の環境予測に資

するため，樹木年輪の経年変化を，デンシトメトリー法で榔すしている問。全国1200か所から試料を収集し，

現在もなお検討を継続中である。今までのところ，環境劉ヒの影響による局部的また一時的な年制昆材の密度

の減少，寒冷害や干害の影響を検出した杭酸性雨等の著しい環挽悪化による長期変化の例は検出していない。

この分野で，安定同位体比を測定する方法が導入された。この方法によるスギ，クロマツの調査結果から硫黄の

同位体比治時代が新しくなると小さくなっていることが明らかになり16），化石燃料の燃焼によって同位体比の

小さい硫黄酸化物が大気中に放出されたものと推定されている。炭素の同位体比は，炭酸ガス濃度の増加に伴っ

て，小さくなっていることが認められている。

木材内部の欠点や水分の非破壊的検知方法として，超音波とガンマ線による検討を加えた結果，ガンマ線を使

うと，立木中の水分分布や，節などの欠点の検出地場調的に可能であることを明らかにした17)0 

3.木材の物性

木材が人間の手足や肌に触れるとき，他の工業材料とは著しく異なった感触を与えるo特に繊越を床に使用し

てダニなどの発生が居住者の健康に影響を与えていることカ朔らかになった後，木質床板の採用が増大した。床

板表面の熱伝導特性に関する研究では，他の材料と比較するために，単なる熱コンダクタンスなど物質固有の熱

定数だけではなく，木材表面に放熱容器を接触させ，その放熱経緯から各樹種あるいは各種床材料の接触温冷感

特性を測定する方法を開発し，簡易に接触温冷感を示す物理量を提案した18）。床衝撃音による騒音に対して木

質成板はその密度効活いために必俄的に芳しくない評価を得た。そのため，特に使用例が多く問題となったコン

クリートスラプに直貼りされた複層構成の木質床板の軽量床衝皐音を低減するために，各層の厚さと最適組み合

わせ条件，木質成板の振動特性等を検討した19・20)0 ここで得られた知見は，新しい木質床板の開発に役立てら

れた。住宅の居住性の評価の一つに温度特性があげられる。コンクリート住宅と比較して，木造住宅は「暖まり

やすく冷めやすいJために，早朝の室温低下地吹きく，寒く感じられる反面，暖房開始後の温鹿上昇も速く，か

つ室内の上下関での温度差が少ない等の良質な温度特性を示すことを明らかにした21）。
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木材の電気的特性について行った研究では，木材の庄館侍性はセルロース等の結晶領域に由来し，樹種の違い

によって圧電スペクトルに差異が認められることm，含水率によってスペクaトルの出現の仕方治宝変化すること

等を明らかにした。この結果を利用して，木材の強度，欠点，含水率の分布などの非破壊試験方法，あるいはセ

ルロースから出力の高い圧電性フィルムを作成し，センサーとして活用する可能性治培えられる。次に生材ある

いは乾燥過程での水分挙動を電知体制定するために，各種水分状態での直流電気的挙動を榔すした。直流印加

電圧反転後の電流特性治樹種によって異なることに着目し，スギ，カラマツその他鮫十種類の広葉樹を用いて測

定を行い，電流法による通導性評価法を検討した。その結果，直流向功蝿圧反転後の電流量の経時変化は樹種聞

で著しく異なり，電流値のピιクと空気透過量との聞に相関を認めた。電流法を用いることによって，非破樹9

に木材の通導性を評価する可能性を得たお－24）。

木材の気休液体透過性に関する研究では，スギの黒ふ赤心嚇を対象とした針葉樹及E肱葉樹の透過性に及

ぽす組織構造の影響と透過経路について櫛すをした。特に，半径，接線方向の透過性について重点を置き，カラ

マツとスギでは蹴揃織の関与が異なることカ明らかになった25判。広葉樹では，導管径より剖勢で求めた透

過効率が，実験による空気透過率とよい相闘を示した結果が得られた。

（中井孝）
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木材加工技術分野

各種木製品の製造において必要とされる加工技術を大きく分けると，製材，乾燥，刃物による切宮跡E，接着

剤を用いた集制日工になる。使用される原木の樹種の多樹防議み，その品質は低下するにも治、かわらず，製品

の製造においては高い製造能率及~品品質と低価格治寝求される。これらの要求に対応するためには，使用さ

れる材料の特性及ぴ目的とする製品に応じた効率的な加工技術の開発効也、要とされる。最近10年間における木材

の加工技請に関する研究の概要を述ぺると次のようになる。

1.製材

製材機械及び帯鋸歯の改良・開発：製材における生産性を高め，挽き材精度を向上させるために，メカトロニ

クス技術の導入をはじめとするより高性能な製材機械・装置の開発効泌要になる九また，これまであまり使用

されていなかった重硬材や各種木質材料等の新しい材料を加工するためには，酎摩耗性等の性質の優れた帯鋸を

開発しなければならない。製材機械の開発については，角材とチップを同時に生産するための機械（チツバキャ

ンタ）を開発した。機械の開発に当たっては，角材及ぴチップの製造能率を低下きせずに主製品である角材の品

質を向上させることに重点を置き，特に角材表面に生ずる逆目附1を抑制するための刃物の関十を行った%な

お，帯鋸機械に対しては高景色高精度の挽き材がますます要求されるようになってきており，このような要求に

耐えられるような酎摩耗性に優れた帝鋸の開発とその鋸断性に関する研究が必要とされる。この問題を解決する

ため，挽き材における帯鋸歯の寿命の延長を目的として開発された新しい歯先処理帯鋸について鋸断性試験を行
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い，従来から多く使用されてきたステライト熔着帯鋸との比較試験を行うことによりその効果を明らかにし，実

用化への道を聞いた3・5）。

効率的な製材生産方式：国産材を対象とした製材工場の効率的な工場運営を行い，国際競争力を高めるために

は，使用される原木の形質や工場規模等に適した設備，工託生産技術の調和地喫求される。国産材の中でも代

表的な樹種であるスギ材を対象とする製材工場の効率的な生産方式を求めるために，階層，地域別の製材工場の

調査，原木及ひ濃材品の流通調査，関連する木材工業の調査等を通じて得られたデータの分析を行うことにより，

原木の形質，工場規模，経営戦略などに応じた最適製材生産方式の提案を行った6-8）。また，スギ一般材の利用

拡大を図るため，製材業を中心とする地域木材産業のシステム化等について具体策を提案した。なお，これらの

一連の研究の延長として，現在製材生産管理に閲する研究，つまり作業改善と作業の穏準化機械の効率的な稼

働方式効率的な生産スケジュール等に関する研究を行っている。

製材における最適木取り・最適加工条件：国産針葉樹造林木の効率的な製材方式を確立するには，原木形質別

の高歩止まり，高品質，低コスト化を達成するための木取り技術及ぴ最適木取りを目指したコンピュータ制御に

よる自動製材技術の開発治拡嘆になる。これに対応するため，挽き材試験により原木の形質と価値歩止まり及ぴ

形量歩止まりの関係を明らかにした。この研究から得られた成果は，製材における原木の形質別木取り方法のパ

ターン化及ぴコンピュータ制御の自動製材方式，さらに効率的な生産ライン等に付いての検討を行う場合の基礎

資料として役立てることカ？できる9-10）。また，経済的に最適な帯鋸速度の設定方法に付いて検討し，その基礎に

なる理鎗を構築した。つまり，帯鋸の寿命方程式を生産評価関数に組み込むことにより，鋸歯の摩耗特性と帯鋸

交換時間を考慮した経済面からみた最適帯鋸速度の設定方法を明らかにした11-13)0 

2.乾燥

木材の高周波方鴎拭減圧乾燥：従来から最も多く採用されてきた熱風乾燥に代わる乾燥方法として減圧乾燥が

注目され，その特徴として乾燥速度が速く，乾操材の損傷カぞ少ない点が挙げられる。ただ，設備費が高く，運転

経費が高い久長があり，採用条件に問題がある拭建築用材を大量に乾燥処理する場合，あるいは乾燥地咽難な

厚板を低コストで乾燥する場合の処理条件を明らかにし，実用化への道を聞いた14-16）。

コンピュータによる乾燥樹乍の自動化：木材の乾燥操作はこれまで含水率計によって行ってきた杭含水率計

を乾燥室内で正確に，安定して作動させることができないため，乾燥装置の自動化を進める場合のネックになっ

ていた。木材乾燥装置の自動化を図るためには，適切な制御用情報の選択とそれに必要なセンサーの開発柄可

欠である。これまで乾燥応力や乾燥に伴って発生するひずみを測定するためのセンサーを含めて，タイプの異な

る数種類のセンサー試作し，その性能を検討してきた。なお，これまで多くの樹種について乾燥スケジュールを

作成してきたカ宅そのうち南洋材については一定の形式に類型化して整理し，コンピュータに入力して乾燥操作

の自動化が図れるようにした17・18）。

建築用針葉樹材の乾燥：建築用の乾操材の需要が多くなっている杭これまで針葉樹材の乾燥の歴史は浅く，

乾燥技術面でも未解決な問題があり，その供給が円滑に行われていなかったoこの問題を解決するため，現在多

く採用されている蒸気式乾燥法及ひ腎描拭乾燥法について乾燥コストの積算を行うことにより乾燥に要する経費

を低減させるための方法を検討し，さらに樹種や材種別の標準的な乾燥方式を明らかにした。なお，針葉樹材の

中でも国産の主要な樹種であるスギの乾燥が非常に難しいことが分かり，現在引き続いて高温乾燥や高周波減圧

乾燥法などの方法も含めてスギ材に対する効率的な乾燥法を擬すしている19・22）。
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3.切削加工

カッタによる成形加工：短尺材，あるいは節や腐れ等の欠点部分を切断して取り除いた短い板材から無欠点の

長尺材を製造する技施にフィンガー加工がある。これまで接合強度に対する信頼性が低く，たてつぎ材を構造用

材として使用する場合問題があったがi接合強度のばらつきを小さくするとともに，その強度を高めるための研

究を行い，実用上支障のないレベルまでの技術を確立した23-24)0 また コンピュータによって制御された木材

加工機械の中でもルータは家具製造をはじめ多くの分野で使用されている杭ルータを使用して曲面加工を行う

場合のコンピュータプログラムを作成し，さらに多様な材料の加工における加工精度及ひ加工面の品質向上に対

する適正加工条件を明らかにした25）。

針策樹単板製造：日本においてこれまで合板製造に使用されてきた原木は南方産の広葉樹である杭森林資源

の有効利用の見地からみた場合針葉樹造林木への材料転換が望まれるo しかし，甫方産広葉樹材と比較すると針

葉樹合板は製品品質及び製造歩止まりの低下が大きく問題がある。主要な南方産針葉樹造林木及び国産針葉樹材

について，合板の品質及び歩止まりを大きく左右する単板の適正条件を明らかにし，合板製造に利用できる樹種

の拡大を図った26・28）。

4.集助日工

集成接着技術の高度化：未利用の低質小径の国産材から，効率よく，安定した品質の材料を製造するための技

術開発の一環として，スギ，ヒノキ，アカマツ等の小径木からの単板の高速接着法を開発した。つまり，これら

の材から得られた単板を乾燥し，接着剤を塗布した後積層し，熱庄及ぴ高周蹴E熱したところ，両方式の併用に

よる接着時間は熱圧だけの場合の1/3-1/5に短縮できた。また，スギやヤナギの50mm以下の小径木を割

裂し，細片化してストランドにし，乾燥，接着剤散布，積層成形後熱圧及ひ清周波加熱圧締したところ，製品（SST)

の歩止まりは90%となり，その強度も製材晶の2-3倍程度を示した29・32）。

大断面部材の集蹴日工技術の開発：大規模な木造建築物に用いられる柱，梁，床版等の大きな断面の部材を，

比較的径の小さな国産材から製造する目的で実験を行い，次の成果を得た。ホットプレス等で力撤した挽き板と

接着剤を塗布した娩き板を交互に積層して直ちに圧締することにより，従来1昼夜要していた接着時間を10-20

分間に短縮すること治？できた。また，大断面部材の端部に鋸で幅2～3mmのスリットを多列加工し，このスリッ

トにエポキシ樹脂接着剤を塗布したFRP板を挿入することにより部材同志を接着・接合したところ，大断面部

材を剛性及び強度を低下させることなく接合できることが明らかになった羽剖｝。

集成力江材の信頼性の評価：構造用縦継ぎ材，構造用単板積層材，構造用集成材，複合集成材， 2～4プライ

積層材，集成材用ラミナ， OSB,PB, MDFなどについて，実大曲肌引張り，圧縮，せん断，水平せん断，衝

民接合強度，痕労等の試験を行い，その強度発現機構と強度分布特性を明らかにし，また強度分布を予測する

ための確率モデルやモンテカルロシミュレーションを開発した37・41)0 
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木材構造的利用分野

木造建築をめぐる状況が昭和62年を境に大きく変化し始めた。昭和60,61年のMOSS協議を経て62年に建築

基準法が改正され， 3階建て木造建築が可能となったoこれは，石膏ボードを多用するツーパイフォー工法（枠

組壁工法）の酎火性を前提とした改定であった。

平成元年にはスーパー301条項適用問題が生じ，『建築基準に係わる日米林産物専門家会合Jによる協議が始ま

り，平成2年に合意をみた。その主たる内容は， d淋姐壁工法の技術基準に構造計算規定を入れ，設計の自由度

を拡大する，＠肪火性能の高い大断面木造建築物及ひ鴇姐壁工法建築物を簡易耐火建築物に位置づける，③内装

の制限をうける居室の壁に木材の使用を認める，＠渦火，準防火地域以外で，木造3階建て共同住宅を認める，

などて・ある。大断面木造や枠組壁工法の建築物を簡易耐火建築として認めるなど，長年壁となって存在した建築

基準地味造に門戸を聞いた，と評価される大きな出来事であったo

これらと関連して，昭和62年以降，製材規格改定の動きが始まり，構造用製材規格治宅主まれた。従来は用途の

規定がなく，断面形状，節，木理などの評価による規格から，構造用途に基づく規格への移行を意図したもので

ある。構造的利用の基となる木材資源をめぐる環境も大きく変化し，世界的にも大径木の供給は望めなくなった。

地球環境保全のための持続可能な森林経’営という認識治拡がって，南洋材を始め木材輸出国は丸太輸出の規制を

強化し始めた。優良大径材の逼迫は，針葉樹合板や集成材の利用拡大となって現九構造用途において集成材申j

用はいまや市民権を得たといってよい。従って，スギ材をはじめ我カ習の針葉樹中小径木の集成的利用を推進す

る必要性はますます高まってきている。

この状況に対し，構造利用科は，昭和63年の組織改変をはさみながら， 62年以降，技術会議の特別研知謀題

を連続して担当し，木材のエンドユースに直接間接的に結ぴつく研究を推進してきた。

これら社会の要請を反映した特別研究を中心に，主だった研究成果を要約すると以下のようであった。

1特El府究「国産針葉樹中小径材の構造部門への新利用技術開発」

この研究の目的は，大中型建築物に対応できる構造部材など多様な需要に答えるため，新しい品質評価手法に

よる国産針葉樹中小径木の強度の保託防耐火儲Eの向上を図り，信頼性の齢、構造部材を提供する技術の開発

である。研究の内容は， 1）材料の品質評価と品質保証のための新技術開発， 2）構造部材の開発と新聞面法の確立，

の2本立てで構成された。

1）の主な成果：①スギ，ヒノキの製材のヤング係数は静的・動的両方法で同一健治鳴ら九このヤング係数か

ら鰯l張り，圧縮強度も推定できた1)0 (g溜音波伝播速度，弾性波伝播，及ぴピン打ち込み深さから強度を推定

するのは困難であった2）。

2）の主な成果：<I淘接合は初期耐性がドリフトピン接合に比ぺて極めて大きい拭剛性が時間経過とともに減

少寸る傾向を持ち， ドリフトピン接合は剛性低下は少ないことが分かつた3)0(g渡合金物を木材で被覆すること

で，接合部の酎火性能を飛躍的に向上させることができた。ボルト穴を充填する上で発泡性ケイ酸ソーダ系無機
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接着剤治効果があったoQ渡合具の許容酎カと荷重一変形曲線，構造部材の設酎法をマニュアル策定した4）。昭

和62年に建築基準法治敬正され，木造建築物が法的に構造酎鉾できるようになった杭酎鋒の基礎にそのマニュ

アルカ報り入れられた。

この特研で明らかになった問題点は，集成材の品質と価格の競争が激化している折から，表面熱盤加熱方式に

よる効率的な集成材製造システムの確立カ窪まれることであったoモーメント抵抗議合の場合は，許容設計法の

確立，長期載荷性能の定量化などの必要性が寵賊された。

2特別研究「木質系新素材による高強度・高耐久環境麟日型架橋技術の開発J

平成2年から4年にかけて，前翻輔には構造利用科の材料性能研，接合研，構造性能研の3研究室が劉目し

たo本特研の研究目的は，国産針葉樹人工林材の需要拡大を図るため木材使用量地主多量と見込まれる大建築物や

橋梁等の大架構構造物を対象に，商強度・高耐久性の付与を目的とした素枇日工，防腐，接合技術，完成後の維

持管理のための非破壊評価法なと木構造の性能を一層向上させる大架構技術を開発することであったo

主な研究成果は以下の通りであったoG汰断面素材の曲吋被壊係数に及ぽす断面形状の影響として，先式，た

いこ材（edgewise），たいこ材（flatwis~），正角との聞に， 1.0, 1.0, 0.92, 0.82の関係治鳴られた。丸太・た

いこ材は製材品に対して約20%大きい設計強度を持つこと治勢かった5)0 (g凍成材に設けたスリットに孔明き鋼

板を挿入し，エポキシ樹脂接着剤を流し込んで集成材一鋼板聞を3次元的に接合するハイストレングスティン

パージョイント（HSTJ）を開発した。曲げ強度の接合効率は樹脂ダウエル数の増加に比例して向上した。③合

板を集成材枠材にポリウレタン樹脂で釘打ち接着したダイアフラムは，釘打ちだけのダイアフラムに比べて最大

応答荷重で10%高く，最大応答変位は鈎%小さく， 2-3回の地震にも弱体化しない高強度のダイアフラムユニッ

トになった6）。以上のうち，大断面素材の強度の確定は大規模木構造の構造部材としての用途を聞くデータとし

て貴重であり，平成5年度研究成果発表会でも報告された。また，モーメント抵抗議合を基本原理とするハイス

トレングステインパージョイントは，現場施工性カ司憂れた高強度接合法として木橋の継手接合部代の適用性が高

いものと評価され，その成果は日本で初めて完成した2仇トラック通行可能な集成材の一等橋に活かされた7）。

3特別研究「居住性向上のためのハイプリッ鴎材に関する研究J

接合研，構造性能研，及ひ唱和臼年10月構造利用科に新設された木質環境研の3研究室に，他部3研究室と大

学地場劫目して，平成5年（～7年）から前記特研がスタートした。

本特研の目的は，前述のスーパー301条項の発動を契機とする日米林産物協議の結果，建築基準法で規制され

ていた木造3階建共同住宅の建設が認められたことを踏まえ，主に木造住宅の「遮音性向上」を図る研究であるa

すなわち，既存の工法による木造住宅では，コンクリート住宅と比較して遮音性をはじめとする居住性の面で問

題があると危倶されることから，構造性官繍，接合研，木質環境研の3研究室は，①床構造のたわみ低減化技術

の閲発，＠凝合部の振動減衰機構の解明，ハイプリット濁材の掻動・遮音予測手法の開発，③ハイブリッド床の

蓄熱特性の解析，＠ハイプリッド部材の歩行安全性向上按術の開発，⑤ハイプリッド構造床開発，⑥ハイプリッ

ド構造システム開発のためのマニュアル作成等の課題に鋭意取り組んでいる。

その他では，コンクリート集合住宅のダニアレルギー問題が端緒でプームとなった床板の騒音対策として，床

板の逮音メカニズムを解明し剖，今日の遮音床板の隆盛に寄与Lたこと，コンクリート・木造等の早朝の室温変

化の評価のため理論的根拠のある簡単な現場測定法を開発し，それ治哲討主性改善の指針となり得ること的，住宅

の床下の高湿度化が廃材粒状木炭の施用によって防止されること10）等の成果カ味質環境研によって得られた。

（葉石猛夫）
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林業経営部門

昭和印年のプラザ合意とその直後に始まった急速な円高の進行，高度経済成長による世界一の人件費，パプル

経済の崩壊，国連環境開発会議，ガット・ウルグアイ・ラウンドの合意，第二次産業を主とする生産拠点の海外

移転等，国際的な経済と環境保全の進行の荒波を受けた過去10年であったo都市部への産業・人口の集中と農林

業生産活動の停滞が引き続いたにもかからず，森林の持つ公益的機能の発揮に対する国民の多様な期待は増幅し

た。すなわち従来の木材生産機能を重視した森林管理にかかわる研究よりも，むしろ国民の生活環境や文化資源

として，又，生物資源としての機能を考慮した新しい森林管理にかかわる研究が強く求められた。

このため森林資源及抑剛司臓に関する各種制官報をデジタルデータとして効率的に収集処理するシステムの

研究を促進するとともに，資源の変動を観測モニタリングする技術，及び森林の消失のモデリングを行いかつ予

測する技術の高度化にかかわる研究を深化させた。また，植生図の作成等面的な森林調査には従来から航空写真

を用いてきたポ；各種地球観測衛星の出現により広域同時観測能と周期性に優れた衛星リモートセンシングを利

用した森林監視技術を確立しつつあり，このうち森林位置図や伐採地の把握については実用化レベルにあること，

さらにGISやGPSとの融合による利用技術の向上，開発途上国への研究協力や国際的なデータベースの構築等

の研究に成果がみられた。また，森林の快適性の評価やレク利用に伴う森林管理方式のあり方，開発と保全の合

意形成法など多面的な機能発揮のための総合的な森林利用計画方式の確立に向けた研究を進展させた。

一方，国際化の進展による安価な舛材の大量輸入によ”国産材が従前にも増して厳しい樹兄に追い込まれ，ま

たそれに連動した立木価格の低下に象徴されるように林業・林産業の経営の収益性，生産コストは危機的状況を

呈し始めた。当面する問題として，傑儲不足，森林の不在村所有者の急増，利緋・無関心による放置森林の
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増加等に見られるように，生産活動の停滞治場跡・国土・環境保全等の機能低下に及ぽす影響効癒念され始めた。

このため「国産材時代』を現実のものとする支接研究として，林業生産及E纏営情報のデータベース化にかかわ

る研究及び労働力・林政・木材需給構造の変化にかかわる研究を進行させるとともに，森林・林業・木材産業の

活性化を図り地域の社会・経済条件に適合した持続的な「流域管理システムJ を確立させるための総合的・体系

的研究を開始した。

森林の総合的利用計画分野

1森林の調査・モニタリング

（高田長武）

昭和ω年代はランドサットTM,MOS1, SPOT, SAR, NOAAのような新規衛星カ吹々 に開発され，その性能・
精度の櫛枠適用範囲の研究に集中した時期であった。その背景としては，熱帯林の磁場民地蹴畠暖化など地球

規模での問題カ壊面化し，その観測・モニタリング技術の開発が求められていることがあった。各種のプロジェ

クト研究治宝実行された杭「アセアン諸国とのリモートセンシングの応用の共同研究」（昭和61～63年度）は我が

園地吻めて行った海外協力プロジェクトとして画期的なものであったoマレーシア半島では森林型区分ではラン

ドサットTMがSPOT衛星より精度がよいこと，ノア衛星によりマレー半島の蒸発散能を推定する方法を開発

したことなどの成果があった。またリモートセンシングデータと既存の各種の地理情報（地形，地質，降雨量，

流域界）を重ね合わせて熱帯林の環境特性を解析し，現在の地理情報システム（GIS）の基礎を築いたといって

もよしその後焼畑による森林劣化の地帯区分，ランドサットTMを用いた森林位置図の更新手法などを開発

した。。この研究の成果を受けて林野庁の熱帯林管理情報整備事業が開始されている。

引き続いて行われた「熱帯林の変動とその影響の観都府究J（平成2-11年度）ではタイの落葉樹林にリーモ

トセンシング技術を適用した場合の解析，また「マイクロ波センサーデータ利用によるリモートセンシングの高

度化』（平成4～6年度）では，雲を透過できる合成関口レーダ（SAR）を用いた森林資源・環境の解析を進め
た。北方林への関心も高まり，温暖化に伴う植生変動の研究が進んでおり，シベリアでは， rシベリア凍土地帯

の植生研究J（平成3～5年度）で森林植生の分類手法を，また叶じ極域における気圏，水圏，生物園の変動と

相互作用J（平成2-6年度）では，フィンランドで植生変動の解析手法を開発した。2）「アジア太平洋地域の温

暖化対策モデルj （平成3-5年度）では，太平洋地域の森林消失モデルの研究を行い，ノアの植生指数データ

をはじめ， FAO,NDGCなどの土壌図，標高データのほか，人口，伐採山火事のような社会的な要因を組み

込んたモデルで，いくつかのシナリオのもとに予測している。

一方圏内では，リモートセンシングと GIS の融合化の技術開発で成果があったo 台風の前後2時期のMOS•

MESSRのデータを用いて，これに国土数値情報（標高，市町村界）を重ね合わせ，市町村別や傾斜方位別の被

害度を分析する方法を開発した。3）また特定研究「森林資源環境の維持管理支援システムの開発J（平成2～6年

年度）では，次期森林資源調査システム構築をめざしてリモートセンシング技術とGISを融合した環境アラー

ムシステムを開発した。これは2時期のデータを用い，土地分類と植生指数の分類によりスコアを算出し，三段

階の森林変化を予察し，一種のアラーム（警告）を発するものである。地上調査ではバイオマス利用可能量の評

価法の開発や，回転カメラやメジャリングカメラによる新しい森林間測システムの開発治港んだ。

2森林の動態鰐析

研究およひ害調的な両面からみて， m年代にスギ，ヒノキ，カラマツなと・主要樹種の固有林，民有林別の密度
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管理図がソフト開発により全国規模で作成されたことは特記すべきことであろう。これらの密度管理図は現在で

も施業指針，収穫予測，森林計画など広範に使用されている。この密度管理図は下居間伐を前提としている於

実際の林分に適用した場合の特緩や問庖点についても解析が進められた。生態的な視点に基礎をおき，平均直径，

平均樹高など平均値レベルの指標を用いた林分の成長予測方法のコンピュータ化とシステム化の研究はこれで一

定の集大成を行ったと見てよい。

ー方理論的なモデルの深化もみられる。単木，林分レベルでの森林成長モデルに生態的な要素を取り入れた，

また間伐方法の変化に対応できるモデルを開発した。すなわち単木レベルでは，パイプ理論を数式化した幹形変

化のモデルを，また林分成長では密度管理を入れた間伐方法に応‘じた徴分方程式のモデルを開発した。4）また複

層林については，平2年技術開発課題では国有林に所在するこ段林の全国規摸での実態（樹種糟成，設定目的，

施業経過，地況，林分内容）を明らかにするとともに，全支所共同のもとに複層林の成長予測モデルの開発を行っ

た。5)

成長予測や収穫集計の基礎となる材積表及ひち利用材積表に関して，集大成的な研究が行われた06）従来材積は，

直径や樹高から回帰式により求めていた祇幹曲線を用いて材積，利用材積を算出する新しい方法が考案され，

材種別の素材（丸太）材積が求められるようになった。これと並行して重点基礎研究「数理モデルによる林分成

長の樹種別地域特性』（平成3年度）が金支所共同のもとに行われたoこれは密度管理図と異なり，ワイプル分布，

レスリーモデルなどによる直径分布の当てはめの手法を用いて樹種別の林分成長の地域特性を明らかにした。こ

のような研究を背景に，地域の素材供給予測システムの研究7）地嘆滑に移された。この研究は今までの研究の総

決算ともいうぺきもので，地位指数曲線，幹曲線による利用材積武林分成長へのワイプル等の直径分布の当て

はめ，素材の供給予測などの手法治宝関連づけられた。

3環境保全を重視した計画管理手法

アメリカ，カナダなど先進諸外国の環境保全計画制度について，多角的な解析を行oた。例えはアメリカの

環境保全制度であるRPA法（RenewableResources Plannning Act）や森林の量的な規制の一つであるMPS（競

渡性開発制度）をはじめ，アメリカ，カナダ明Tわれている伐採制民択伐を主とした施業の動き，斑フクロウ

など野生生物保護の動きに伴う森林規制の仕組みを明らかにした。8）「農林水産業の持つ国土資源と環境の保全

機能及び維持増進」（昭和田ー61年度）では環境保全に関する諸機能を総合化する手法の研究を行った杭その

後森林景観アメニテイの機能評価にAHP法を用いた手法を開発するとともに，都市近郊等レクリェーション

林の森林管理方式の研究を進めている。9・10)

施業，特に主間伐の意志決定のための人工知能の応用研究治略版庁の重点基礎「間伐計画のための知識ペース

構築手法の基礎研究J（平成4年度）で試みられた。11）主間伐林分の摘出手法，個々 の林分での成長予測，伐出

経費予測のそれぞれの分野でエキスパートシステムを適用するもので，プロトタイプ的な支援システムであるカ1

続いて行われている重点基礎「ニューラルネットワークによる森林計画の手法開発J（平成6年度）とともに，

森林計画の分野での今後の先端的先導的な技術開発研究の先例として注目される。資源計画科3研究室効喚問で

行った r森林資源環境の維持管理支援システムJでは地域の森林資源及び環境の維持管理のためのデータベース

化手法が検討され，各種情報の収集方法と格納，利用方法が明らかになり，各種の支援システム（側跡及E繍

境変化に対するアラームシステム，＠氾ISを利用した木材供給予測支援システム，＠漂観評価支援システム，④

野生生物保護地域設定支援システム）のプロトタイプカ境成した。

森林資源のデータベース化手法の点では，林野庁治宮57年から行った広葉樹賦存量調査データをデータベース化
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し，地図情報を用いて全国の主要な樹種別の蓄積や樹種割合を示した研究治境成した。12）またパソコンによる全

国の収穫試験地のデータベース化利雄指定研究で全支所協力のもとに行われている。林野庁地滑っている酸性

雨モニタリング事業に当たって，その基礎となるデータベース，特に行政界，海岸線などの国土数値情報を取り

入れた地理情報システムを構築した。このシステムは，現在も継続して使用されており，全国の調査地点のph,

衰退度などの各種制帽の図化，解析に有効に活用されている。

（西川匡英）
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林業経営・経済分野

1985年から現在に至る10年聞は，経済の安定成長期に続くパプル期とその崩壊に伴う不況期といった固まぐる

しい変化の時代であったoそのような経済変動のもとで，経請の国際化は一層の進展をみせ農林業をはじめとす

る一次産業と自動車半導体など二次・三次産業との格差が一層拡大した時期でもあったo特に，貿易収支にお

ける対米インバランスは， 1985年のプラザ合意による円レートの切上後も縮小ぜず，引続き円高の進行をみてき

た。このような経済基調のもとで，農林業についても圏内市場の解放が求められるなど比較劣位にある農林業は

さらに停滞を余儀なくされるとともに，農林業を基盤とする中山間地帯・市町村における人口の減少・高齢化地f

進展してきた。林業については，資源の成熟化にもかかわらず自給率の著しい低下にみられるように，林業就業

者の減少・高齢化など林業設営体としての内実の空洞化の進展から林業生産活動は停滞の度を加えてきた。この

ような林撲を巡る固まぐるしい環境変化のもとで， 19邸年代から現在に至る研究は， 1980年代前半に引続〈「林
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業の社会経済構造の解明」に向けた， (1）林産物の需給構造の解明，（2）山村の経済構造の解明，（3）林業

経営構造の解明，（4）林業政策の分析に関する研免 19銘年度の林業試験場から森林総合研究所への組織改組

を契機に，これまでの研究成果に立脚しつつ林業の合理的な生産・流通システムの再構築による「林業経営管理

方式の確立Jを目指して， (1）林業生産のシステム化技術の開発，（2）林業経営の組織化方策の究明，（3) 

木材の需給・貿易構造の解明に関する研究を実施してきた。さらに19鈍年度の研究基本計画の改訂に際して，生

態昂や種の多様性の保続など環境保全型の r持続的な林業経’営管理システムの確立」を目指した研究の枠組みを

設定し， (1）システム化手法の開発・高度イじ（2）林業経営の組織化と森林管理主体の育成方策，（3）森林

資源の利用構造の経済分析，に関する研究を進め現在に至っている。

1木材の需給構造

林産物の需給構造の解明については，住宅建築様式の変化に伴う木材需給構造の実態解明に関する研究のほか

に， r森林資源に関する基本計画Jや「重要な林産物の需給に関する長期見通し」なt'fi政面での長期計画策定

の基礎となる計量モデルの作成を目指して研究を継続してきた。このうち木材需給の予測については， GNPや

建築着工戸数などを外生変数とする在来の木材需要モデルと伐採性向（減反率）による木材供給モデルとを木材

価格を媒介にして新たな需給モデルを開発するなどの成果を得てきている1）。また， 1980年半ば以降，我が国の

木材貿易構造は製品輸入の拡大や新たな産地図の台頭など大きく変化してきた。こうした木材貿易に構造劉ヒを

もたらす諸要因を明らかにし，我が国の林業・林産業に及ぽす長期的な影響を明らかにしていくことも圏内林業

の振興方策を構築していくうえで極めて重要な研究課題となってきたoこのため， 1985年以降，環太平洋地域に

おけるマクロ的な木材貿易の動向を把揮するとともに，主要な対日木材輸出国を中心に，森林資源の管理・利用

の現状，林産物の生産量と輸出向け供給余力，対日戦略などの分析にかかわる研究を実施してきた。この研究に

より，カナダからの製品輸出の拡大，熱帯広葉樹の丸木輸出の減少と製品輸出の増丸東南アジア諸国での圏内

消費の増大といった1980年代以降の木材貿易の構造変化を明らかにしながら，今後の貿易を左右する要素として，

似除における環境問題による伐採水準の変化， RU：米における内陸部への資源開発の進展，③ロシア極東地域

の資源開発の進展と製品加工・輸出体制の整備の動き，＠漕締広葉樹産出国での大規模造林事業，＠漸たな針葉

樹産地図（ニュージランド，チリ）の製品加工体制の整備，＠沿BSやMDFなど低質材を原料とした製品の需要

拡大，などを資料分析，現地調査などから指摘してきた2-7）。また，舛材産地図における木材生産や輸出戦略は，

圏内における森林利用・管理の諸制度と大きくかかわりを持つことから，アメリカ，カナダをはじめとする産地

図における森林・林業に関する諸制度にかかわる研究を実施し，その成果は公刊図書などとして公表してきでい

る8-9)0 なお近年の環境保全問題に対応した経済研究として，自然資源・環境などの状態を「勘定』の形式で記

述し，環境保全と経済成長のつながりを明示することを目的とした「森林資源勘定策定手法の開発」に関する研

究に着手し，成果を得つつある10）。

2林業給営

経済及び木材貿易の国際化の進展は，零細な森林保有構造のもとで小量・分散・間断的に営まれできた圏内林

業に直接的間接的に影響を及ぼし，自給率の低下に端的にみゐれるように，生産活動の停滞化をもたらしてきたo

ここ10年間の林業給営に関する研究は， (1）激化する経営環境のもとで林家をはじめとする個別林業経営体が

どのような構造劉ヒを余儀なくされ，その構造変化赫特性産活動にEう反映されているかといった林業経営体

の動向を明らかにすること，（2）経営内実の空洞化が進む林家など個別事業体を森林組合などが中核となって

どう組織化していくかという組織化方策の究明，（3）林業が営まれる中山岡地帯の社会経済構造の変容実態の
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解明，という枠組みのもとで進めてきた。林家など個別経営体の構造変化や生産活動の実態解明については，農

林業センサスや林家経済調査，林業動態調査などの分析と現地調査により，収益性の著しし唯下とそれに伴う長

伐期化など経営・施業方式の多様化，就業者の減少・高削除どに伴う生産活動の鈍化や委託・繭負化の進展な

ど林業経営における構造変化の諸実態を把握し，公刊図書や個別論文としてその成果を公表してきたu・14）。こ

のような個別経営体の実態を下敷きにじながら，森林組合などの協業組織体の動向分析とこれらを中核とした地

域あるいは流域を単位とした林業地の形成・組織化方策について先進地域における事例の調査分析から，組織化

の中核として期待されている森林組合カ喋たすべき役割と体制整備などを明らかにしてきた15引｝。 ζの組織化

にかかわる研究成果は， 1991年度（平成3年度）より実施に移された「流域管理システムJによる林政の推進に

かかわる各流域での流域林業の活性化方針書の策定などに活用されてきている。この流域林政の推進とともに，

林業能営の組織化にかかわる研究は，流域林業の形成・活性化を図るうえでネックとなっている諸課題の摘出と

解消方策の解明など流域林業の定着化を支援するための研究に重点を移してきでいる。また，山村の社会経済構

造の解明に関する研究では，目まぐるしUヰ士会経済の変化のもとでの林業集落の変貌とりわけ「リゾート法」

の制定に伴うゴルフ場の開設など森林地帯への開発の進展州梢土会や林業経’営にどの様な影響を与えてきた

仇また， I,Uターンなと郁市住民を山梢土会に取り組み不在村所有森林などの森林管理・育成の担い手とし

て確保し育成していくための条件の解明などに関する研究を実施してきた。この研究過程において，中山岡地帯

の山村社会の活性化には産業政策にとどまら科士会政策も必要とされる現況にあることから， ECの共通農業政

策における林業助成施策にかかわる諸制度などについても比較研究を実施し所要の成果を得てきている22-27)0 

3林業生産のシステム化

林業生産のシステム化に関する研究は，在来の短伐期施業から長伐期，複層林，育成天然林施業などへと多様

化する森林施業を経営抜術としてどうシステム化していく治、また，電算機器の発展に即応した情報管理システ

ムの導入についての手法の開発といった林業内部の研究のほかに，これまで研究を継続してきた混牧林，すなわ

ち林地の林畜複合利用技術のシステム化をもその内容としているものである。このうち，林業内部のシステム化

に関する研究では，在来の施業方式カ当国別経営のもとでどう再編されつつあるかを束三河など各地域でその実態

を明らかにしたほ治、資源情報，経営情報を電算機処理することによって効率的な経営活動が展開し得る林業情

報システムを開発するなどの成呆を得てきている却・31)0 林畜複合利用技術のシステム化については，これまで

幼齢人工林を対象としてきた混牧林施業を，壮・高齢林，パルプ・チップ林，大径広葉樹林を対象としたものへ

と拡大し，それぞれのタイプごとに実施すべき施業と放牧密度など飼養マニュアルを作成するなどの成果を得て

いるoまた，バイオマス変換計画における研究では，シラカンパなど木材の粗飼料化技術を核とした夏山冬里方

式による地域利用システムの設計と評価に関する研究を実施し，いくつかの地域システムを提案してきてい

る32・33）。最近では，雪害，風害，病虫害など長期にわたる林業経営において生じるリスクを回避するためのリ

スクマネジメントの体系化，林業生産コストの低減などのため導入されつつある高性能林業機械による林業経営

のシステム化にかかわる研究を進めてきている34）。

（坂口精吾）
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森林総合研究所は創立.90周年を迎える杭この間北海道支所も数度の庁舎移転や林政統一等による名称変更な

ど幾多の変還を経てきた。この10年間を掻り返ってみても大変大きな変化があった。すなわち，昭和63(1988) 

年10月の森林総合研究所の組織政舗に伴い，北海道支場から北海道支所に名称変更がなされたこと及び研究運営

をより円滑に進めるための体制純糊されたことである。この年はまた，北海道支所地帯L幌郡江別村字志文別に

内務省所管野幌林業試験場として明治41(1鰍）年6月に設立されて満初年を迎えた記念すべき年でもあった。

さらに，平成6(1倒的年は洞爺丸台風（19日）から40年，豊平から羊ケ丘への移転 (1974）後初年という節目

の年でもあった。このような動きの中で諸先輩各位によって常に北海道の森林，林業，林産業の掻興発展のため

に努力されてきた大きな目標を継承するとともに，急激に変化する社会経鮒宵勢の動きを的確にとらえ，多様な

要請にも対応するような研究を推進しているところである。

北海道は本州，サハリン，千島列島の交点をなしており，地質時代を通じてアジア系，シベリア系，北米系生

物の移入，種分化，絶滅が繰り返されてきた。そして北海道の生物的な自然を最も特徴づけているのは針法混交

林と呼ばれる森林植生である。このような針広混交林は北海道からサハリン南部及E晴樹刊などの極東アジアに

見られるばかりでなく，スカンジナピア半島南部から東ヨーロッパ北部の地成北米大陸刺繍にも広く見られ，

これらの地域を独立した一つの植生帯として訓針広混交林帯と呼んでいる。北海道の針広混交林には，エゾマツ，

トドマツを主とする亜寒帯性針葉樹とミズナラ，ハルニレ，シナノキ等の温帯性広葉樹がをザイク状に分布して

いる。こうした轟林を多く有する北海道は，森林構成も多様で日本列島では極めて特異な地域を形成している。

北海道の森林，林業を振り返ってみたとき，平地林にあっては明治初期に始まる開拓のための伐採山地林に

あっては択伐によって良質・大径材カ苦戦中の軍用材，戦後の復興用資材として大量に使用されることはあっても，

耕地防風林の造成や御料林の国家事業がわずかにあった以外には人工造林は行われていなかったといえる。しか

し昭和初年代以降の拡大造林政策の推進によって，現在（以下平成4年度）では151万haに及ぶ人工林治鳴滅

されるに至った杭その6割は5齢級以下の除間伐等の保育を必要とする材分治惨い。このことからも分かるよ

うに北海道における造林の歴史は本州各地に比べて浅く，造林技術の体系化も遅れていたことから，経営管理技

術の確立のための研究に積極的に取り組んできた。また，拡大造桝雪踏的に進められたとはいうものの北海道

では天然桝場跡面積の64%，蓄積で75%(4億36百万ms）を占めており，天然林は北海道の森林，林業，林

産業にとって極めて重要な位置づけにあり，針広混交林を主とする北方系天然林を持続的に利用・維持していく

ために，自然力を高度に利用した森林管理技術の確立が求められている。そのため，最近の10年聞は天然林施業

問題や多様な樹種によって構成されている針広混交林の構造や動態の特性に研究の重点を置いてきたほか，各種

機能の解明を図るための諸課題を設定し，積極的に研究を推進してきた。

さらには，環境財としての森林への国民の関心の高まりから，保健休養や水土保全，野生鳥獣の保護管理等の

公益的機能の発揮のための森林管理拡街の向上に関する研究にも取り組んできた。以下，各部門毎にここ10か年

間の（昭和ω年以降）試執研究の動向とその成果を概説する。
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1.北方系突然林の構造・動鶴の解明と保範

針広混交林を主とする北方系天然林を持続的に利用・維持していくために，自然均を高度に利用した森林管理

技術の確立地味められている。最近の10年聞は，多様な樹種により構成されている針広混交林の構造や動態の特

に重点をおき，遺伝・生理・生態・立地の各研究領域地てEいに深化を図りながら，北方系天然林という共通の土

俵を作り上げる時期であったといえる。

(1）天然林の遺伝

アイソザイムを利用した遺伝子マーカーの利用なども進み，遺伝変異に関する研究を中心に進めたo

q万窃矧体の遺伝変異

トドマツの遺伝変異について，産地別の球呆や針葉の長さ，幅，長幅比を調査し，球呆長は西から束の産地に

心、くに従って短くなる傾向を明らかにした1）。また， トドマツ精英樹の種子の雌性配偶体を用いたアイソザイム

分析から，天然林のトドマツは高い遺伝変異（遺伝的多様性）を保有していること州践できた。トドマツの自

殖率について採種園の材料で検討した結果では1.7%と極めて低かった。

自殖率や近交係数等の天然林の遺伝構造にかかわる問題として，道内の天然林お林分について母樹の樹冠状態

とその下の稚幼樹の更新状態を調べ母樹1個体当たりが残す子供の数の検討を行ったo天然林に共通する傾向

として， トドマツの稚幼樹は自樹種とイタヤカエデの樹冠下に，イタヤカエデは自樹種よりトドマツやミズナラ

の樹冠下に，シナノキはイタヤカエデの樹冠下に多い傾向を示している2）。広葉樹の自殖率については虫媒1揃

種を試斜木として検討を開始している。

②ウダイカンパの材質変異

ウダイカンパ系統変異の地域性調査と材質検定林を設定するため素材調査と検定林用材料の収集を進めた。ゥ

ダイカンパはその心材率の違いから素材市場ではマカパとメジロに分けて販売されている。 4嚇率の頻度分布は

表1 広葉樹の光用j用特性

光補償点（lux) 稚 苗 成 木

2000～1200 ドロノキ，ケヤマハンノキ，ダケカンノ大 オニグルミ，ケヤマハンノキ，シラカン

ウダイカンパ，シラカンパ，ハルニレ， パ，ウダイカンパ，ナナカマド，ハリギ

イヌエンジュ，キハダ リ，ヤチダヨ

1200～700 ヤマナラシ，エゾノパッコヤナギ，オニ ドロノキ，ヤマナラシ，ハンノキ，エゾ

グルミ，プナ，ミズナラ，エゾヤマザク ノパッコヤナギ，ダケカンパ，サワシパ，

ラ，シウリザクラ，アズキナシ，ナナカ プナ，ミズナラ，ハルニレ，カツラ，ホ・

マド，ミズキ，アオダモ オノキ，エゾヤマザクラ，シウリザクラ，

アズキナシ，イヌエンジュ，シナノキ，

オオノてボダイジュ，ミズキ，オヒョウ，

アオダモ

700～200 アサダ，サワシパ，カツラ，ホオノキ， イタヤカエデ，ヤマモミジ

イタヤカエデ，ヤマモミジ，シナ・ノキ，

オオパボダイジュ，ハリギリ，オヒョウ

光補償点：植物が酸素あるいは炭酸ガスの吸収も放出もまったくないときの光の強さ。補償点の低い植物ほど弱

光をよく利用できる。
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マカハ吋？卸%，メジロで印%に正規分布に近いピークがあり，産地による差が明らかであったoメジロは初期か

ら成長が非常によく，肥大成長は年平均7mm前後， ωー70年で竃径除mに達しているのも珍しくなく，樹齢
は100年以下である。マカパは年平均2-3 mm, 50-60年で20cm程度のものが多く，直径60cm前後で樹齢は

150年以上になっている3)0このような材質の産地問変異を検定するために13産地の母樹の苗木を材料とした検

定林を支所構内に設定した。

(2）天然林構成樹種の環境生理

落葉広葉樹の光合成特性，首木のストレス耐性や重量成長解析，カンパ種子の発芽条件，アカエゾマツの晩霜

害調査などに特色がみられる。

q滞業広葉樹の光合成特性とストレス耐性など
天然林では各階層を構成する樹種が異なることが多く，光の利用特性も樹種によって異なる。主要広葉樹＇30種

以上についてその光合成特性や葉の構造などから強光剤j用型，弱光利用型，中間型の3タイプに分類し，同一樹

種でも稚苗と成木では光補償点地唆化し，光の利用タイプカ唆化するものがある（表1）九広葉樹6種の苗木

について融雪期，伸長期，夏期の滞水条件下での生部怜耐性の比較を行い，樹種によっては気孔の開問機能に

かなりの障害を受けることを明らかにした5）。また，シラカンパ，ヤチダモ，ミズナラ苗木について器官別重量

成長の斡愉特徴を明らかにし，移植時の留意点を検討した的。

人工気象室で発芽床5種類と昼夜温の組み合わせにより，ウダイカンパ種子（竪呆）について商い発芽率の得

られる条件を検討した結呆粒径が粗く，赤玉土のような保水性・通気性に優れた表土がウダイカンパ堅呆にとっ

て好適な発芽床であることが実証された。また，気温は夜也O～お℃，畳也5～・30℃で高い発芽率が認められ，

夜温が低い場合は日i段差が大きくなるほど発芽率カ鳴くなる杭夜温15℃ではかなり発芽が抑制された。

②アカエゾマツの晩霜害

19お年6月に道東に発生した晩霜害により一樹句には晩霜害に強いとされていたアカエゾマツ造林地で激書が

発生した。この被害地の調査から，現地では大きな冷気湖が発生していたこと，虫害も含め残存木の被害の進行

は数年で止まる拭枯死個体は当初の残存葉量で推定

できること，低温実験から閲芽期のアカエゾマツは晩

きS

I 
言。

写 量生

図1 樹冠下の相対照度の変化とトドマツの樹高成

長のシュミレーション例

BHは地上1.3m,THはトドマツ頂端部の相

対照度の推定値を示すトドマツの寿命は，

150～200年程度である

霜に弱く，針葉も落葉してしまうことなどを明らかに

した九このことは，天然林の分布や遷移を検討する

際に留意しておく必要がある。

(3）天然林の植生還移など森林の構造や動態・

国有林の固定調査プロットや支所の試験地のデータ

を中心に天然林におけるトドマツの優占立地，成長経

過，寿命に関する知見をとりまとめた。また，ミズナ

ラの幹形形成の特徴，広葉樹稚樹の更新特性，光環境

式の開発，風倒後の植生還移の調査などで成果地帯ら

れた。

⑪窃憾におけるトドマツ，ミズナラの成長過程

3樹種の上木をモデルとして樹冠下の相対照度とト

ドマツの稚幼樹の樹高成長の関係をシミュレートする
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と図1に示すようにシナノキ樹冠下は早い時期から明るくなり，トドマツ稚幼樹の成長が最も早いことが示され，

天然林の実態とよく符合していた8）。また，トドマツ優占木の樹齢は120-1叩年で200年を超える個体はまれであっ

た。ミズナラの成員盈稜については，幹の通直性を保つための条件を探った。幹の通直性を保つためには樹高の初

期成長が平いこと，幹材稲成長が盛んになる時期は樹高がカ校の高さに逮した後であることなどを明らかにした。

＠広葉樹の更新特性

混交林における広葉樹の種子落下数と発生稚樹の関係は樹被により特徴があることを，ミズナラ，アサダ，イ

タヤカエデ，シナノキについて明らかにした（図2）。実生の成立数は種子の蛍凶に左右されるが樹設により異

なるパターンを示す。ミズナラの実生発生数は前年の種子落下数に，シナノキは2年前の種子落下数にほぼ比例

しているカ1アサダは発芽が2年以上にわたるため実生の発生数は積算値となってくる。

＠ も環境の測定法

光測定法の簡便化を図るために，会天写真とイメージスキャナーを利用した光量解析システムを開発した。こ

の手法を基に，周辺木の高いもの3本への仰角（sin8：高さと距離から求められる）を測ることにより，ある

地点の柑対光量 （Du）をDu=l -Ksin28で推定できることを証明した。この光の推定量と樹下植栽されたエ

ゾマツの伸長成長との間では極めて高い相関カ鳴られた9）。

＠風倒後の級生遜移

風倒後の植生還移の長期モニタリングを行っている大雪山麓層雲峡の固定試験地では， 34年間の調査結果10)

や関連研究室による40年自の総合調査により，植生の変化，原生保護林の老齢化によるギャップの発生や虫害の

進行，前生樹が多い林分の安定化，成長の遅れていた人工林が回復してきたことなどが明らかとなった。橡前山

抵のトドマツ・アカエゾマツ ・エゾマツ前生樹が密生している林分では，初期成長の早かった個体が現在も林冠

を形成しており，一般化している槌生遷移のパターンとは異なった経過をたどっているII）。

(4）森林立地

環境変化に伴う森林土擦の変化，樹木の生育と土綴特性の関係など，森林撹乱後の土媛の変化，土綴の保水メ

ミズナラ

イタヤカエデ
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カニズム，ヤチダモの生育立地相生，苗木の成長と土

壌pHの関係等を主要課題として進めたがj酸性雨な

どの環境問題関連謀題にも対応してきた。

①風倒後の土壌の変化

大雪山麓の多様樹天然、林の風倒後の土嬢の変化を40

年間追跡調査し，その特徴を明らかにした。風倒前の

土壌はAo層の厚いモル型であったが；風倒後， Ao層

の分解により土壊はモル型→モダー型→ムル型と変化

し現在に至っている（図3）。腐植の分解に伴いCa

などの供給を受爪土壌の酸性は弱まり， pHは中性

に近くなった。 Ao層の保水性は減少したカt土壌の保水性は増加した。この変化は急速で，風倒後3～6年の
聞に表層5cmの深さまでにみられた。現在，この土壌上にはトドマツ，エゾマツが群状に更新しているが，ま．

風害前風害佳3年目 6年目 1 0年目現在
腐植型モル型 モダー型 ムル型 ムル型 ムル型

＊‘中位

合

E
m
－－
m

図3 風害地の土嬢変化の模式図
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だ風倒前の状態には戻っていなし、

＠瀬雪寒冷地の保水メカニズム

積雪寒冷地における土模構造と水移動・保水メカニズムを検討するため，定山渓の流域試験地の土壌について

平均保水率と渓流水として流出した流出水量の季節変化を測定した。その結果，春期の流出水量の多くは融雪水

などによる直接流出が多く，夏期は土境の保水率に依存した基底流出が多く，夏期は蒸発散量が多いため春期や

秋期に比べて保水率は小さくなることが明らかとなった12）。

③土壌特性と有用広葉樹の成長

pH3.4～8.0の土壊で有用広葉樹4種の苗木の成長と養分吸収特性を実験的に確かめた。ヤチダモ，ハリギリ

では低pHでK,Ca, Mgの吸収但害れウダイカンパは低pHでのCaの吸収阻害と高pHでの過剰吸収治情犠と

して指摘できるo ミズナラは処理の差が明確でなく，適応範囲治拡いと考えられる。ヤチダモの成長はpHによ

る差が大きく，高pHほど成長がよくなる13）。また，ヤチダモ人工林の土壌調査から，成長のよい林分の土壊は

根圏土層が厚く，相対的にpHが高く，窒素の無機化の促進が認められ硝酸体窒素の比率が高い傾向を示した14)。

＠湾撤問題関連課題

この10年間で地球環境問題関連課題の設定が増加しているカt北海道の地域課題としても酸性雨，地球温暖化
についての調査・研究が進められている。酸性雨についてはモニタリングの地域分担を行っており，羊ヶ正の雨

のpHはわずかながら年々低下の傾向にある 14）。樹幹流の pH は樹種により異なり，アカエゾマツカ~.99で最も

低く，カラマツ，シラカンパ， トドマツ，ウダイカンパの順に高くなり，エゾマツは5.62と最も高い値を示す。

温暖化関連では高層湿原の陸化過程の予測15）やシベリア凍土地帯での国際共同研究が実施されている16）。

（高橋邦秀）

2.北方系天然林の施業・保全

北海道の森林の約臼%が天然林であり，その大部分は針広混交林である。近年，森林の公益的機能，特に水土

保全機能に関する研究が強く要請されている。また，天然林は同時に木材を生産する重要な機能を併せ持ってい

る。しかし，風害による森林被害や天然林の過伐による天然林資源の減少等から天然林施業のあり方，特に，択

伐施業システムの確立が望まれている。このような観点から天然林をバランス良〈管理する研究を進めてきた。
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(1）水土保全及び山腹緑化

積雪地帯に属する北海道の最大の公益面号機能は水の確保と国土の保全である。樹木等地被物がが収支に及ぽす

影響を平面ライシメータによって調べたoその結果，各種の植生の違いによって水流失率に差の生じることカち子

かったoまた，羊ケ丘実験林及び小樽内川流域試験地から得られたデータ解析の結果的をもとに，短期水収支

法による月別蒸発散量の鞍首変化を明らかにした（図4）。林地の荒廃防止のために治山工事を行う杭この効

果について調査．を行った結果，渓間工による渓床勾配緩和作用の効果，山腹緑化工による表面涜出，侵食防止効

果や斜面安定効果の判定法を開発した18)0 また，林道作設の際，切り取り法面の安定が必要である杭切り取

り法面への木本の侵入と土壌の侵食量について調査を行った結果，法面に芽生えたカンパ類の稚樹の生存率は極

めて低く，その原因は晩秋の凍上融解と春期の乾燥であることが分かった19)（図5）。また，侵食土砂量につい

てみると植被区は裸地区に比州事しく少ないことが分かった。さらに，荒廃斜面への木本導入を図るため木本種

子吹き付け緑化工による最適な木本の導入法を開発Lた。昭和63年12月に十勝岳地喫然晩たしたため，災害防止

復旧のため緊急実態調査を行った。これにより治山計画策定に役立つ成果がえられた20）。

(2）森林気象の予測法

昭和初－40年代にトドマツの拡大造林が実行された杭多雪地帯にトドマツの脱葉現象の著しし、被害木治勢生

した。このため，被害木の回復試験を試みた。その結果，冬期に埋雪するトドマツに作用する雪圧を軽減すれば

脱葉被害木の成長を回復させ得ることカモ分かったZl)。また，枝枯病被害地資料と積雪資料を併用して脱葉の発

生する危険地帯の推定を行った22）。環境保全や気象被害の防止に役立てるため，林内気象の推定法を開発した。

森林の内部の全天空写真を撮り，関空度を計算した。この値と林内の日最高知昆日平均気温，目最低気温の測

定値を対応させたところ，関空度と林内気温には車線関係カ鳴られた。この前賞式と標高による気温減車及ぴア

メダスのデータを用いて，任意地点における林内気温を推定する方法を開発した23)（図的。これは，伐採や植

栽によって林相（関空度）が彊E化した場合の林内気温の予測が可能になることを示している。

(3）防災林の機能と定量化

広大な北海道は立地条件カ種々で海岸部，内陸耕地，市街地等それぞれの機能を果たす防災林が設定されてき

た。今後更に造成と管理カ窪まれる海岸林について研究を進めている。一方，海岸林は風雪や塩分等により厳し

い生育環境にある。従って，海岸林を伐閲するには特に注意が必要である。海岸林に関するこれまでの研究成果

をもとに，海岸林を開発する場合の開発手順を作成した制（図7）。この考え方は海岸林に限らず他の森林開発

に際しでも応用可能である。

現在，森林における水循環過程の解明のため，降雪期の樹冠遮断蒸発量の観測25）やササ地の蒸発量，降水の

授透過程に関する研究や，森林における土砂流出過程の解明のため，斜面における土嬢パイプの機能や降雨時及

ひ強雪出水時の浮遊土砂温に関する研究を進めて＼，＼る。

(4）天然林の効率的な調査法

広領域の天然林を効率よく管理していくためには，地上調査に加え空中写真を利用することが司可欠である。

札幌営林署管内奥定山渓約1万haの林分調査結果をもとに，林型別の写真材積式を作成し，空中写真による林

分材積推定の方法を開発した。また，施業実行上の簡略化を図るために，蓄積の似た林型をまとめて類型区分を

行い，類型区分による天然林の蓄積推定の方法を開発した26)（図的。

(5）天然林の成長予測モデル

天然林は樹種も多く林齢も多様であるため，人工林のような地位や林齢による成長予測の方法を利用すること
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が困難である。このため．樹種別・直径階別の本数分

布の動きを解析し，林分によって直径階別の上位級へ

の遷移確率に一定の傾向を示すことが分かった。この

樹種別直径階別の避移硲怒をもとに，直径分布の動き

を予測できる遷移確率の行列モデルを作成した27）。

この方法により天然、林の成長予測が基本的には可能に

なることが分かった（図9）。

(6）択伐林分の施業到必長の予測

北海道は天然、林の割合が高く，公益的機能の維持拡

大のためにも，皆伐施業によらない択伐施業による保

続システムを確立する必裂がある。北海道営林局管内

夕張地方に設けられた天然林固定試験地の長期観測結
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らの緩衝帯として残し，その残りを伐採す
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呆かち，択伐後の天然林の成長経過を解析した。その結果，樹種の混交歩合によって成長傾向の異なることカ扮

かった28)（図10）。また，択側去の更新樹の発生はササ等に阻まれ十分には保続されていないことから，．伐根植

栽等林内植え込みの方法について研究を進めている。

（猪瀬光雄）

3.林業経営鏡術の改善

－北海道における林業経営は，厳しい立地条件，樹種構成の多様さ，林産物の価格条件等他地域に比ペ不利な条

件下にある。近年は舛材の輸入が増大し材価の低迷が進む一方，生産費は上昇している。これらの不利な条件を

克服するために，林業経営の活怯化地積く求められている。また，人工林においては昭和初年代に植栽された造

林木地澗伐期を迎えているため，収穫予想及び本数管理等人工林の管理技術の高度化地電車く要請されている。こ

のため，これらの問題点を解決するための実践的な研究課題を設けて研究を行ってきた。

(1）林業経営の活性化手法

q滞糊苛性の利用技術の開発

総生活の多枇の中で蝕活の自繍向機行し，山莱・山草の利用地んになってきている。しかし，
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林地開発や活l瀧等から山莱資源の減少カ寝慮されている。そこで，重要な山菜であるユキザサ，クサソテツ，モ

ミヂガサ，オオパギポウシ等について，その生態と増殖に関する実験を続けてきた。その結呆，各山莱の生育に

適した立地環境が明らかになったo特に，ユキザサについては，異なった環境における増殖の差異を明らかにし

た却｝（図11）。

＠混牧林の役割と成立条件

混牧林は樹林下の下草を対象として家畜を林内に放牧する林である。このためカラマツ林の間伐の度合いを変

えた場合の下草の草量の差異を検討した。この結果，バイオマス資源としてカラマツと下草の総量を比較すると

樹林帯と草生帯を分離して生産する方がやや高い収量地鳴られることを明らかにした30）。また，混牧林地域立・

発展するための条件を穂別町の混牧林経営調査をもとに解析した結朱牧捕の費用をどの程度低く押さえられる

かにかかっていることカ扮かった31）。

＠湖喋活性化と森林の多面的な利用

北海道林業を取りまく環境は木材価格の低迷，林業生産費の高騰等益々厳しい状況になっている。特に，固有

林野率の高い北海道においては国有林野事業の経営悪化の影響を受けやすい。そこで，林業活性化方策を求める

ため，固有林請負事業を対象にその実態を調査・分析した。その結呆，各請負事業体が司喋分野の多角化と労務

の固定化カ鳴んでいること治勢かったoまた，活性化のため，国有林側における長期的な事業量の把握と計画的・

効率的発注そして筒負事業体側における協業化等新しい偶靖Uの整備，各事業体における事業の効率化，経営の多

角化による剰余労働力の他事業への活用，他地域への流動化等が考えられた3Z）。美幌町において，農地造成を

目的とした林地転用地の1970～1980年の聞の所有権の移動分析を行ったo最も林地転用の盛んだった2集落の調

査結果によると，前所有者の経済的性格は，林地のある集落に住む農家が8%と少なく，農業と全く切れた形の

非農家で市荷地に住む者カ吃1%と最も多くなっているoまた，これらの非農家の出身をみると離農して移転した

ものカ移いことが分かった33）。

最近の研究傾向としては，北海道内の広葉樹資源の減少や外材輸入の増加仁伴い，広葉樹材産業を巡る状況に

著しい変化が見られるため，広葉樹材の加工・蹴重構造の解明

を進めている判。また，林地の多面的な土地利用形態の経済

学的分析を行うため，リゾート開発に伴う地元の個別農家への

社会経済学的な影響や森林レクレーション利用の実態を解明す
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るため，保健休養林の整備方式のあり方等について実態調査を進めているお｝。

(2）人工林管理技術の改善

①人工林の収穫予想

北海道の人工林は昭和初年代の拡大造林以降に植栽されたものが多い。現在，間伐を要するトドマツ林，カラ

マツ林が増大している。トドマツ，カラマツ人工林の収穫予想に関しては，両樹種の密度管理図が作成され，地

位指数と収量比数による収穫量の予測が可能になった。しかし，最初に作成された， トドマツの管理図は林齢が

50年を超えるデータが少なかったため，今回，新たに高齢のデータを追加して密度管理図を作成した36）。カラ

マツ及ぴトドマツについて，高齢のデータを追加して新たに地位指数曲線を作成した37)（図ロ）。ほか，これら

について，密度管理図と地位指数曲線を組み合わせてトドマツ及びカラマツの収穫予想表を作成した。さらに，

広葉樹については，ウダイカンペシラカンペダケカンi-tの密度管理図と地位指数曲線を作成し，本数管理の

指針を提示した38）。人工林収穫試験地については設定後：30年燃摘したのでこれまでの調査の総合解析を行っ

ている。アカエゾマツは針葉樹の中でも寿命治寝く，材質も優れている。しかし，アカエゾマツの枯れ枝は自然

落枝がしにくく，無節良質材を生産するために，枝打ち保育試験を行った。その結果，樹Tち時期にかかわらず

樹脂の流出は着葉量が多く成長の盛んな枝ほど多かったoまた， l回目の樹Tちで枝を多少残し，期間をおいて

からその残枝を落とす2段打ちを実施したoこの結果， 2段打ちの場合，残枝の長さは4-5cmで， 2年間据

え置く時1回目の枝打ちを2年早く行う必要のあることが凋勺かったo

R＊・食材の早期判定手法

トドマツの材質変化を引き起こす水食材については，立木のままで識別することが困難とされているo トドマ

ツの長伐期施業技術向上のためにも立木のまま水食立木を判定する手法が必要である。水食材はそれに着生する

枝の心材にも水食部分地帯在するものがある。この現象に着目して，間伐予定木の枝を軟X線写真を利用して水

餅tの判定を行ったo間伐後の判定結果によると，判定率はω%と高かった39）。この方法を利用すると間伐実
施前に水食材の判定が可能になるo

（猪瀬光雄）

4.生物被害回避及び生物管理技術の敬普

最近10年間の大きな変化は，針葉樹の人工造林から育成天然

林施業への移行である。針葉樹に比べて，研究蓄積の少ない広

葉樹が研究対象になり，未記録の病虫獣害の発生が増えつつあ

るoこの森林施業の変化に伴って発生する被害を制御または回

避する技術が早急に求められている。また，近年の特徴として，

表2 エゾヤチネズミにおける除去前後の最長移動距離（m)

性
一
雌
雄
鞠

除去前の行動距離 除去後の侵入距離

28.8土 6.7 (14) 90.0±15.2 (38) 

60.5土28.8(14) 110.6±12.2 (44) 

44.7土15.1(28) 101.1± 9.7 (82) 

平均値土95%信頼限界。（ ）は個体数を示す。

全体 健

30 30 25 44  

II 

図13 除去と侵入個体群におけるエゾヤチ

ネズミの幼亜成体構成の変化 (1988

-1992年）

左，除去個体群； 右，侵入個体

群。 上段，幼体； 中段，亜成体

； 下段，成体。 図上の数字は個

体数を示す。
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森林に生息する生物種の多様性を維持・保全する技術及ぴそれぞれの生物種の役割の解明という視点からの研究

カ喫請されている。この生物種相互間の役割を解明するためには，従来の研究室の枠内では解決できない場合が

あり，複数の研究室効咲I司で問題解決に当たってきたo

(1）林況変化に伴う野鼠被害防除

拡大造林により急増した造林地では，殺鼠剤の大面積散布により，高い防除効果をあげてきた。しかし，最近

では，立地条件に応じた，きめ細かい森林施業が求められ， 1 ha以下の小面積造林地が増えてきた。この小面

積造林地では，大面積造林地に比べると，周辺からのエゾヤチネズミの侵入が速し防除効果が低下する40・41)0 

そのため，大面積造林地における周辺防除幅鈎mという基準を見直す必要が生じた。

この基準見直しに不可欠な野鼠個体群の移動・分散様式，すなわち，移動距離と個体数の回復状況，性差を，

実験柵内の限られた空間と，解放下の造林地で調査した。その結書記次のことが明らかになった。①エゾヤチネ

ズミを除去する前の最長移動距離の平均値は44.7mであった治t除去後の侵入距離は2倍以上の101.lm（表2)
で，造林地からの直線距離でみると平均60mであったo従って，現在の造林地周辺30mの防除幅を2-3倍に広

げる必要がある。②エゾヤチネズミを除去することによって生じた新天地に侵入してくる個体は，雄の亜成体が

多かった（図13）。この移動・分餅瑚における性差は，「近親交配回避」仮説を支持するものといえる40・41)0

幼齢カラマツ造林地での野鼠被害とともに，近年では，中・高齢カラマツ造林地でも，野鼠被害が多発する傾

向が認められる。特に列状間伐の場合は，間伐跡地に草地f生えるため，野鼠の生息環境刺旬上し，その結呆被害

が間伐幅に比例する41)。

野鼠食害痕から侵入した腐朽菌による腐朽の進行は比側句ゆっくりであるため，食害を受けた林をあわてて伐

採整理する必要はない。しかし，食割表10年以上経過すると，断ヲが進み，強度の食害を受けた場合は，成長も

低下することが明らかになった。従って，野鼠被害の多い中・高齢カラマツ林は，大径材生産地としては不適で

ある41・42）。

(2）トドマツ枝枯掃の防除法の確立

1例年に発見されたトドマツ枝枯病は， 19：初年ft後半，初II，美総余市，喜茂別などの多雪地帯を中心に，

トドマツ造林地に壊滅的な被害を与え，全道の被害面積も 1万haを超える大被害となった。そのため，本病の

防除法の確立が求められた。

本痛は積雪下で進展する雪腐病の一種である。感染首木を様々な越冬条件下に置いた実験により，本病は雪圧

を受けなくても，また，積雪と直接接触しなくても，自然条件下と同様に発病することカ曜かめられた。従って，

積雪カ司事り出す環境として重要な点は，多湿と0℃付近の温度と考えられる制。

造林地内での枝枯病の広がりは，降雨時の風が強〈関与する。図14により，雨によって排出された柄胞子が風

に乗って飛散し，風下に次々に伝染していく様子がよく分かる。造林地では従来行われていた6月の下刈り時期

を，棚包子の飛散が終了した8月に遅らせると，被書程度利到底される。これは，造林木の聞に生育するササ・

雑草地鳴子の飛散を物崩句に阻害しているためである。実用性の高い林業的防除法として評価が高いベ

(3）カラマツヤツバキクイムシに臨伴する背変菌とその病原性

被害林分から採取したカラマツヤツバキクイムシの成虫をカラマツの樹皮下に埋め込んで圧殺する方法で，カ

ラマツを枯死（婆凋）させることカ？できた。成虫から分離した背変菌を接種した場合にも，カラマツの枯死を再

現できた。外国では，背変菌によって針葉樹治容凋枯死する現象治拡く知られている。我が国では，初めて実験

的に背変菌による針葉樹の萎凋枯死が確かめられた45）。
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図14 トドマツ枝枯病の蔓延試験（1986年）

1•111 :,qams.凶，m

図15 ミズナラのおもな種子食昆虫の生活環

背変菌接種後の樹体の反応を，変色域の拡大，水ポテンシャルの変化，走査電子顕微鏡による解剖学的観察か

ら調ぺた0a:凌色域は接線方向よりも，放射方向に大きく広がった。②内樹皮変色域と直下の木部から青変菌が
再分離された。③仮道管の壁孔の閉塞により水鉛車導が阻害されていることが観察された46）。

(4）更新阻害害虫の生活史と影響評価

種子食昆虫はミズナラの種子と実生の生存率を大きく低下させること治勢かったoまた，落宵tの竪果に食入
する昆虫種の生活環と産卵習性がほぼ明らかになった（図15）。サンカクモンヒメハマキは1年1世代で経過し，

シギゾウムシ類は2年1世代であったo虫害率の高い林ではサンカクモンヒメハマキとシギゾウムシ類の食入率

は相補的に変動し，両者の聞に相互干渉のあることカ塚唆されたo

一方，種子生産量の変動に対する反応は，両者で大きく異なっていたoすなわち，シギゾウムシ類による被食

種子数は種子生産量と羽化成虫数の増加に伴って上昇したo しかし，サンカクモンヒメハマキにはこの傾向が認

められなかったo樹木種子生産の豊凶に伴って生じる被食率の変動パターンを理解するには，従来のように，「昆

虫食害」として一括して扱うのではなし重要な昆虫種（群）ごとのパターンを解明しなければならない47)0 

(5）野生鳥類の森林環境利用の実態解析

必要性は叫ばれていても，森林の構成要素である鳥類，特にその役割の解明に関する研究はほとん佐行われて

いなかった。鳥類専門の研究者を得て，この分野の研究が進んだことは，この10年間の保護関係の研究動向とし

て特筆すべきことである。

過去の択伐による林況変化に伴う鳥類群集構造を調ぺた結果，鳥類の餌として重要な鱗姐目昆虫を安創9に供

給できる林杭鳥類群集にとってよい環境であることカ扮かったo育成天然林施業においては， トドマツの材価の

低迷に伴い，針葉樹を伐り，有用広葉樹を残すという指針を出している。しかし，一部に行き過ぎがあり，広葉

樹の疎林になっているところがある。鳥類の種の多樹生の維持・増進という公益的機能を重視した林分において

は，広葉樹と針葉樹をバランスよく残すこと杭鳥類群集を維持するために必要である48)0

（田中 潔）
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東北支所

東北6県の面積は約669万haで，全国面積の約18%を占める。そのうち森林面積は472万ha(71%）で，全国

森林面積の約19%である。一方，人口は約974万人で，全国の約 8%にとどまり，人口密度も全国平均の327（人
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/km2）に対し146と低い。このことから，我が国のなかではまだ自然が比較的多く残された地域といえる。事実，

中央部を東西に走る奥羽山脈沿いの山地をはじめ，北上，阿武風出羽山地などに広い森林地帯が存在する。ま

た気象的にみれは日本海型気象に支配される多雪地帯（奥羽・出羽山地等）と，太平洋型気象の少雪・寒冷地

帯（北上・阿武隈山地等）とに分けられるカtいずれも厳しい自然環境下にある。
戦後の拡大造林政策により，東北地方でも1950年代半ばより人工林化が急速に進展し，人工林率は 42%とほ

ぽ全国レベルに近くなっているoしかし，西日本の先進林業地域に比勺5年生以下の保育期林分の審治が高く，

“生育途上林業地域？とされるゆえんである。それとともに，圏内林業の不振，労働力の老齢化林業労働者不

足を尻映して除・問倣械の遅れが目だちはじめている。人工林の樹種別構成比スギ鉛%，マツ類（アカマツ，

クロマツ） 21%，カラマツ11%で，マツ類の割合が高いこと，ヒノキの割合の少ないことが特色である。国産材

時代の到来カ待望される中で，優良用材林代の誘導と木材流通システムの改善治味められ，その研究を進めてい

る。

人工林の増加と引き換えに，期凶方で古くから知られてきた能代地方を中心とする秋田スギ，下北・津軽の

ヒペ南部地方のアカマツなと優良天然林資源治漁速に減少し，この10年間をみても天然林の木材生産量は年々

落ちている。しかし，拡大造林に対する反省，長伐期大径優良材生産指向，複層林施業の諸利点などから，最近

ではこれら天然林の価値が見直されつつある。マツ類じついては，材線虫病が北上し，太平洋側では岩手県南部，

日本海側では秋田県北部にまで達しており，これの防除法の研究が急務となっているo

また， 1991年9月の19号台風は，九州及び東北地方北部の森林に大きな災害をもたらした。その被害要因を解

析するとともに，森林の国土保全，水源酒盤機能の向上，自然最観維持，木材生産の面からも，災害や病虫獣害

に強U場跡造成技術，広葉街品厄弱元街の確立に関する研究を進めている。

船丘の10年の動きの中で最も注目されるのは，地球環境問題とそれに果たす森林の役割についての世界的関心

の高まりである。この情勢において，林野庁は平成元年に固有林の保護林制度について抜本的な見直しを行って

いるがiその中でも「森林生態系保護地域Jの設定は画期的なものといえる。全国 26指定箇所のうち，東北地

方では「白神山地J，「葛根田川・玉川海流部J，「飯豊山周辺J，「早池峰山周辺J，「栗駒山・栃ケ森山周辺J，『恐

山周辺.J,r.吾妻山周辺」の7治事妨害含まれており，他の地域に比べて面積的に多くの割合を占めている。また，

背森・秋田県にまたがる白神山地地管室久島と並んで「世界遺産条約」に登録された（1992）。

当支所においても，森林気象，積雪・融雪特性，森林群落の構造と動態，森林の維持・修復機枇森林の環境

保全機能，荒廃景観の修低酸性雨，森林の流域保全機能」野生動物及び精少生物種の保護管理など，森林環境

問題に関する研究課題カfJ.O年前と比較して飛蹟的に増加している。．

1.育林部門

多雪・寒冷環境の地域における森林の特性解明と育成法向上に関する研究の進展

(1）東北地方における森林立地環境

東北地方の森林土壌を中心とする立地環境研究について，次のような視点を主にして研究を行ってきたoすな

わち，多雪地帯の土槙特性と林木の生育に関する研先山火事が土壌をはじめとする森林生態系に及ぽす影響，

樹幹流の特性把握を中心とする酸性雨モニタリング試挽培養試験による土嬢有機物の分解特性．及び地球温暖

化が高山・亜高山地域の植物に与える影響に関する研究などである。

多雪地帯の土壌特性と林木の生育では，多雪地帯における確実なλ工林造成を目的として，山形県肘折のスギ
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造林地をはじめとする調査地において，生産基盤となる森林土壌を地形・根系・理化学性・粘土鉱物などの観点

から総合的に調査した。その結果，斜面下部の緩斜面及E坪坦面は集水地形を呈し，融雪時は停滞水型になりや

すく， Pw(i）型土壊の生成にもつながるため，このような場所での伐採は避けるべきことを指摘した。

山火事珂跡土壌に及ぽす影響では， 1987年4月に岩手県釜石半島のスギ林で発生した山火事跡地を対象に調

査した。火災跡地土嬢の特徴として，有機物層の燃焼によってもたらされる灰により土壊中の塩類漉度が高まる

ことi水分条件請書改善されれば窒素無機化地帯しく高められることなどを明らかにした。

酸性雨モニタリングについては，全国的に実施されている事業のなかで，当支所では姫神山カラマツ林の試験

地を中心に各種の試験を行っている。盛岡市周辺の代表的森林を対象とした調査では，雨水は樹体に触れること

により質的に変化し林内雨や樹幹流として林地に供給されること，その変化は樹種ごとに国有のものであること

などを明らかにした。さらに，広葉樹のいくつかの樹種では，樹幹流地吐壊の酸性化を抑制する作用のあること

を明らかにし，樹幹流や林内雨地帯本地の土壌に及ぽす影響などについても研究を進めている。

培養試験による土壌有機物の分解特性については，刺包地方北部の亜高山帯の土壊を対象とした反応速度論的

な解析を行った結果，北上山地と奥羽山地との聞の違いよりも，アオモリトドマツーチシマザサといった植生の

違いカ吹きく現れていることなどを明らかにしたo

地球温暖化が高山－車高山地域の植物に与える影響では，温駿化した場合の予測のために，北上山地の亜高山

地域を対象として，現在の植生と過去の温暖期の植生との関係，あるいは土壌生成開始期との関係という観点か

ら調査した。これによると，現在，アオモリトドマツ林治減立しているところは，安定した立地で土壌生成開始

期地埠いこと，約5日時前の温暖期には広葉樹林であったこと，しかし気温と植生の変化は必ずしも対応してい

ないことなどを明らかにした。また，奥羽山地の土壌凍結と植生との対応を明らかにしつつある。

(2）冷温帯森林の生態，育成技術

朝包地方の拡大造林はほぼ終わり，限界地帯を除いては広い面積で針葉樹人工林が成育しつつある。従って，

今後はこのような針葉樹人工林の質的な充実が課題となっているoこの地域の代表的造林樹種であるスギ，カラ

マツ，アカマツについては，より良質な材の生産を目指した人工林の施業法を解明するために，密度管理や間伐

種と節の出現や年輪幅との関係，標準伐期を超えた高齢林の成長量の推移について解析を行ったo複層林につい

ては上木の被陰により，樹下植栽木の初期の過大な成長を抑制できること，寒害の回避策になる可能性があるこ

とから，（土木）アカマツ・カラマツー（下木）ヒノキ，（上木）スギー（下木）スギの組み合わせで造成し，

上木の密度による土木・下木の成長の関係，寒害回避効果，保育方法などを検討した。良質材生産を目指した林

分を造成する上で重要な時期と考えられる若齢期の林分の保育方法を確立するために，若齢のスギ人工林におけ

る構成個体の形質のばらつき，若齢期に影響の大きいツル被害の実態を明らかにした。

また，東北地方では有用な広葉樹資源の育成技術の開発カ窪まれている。冷温帯の代表的有用樹種であるミズ

ナラやウダイカンパの天然林施業に関する基礎的研究として，母樹の配置及ひ種子散布，実生の更新特性把撞に

基づく天然更新法の解明と適切な保育管理についての検討を行ったoまた シラカンパのバイオマス生産力を利

用した超短伐期による最多収量を得るための植栽密度，施E嘘，刈り取り法，保育方法などを検討した。シラカ

ンパの蒸煮処理材は．肉用牛の粗鋼料として好適であることが認められた。

近年，森林に対して木材生産機能のみならず公益的機能の解明治朔侍されている。この対応として，当地方の

環境資源として重要な都市近郊の人工林，二次林を含む各種の林分の実態を明らかにした。さらに，森林の施業

に伴う野生鳥獣の生息環境の変化を調査した。一方，自然度の高い天然林の保全も重要かつ今目的な課題である
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ため，公益的機能も高く多様性に富んだ森林である山地プナ帯の渓流沿いに発達する渓時林，すなわち， トチノ

キ・サワグルミ・カツラなどからなる特徴的な群集を対象に，渓畔林の大面積かつ長期にわたる動態と，主要な

構成種の生活史の解明を目指して総合的な研究を展開している。さらに東北地方E高山帯の代表樹種であるアオ

モリトドマツについて，成長様式や球呆生産様式の研究を行っている。また，東北地方全域を対象にしてプナ林

の種子生産量の変動を調査している。

(3）冷温帯地域の林木の生理特性と更新技術

厳寒期，林木の樹幹洲肪向に割れる，いわゆる凍裂という現象は古くから知られている。刺凶方では，凍

裂が比較的高齢なスギ造林木に出現する傾向にあることから林業上の大きな問題であるため，その発生実態，発

生機構を解明する研究を進めた。これまで経験的には，凍裂は幼齢木ではほとんどなく，社・老齢木に多いこと

カ吻られてはいた杭この具体的な発生時期についてJスギでは40年生半ばから始まることを明らかにした。ま

た，被害の推移についての秋田県小坂町'10年生スギ林の調査結呆では，ある樹齢で一度に発生するのではなく，

ー旦発生地域台まった林分ではそれ以降も新たに発生が続き，凍裂木が累積されていく状態にあることカ叩朋した。

さらに， 180年生の高齢林においても新しい凍裂木があり，かなり長期にわたって出現することを明らかにしたo

凍裂の発生機構は，縦に走る割れが地際部から2-3m上方にかけての一番玉の部位に出現すること，樹幹南側

に発生カ移い傾向にあること，傾斜地では谷側に多く発生していることなどを明らかにした。凍裂均等性した部

位の樹幹部では，凍裂そのものの割れ以外に，材内部だけにとどまる多数の糊械の割れやいくつかの自国り（年

輪に沿った割れ）地帯在し，それらは地際付近から上方へかけて発逮し胸高部付近で最も顕著となり，さらに上

方へいくにつれ再ぴ減退することを明らかにした。この原因は，凍裂木の材内含水率の高さにある。凍裂木は凍

裂部位の心材含水率が異常に高く，しばしば200%を超える。従って，凍裂は樹幹内心材に異常な水分の集中が

あり，材内に発生した目回り等の傷害部の水分が厳寒期に凍結・膨張して発生するものと推察された。これらの

研究成果は，凍裂の回避・防除技術に重要な示唆を与える。高含水率材や目回りの原因は未だ不明なところがあ

り，今後の研究の進展を必要とする。

東北地方の冬季に降雪の少ない地帯では，ところによりスギ及びヒノキの幼齢植栽木は寒さの害を受け，激し

い場合には皆伐一斉造林が困難となる。特にスギ林の造成に当たっては寒害の固蹴械が必須となる。このよう

な寒害発生地帯における育林技術の改善を図る目的から立地環境と被害要因の解明を進め，寒害回避技術の開発

についての研究を行った。岩手山北麓の試験地における20数年間にわたる調査からは，既存の林分を保護樹とし

て利用する樹下植栽法及び帯状植栽法によるスギ林造成治1寒害多発地帯の有効な被害回避手段になりうること

を検証した。この樹下植栽法は， 16年生のカラマツ林及ぴアカマツ林に対し，機械的に30,50及mo%の間伐を

行って，スギを樹下植栽し， 5年後と15年後に再び間伐し，最終的には70%区の上木密度にそろえた。スギ植栽

木に対する寒害は， 70%区カラマツ林を除いては低u、被害レベルになったoまた，植栽木の生存率と成長状態あ

るいは間伐の手聞を考慮すると，印%間伐で実施する方法が推奨される。帯状伐採植栽法では， 14年生のカラマ

ツ林及ぴアカマツ林に対し，南北方向に幅初m一長さ60mを単位として，帯状伐採一帯状保残処理を行い，帯状

伐採地にスギを植栽した。その結果，カラマツ林よりはアカマツ林を利用した方洲舗跡の寒害回避に有効であ

ること地旬尚、ったo

東北地方における主要樹種の一つであるヒパ（ヒノキアスナロ）は，資源を保続し成長量を増大させるための

施業法の確立科欄となっている杭更新法の基礎的情報についてもまだ十分に明らかにされてはいない。この

ヒパ林の更新と成長の動態に関する研究においては，下北半島等の長期固定試験地で択伐の伐採種と林分成長や
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種樹の動態に関する解析，群落構造や林内稚樹の生理・成長特性の解析を行ってきているo既往の研究業績を整．

理して rヒパに関する文献レピュー」として刊行した。

1991年，台風9号地引き起こした東北地方北部の大規模な森林風害に関して，緊急に被害実態の調査と要因の

解析を進め，人工林の酎風性を低下させない森林施業方策を検討した。危険予想地帯での壮・高齢林の間伐・枝

打ちゃ複層林造成の取り扱いに関して，適切な密度調節と林緑木の管理が最も重要であることを指摘した。

(4）多雪地帯における森林の特性と育成

積雪環境は，林木を良好に生育させる条件も，生育を制限・拒否する条件も，さらに，林地を荒廃させる条件

も兼ね備えていて多様である。従って，刺包地方の脊梁山脈を中心とする日本海側の積雪地帯は，スギの適地で

あると同時に，森林雪害の常習地でもあり，豪雪地帯には成績不良の造林地がみられる。

このため，雪害常習地帯における適地判定のための環境解析に関する研究を進め，森林雪氷害の実態把鍾と被

害発生の環境要因を解析して，期他方の6県を対象としたlkm2メッシュ単位のスギの雪圧害危険地帯区分図

を作成し，広く林業関係者に普及した。また，現場で積雪環境を判定することカ舎できるように，植物指標を利用

した簡便な積雪環境把鍾の方法を開発した。

この研究を進める過程で，雪圧害・冠雪害・雨氷害に関する発生要因を解明し，雪氷営力に対する樹種特性や，

被害の受けやすい林分の構造を明らかにして，雪害回避方法を検討した。さらに，樹木雪害に加えて，積雪グラ

イドや雪崩に伴う林地の荒廃についても実態把握と発生機構の解明を行い，林地雪害として森林雪氷害のなかに

体系づけた。

積雪地帯の樹木に共通する根元曲がりや葡伏形態は，積雪環境に適応した生活様式であるとの視点にたって，

林木の積雪環境に対する外部形態的，内部構造的，生理・生態的な適応性なと林木の多面的な耐雪性の解明に

関する研究を進めている。すなわち，スギについて，支持根の発達と根元曲がりの回復機構との関係，雪圧によ

るアテ材形成の消長過程と成長との関係を解析し，耐雪性スギ品種の特性，及ぴアテ材形成量と積雪環境傾度と

の関連を明らかにした。同様に，広葉樹類では，樹種聞の特性の差異の大きいこと治呼u明した。これらの積雪環
境に対する樹木の適応峨崎を明らかにすることは，刺凶方の天然林の分布を解明し，また，豪雪地帯に広く分

布する不成績造林地の林分改良に必要となる技術開発と，多雪地帯の広葉樹林施業の体系化に結ぴつく研究とし

て期待される。

多雪地帯に特有の育林技術を基にした雪害回遊技術の効呆を評価するため，各種の実験的手法及E舟胡の現地

適用試験を行って，その合理性の検証と技術改善の体系化について研究を進めてきた。そのーっとしての多雪地

帯における複層林施業や棚積み地ごじらえ法は，斜面積雪の移動を緩和し，下木に加わる雪間需械できること

から，環境保全上有効な育林按術であることを指摘した。

2.経営部門

(1）森林資源管理・計画

戦後の拡大造林による人工林の大部分が間伐期に達しているが，長期にわたる木材価格の低迷や林業従事者の

減少等により，これまでの施業目標に沿った林分管理が困難な時代になり，施業目標の転換とそれに基づく林分

管理が緊要な課題になっているo秋田県鹿角市，宮城県津山町，岩手県岩泉町で採択されているスギ人工林の間

伐方法と目標材型への誘導法を分析すると，除伐才頃折林の初回間伐は，出材の質的内容治癒く，間伐新子治亦

採算となるため，収益性を考慮した間伐法の開発カ味められる。これにかかわる間伐法の研究では，間伐の種類
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別（上層・下層間伐等）による特性を把握するため，成長量・間伐収穫量・最終収穫量などの要因を基に多次元

解析を行い，間伐種は材積成長への影響効刻、さいこと，地位級と間伐後の密度は成長支配要因であることを明ら

かにした。スギ人工林の長伐期施業に関する研究では，林齢加年前後の人工林収穫試験地31林分を対象に，林分

構造の分析，材種別克式生産量の解析手法及ぴそれに基づく林分施業への影響などについて解析を行った。

天然生広葉樹林を対象に自然条件や林分条件に応じた適正な林分管理指針，収穫予測法を明らかにする研究を

行った。プナ林の択伐作業地におけるプナ後継稚幼樹の確侃育成のための最適生育環境条件を解明するため，

固定試験地で地位・林床植相などの条件の違いによる更新実態を調査した。プナ稚樹の発生と生育は択伐作業に

より疎開されるギャップ（引法空間）と密接な関係があり，このギャップの大きさとプナ稚樹の本数・樹高の関

係を図式化しむこれにより御盤能幼樹の確保には， 200m2以上のギャップが望ましいことが分かつ．た。純度の

高いプナ及ぴミズナラの二次林を大径用材林へ誘導する間伐基準を検討するため，プナでは生育環境因子を用い

た地位指数判定スコアー及び林分密度管理図を作成するとともに，ミズナラでは林分密度管理図を作成し，広葉

樹の施業管理指針を提示した。また，コナラを主とする旧薪炭林の用材生産林への誘導法の研究では，広葉樹密

度管理図との対比を基に，特色のある66のコナラ林分を抽出し，平均胸高直径に対応する成立本数・直径階別本

数・樹高の関係を解析し，伐期におけるしいたけ原木用ほだ木の収穫量を推定した。この結呆，約15800本／

haが期待できることが判明した。このほか，広葉樹林施業のあり方にかかわる樹種・径級による市場価格形成

の実態を把握するため，広葉樹原木市場での価格形成要因を分析し，落札価格の分析手法を提案するとともにそ

の検証を行ったo

近年，水源かん養機能や保健休養機能など，人間生活とかかわりの深い森林の持つ機能が重要視され，森林の

取り扱いが注目されるようになった。こうした動向を受は保健休養機能増進のための施業技術の開発を行って

いる。また，画像処理技術等を取り入れた研究手法を導入するなど，今後のマルチメディア時代に対応した新た

な研究にも取り組んでいるo

(2）森林防災・国土保全

期凶域の地形・地質，気象条件，森林伐採，草地開発などの諸要因が林地の水土保全機能に及ぽす影響の解

明と有効適切な林地保全対策に資する研究を行って．きた。

東北地域では少雪寒冷な地域に位置づけられる北上山地で，林地の畜産用草地への転用，荒廃地の成立・自然

復旧過程などについて研究を行ったo渓岸林を配置した放牧草地は，沢沿いまで皆伐した放牧草地よりも水の流

出取材、さく，ピーク流量も減少し，流出土砂量もわずかで，渓岸林の水土保全機能治吹きかった。また，転用

前の林地場明留守していた土壊の物理性は，草地造成時の大型機械の転圧や放牧家畜の踏圧によって失わ札地表

水流下量や流出土砂量が増大した。従って，草地造成の際は地表撹乱の少ない工法を採用すること治空室ましいと

考えられたo北上山地の稜線沿いの西側斜面のシパ草原に発生した荒魔地は，シパを枯らすアキヤマタケ薗輪病

治慌廃の端緒であり，凍上・融解・風・家畜の撹乱など料馳拡大の要因であった。こうしてできた荒廃地の先

駆植物はエゾヌカポ・エゾコゴメグサなどであった。

多雪地帯の奥羽山地では水文観測，トラクタ集材，プナの根系強度・根鉢の大きさ，地球温暖化に伴う高山・

亜高山の植生移動などに関する研究を行った。

釜湖理水試験地における水文観測の結果，釜淵1号沢の厳冬期間の平均最小流量は1.14mmで，これは山形試

験地の積雪底面（地面）の1冬期間の平均融雪量とほぽ一致し，厳冬期の流出量は積雪の底面融雪量だけとみら

れる。融雪盛期の水源流域の日流量を予測するには，気温と雨量の2変数を用いた重回帰分析で可能である。
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1965-1987年までの却冬季の雪質観測結果を公表した。一方， トラクタ集材地では，集材時の撹乱の著しい路床

は植生の自然回復措唱々として進まない杭撹乱の少なかった場所は集材後4～5年で植生が回復したo伐採後4

年経過したプナ根系の引張強度は，生立木の30～50%に低下し，飽水状態では気乾状態の30～70%程度に低下し

た。また，細根の方的調よりも単位断面積当たりの引張強度地吠きかったo台原U9号被災地におけるプナ・ス

ギ糠返り木の根系の土壌緊縛範囲（根鉢体積）は，プナ天然林 (1お年生）・スギ天然林（220年生）が最大約ω
m3，スギ人工林（41～71年生）は最大24m3であった。根系の土嬢緊縛範囲は，胸高直径との一次回帰式で推定

が可能であった。高山・亜高山地帯の雪国の土壌は，数百年ー千年オーダーの過去の小さな気象変動に対応して，

ゾーニングが変化してきたことが分かったo融雪量の剖勢から，この変化のための気候変動を求めると，気温だ

けでなく積雪深も変動してきた可能性が示された。

このほか，霧・雨氷害，竜巻害，異常降雪害などによる林木被害の実態と発生機構，保護樹帯の寒害防止機能，

海岸林の保全機能などについて解明した。

今後も地域に密着した課題を設定して研究を推進する。

( 3）林業経営経済

昭和60年代に入って，我が国の森林・林業を取り巻く社会経済的環境は大きな転換を見せている。特に，円高

を伴った急激な経済の国際化によって，舛材，特に米材製品の輸入カレ段と進行し，また，特用林産物において

も東南アジア，中国等からの木炭・シイタケ輸入が持劫日し，圏内林業・林産業を圧迫するようになったoこうし

た中にあって，スギやヒノキを中心とする戦後造林資源地喰々に成熟しつつあり，この資源の有効活用を基軸と

した国産材産地の形成によって，痕弊著しい農山村経済あるいは個別農林業経営を再建する方策の樹立カ鳴眉の

課題になっている。特に，刺ヒ地域のこれまでの林業・林産業は，国有林に大きく依存する形で展開してきただ

けに，固有林の丸太供給能力の低下に対し，民有林材で穴埋めする方策の樹立が東誕地域の国産材時代の幕開け

とかかわって重要になっている。このため，森林経営の実態を農業能営との関連で分析し，その課題と問題点を

明らかにするとともに，素材業や製材業の抱えている課題と問題点を森林所有形態の違いを含む森林資源の賦存

術足との関連で分析・考察し，農山村の窮状的被，製材業・木材業の振興策を島示する研究を推進してきた。

農山村桂済の再建，特に森林経営の活性化のためには，製材業生産力の向上が司可欠であり，舛材カ材嚇儒要

の7割強を占める中にあっても，スギを中心とする国産材製材は，地域によってそれぞれの独自性を発揮しなが

ら活発な展開を行っていることが確認できた。しかし，こうした製材生産力の拡大にもかかわらず，山元の森林

経営者には事溢がほとんど還元されていないという決定的なマイナス要因が存在していることも分かった。これ

らを解決するためには，森林組合共販事業を中心とした森林所有者に対する伐採促進活動と正常な木材価格形成

機能の創出抗急務であり，そのための必吾徐件や諸対策を提示した。また，シイタケや木炭などの特用林産物の

生産を農林業経営の中に組み込みながら，森林皆営者の所得の向上を図ることが肝要であり，そのために整備す

べき諸要件を提示した。

剥包地検で戦前から行われている林畜複合経営としての林野利用に関し，林地の牧養力や林内放牧地での林木

の天然更新等について長期にわたり研究を進め，多くの研究成果を公表してきた。この混牧林施業に関する研究

は，新たな森林総合研究所研究基本計画に基づく研究体制への移行に伴い，昭和白年度をもって終了した杭新

たに東北農業試験場カfill，成5年度に開始した場内プロジェクト研究「公共草地を基盤と・した地域複合型肉牛生産
方式による活性化方策Jに参加し，「林地の畜産的利用による繁殖農家の改善Jの研究課題を設定して，これま

での研究蓄積を活用しつつ，新たに取り組みを開始したo
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ガット・ウルグアイラウンドの交渉終結により，圏内農業政策，特に中山間地域の活性化対策が国政の重要課

題になり，平成6年度から一般別枠研究「中山間地域の活性化条件の解明に関する研究Jが開始された。この中

のr限界中LlJ岡地域における地域資源活用による定住基盤形成方策の解明Jの小課題「木炭・材搬等山村資源

の有効利用による中山間地域活性化方策の解明」を担当することになったo

3.保護部門

(1）樹病害の発生実態と防除

東北地方におけるマツ材線虫病の研究は引き続き重要な問題として継続され，いくつかの新事実が明らかに

なったo年起し枯れ発生要因の解析では，線虫の感染時期が遅いほど多発し，いわゆる儲畠期感染カ寝因となる。

通常，部分枯れは年越し枯れに移行する祇針葉全体カ若干謹色した個体や光条件が不良で光合成機能地祇下し

た個体も年越し枯れに移行する率が高＼，＼0 線虫が分離されない年越し枯れ木から分離した新たな菌

Leptographium truncatum （外国ではマツの病原菌の一種）は，マツ苗木に若干病原性があるものの成木では認

められず，我が国ではマツの枯死原因とはならない。生物的防除法の一手法である弱毒線虫を用いた誘導抵抗性

の櫛扮情わ九寒冷地方でも有効なことが認められた。しかし，抵抗性の誘導は夏期の知昆に左右さ札高温

ほど効果が高い。

スギ枝枯性病害の研究では，スギ黒粒葉枯病の発生生態，病原菌の生理・生態的性質及例荷原性カ暢明された。

すなわち，春形成の病原胞子は発芽カ極めて容易で直ちに感染発病へと移行する杭秋形成のそれは越刻表にの

み発芽するなど，季節に対応した特異な性質を有する。発芽菌糸は気孔を利用して組織内に侵入し，気孔を通っ

て子実体を形成する。また，本痛に抵抗性または感受性スギ品種カ帯在することなど，防除法樹立のための基礎

資料が得られた。黒点枝枯病では，長年不詳とされていた病原菌（分生子世代）が分類されGloeosporidina

cryptomeriaeと同定された。さらに近年，感染源となる完全世代治勢見され，分類同定及ぴ菌の生理・生態的

諸性質，発生生態の解明治漣んでいる。

カラマツの材質腐朽を起こす根体心腐病は，当地方の伐期に遼したカラマツ林分の重野荷害であり，カイメン

タケ・ハナピラタケ治宅主要な菌である。平均腐朽率が20%に達する林分もあって，大きな問題となっている。病

害発生と環境との関係では，過湿な沢筋や土嬢水分地事停滞する台地上．峰筋の風しょう地形で根に傷害を受ける

場所では特に被害カ移く，．このような地形では造林を避けるなどきめ細かい施業が望まれる。近年，病原菌の生

理・生態的性質の解明など地強み，菌叢発育と温度， pH，各種栄養素との関係が明らかにされた。

ヒノキ病害では漏脂病が最も重要である。従来の諸説から病原菌説が一歩先行して浮上してきた。盤菌類の

Pezicula livida や Ci~tellajaponicaがそれであるoこれらの菌の病原性の確認が行われている。発生環境との関

係調査が進み，傷害樹脂道形成の主要因として，風害・雪圧・極低温などの気象要因，樹Tちによる人為的傷害，

昆虫食害などが明らかとなっている。

東北地方のキリ栽培は古く，良質材生産地滑われてきた。しかし近年，てんぐ巣病（病原菌マイコプラズマ様

微生物 MLO）の蔓延から，栽培官制咲われつつある。当地方は温暖地方と異なり典型的な病徴例槻しない

ため，病害診断が困蜂であったoそこで， MLOのリボゾームタンパク質遺伝子の塩基配列を基に作成した合成ヌ

クレオチドをプライマーとしてキリの樹皮，葉からMLOを検出する技術が開発され，本法はてんぐ巣病の早期

診断に役立つことが明らかとなった。
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(2）森林害虫の生態と防除

昭和田年にマツ材線虫病が初めて宮城県下で発見されてから，急速に進められてきた一連の松くい虫の研究は，

特定研究「マツ枯損防止新防除技術適用化促進調査』（昭和田～平成 3年）に引き継がれ，寒冷地における媒介

者の生態，誘引剤によるマツノマダラカミキリのモニタリング，寒冷地における松くい虫被害推移の実態の解析，

及び援害拡大先端地域仁おける松くい虫被害推移の実態と解析などの研究項目で進められてきた。この研究は，

さらに特定研究「生物的防除手法を導入した松くい虫被害の激化防止新技術の確立」（平成4～8年）に引き継

が九天敵俊生物の利用法の確立の研究項目で現在まで続いている。この研究では，天敵徴生物ポーベリア菌を

利用してマツノマダラカミキリを防除するもので，この菌を運ばせるキイロコキクイムシの大量増殖法などが確

立されたoさらにこの間，経常研究では rマツ枯損防止技術の確立J（昭和60～平成5年）において，松くい虫被

害発生予察，マツノマダラカミキリの誘引剤使用による防除法，材線虫病の媒介カミキリ類の生態解明，政府

線虫病の感染混乱特に発生環境の解析などの研究地強められ、多くの成果カ鳴られている。

スギ・ヒノキ穿孔性害虫の研究は，特別研究「スギ・ヒノキ穿孔性害虫による加害，材質劣似鰍の解明J（昭

和58-61年）において，スギノアカネトラカミキリの行動習性，スギノアカネトラカミキリの被害発生条件の課

題について研究が行われた。この課題は昭和61年に終了した杭経常研究で昭和62年から「とぴくされ等材質劣

化防止技術の開発Jにおいて，スギ及ぴヒパ林のとぴくされ発生環境解析（昭和62～平成3～6年）により研究

を続けできた。この間に再び特別研究「スギ・ヒノキ穿孔性害虫の生物的防除技術の開発J（平成元～ 4年）が

始まり，スギノアカネトラカミキリ被害発生予察技術の開発を行い，被害分布図の作成及u,被害拡散の実勝手析

について研究治議められたoこの研究では，期じ地域の約 800か所の調査治情われ，広域的な被害分布図利減

されたoまた，スギノアカネトラカミキリ成虫移動の調査法として，黄色誘引器に誘引剤としてメチルフェニル

アセテートを利用する方法治擁立された。

特掲課題では， r公害防止J（都市近郊林）において，冷温帯地域の昆虫相及び昆虫要因の評価（昭和61～平成

元年），また，「大型別枠J（生態秩序）では，食業性昆虫の個体群動態と樹冠の変動解析技術の開発（平成元～

4年），渓畔林における昆虫の生態的地位（平成5～7年）などの研究カ漣められている。さらに， r公害防止」

（野生鳥獣・平成2～6年）では，クマゲラの餌内容及び餌現存量の解明，有益鳥類群の害虫捕食特性の解明の

研究治情われた。その他の経常研究では，マツカレハに関する研究（昭和ω～平成 5年），プナアオシャチホコ
に関する研究（昭和60～平成6年），プナ・ミズナラの種子害虫に閲する研究（昭和62～平成7年），及ぴキクイ

ムシに関する研究（平成3～6年）など，多くの課題の研究が続けられている。

(3）野生鳥獣の保護と防除

鳥類関係：森林也島類の代表であるシジュウカラの巣箱架設試験を長期にわたり実施してきた滝沢試験地が都

合により廃止となり，試験地を変更した。新たな試験地2か所に巣箱を架設した結果，シジュウカラは3年目ま

では急激に増加する杭その後は頭打ち状態になることカ叩j明した。日本の森林也鳥類群集の林相別類型化と密

度・多様度の解析を行ったoまた，マツ材線虫病の｛云播者であるマツノマダラカミキリ幼虫の天敵としてのキツ

ツキ類，特にアカゲラによる捕食実態の試験を実施した結果，松枯れの徴害地での効果が特に大きいことが明ら

かとなったo しかし，松林は一般にアカゲラの生息密度が低いので，松林へのアカゲラの誘致方法を検討した。

その結朱繁殖用はカンハ宮様克太地場効であることカ哨明した。また，ねぐら用に底無型巣箱を考案し，その

試験結果は良好であったoこの巣箱は，底板カ宮ないためキツツキ以外の鳥類には利用されず，天敵に襲われた場

合でも，巣箱の上下から逃げられるという利点があるo現在，この巣箱はマツ材線虫病被害地で試験的に活用さ
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れている。また，国の天然記念物であるクマゲラの剥凶方における生息調査を行い，寸和田において繁殖を確

認した。同時に，食性についても観察し，内部湖紡したカラマツに生息しているムネアカオオアリも重要な餌

資源になっていることが判明した。

獣類関係：近年，ノウサギは著しく個体数が減少し，被害もほとんど見られなくなったoハタネズミも同様で，

小規模な被害抑制肝発生する程度である。また，ニホンカモシカによる被害も減少してきでいる。これら被害が

減少した原因は，大面積造林カ情われないこと，成長した造林木は餌に不適当なこと，樹冠の被圧による下層植

生が減少したことなどにより，餌資源及U也息地環境として不適になったことなどが挙げられる。新しい獣害と

しては，ニホンジカによる農林作脚被害が問題になってきており，特に，岩手県五葉山を中心とした市町村で著

しし司被害治勢生している。造林木被害を見ると幼齢造林木に対する枝葉の摂食害，若齢造林木に対する剥皮食害

とツノコスリ被害が著しい。防附搬としては，防除ネット，戯蹄jの塗布地帯われている。忌避剤については，

それぞれの食害発生期を特定し，有効な塗布時期を明らかにした。また，ニホンジカの保護管理のための基礎資

料を得るため，ヘリコプターによるセンサスを2年間にわたって実施したoセンサスは，目視・ピデオカメラ・

赤外線センサーによって行い，得られた成果を逐次報告している。なお，ヘリコプターセンサスでは，ニホンジ

カ以外の大型晴割績の情報も得られた。ツキノワグマによる造林木剥皮被害杭東北地方では山形県に次いで岩

手県でも発生した。被害木は造林地の上部ほど多く，成長がよい木ほど被害を受けていることなどカf明らかになっ

た。ツキノワグマの齢構成調査を有害駆除で得られた秋田県産・岩手県産の資料で行った。両県とも3才以上の

個体の捕獲平均年齢は， 7オ前後であった。天然林更新の見直しに伴い，ノネズミの林木種子摂食量を調査した。

また，林木種子を主食とするアカネズミとヒメネズミの個体数変動調査を継続している。
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関西支所

関西支所カ常す応する地域は，石川，滋賀，三重から以西，山口県までの近畿・中園地方の2府12県に及ぴ，そ

の自然的・社会経済的条件はきわめて多様である。

気候は，大きくは冬季多雪の日本海型と温暖寡雨の瀬戸内海型の気候区に大別され，一部紀伊半島南部は温暖

多雨の南海型気候区が出現する。管内には，わが国の最多雨地域と最寡雨地域地咲存しており，地抑制こは，全

体として，なだらかな丘陵地や低山地帯と沖積平野を主体とするカt標高2,700mの白山を含む両白山地のよう
な高山帯が含まれている。この地域の土壊は，豊かな森林褐色土も広く分布する一方では，過収奪されたための

受食土，未熟土地域が広く分布している。また，花尚岩山地は砂質の「マサ土Jとなり，山地崩挽土砂流出な

どの原因となっており，このような劣悪な土壊の分布は，育林や治山・治水に問題を投げかけている。

関西地域は，歴史的に非常に早くから開発の進んだ京阪神地域工業化都市化の著しい瀬戸内地域を管内に

有している。これらの地域では，貴重な自然生態系カt長期間にわたる開発によって，断片化・孤立化している。
また，都市近郊林では，最近の都市のスクロールなど無秩序な開発による森林自体の減少に加え，林業の低迷に

よる放置人工林の増加古性じ，荒廃する林地が目立つようになったo しかしながら，これらの地域では，都市住．

民の森林に対する賭要請は極めて大きくなっており，これらの多様な要繭に答える都市近郊林管理手法の確立が

急務となっている。都市近郊林育成管理技術の開発を目指して多くの研究成果をあ伊てきた杭今日の都市近郊

林などの機能に対する多様な要請に答えていくためには，その機能の解明に基づいた総合的な研究を，なお一層

強化する必要がある。一方，白山，大台ヶ原，大山，氷ノ山などには豊かな自然生態系治情濯し，貴重な文化

環境資源としての機能の発揮訪朝侍されている。これらを無秩序な開発から守り，次世代に継承するため，森林

生態ぷの構造と機能を解明し，その上に立った保全技術の確立が必要になっている。

この地域では，人工林化か古くから進められ，北山，吉野，尾鷲などの先進林業地を含む多様な林業経営効性

みだされた。しかしながら，畿陽アカマツ林帯での松くい虫被害，スギ・ヒノキ人工林での材質劣化性病虫獣害
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や気象害，あるいは機械化への対応を求められている。また，中国・北陸地区に代表される戦後遺林による並材

生産地帯では生産，流通，担い手など経営の諸側面に未解決の深刻な問題を抱えている。これらの諸要請に答え

るため，種々 の研究を実施しているカt安価な舛材輸入による国産材低迷による問題の深刻さは研究の一層の深
化と拡大，あるいは総合的・体系的な対応を必要としている。

こうした社会的要請を受爪また地域における国立試験研究機関の役割を改めて認識し，林業試験場から森林

総合研究所へと移行する際に，地域林業に関する基礎的・基盤自朔究め強化と，森林環境研究の強化を基本にし

て，研究基本計画を見宣した。さらに，平成5年度には，地域研究における総合化・体系化研究を重視する立場

から，あらたに森林資源の総合的利用と地域森林資源管理計画手法の開発を目指す課題を取り上げて，これらに

かかわる試験研究を開始した。なお，国立研究機関公害等防止研究「緑資源の総合評価による最適配置計画手法

の確立Jは，支所の総力を結集した総合研究に先鞭をつけるものとして実施され，多大な成果を上げた。

前記のような関西地域の地域住に応じて，当支所がこの1伴聞にわたって取り組んだ研究の成果を要約すると

以下の通りである。

1.風致林・都市近郊林などの機能の解明に関する分野

(1）都市近郊林の機能解明と保護・管理技術の向上

（林寛）

関西地域における都市近郊林に対する都市住民の要諦は極めて多様化しており，こうしたニーズに答えるため

に，関西支所では都市近郊林の機能を科学的に解明し，それに基づいてその機能を高度に発揮するための維持管

理技術の開発に資する研究開発を行っている。

過去10年間におけるこの分野の研究は，以下のように進められ，幾多の重要な成果をあげてきた。

関西地域の都市近郊にみられる孤立した常緑照葉樹林の構造特性については，林冠形成木，下層植生ともに極

めて多様性が低く， Fisherのα値でみると，九州の6-12に対して，関西では2～3であることカ司司らかになっ

た。こうした傾向は，人為によるものと推定された九このような孤立した常緑広葉樹林においては，昆虫相が

更新に重要な役割を果たしていることを明らかにした九また，都市近郊に広く分布するコナラ・クヌギなど落

葉広葉樹林の取り扱い方法を明らかにするため，コナラ・クヌギの萌芽整理色間伐試験を行い，断面積間伐率印%

程度までなら成長は可能だカ完成長量，形質ともに悪化することを明らかにした3-4）。風款を重視した都市近郊

林の管理のために，ヒノキ幼齢林を群状伐採し，ヤマザクラ，ヤマモミジなどを植栽する試験により，こうした

施業に伴って発生する鳥獣・昆虫害の回避技術などを含めて，針広混交林誘導技術を開発した5-9）。

都市近郊林における生産林の林相管理のために，ヒノキ単純林のスギ・ヒノキ二段林化とその形質への影響

や10・13），ヒノキ天然更新稚樹の発生消長と間伐率・相対照度，樹兄などとの関連から，天然更新成功の条件を

明らかにした14・15)0 さらに，関西地域の都市近郊林に多いアカマツーヒノキ複層林について，生態学的に明ら

かにされた下木成長の法則性を取り込んだ収穫予測モデルを開発した16・18）。

有用広葉樹であるミズメについては，氷ノ山において，結実，種子散布，芽生えの挙動，過去における更新過

程の推定などに基づいてその更新機構を解明し，ミズメ林の保続経営を可能とするための基礎的知見を得

た19・20)0

都市林・都市近郊林の環境下では，特有の病虫害が発生し，その維持に問題を投げかけている。関西地域では

各地のサクラ植栽地における蔚患が問題となっている。これらの原因を調査した結果，寝息の原因は，てんく・巣
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病，材質腐朽病，ならたけ病などの病害，及び光環境の悪化などであることが明らかになった21）。嵐山国有林

で大発生したケヤキの害虫，ヤノナミガタチピタマムシについては，その個体群動態と生活環を解明し，その動

態かちすれば無処置でも数年で終息することを明らかにした22)0 

(2）竹林の生態と管理技術の向上

当関西地域では，竹林カ都市近郊林に拡大しつつある。これを適切に管理することは，利用・環境保全・風致

上重要な課題である。そこで，竹林の生産力を左右する土壌条件を明らかにし23剖｝’また竹林生態系における

物質生産，炭素循環などを全面的に解明した。竹林の群落純生産量は低い杭地下部の維持に光合成産物のかな

りの部分を消費しており，このことがモウソウチクにみられるように，他の群落を侵略する上で，きわめて有利

に作用していることを明らかにした。さらに，これらの結果の上に立って，各種のタケ・ササ類の群落レベルで

の物質生産モデル・物質循環モデルを開発し，これによって竹林管理のシミュレーションが可能となったお・刻。

また，竹林・竹材害虫モウソウタマコパチやタケトラカミキリの生態と防除に関する知見を得た36鳴｝。

(3）都市近郊林の水土保全機能の解明と管理技術の向上

都市近郊林は，特に寡雨地域においては水源として重要であり，その水保全機能の維持・向上を図るため，水

保全機能の評価手法の開発を行ってきた。

竜の口山量水試験地において，林況の長期変化地味流出特性，水循環に及ぽす影響を明らかにし，さらに少雨

地帯における土壌水分不足が蒸発散に及ぽす影響も明らかにした39・41)。一方，この地域の広葉樹都市近郊林の

水保全機能鮪面を行うため，個別水文現象の解析に基づく水収支実態から広葉樹林の水収支特性を明らかにし，

これに水流出モデルを組み込むことによって，未開発であった広葉樹林の水保全機能を評価するモデルを新たに

開発した42・“｝。また，こうしたモデルの精度を向上させる目的で，林内の地面蒸発散量推定モデルの開発を行っ

た。本モデルは，鉱物質土嬢からの蒸発散を推定する従来モデルとは異なり，落葉層の堆積する林床面からの蒸

発に適用できるモデルであり，高い精度を与えるものであった45・46）。また寡爾地帯の森林の保水容量を，土壊

構造，土嬢の水ポテンシャルから明らかにし，流域の保水量の地図情報化を行ったoこの研究の過程において，

土壌中の水移動を測定する装置の開発を行った47）。

都市近郊林の土保全機能に関しては，緑化工施工30年後の斜面安定化効果を定量的に把握した。施工地は，土

壌の物理性・化学性ともに改善が認められた48）。林地の侵食に対するAo層を樹種ごとにみると，ヒノキ林は広

葉樹林の約10倍に及んだ。広葉樹混交の効果は，リターそのものの流亡防止，雨滴衝撃緩和などの作用を有する

ことが明らかになった49剖）。

関西地域の都市近郊枠では，山火事カ移発し，災害の直接的な影響のみならず，土保全上重要な問題となって

いる。山火事による植生の撹乱とその回復過程について調査を行った。アカマツ林は火災後，ベニバナポロギク

主体の植生，アカメガシワーハギ優先植生を経てアカマツ林に戻る。植生回復ステージ聞の関係をマルコフ過程

として記述し，山火事後の植生推移の時間を推定するモデルを構築した51・53）。山火事額発地帯では，防火林の

設定とその管理カ泌要になっている。防火林・防火帯樹種を選択するため，耐火性の比較を行った結果では，ヤ

マモモ，メラノキシロシアカシアが最も推奨されることが明らかになったo林床可燃物は各種マツ林分が最多で，

少ない林分は，フサアカシヤ，ヤマモモ，ウパメガシなどであったoまた，ヒノキ造林地は植栽5年後までが危．

険であることが判明した。焼け止まり線は，ソヨゴ，クロパイ，ヒサカキ，アラカシ，オオパヤシャプシ，アカ

シア類カ唱挽する箇所であった臼・55）。
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(4）風致林の機能評価と管理手法の高度化

風致林の風致機能を評価することは，風致林の配置，育成・管理技術の開発のために不可欠である。特に風款

に対しては，住民や訪問者の意識治重要な要因となってくる。こうした社会的需要や，人々の選好性，あるいは

被視ポテンシャルをとりこんで，京都市をとりまく風致林の風致機能を客観的に計量評価する手法を開発し

たお・帥｝。また，社会需要調査に基づいた嵐山の景観管理案を3種類作成し，この案に対する意識調査を行った

結果を，嵐山固有林管理の方向性として提示した61)。この嵐山の風致林の林分構造を， 3次元樹冠形状モデリ

ングによって剖都機に取り込み，太陽高度を考慮した成長モデルを組み込むことによって，将来の変化を予測す

るシミュレーション手法を開発した62・“｝。

2.林業の活性化に関する研究分野

(1）保続的林業生産技術の確立

（小谷圭司）

関西地域では，吉野，北山，尾鷲などの有名林業地で，商品価値に着目しての銘柄材の生産など封r術水準の高
い先進的な林業料Tわれてきた。一方，戦後造林地では拡大造林による並材生産が行われている。また，低位生

産地帯のマツ枯れ跡地の多くで，ヒノキの新植がみられるなど，多様な林業が行われている。しかし，木材価格

の低迷と造林費用や管理費用の上昇治犠いている。そのため，多くの経営主体と，その経営基盤の圧迫を余儀な

くされているoそうした中，森林の持つ諸機能に期待する社会的機運を受けて，長伐期施業，複層林施業など多

様な森林っくりをめざす研究カ嘘められた。

管内各地の収穫試験地の測定データを基に，材の成長解析地強められた。その中で，間伐の直径成長に及ぽす

影響利樹さ九白見スギ収穂林の間伐では，ワイプル分布による分布型カ征規分布に移行した杭滝谷スギ人

工和民穫試験地の上層間伐には，その傾向はみられなかった附，など治報告された。また，間伐したあと，一

定の期間は直径成長がおさえられることが明らかになった。これは，間伐による立木密度の減少によって起こる

樹冠成長のために，直径成長が抑制されるためと推察された66）。高齢なスギの樹高成長の近似関数を検討した

ところ，ミッチャーリッヒ式が最適であった67）。芭径成長の羽信変化を調査したところ，その年の4～6月の

成長量が年間成長量の過半を占めること，また，当年の成長量は，前年の8月の平均気温との聞に負の相関関係

にあることを明らかにした則。畿陽アカマツ林帯といわれる管内の多くの森林土嬢は生産性地司正く，そこでは

マツは重要な森林資源である。ところカ究松くい虫被害は，この10～20年で瀬戸内側から内陸あるいは日本海側

まで拡大し，防除に力を入れた→5のマツ林を除き，ほとんどの地域拘0%以よの被害率に遺している。被害跡

地に造林したヒノキ林で成長のよいのは， Bo型土壌，地位指数日以上の谷筋を含む斜面下部，あるいはB0(d)

～Be土壌や地位指数 11～15の範囲に限られた6針。ヒノキの天然更新の可能性は林床型〉土壊型〉標高の順に

スコアの高い順であった70）。ヒノキ幼齢木への低位生産地帯の施肥後9年目での施肥効果をみると，対照区に

比べ 1-2年分の成長に相当する成長増加がみられる71），などカ需給された。19卯年9月に紀伊半島に上陸し，

三重県の造林地などに多大な被害を与えた大型台風9号，及ぴ九州中・北部，中園地方に未曽有の被害をもたら

した， 1991年9月の19号台風，の森林被害調査結果綿給された72・74）。

(2）多様な森林造成のための生物管理技術の高度化

戦後造林地の多くで，スギ・ヒノキ材質劣化性病虫猷害による被害治顎割ヒしてきでいる拭管内での材質劣

化性虫害としては，スギカミキリの被害が文きい。スギ幼齢林におけるスギカミキリの発生消長を数学モデルで
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表し，スギカミキリ成虫個体数の典型的な変動パターンを再現した。このモデルを用いて防除効果の推定を行っ

たところ，個体群密度の増加期では効果は得られない杭侵入創O年目（減少期）に1回だけの卯%防除を行う

ことで，高い防除効果カ毎朝待できることを明らかにした75）。材質劣化性病害としては，当地域ではヒノキ漏脂

病の被害発生カミ多い。その被害の発生には，積雪と餓畠条件が関与している場合カ移い杭その他に，枝打ち痕

やスギカミキリの加害の関与カ考えられる場合も多かった76）。この他に，スギ・ヒノキ暗色枝枯病やスギ島心

材及ぴボタン材被害の発生地報告された。しかし，それらの発病機構の解明は，今後の問題として残された。材

質劣化性獣害としては，ノウサギ，ニホンジカ，ツキノワグマなどによる被害が報告された。ノウサ苧では，ヒ

ノキ苗木の主軸や側枝に切断型，あるいは根元に剥皮型の被害を生じ，そのための樹形の変形や材質劣化がみら

れ問。ニホンジカでは，従来からいわれている雄成獣による角とぎの他，滋賀県下では，雌雄の樹皮食による

スギ・ヒノキ成木の剥皮害がみられた78）。ツキノワグマによるスギ・ヒノキ造林木の剥皮誓（クマハギ）カ稲

井県下などでみられた79）。シカ，クマ，ノウサギによる剥皮害の発生時期はいずれも5-7月であること，剥

皮がスギ・ヒノキ造林木に致命的な腐朽被害を与えること，など獣害に共通するところがみられた。マツ枯れ跡

のヒノキの新植地では，ヒノキ樹脂胴枯病によるヒノキ若齢木の被害が増加した。本病は，樹齢の低いほどかか

りやすい特長があることから，本病を防ぐのには植栽直後の感染を避けることが重要と考えられた則。この病

気では，病斑数と折損・枯死との聞に高い相関性がみられ、北井嘆ー7号では病斑数が少なく，幹や枝の折損・枯

死はみられなかった81）。ヒノキ造林地でのノウサギによる剥皮害以外の被害回避策として，林床植生をなるべ

く残す方法制治考えられた。マツノザイセンチュウによるマツの発病機構に関しては，マツノザイセンチュウ

の侵入により引き起こされるマツ樹体の異常生理について取り組み，マツノザイセンチュウの侵入により発生す

る通水盟害関｝は，材内に拡散したテルペン類が木部水分を排除するためと推察された則。枯損動態に関しては，

雌雄 5頭のマツノザイセンチュウをマツ苗木に接種することで，枯損治鳴生することを明らかにした則。マツ

ノマダラカミキリの天敵に関しては，マツノマダラカミキリ幼虫に対するオオコクヌストの高い捕食能を明らか

にし，キイロコキクイムシ，コクヌストモドキ及ぴクリシギゾウムシ幼虫を用いる飼育法を確立した邸｝。マツ

ノマダラカミキリ幼虫は，他のマツ類穿孔性昆虫のそれに比べて，天敵による密度低下地f/yないことを明らかに

した87）。その他の病虫獣害としては，暗色枝枯病の突発的な発生によるスギの集団枯損がみられた治tこの病

気の発生には夏季の高温・少雨との関係均等えられた回｝。集団枯損したナラ類枯死木を精査したところ， 1;教

のカシノナガキクイムシの樹幹への穿入と，それに続いてのマスアタックがみられるなど，ナラ類の集団枯損へ

の本種の関与制カ号R唆された。それとともに，枯損に関する病原菌類関与の可能性も考えられた叩・92）。大型有

害動物の駆除時の捕獲データなどを活用し，野生動物管理に役立てるシステムを確立した93）。ハタネズミとヤ

チネズミは交尾誘発割問Hタイプであるため，一度増加傾向になると急激に増え，高密度状態が長く維持されるこ

とが分かった倒｝。また，腎臓の髄質部分の大きさから，水分保持力の優劣を比較すると，スミス〉ヤチ〉ハタ

の頗になり，スミスネズミが最も水分欠乏に強いことiJ切吋＝った9針。ニホンジカの捕獲情報システムによると，

調査メッシュの約切%で捕獲場所の重複カ宮認められた制。

(3）地域林業の活性化のための経営組織の強化

林業経営の主体を育成・強化すること杭林業の持棚9生産体制を確立する上で不可欠である。そこで，各地

の林業経営主体の経営分析カ苛予われた。徳島県木頭川林業地域においては，林家総所得に占める林業所得の割合

加0%程度にまで減少してきでおり，経営意欲ヵー低下しているとともに，林業労働珂跡組合に大きく依存して

きている実状を明らかにした97）。日本林業は，現在の規撲の4倍以上め生産余力がありながら国際競争力が弱く，
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外材による市場支配を余儀なくされている。しかも，短期間で国産材に競争力がつくとは考えられないことから，

森林資源の木材生産以外への有効利用についても，開発していく必要があるとの指摘がなされた則。こうした中，

西日本の後発林業地帯では，シイタケなどの特用作目の撮興や，各種の地域産業の掘り起こしに活路を見出そう

としている伺｝。京都府亀岡市などの竹材生産業者の伐出方法・時期・間隔年数には，地域的差異がみられる。

この差異は，竹材の用途・販売先・価格などの要因によることを明らかにした100)0福井県下の足羽川流域にお

ける林業振興対策とLては，育林型主体から材の利用を主体に考える林勘江型の森林組合事業へ転換すべきこ

とを示唆した101）。また，木造住宅着工戸数などから，国産材の価格の変動を予測するモデルを開発した102)0

DI Y材の市場規模は600億円程度であるが｝そこではE0 Sの導入などの先進的流通システムがとられている

ことを明らかにした103)0 岡山県下の製材工場では，自動製材機械の導入などにより国産並材の製材規摸の大型

化カ弛み，製品のプレカット工場への供給で，国産材の大量生産・大量流通体制の構築拭現実のものとなって

いることを示した胤｝。

ところで，林業経営組織での電算システムの導入は，今後の経営合理化，生産の計画化にとって不可避なもの

になってきている。そこで，森林組合などへの林業給営システムの導入についての研究カ苛子われた。最小支払賃

金で期間内に作業をこなすことを目的として，数理計画手法による森林組針下業班の就労配分のシステム化モデ

ルを作成した。これにより，従来の謝予錯誤的労務配剣燥を電算化することかできた1刷。多段階線形計画法

によって最適伐期が明らかになり，育林綾営に関する有用な情報の提供を可能とした1師｝。経営の安定を命題と

すると，伐期齢の選択をその時の材価で行うよりも，材積収穫量が安定する方向で行う方が普遍性を持つ。収穫

期待材積量は，大きくとるほど分散カ吹きくなり，安定した収穫カ朔待できなくなるとの計算結果を得た107)0 

100年生ヒノキを売り払った時の収入額から，育林・収穫にかかった全経費を現在の価格に換算し直して，内部

収益率を求めたところ， 4.41%とかなり有利との結果地鳴られた1倒）。森林の持つ各種機能の最大発揮に最適な

資源利用方法を，数理計画手法を用いて数学モデル化し，国有林における新しい経営規定に適用するための森林

計画作成システムを完成した109)0 

（松浦邦昭）

3.森林槙能の総合化手法と地域森林資源管理手法に関する研究分野

関西における地域住民の森林に対する要請は，きわめて多樹ヒしており，生産，環境，文化など森林資源のも

つ機能を総合的に発揮していくことが求められている。そのため，森林機能の総創包を図る手法の開発と，それ

に基づく資源管理手法の開発が急務となっている。都市林・都市近郊林などの機能の解明と，多様な保続的林業

経営・施業技術の体系化の上に立って，総針ヒを進めていく必要がある。

本分野に関しては，平成3年度から3年間にわたって「緑資源の総合開面による最適配置計画手法の開発Jと

いう課題を支所をあげて取り組み，大きい成果を上げてこの新しい分野に先鞭をつけた。本課題の成果は，別項

に詳細に記載したのでそれを参照されたい。

（小谷圭司）
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四国支所

四国の総面積は1邸万haで，そのうち74%に相当する140万ha湖跡であり，林業は四国における重要な産業

の一つになっている。

四園地域の山岳部は，極めて急峻な地形と脆弱な地質構造からなり，梅雨前線による集中豪雨や台風による暴

風雨に見舞われる頻度カf高い。その結果，土壊流失による林地の地力低下とともに，侵食・崩壊・地すべりによ

る山地災害の頻発が危倶され，林野庁が実施する全国26か所の民有林直轄治山事業区域のうち，四園地域に6地

区が集中している。従って，地力維持に有効な森林施業法の確立と，森林の機能評価に関する実用的な研究が強

く要請されている。

また，四園地域の森林は，おおむね温暖多雨地帯に属し，林地の生産力が高いので，スギ・ヒノキを中心とす

る拡大造林が盛んで，人工林率は61%に逮し，全国平均の41%を大きく上回っている。従って，産地問競争力を

付与する経営技術の確立や，穿孔性害虫をはじめとする森林の病虫獣害防除技術の開発が求められている。

一方，林業における r流域管理システム」がスタートして3年を経過し，四国地域では三つの特徴的な広域流

域ごとに，その実現に向けた取り組みが開始されている。しかしながら，これら三つの広域流域に共通の自然条

件は，『急峻な地形と脆弱な地質構造からなる高度に人工林化の進んだ地域』として位置づけられるので，この

ことを念頭に置いて，四国支所における今後の研究の推進方向と目標を検討する必要がある。

以上のような四園地域の特性を背景に，最近10年間，当支所では，豪雨急傾斜地域における森林施業技術の体

系化を図るため，「環境保全的森林施業技術の向上」及ぴ「高度に人工林化した地域における林業経営技術の向上J

の2大課題を設定し，「森林施業と土壌保全効果との関係解明J，「スギ・ヒノキ等による複層林施業技術の開発'J,
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「高生産力林地におけるスギ・ヒノキ林の施業技術の改善」，「温腰多雨地帯における病虫害防除技術の開発J,r多

様な施業形態に対応した林業経営技術の改善J，「有用広葉樹林の施業技術の開発」等に関する試験・研究を実施

してきた。当支所がこの10年間に取り組んだ試験・研究の成呆を要約すると以下のようである。

（陶山正憲）

1.林地保全分野

皆伐施業の繰り返しによる地力（生産力）の総量は経験的にみとめられている。また，ヒノキ造林地では皆伐

直後の地力総邑だけでなく，成林過程においても地力総屋地雷生じる可能性の大きいことが明らかになってきた。

ヒノキ林をはじめとした造林地での地力総邑は表層土壌の流失に起因することが大きいと考えられる。そこで，

林地土壌の移動実態を解明するため，林地のAo層の堆積量，落葉の移動及び地表侵食に関する調査を各種の林

分で行ったo

そして，土砂移動を計る方法として r土砂受け箱」を考案した1）。土砂受け箱とは受け口治坤125cm，高さ15cm,

奥行き20cmの木枠で，移動物質を捕捉し水は抜けるよう背面には目の細かいサランネットを張り付け，また箱

を地表面に接地させたとき，移動物質均等自の底面に潜り込まないよう受け口の下辺には平らなプリキまたはステ

ンレス板を取付けたものである。

ヒノキ単純林で調査した結朱ヒノキの落葉は地表面では極めて不安定で，その移動は下層植生の有無や，降

雨強度が影響していることが明らかになった2)0すなわち林床の下層植生を除去した試験区の年間移動量は下

層植生をそのままにした試験区に比べて，全リターで1.6～2.4-倍，ヒノキ落葉で1.9～2.8倍，土砂では2.8-3.6

倍であったoヒノキ落葉，土砂の移動量は，降水指数（降水量×ω分最大降水量）との聞に高い相関関係がみと
められた。移動したヒノキ落葉のサイズとC/Nをみると， 2mm以下に細かく砕かれた鱗片葉の割合は秋の落

禁期に最小で，春から夏にかけて次第に増大し， 8-9月にかけて最大になり，落葉期にむかつて減少したoま

た， C/Nは落葉期に最大で，翌春から夏にかけて低下した。また，移動した細土のC, N含有率を表層土のそ

れと比較すると，下層植生を除去した試験区では移動細土のC, Nともに明らかに高く，比較的肥沃な土壌が移

動していることがうかがわれた2)0

また，ヒノキ林林床の定期的な写真撮影から，ヒノキ落葉の組片イじ表層土への混入という材味の棟地化のメ

カニズムが明らかになった3-4）。

ところで，四園地域の森林・林業の特徴の一つに複層林施業があげられる。複層林施業地では下層植生が繁茂

し，林地の表面が露出する割合治体さし地表面が雨滴侵食から保護されているため，土壌保全効呆カ吹きいど

みられている。しかしながら，複層林施業の持つ土壌保全効果に関する実翻句な調査研究は非常に少ない。そこ

で，複層林他蝶に伴う表層土壌の変化を研究した結果を紹介する。これは，土壌（現林地保全）研究室治宝昭和

59-62年に参画した総倒旬開発研究「農林水産業の持つ国土資源と環境の保全機能及ぴその維持増進に関する総

合冊究J とその後の研究成果である。

ヒノキ一斉林を間伐した後，地ごしらえの仕方をかえた試験区を設定して，表層土壌の移動を6年間にわたっ

て調査した。地ごしらえは，残存枝条をIm程度に切断して地表に均等に散布する（散乱区），枝条をSm間隔

で棚積みする（棚積区），枝条をすべて除去する（除去区）という 3種類の処理を行った。その結果，散乱区や

棚積区では除去区や間伐も行わず何もしなかった試験区に比ぺて土砂移動カ場ド常に少なく，枝条散布や榔積みと

いった地表処理が土砂移動を抑制する効果があることが実証された5・7）。
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以よのように，表土の状態は，森林管理の仕放附によって大きく変わることが明らかになり，森林管理の重

要性はますます増大しているといえよう。しかし，一方では山村の過疎化，高齢化に伴い森林の管理水準の低下

地嚇念されている。そこで，今後は森林がもっているとされている水質保全といった環境保全機能に森林土壌が

呆たしている役割について研究を強化していく予定である。

（森貞和仁）

2.複層林等森林管理技術分野

加年代半ばカ＝らの環境保全的な森林管理拡術に関する研究は，人工林を扱ったものと，天然林を扱ったものと

に大別される。まず人工林関連では，大きく分けて，複層林施業と，枝打ちに関する研究が実施されてきた。

複層林施業は，環境保全面からのみならず，経営面でも保続性の向上などの長所地q玄く認識されてきた。研究

面では，長期的な資料こそまだ蓄積中であるカtこの10年間ほどは複層林施業にとって基本的に重要な，林内光
環境の把握・解析料爆をみせたへまた下木の酎陰性についての研究では，合酎喧5系統・クローンのスギ稚樹

の林内植栽によって，それぞれの生存率，被陰下での形状比など，耐陰性に関する因子が明らかにされ9），植栽

木選定のめやすが与えられた10）。耐陰性については，機能面からの解析を進めるために，下木の水分生理の実

態と能力についての試験カ1林分及び実験室レベルで行われている。林内の雑草木についての研究8-9）では，生

産構造の解析により，陽性のカラスザンショウ，アカメガシワ，ヌルデなどの，下木と鶴合する樹種地抽出され

た。また，雑草木との関係では，下木の将来の品質に直結する曲がりの実態と原因についての解析治情われた11）。

また，これまで情報地鳴られなかった土木伐採後の下木の取扱いに関しての研究ωなど，長期的な視点にたっ

た研究が始められている。人工林に関してはこれら以外にも，間伐方式の違いカ淋分の発遣に及ぽす効果を解明

するため，年輪解析や林分構造の解析が行われている則。

樹 Tちに関しては，若齢段階のスギ，ヒノキ林で，業量減剣fもたらす個体の成長減杭立地条件や植栽密度

差により異なる実態地味された。理論的には枝・葉の垂直分布など生産構造の違い杭同強度の樹了ちでも葉量

減少率に差をもたらした結朱成長減の程度に差を生じさせることカ塀明された。その成長減からの回復は，業

量の増加によりおよそ2年後にはかなり明瞭になるなと枝打ち後の成長経過の実態が明らかにされている14）。

材質に関しては，枝打ちはスギ，ヒノキの穿孔害虫ヒノキカワモグリガによる食害を促進しないことが判明し

た15）ボ；形状比が高まることで冠雪害を起こしやすいなどの危険性も示唆された。材の変色防止や，無節性を

高めるための指針，適正な枝打ち強度と頻度など，枝打ち実施にあたっては，立地条件，林齢，密度などにより

左右される個体成長に応じて決定すべきことが明らかになった。

天然林を扱った研究では，ヒノキなど突然林伐採後の更新問題や，広葉樹林施業に伴う更新問題解決のための

技術開発に対して要請が高い。しかし長期的観測例カf1,＇なく，なかでも林分の成立過程や，株分構造の時系列的

変化に関する資料が乏しい。天然更新技術確立には，種子生産から稚樹の消長，林木の成長など，林分発達の様々

な段階での動態を把握すること抗警務である。 1980年代には，白髪山ヒノキ天然更新試験地における稚樹の成立

過程地噺究された16）。スズタケ林床で，更新が困難なヒノキ林において，刈り払ったスズタケを放置した区，

除去区，除去と地表かき起こし，の3地表処理区間で，稚樹の発生消長を観察，比較した。種子豊作年の翌年は

発生稚樹数は多く，発芽率も高かったが，凶作年の翌年は発芽率も低かったo処理問での稚樹の生存は，地かき

区が最高で，ついで除去区，放置区の頗となったoまた刈り払い後3年目の地かき区の発生稚樹の多さから，刈

り払い地かきの効果が少なくとも3年間は継続すること治勢かったo
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広葉樹の天然更新に関しては，ミズメの種子生産の年変動カ観測され，豊凶予測にとっての重要な情報地鳴ら

れている17）。また林分の齢構造からは，ミズメ林分が一斉的な更新の結呆成立したことが明らかとなったo

暖地の常緑広葉樹林の典型であるスダジイ林では，葉群の空間的構造治噺究された18・19）。シュートの伸長，

開業，落葉の葉群動態と，葉群内での光環境などクラスターの実態利躍された。また葉の光合成・呼吸能など

機能面が併せて解明され，ワイプル分布によりモデル化されたスダジイ林の葉面積密度垂直分布を用いることに

よって，林分の枯れ上がりなどの現象についての解析が著しく進んだ。

平成5,6年の「四万十川流域の森林資源管理に関する基礎自繍究Jでは，源流域のヒノキ，ツガを交えた天

然生針広混交林から渓流への，土砂流出実態科躍され，林分構造との関係が明らかになりつつある。また，今

後の経常研究として，土砂流出に閑し多様な流域内の立地と，林分の構造，動態との関係の長期観測体制治唾え

られた。

（田淵隆一）

3.林分の構造解析と林業経営銭衡の改普

四園地域においては，スギ，ヒノキの人工林イヒカ犠んでおり，中山間地域の基幹産業として，林業の果たす役

割は大きい。また，戦後造林された森林が成熟期を迎えつつあるなか過疎化が進行し，後継者不足という問題を

四国においても抱えている。一方，経営対象としての森林だけでなく，近年は緑と水の源泉として，多様な森林

資源の整備を目的とした，適正な森林管理枝術の確立に向けて，森林計画技術の研究カ寝求されている。このよ

うな四園地域を対象として，人工林・天然林に関する成長量をはじめとする基礎データの収集，分析から最近の

ニーズに沿った応用研究を実施している。

人工林の構造解析と施業法の解明については，森林総合研究所の本支所経営関係研究室で共同研究的に取り組

んでいる。特に地域別の森林成長データの集積については，国有林内に収穫試験地を設定し，全国的に固定試験

地における長期の継続調査を実施している。四国支所独自の試験地としては，高知営林局と共同で施業標準地を

設定し， 20年間の継続調査を目標に， 10年来の調査を実施している20・21）。現在中間報告を取りまとめつつあるカt
成長資料のデータベース化についてはすでに報告している22)0 データベース化によって，樹種．林齢，営林署，

森林計画区，旧施業計画区等をキー情報として検索カ等易になった。

また，地域別，森林計画区別に樹包経営目標，間伐方法等を考慮し：ながら，林分密度管理図の利用や成長モ

デルの構築，直径分布の変化の解析等に取り組んでいる。スギ，ヒノキの四園地方国有林林分密度管理図を用い

て，材積推定を行う場合の補正法について検討し，平均誤差率を12%から4%まで減少させたお）。また，施業標

準地資料を用いて，直径・樹高分布がほとんどの齢級において， 2次元正規分布ではなく推移していること，間

伐木の分布がスギでは全層的に，ヒノキでは下層に分布していることを認めた24)0 四園地域の12の森林計画区

については，試験地の平均樹高の成長からおおよそ3グループに分類可能なことを示した。

広葉樹施業については，コナラ，クヌギ，タイワンフウなどを対象に，材積先細りま収穫表の調製と合理

的施業法の解明を目的として取り組んだ。特に高知県を対象に，コナラ，クヌギの立木材積表について検討した。

クヌギについては，徳島県池田地方クヌギ立木材積表が適用可能と判断されたカtコナラについては高知県独自
なものを調製した。シイタケ原木の枯死木発生については，最多密度曲線についての研究を進めている。また，

森林バイオマス資源について，佐川町のシイ林分を対象に分布図を作成し，利用可能量を推定したZ針。

スギ天然林における択伐作業法については，スギ，ヒノキ，モミ，ツカ：広葉樹からなる天然生林に対して，
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択伐を実施し，天然下種更新を図るとともに，その林分構造の時系列的変化の分析と択伐更新作業に伴う事業量

の評価を行った。魚梁頭営林署管内のスギ択伐天然更新試験地での調査の結果，天然更新作業終了までね店、要な

下刈り作業はおおむね9年，また，後継樹の成長には相対照度10%以上が必要であるとの知見を得た。収益性に

ついては抑年伐期で利回り1.93%と推定し，人工林の4伴生並材スギ称での2.2%と大きな差異はない試算結果

となったo更新作業の事業投入置では，天然更新を100とすると，人工林スギで76，ヒノキで・86となり，改めて

天然更新の作業量の多さ地帯認できた26）。

近年，従来の一斉皆伐，一斉造林という人工林経営から，間伐方法の多樹じ複層林施業なと多様な森林の

造成を推進する動き治拡がっている。また材価低迷と伐出コストの上昇から，間伐作業の遅れや大径材生産を指

向した施業の長伐期化地嘘行している。間伐の採算を事前判定するシステムについて，一定額の間伐収益の確保

を考慮させたり，エキスパートシステムを用いて判断させる方法を検討した初。また，複層林施業については，

ス宅ヒノキ下木の成長モデルを作成し，対照区のモデルに対し，直色樹高とも100年生時に10～却%減の成

長になるとの予測結果を得た刻。また，主伐事例における収益性の検討では，スギで70年生以上，ヒノキで65

年生以上の場合に3-4%の比較的高い収益をあげている事例治報！明した却｝。今後は長伐期施業や複層林施業に

対応した収穫予測手法の開発，森林資源の評価手法の槻す，川上から川下まで一体となった林産物流通システム

の解明を進めたい。

（松村直人）

4.病虫獣害防除技術分野

四園地方の森林病虫獣害の研究では，スギ・ヒノキ人工林の病虫害の防除技術，特に穿孔性害虫による材質劣

化被害の軽減に関する研究が重要な位置を占めている杭マツ材線虫病によるマツ枯損も依然として大きな問題

であるoこれらに加えて近年，クヌギ，シキミ，サカキ等の特用広葉樹の病虫害が量動目しており，この分野の研

究も重要になっている。一方では野生動物による造林木や林産物の被害も多く発生している。このような状況の

もとでj過去1伴聞に以下のような研究を実施した。

病害に関しては，ヒノキ漏脂病とヒノキ樹脂胴枯病の研究を主として行い30），併せて四園地方の主要な林木

病害のリストを作成した31）。指定研究「ヒノキ漏脂性病害の漏脂原因の解明及び被害地の環境解析」を分担し，

被害木の樹脂流出原因の調査を行った結果，寸日の被害木の傷害部からCゆtospo,坤，sis及ぴCistella属菌が分離

された。除伐時の傷やヒノキカワモグリガの加害痕からの異常樹脂流出と推定された被害も存在した。ヒノキ樹

胞胴枯病の研究では，被害林の実態調査を行うとともに，，ヒノキのクローン聞の感受性の違いを検討した32）。

また，四園地方の被害地から採集された樹脂胴枯病菌を検討した結朱四園地方の樹脂胴枯病菌はいずれも

Seirid似m側 icomeであること治曜認された羽｝。ヒノキ首を使った人工接種試験では， S.unicomeを接種した場

合にのみ被害治情硯され病原性地帯認された。

虫害に関しては，キパチ類をはじめとするスギ・ヒノキ穿孔性害虫，マツノマダラカミキリの生物的防除，食

葉性害虫，特用広葉樹の害虫に関する研究を主として行った。近年，四園地方で顕在化しているキパチ類による

スギ・ヒノキ材質劣化被害は，ニホンキパチによることが明らかになったoニホンキパチの羽化脱出は6月上旬

から10月上旬にわたり，ピークは6月下旬であったo雌は材の中に1固に平均2～3個産卵し，幼虫は10回前後

の脱皮を行って踊，成虫となり 1世代を完了する。伐倒木・衰弱木では1年で1世代地境了すると考えられた制。

ニホンキパチの生息密度の上昇は，除・間伐木の林内放置が大きな原因と考えられた。キパチ類の天敵寄生蜂と
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してオオホシオナガヒメパチ等がみとめられた。くん煙剤によるニホンキパチ成虫の殺虫試験では，短時間の被

煙で効果があったお）。誘引剤（ホドロン）を使用したキパチの誘殺試験では効呆がみとめられ， トラップを地

上2m付近に設置した時に最も誘殺数カ移く 36）’成虫の体サイズに地域差は認められなかった37)0 

特別研究「スギ・ヒノキ穿孔性害虫の生物的防除技術の開発Jでは，ヒノキカワモグリガ被害発生林分の解析

を行ったo南国市のスギ林でライトトラップを使って成虫の発生消長を調査した結果，発生期間は6月上旬～7月

中旬であったお）。被害実態関査の結朱ヒノキカワモグリガの被害率は高知県ではスギよりもヒノキカ鳴いこ

とが明らかになったo

松くい虫関係では，ポーベリア菌の胞子等の浮遊液をマツ枯損丸太に散布し，マツノマダラカミキリの死亡率

を調査した結朱効果が認められたお｝。特定研究「生物的防除手法を導入した松くい虫被害の激化防止新技術

の確立Jでは，薬剤を空中散布した林分としない林分における松の枯損動態を比較検討した。その結果，散布区

ではおおむね被害率カ祇かったが，地域により結果に違いがみられた。

食葉性害虫の研究では，マツカレハ成虫の誘蛾灯による発生消長調査，マイマイガの2亜種聞の交雑試執マ

イマイガの幼虫放飼による天敵調査を行った。マツカレハは5～10月に成虫が発生し， 4年毎に増減がみられる

ことが再確認された。高知産マイマイガは，幼虫期の体長，鍋重，成虫の大きさとも沖ノ島産よりも大きく，雑

種はその中間であった40・41）。寄生性天敵としてはプランコヤドリパエ等地t捕食性天敵としてはアシナガバチ

類や小鳥類カ重要であることが明らかになった。緑化樹害虫としてイボタノキ，ネズミモチなどに寄生するクロ

ポシトピハムシの成虫の生活史と樹上での行動習性，ヘリグロテントウノミハムシの発生経過を明らかにした。

特用広葉樹の害虫としては，シキミに穿入加害するクスアナアキゾウムシとタラノキに寄生するトウガネツヤ

ハムシの生態を調査した。クスアナアキゾウムシは高知の山間部では2年1世代の生活史を持つことカ鴨認され，

さらに指定研究「四園地方のシキミ栽培地におけるクスアナアキゾウムシの生態の解明と被害回避技術の確立」

の中で研究を継続している。

獣害に関しては，特に四国山地東部のスギ・ヒノキ造林地に野生動物の食害カ移発し問題となっている。被害

は植栽4年後頃までの幼齢造林地に多く，シカ・カモシカの他初期の主軸切断にはノウサギの被害が目立つ

た42）。シカの胃内容物からみた食物組成では，グラミノイド（イネ科植物）やヒサカキ等の広葉樹が大半を占

めていた杭スギの含有率，出現頻度も比較的高かった。被害回避試験では，忌持捌は効果が認められた杭さ

らに施用方法，施用時期の検討が必要である。漁網や遮光ネットによる防護栂には設置後1年間は破損・侵入が

全く露められなかったカt耐久性の高い素材の選択とコストの削減が問題として残された。
（阿部恭久）
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関西支論， 2,205-208 (1993) 

九州支所

暖温帯・亜熱帯性気候に属する九州地域の自然を特徴づける常緑広葉樹天然林は，伐採等によって資源として

の賦存量は減少し，残された資源の保全と適切な利用のための技術開発が強く求められている。一方，人工林率

55%に及ぶスギ・ヒノキを中心とした人工林については，木材生産に対するニーズの多樹じによって従来からの

一斉林の短伐期による並材生産だけでなく，環境保全に配慮した多様な森林の育成と良質材生産への要請が強く

なっているoまた，林業経営の低迷地帯却化するなかで山村の掻興策は本地域にとっても重要な問題であり，平

成3年には地域林業の活性化を目指して流域管理システムが導入され，流域を単位とした森林管理と林業能営の

技術開発カ重要な課題となっている。さらに台風や豪雨等による自然災害の多い本地域では，森林の持つ環境保

全機能の発栂による森林流域の保全に対する期待は大きく，また，森林の取り扱いや酸性雨縛帥性樹、に与え

る影響についても社会的関心の大きな問題となっている。

こうした背景をふまえて九州支所では，森林の管理技術と利用技術の向上を目指した研究を進めてきた。最近

10年間に実施した研究を，⑪姉の基礎となる森林生態系の特性に関する研究，②森林生物の制御と利用に関す

る研究，＠濡林流域の保全管理と経営管理に関する研究として整理した。①の研究では，主要樹種の生理生態的

特性，更新特性，立地環境特性の解明を進めた。特に，常緑広葉樹林については九州地域では初めての大面積の

長期固定試験地を平成元年に設定して，生態系の仕組みと動態について森林群落だけでなく動物，微生物相を含

めた総倒ぬ研究として推進してきた。また，施業地泣地環境に及ぽす影響や酸性雨による森林影響のモニタリ

ングの研究を進めるとともに，沖縄地方における赤土流出による河川や沿海域の汚濁防止に果たす森林の機能や

マングローブ林の保全等の問題に対応すぺく南西諸島の森林生態系、を対象にした研究にも取．り組んできた。

②の研究では，本地裁で問題となるスギザイノタマパエ等の材質を劣化させる病害虫，あるいはマツ材線虫病

等の有害な森林生物の制御の研究を重要な課題として取り上町特』とその防除については薬剤に依存しない生物
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的あるいは林業的手段による技術開発を目指して病害虫の発生生態等の研究を進めてきた。多様な森林の育成へ

のニーズを背景に広葉樹の病害虫に閲しても育成技術の開発に欠かせなし、研究として重要性が高まるとともに，

最近では獣害防除についての研究ニーズに対応して獣害の研究にも着手した。また，森林生物の利用の面ではき

のこ類の生産を阻害する病害虫の防除法の開発を行うとともに，食用きのこの生産技術の向上及ひ寄生きのこの

分類と栽培化に向けた研究を進めた。

③の研究では，森林の水源かん器機能を解明するため従来からの広葉樹林流域の理水試験地に加えて，スギ林

を主体とした試験地を平成2年に新たに設定して水文観測を開始し，降水の流出過程や伐採の影響の解析を進め

た。また，豪雨災害の発生機構，風害発生要因等の研究に取り組むとともに，雲仙普賢岳における土砂移動や降

灰の影響に関する研究にも着手した。一方，施業技術と経営技術の研究では，天然林の用材林誘導弘混牧林施業，

収穫予測等の研究を進めるとともに，主要林業生産地における経営経済分析や九州産材の需要分析を行い，地域

林業能営の改善に向けた研究に取り組んだ。今後，これらの研究成果をふまえて森林流域の保全管理と一体となっ

た地域林業システムの構築を目指した研究を進めていく必要がある。

主要研究成果等の概要は以下のとおりである。

（井上散雄）

1.丸州地域の森林生態系の特性解明

この10年間に実施した研究は，主要樹種の生理生態的特性に関するもの，常緑広葉樹林の更新特性に関するも

の，森林の立地環境特性に関するものに大別され，それぞれ次のような成果を挙げている。

(1）主要樹種の生理生態的特性

ヒノキ壮齢林の種子生産を調査し，種子の豊凶が前年7～8月と当年5月の気温と樹体生理に関係することを

明らかにした1）。また，九州産さしきスギの発根促進について，硝酸銀による発根阻害物質除去.IBA処理，十

分な水管理場吻操的であること，発根性の高いグループにタンニン含有率が高いことを明らかにした。

ヒノキ訴英樹苗木の耐織を調査して，ー26--30℃を示すこと，一般に凍害は少ない杭桃早糊に1～

5年生林分に発生し，マツ類の混植に防止効果があることを指摘した。また，ヒノキの既存のさしき・実生首造

林地を比較調査して，さしき造林地にとっくり病である幹基部肥大・根元曲がりの少ないことを明らかにした九

ヒノキ複層林における光環境と下木の成長を解析して，下木のスギ・ヒノキとも，弱光環境で形状比が大きく

なること，スギF木はクローンによる成長差が光環境にかかわらず，根曲がり品種は弱光下で傾向が強まること，

ヒノキ下木は幹への配分率が強光環境ほど大きく，葉への配分率が弱光環境ほと’大きいこと，相対照度 10%以

下では，スギ下木は傘型樹形となり，ヒノキ下木は着葉量が減って，下枝が枯れ上がることなどを明らかにした。

カシ類堅呆の発芽について，低温処理で発新店隼されること，休眠の浅い樹種はより低温で発芽すること，低

温抵抗性は子葉表層の水分状態に影響されていること，アラカシ呆皮の発芽抑制作用は機械的強度や吸水組害に

よること，アラカシ等では，後期落下種子の発芽率カ鳴く，果皮除去により発芽率が向上すること，乾燥抵抗性

の低い種子は繊毛を持つ種皮が子葉の脱水を容易にしていることなどを明らかにしたω。

(2）常緑広葉樹林の更新特性

常緑広葉樹林の樹種と埋土種子を調査して，埋土種子の種類数は林冠下で多く，種子量はギャップ内で多いこ

と，ギャップ内の先駆種に高木種は少ないこと，林冠構成種の多くが埋土種子・実生として存在すること，重力

散布型種子は全て林内種，動物散布型は林舛種が大半，風散布型はほとんど林舛種であること，種子のサイズが
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散布型と関係があることなどを明らかにした。特に鳥類による持ち込み種子が多く，食料となる果実の多少，止

まり木としての適不適が天然林施業にとって重要であることを指摘した。また，多くの被食散布性種は単木的に

低密度で分布しており，それらが常緑広葉樹林の種多様性を高めていること，堅呆は昆虫による被食率治鳴く，

成木密度の高U制種ほど被食率が高い杭多肉果は成木密度ではなく，果実密度と関係あること，種子食昆虫が

種特異的であるのに対して，鳥類は樹種に無関係なことなどを明らかにした4・5）。

常緑広葉樹林を調査して，葉リターが5月，枝リターが8月に落下のピークを持つこと，イスノキは稚樹の高

い生存率により，タプノキは大量の種子生産により林内更新が可能であること，カシ類，シイ類は林床の稚樹が

成長せず，林内更新が困錐なことなどを明らかにした6）。また，光環境を調査して，稚樹がギャップに依存せず

生育するためには，極めて弱い光や短時間のサンフレックを活用する必要があることを明らかにした九

コジイ林の更新を調査して，種子の豊凶が著しいこと，種子の大部分が冬季聞に消失すること，上木伐採によ

り稚樹は急激に消失するので，伐採前に疎開し，稚樹を健全化する必要のあること，更新は萌芽を主，下種を従

とした皆伐放置で可能なことなどを明らかにした8）。また，コジイ；仕齢林を調査して，年生産量，リターフォー

ル量，林床への養分還元量，高齢化に伴いコジイが減少してイチイガシ林に遷移すること，伐採による稚樹損傷

カ喝0%にも逮することなどを明らかにした刊さらに，ツプラジイ光合成の季節変化を調査して，成木単葉の

光一光合成関係治樹冠内の着葉位置によって異なり，秋季の気温低下と光合成最適温度の低下とが一致すること，

生育時の気温によってその後の光合成最適温度が異なることなどを明らかにした。

カシ極相林を調査して，稚樹がギャップ内で生育し，異齢モザイク集団となること，成長の早いコジイ等に被

圧された場合でも被除下で長期間生存し，上木疎開後に成長するので，更新には前更・強度の択伐施業が有効で

あることなどを指摘した。また，イチイガシ林を解析して，コジイ・スダジ平等の林内の斜面下部～谷部の土壌

の深い適潤地に成立すること，被陰下の稚樹は成長せずに長期間生存可能Tあること，高齢級人工林では樹高範

囲治拡がり，時に複層林型を呈することなどを明らかにした。さらに，アカシア類について，凍結試験による耐

凍性やモリシマアカシア人工桝呼均幹材積成長齢5-30m3/ha・年を期待できることなどを明らかにした。

スギ林内外に植栽した広葉樹を調査して，一般に林外の成長が良いが｝タプノキ，センダン等は林内がやや良

好であること，林外区はノウサギ等の食害が著しいことを明らかにした。また，高海抜地域の広葉樹混交人工林

を調査して，造林木の寒風害等による衰退枯死過程での近欝天然林からの広葉樹侵入と，ササ除去・補植ないし

広葉樹林化等の施業を加える必要があることなどを指摘した。

(3）立地環境特性

施業に伴う地力変動を把握するため，スギ壮齢人工林で管制去の土壊溶液養分濃度の経年変化を調ぺた結果，

NOa-N,Ca,Kで皆伐による影響が顕著であること，斜面位置によって影響の発現深度や発現時期が異なること

を明らかにした。また，土嬢カラムを用いた施肥成分の溶脱現象解析実験により，黒色土壊から溶出した無機態

N浪度がA層， B層とも森林褐色土に比べて商＜.K,Ca,Mgの溶脱が両土壌とも認められることを明らかにし

た10）。

林糊時効果廊崎肥成分の動きを明らかにするため，ヒノキ林で施肥後の土壊溶液及ぴ土嬢の経年変化を調

ペて，施肥後5年固まで土壌溶液に施肥の影響が認められ， Nの移動に伴い土壌溶液中のCa,Mgが溶出し，施

肥による土壌からの養分溶脱が認められた11）。また，ヒノキ首木の連作・輪作障害について，連作14年以降に

急激な成長低下として発現する杭土壌消毒剤の施用により連作・輪作障害を回避することを明らかにした12）。

森林伐採後の土嬢を調査して，表層土壌A層の削剥，脱色・灰由化，炭素含量・粘土含量の減少，土壊水分張
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力の日変動が下層まで及ぶことを明らかにした。また，理水試験地等からの日流出量を用いて流域の保水量を推

定し，それを用いた流出モデルにより解析して，流出特性を表現できる結果を得た。

カシ類の分布と立地について，一般に土層の比側旬浅い傾斜変換点周辺に成立していること，アカガシはウラ

ジロガシより乾燥する土壌に分布し，皆伐による土壌理学性の劣化が著しいこと，ウラジロガシは山腹中～下部

の適潤性土壊に分布すること，イチイガシは斜面下部から谷部の土壊深い適潤地に成立することなどを明らかに

した。また，アカシア類の適地について，粘板岩母材の土層は薄くても無機質供給が十分な箇所カ唱し，石英質

の堅い割P岩や安山岩母材は不適なことを明らかにした。

沖縄本島にのみ分布する表層グライ灰由化赤・黄色土と黄色土の特性を比較検討した結果，成因に母材が深く

かかわっていること，前者の方がSiに富み， Fe,Mnともに含有漉度に明確な差が認められることを明らかに

した。また，沖制色部の代表的涜域の保水容量を算定して，流域全体では弱.3mm，そのうち基底流出に寄与す

る保水容量は33.4mmと少ないことを明らかにした。さらに，西表島のマングローブ林が｝主として相対的海水

準変動に支配されて，その成立場所を移動させてきたことを明らかにした。

酸性雨モニタリング調査において， 1降雨ごとに採取した林外雨，林内雨，樹幹流の成分分析の結果，年平均

pH4.5以下の酸性雨が降っていること，樹冠は酸性雨を緩和する機能を有すること，スギ，ヒノキの樹幹流は酸

性度が高〈，根元の土横が酸性化していることなどを明らかにした問、

2.森林生物の制御技術と利用技術

(1）主要病虫獣害の防除技術

（杉井昭夫）

九州のスギ・ヒノキの病虫獣害は依然として重要な研究テーマである。しかし， 1990年前後に，それまでのス

ギ・ヒノキ人工林一辺倒への反省から広葉樹が見直されるようになり，広葉樹病虫獣害の研究も主要なテーマと

なってきた。

1）病虫獣害発生情報の収集

昭和62年から九州管内の各営林署，各県の林業試験場等にはがきタイプの調査票を配布し，森林病虫獣害情報

収集を行ってきたoこれによって，管内の病虫獣害発生カ羽漣かつ系統的に把握できることとなった。

2）主要病害の防除技術

マツ材線虫病防除は薬剤施与や枯損木伐倒駆除により一定の効果をおさめているがjさらに新たな観点からの

防除法開発の基礎知見を得るためマツ材線虫病の発病・枯死機構の解明に取り組んだ。一つは誘導抵抗性である。

弱病原性線虫の前接種によりマツ材線虫病への抵抗性が誘導されるという誘導抵抗性の現象を発見し川，二つや

目はマツの生態生理学的観点からの枯死機構の解明である。水ストレス下での弱病原性線虫に対する発病から枯

死にいたる過程の幹と根の水分通導性，木部の解剖学的観察によりマツ樹体即芯の違いを明らかにした15）。樹

木の通水組織中の水切れ現象であるキャピテーションの検出方法にアコースティック・エミッション法という非

破樹9手法が適用可能であることを示し，この方法によるマツ材線虫病の病態解析を行った附。

スギ・ヒノキの樹幹部材に変色や腐朽を引き起こす材質劣化病害は商品質材の生産志向の胆害要因として注目

を集めている。九州地域において問題になる材質劣化病害として採り上げたものはスギ靖噌鵡，スギ暗色枝枯病，

ヒノキ漏脂病，スギ・ヒノキ根株腐朽病であった。赤枯病についてはスギ抵抗性品種の利用による被害回避の可

能性を示した。暗色枝枯病による材の変色被害は黒心似史書を引き起こすひとつの原因となっていることを明ら
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かにした17)0 ヒノキ漏脂病については病原菌の侵入にヒノキカワモグリガの食害痕が関与している可能性や病

害が発生しやすい環境条件を明らかにした18)0 根株腐朽病については被害実態調査を行うとともに，新病害と

してヒメカパイロタケモドキによるかぱ色根勝心腐病を発見した19）。これらの材質劣化病害のうち，舛観から

判断不能な病害については立地環境条件の調査解析が必要である杭変色と鰍ラ被害の非破樹句検出が困難であ

ることが調査と防除の障害となっている。

樹木を材料とする新素材の開発研究である大型別枠研究「新需要創出のための生物機能の開発・利用技術の開

発に関する総合研究」（1991-)（略称：新需要創出）で，天草地方のモリシマアカシアの衰退要因として漏脂性

病害と根株樹ヲ被害が明らかになったo両被害とも病原菌の検索を行っている段階であるo

3）主要虫獣害の防除技術

スギザイノタマパエについては特別研究 rスギ・ヒノキ穿孔性害虫による加害・材質劣化機構の解明J(1983 

-1986）終了後，経常研究として継続してきた。本種は薬剤による妨除カ極めて困難なため，間伐や枝打ちなど

の施業によって林内環境を改善して防除をはカ＝る方法が従来から提唱されてきた於この10年間ではその可能性

の是非を明らかにする研究が中心になってきた却｝。間伐については必ずしも一定効果がないことカ扮かった杭

湿度をはじめとする林内環境と生息密度との関係について多くの資料治鳴られた。その他，抗原抗体反応による

幼虫捕食者の探索手法の開発と役割の評価21），内樹皮厚と被害との関係などが調べられた。

商品質材の生産を志向する場合，材質劣化害虫としてのヒノキカワモグリガの重要性は大きい。本種の生息密

度調査は標準的な成虫用ライトトラップの確立22）によって大きく前進した。特別研究「スギ・ヒノキ穿孔性害

虫の生物防除按術の開発：J(1989...,-1992）において，密度推定法の開発，樹脂流出と幼虫の樹幹移動との関係解明，

施業的防除法の検討紛などがなされた。これらの成果全般については特別研究の成呆集にまとめられた。特研

後は経常研究で，個体群変動要因の解明を行っている。平成3年の台即9号による風倒に伴い，風倒後に発生す

る虫害の調査を行ったo問題となる虫として生立木に加害するマスダクロホシタマムシと倒木に穿入するオオゾ

ウムシカ検出された。オオゾウムシはよく知られた害虫でありながら生態納ミ明であったことから，越冬掠式，

成虫寿命等生活史に関する調査を行っている。平成4年から捕食性天敵としてのスズメパチ類の研究地場合まった。

また，獣害については，大型別梓研究「新需要創出」の中で造林初期の広葉樹のウサギ害回避法について検討し

たo平成6年からは経常研究のなかでニホンジカを中心とする草食性晴現績の研究を始めた。

4）南西諸島の病虫害

これまで亜熱帯地方の病害虫問題は研究する機会が少なかった杭この10年間に数件カ繰り上げられた。生活・

地域流動研究「マングローブを中心とした生態系の解明に関する研究』（1988～1鈎，2）の病害虫の調査で，マン

グローブの胎生種子に対する害虫の影響は小さいこと治明らかになり，病気はほとんどないことカ切っ6~った判。

イヌマキの害虫キオピエダシャクについて，音響による防除の基礎研究を行った。モクマオウを主体とする耕地

防風林と海岸防風・防湖林で，日本で新記録の商根腐病による枯損被害地鳴こっていること均等量見されたd特に

宮古島と石垣島で枯損被害が激甚であることが明らかになったo薬剤による防除効果は認められたカ唱蚤済的に適

用は鍵しく，また病原菌のシマサルノコシカケ （Phelli糊 S附加）は土壌伝染性でいったん発生した被害の駆

除は難しい。未発生地への移出入を阻止する対策治拡要であるお｝。

(2）きのこ類等の利用技術

九州におけるきのこ栽培は，乾シイタケカ宅金園の42%，エノキタケカ吃0%の生産量に逮し，重要な産業となっ

ている。しかし生産コストの増大，需要の頭打ち，価格の低迷，輸入量の増九労働力不足などの問題の解決に
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迫られている。このためシイタケ栽培中心から多品目のきのこ栽培へ産業構造カ唆化してきたo.昭和回年の機構

改革に伴い菌類研究室を特用林産研究室と改名し，キリ，竹，山菜類など特用林産物も研知橡とした。

シイタケ栽培技術の改良のために，林内ほだ場，人工ほだ場及び野伏せ内の徴気象の違いを明らかにした。ま

た裸地伏せ地におけるシイタケ伏せ込み木の温度管理及ぴ水分管理とほだ付き率について調査し，伐採適期の判

定，ほだ化促進技術開発に関する基礎データを得た26）。

野生きのこを採集・分離し， 20数種の純粋倍養菌株を得，それらの培養特性，栽培の条件を調ぺた21）。コジ

イなどの未利用常緑広葉樹及ぴスギ，ヒノキなどの間伐材を基質として食用きのこ類を生産する技術を開発する

ため，原木による各種食用きのこの栽培試験を行い，コジイ原木，スギ間伐材に適する食用きのこを明らかにし

たoスギ，ヒノキおがこの温水抽出物の菌糸伸長に与える影響を調べたお）。

きのこの病害については，「シイタケほだ木の黒腐病Jの発生機構の解明をするため，ほだ木にヒポクレア・

ニグリカンス， トリコデルマ属菌の摘原菌を接種し，病徴再現試験を行った29）。ほだ木の重量減少率地唄Pなく，

含水率治鳴いことがこの病害の発生要因になっていることカ啄唆された。ヒラタケ及びシイタケ菌床栽培におけ

るトリコデルマ及ぴペニシリウム菌の伸長抑制を調ペ，ペニシリウムがきのこに対して影響を及ぼさないこと，

トリコデルマは培養初期では侵害力があるカt培養後期では影響がないことが判明したoシイタケほだ木の害菌、
であるニマイガワキン，シトネタケ，クロコプタケの子座の形成条件を解明した制。ニマイガワキン菌では，

子座占有率がシイタケ子実体発生量に反比例するため，被害程度の測定方法として有効であること治宝明らかに

なったoまた本菌の子のう胞子は秋季から翌年の春季にわたり放出され，原木の伐倒，葉枯らし，玉切り，シイ

タケ菌接種，伏込みの一連の作業行程において傷等から原木内に侵入することが推察された。さらに菌関相互作

用を解明し，防除法を確立することを目標に研究を進めている。

特用林産物については，大翻U枠研究「新需要創出」の中でキリについての樹下植栽試験を行ったo また，九

州各県の研究情報をまとめ，栽培状況を調査した。

(3）生態系に呆たす生物相の御j

広葉樹天然林の研究，大型別枠研究「農林水産系生態秩序の解明と最適制御に関する総合研究J(1989～）で

は従来の病害虫・益虫といったとらえ方ではなく，広葉樹天然林の生態遷移に果たすf鎚jを把握する研究が求め

られた。今後，環境としての森林をとらえることが多くなると考えられ，病虫獣害といったとらえ方から生態系

のなかでの役割評価を行うタイプの研究が増えるものと考えられる。

樹病では南九州地域天然林の上層優占木であるコジイ林で病害要因として幹腐れ病，根株腐朽病及E珊皮病が

大きU吻綿jを呆たしていることを明らかにした31)0 なかでも量質ともに大きな被害を与えるのは枯れ枝から侵

入した病原菌が樹幹部を心材腐朽させる幹腐れ病である杭この場合林齢地司Oから印年生に被害地帯激に増加す

ることを明らかにした。これらの病害がコジイ林がカシ林へと植生遷移する際の遷移促進要因のひとつであるこ

とが明らかになったo害虫では，遷移途中のコジイ林でシロスジカミキリ，極相林ではカシ・シイ類に寄生する

カシノナガキクイムシカィ抽出された。これらの虫の生態返移における評価研究を行っている刻。

（吉田成章）

3.丸州地域の森林流域の保全管理と経営管理技術

この10年間に実施した研究は，森林流域の保全管理に関するものと森林施業技術・林業皆営按術に関するもの

に大別され，それぞれ次のような成果を挙げている。
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(1）森林流域の保全管理技術

理水試験地において，気温，湿度，降水量，渓流水位，地下水位等を通年観測して，降雨流出過程を定量的に

明らかにした。また，森林の皆伐前後における年流出量を解析した結果，年流出量増加は伐採後 3年で最大とな

り， 9-13年後まで続くこと，個々 の降雨の影響は積算雨量の少ない部分に限られ，積算雨量一定以上の場合，

森林よりも流域固有の影響を受けることなどを明らかにした。さらに，森林の部分伐採前後における降雨流出を

解析して，伐採後は， 4,11月を除き流出率が高まり，年流出率で3%程度高まること，年損失量，蒸発散量は

減少し，特に7-9月の蒸発散量が著しく減少することなどを明らかにした33）。そのほか，フィルタ一分離A

R法により，降雨を地下水流出成分と表面中間流出成分とに分離推定し，実測との良好な適合地鳴られた。

既往の豪雨による山地災害事例を解析し，実効雨量による方法とタンク貯留置モデルによる方法を検証して，

実効雨量による土砂災害発生時間の予測が可能であることを明らかにした。また，阿蘇地方の豪雨災害について，

黒ポク・褐色火山灰層内のすべり面からの浅層崩壊，カルデラ上部の火砕流・火山灰堆積層への降雨紳憎山内

壁に集中したための深層崩壊に大別されることを明らかにした34）。さらに，風害と地形との関係をコンピュー

タ・グラフイックにより解析して，風害を起こしやすい地形を抽出し，土層の厚い地形で折損型，薄い地形で根

返り型被害を受ける傾向を明らかにした。台風被害地では健全林地に比べ，表層土壊の移動量杭降水量と関係

して激増すること，上木の拠豆り地に多く，折損地に少ないこと，棚積み処理により表層土壌の移動抑制効果が

大きいことなどを明らかにした35・36）。

雲仙普賢岳における地表面変動について，火砕流による土砂供給量の多寡に対応して，ガリ一発生域や土砂堆

積域が要論すること，堆積火山灰の移動は降水量と降灰量とに密接に関係することを明らかにした。また，周辺

の森林被害について，衛星画像解析による植生指数を用いて分析し，火砕流被害よりも，火山性ガス・降灰被害

が大きいこと，降灰分布も植生指数により把握できることを明らかにした。さらに，林地への火山灰堆積により

土嬢透水性が極端に悪化し，通気性治宝1/3に滅りガス交換地穏くなる結果，土壌中のC{)z濃度が高くなること，

小雨で表面流去水が発生し，林地にリル，ガリが生ずる結果，林地崩壊が起こっていることなどを明らかにし

た制。

徹気象観測試験地における闘が収支量等のデータを用いて，森林の蒸発散量を熱収支法により推定した。また，

林内の観測塔における気温の垂直分布等を用いて，渦相関法により蒸発散量を推定し，実測データと良く適合す

る結果を得た。また，純蹴揖等を用いて，熱収支法による蒸発散量の日変化を推定し，蒸発散量と顕鮒謎量

の日変化地税放射量の変化とおおむね一致することを明らかにした。さらに，雲仙岳周辺における地上気象観測

データから月別の雲底高度累積頻度曲線を作成し，任意地点の雲霧に覆われる時間を推定するとともに，気温・

蒸気圧の日劉防寝期に顕著で，冬季は日劉ヒよりも長周期で変化することを明らかにした。

海岸防風淋の機能調査の結朱最前線林帯造成の基準巾は，日本海側は：400m，太平洋側筑>Omを必要とするこ

と，内陸防風林帯の巾は日本海側羽一40m，太平洋側20-30mを必要とすることなどを明らかにした。また，ー

ツ葉海岸林において，林帯巾400～900mの林帯を調査し， lOm/s以下の風速では防風織能に差が認められないこ

と，空中塩分補足機能では，制mがやや劣り，観測高が高いほどその傾向が強まることを明らかにした刻。さ

らに，松くい虫被害等の海岸マツ林で，落葉堆積・腐植化古池んでいる場合，広葉樹稚樹が見ら札広葉樹林に

移行すること，一方，落葉層・腐植層が見られず，下層植生貧弱な箇所では，天然更新が進んでいることを明ら

かにしたo
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(2）施業技術と経営技術

スギ・ヒノキ人工林の材種別収穫予測について，樹幹長比，直径・樹高比カ嚇質の測定因子として有効である

こと，地位に応じた住材以上の用材の収穫量と本数密度管理の目安などを明らかにした。また，既存の収穫衰を

その地方の標準的な密度管理方式とし，これからの隔たりを置径成長と関連づける白石の方法を利用し，熊本地

方スギを対象としたシステム収穫表を作成した。

ヒノキ林分の樹高成長曲線を作成して，地位指数推定のためのスコア表を作成し，造林適地区分図を作成した。

また，複層林の収穫予測について，ミッチャーリッヒの基礎方程式に下木の成長抑制を表す係数を導入して，下

木の樹高成長モデルを作成した。収穫試験地の立木配置図を用いて間伐木の図上選木を行い，成木適伐では間伐

材の収穫量増大や販路の確保に優れているものの，主伐期の収穫量はかなり低下することを明らかにした則。

シイ林について，地位指数曲線，密邸Uの用材本数率，細り率の推定式を作成し，密度効果を明らかにした。

また，コジイの誘導施業林と無施業林を比較し，施業の効果は認められるものの，経費的に問題あることを指摘

した。さらに，林分密度管理図において直径の上ヒンジ値を示す手法を開発し，用材判用を目的としたコジイ林

の密度管理計画を示した。アカケヤキ・アオケヤキについては，樹皮と打音による判別の有効性を明らかにした。

全国の広葉樹資源について，樹種別の資源畳分布や粗飼料化による利用可能量分布を推定した40）。九州地域

における地域林産物手u用システムの候補としてモリシマアカシア林業を取り上。久その成立可能性を調査し，適
地では生産力10-18t/yと極めて高く，毎年の必要伐採量も熊本県天草地方で確保可能と考えられる杭採算性

を確保するには，育林・素材生産のコストダウンや樹皮成分の利用技術の開発効泌要であることを指摘したo

プルネイにおける二次林について，択伐後25年で立木密臨O脚本／haと高く，胸高直径に対して樹高が箸し

く高いこと，胸高直径・樹高の分布は温帯天然林の分布と相似すること，相対成長式による現存量推定法治箔用

可能であることを明らかにした。また，タイにおける経済樹種人工林の初期成長について，樹高成長はシタンが

カリンより良く，カリンは斜面上部で良好，直径成長はカリンが良好であることを明らかにしたo

クヌギ混牧林について，伐根直径が萌芽の成長に相関すること，放牧牛の食害は樹高 l-2mの範囲が最も危

険であり，伐採後2年目くらいまでは放牧の時期等に配慮の必要があること，肥培により一時的な可食草量増加

が認められる杭その後減少することなどを明らかにした。また，放牧や施肥によりネザサ率地祇下するため，

継続的使用には3年ごと刈り取りの必要性を指摘した。さらに，林分密度と牧養力の関係を基礎に，南小園地方

を対象に牧養力を併記した収穫予想表を作成し，岡地方におけるクヌギ混牧林の標準的な管理方式を示した41）。

自体県球磨地方を対象に林業の採算性を調査し，技術水準を一定とした場合，木材価格の低迷と林業労貨の高

騰から昭和60年の造林投資の内部収益率は各種補助金を含めても2-3%台と大きく低下したことを明らかにし

た。そして昭和ω年代初めと同じ水準を確保するためには，造林・保育に対する補助金支給額の大幅な改普，林
道・作業道の抜本的整備等の必要であることを指摘した42）。

活発な林業活動地域として全国的に有名な宮崎県諸塚村において集落調査を実施し，木材価格の低迷と外国産

輸入による乾シイタケ価格の低迷が帯同礎済に大きな打撃を与えており，ことに森林所有規模の小さい林家層で

は後継者も確保できておらず，世帯員の高齢化等から，いずれ自家農林業からの離脱が予想されることを明らか

にするとともに，既劇学目の見宜しと林家の経営条件に合致した新たな有望作自の発掘の必要性を指摘した。

全国的に大きな問題となっている林業労働者の確保対策について，九州地域内での成功事例として第三セク

ター方式の林業請負組織及町民間の素材生産業者の実態を調査した。その経営分析から，これらの事業体では労

働条件の大幅な改善治情われている拭現在の林業の経済条件のもとでは民間ペースのみで皆営の自立は容易で
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はなく，地元自治体や国等の財政支援カ亦可欠であることを明らかにした43)0 また，首都圏等，木材消費地の

木材販売業者を対象にアンケート調査し，九州産スギ材の販売拡大を図るためには，乾燥不足・曲がり・等級区

分不統一の解消，安定した品質材の安定的供給等が強く要請されていることを明らかにした。

（杉井昭夫）
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多摩森林科学園

多摩森林科学園は大正10年に帝室林野局林業試験場として発足し，昭和22年の林政統ーによって農林省に移管

された。その後も幾多の変遷を経て，昭和回年の組織政調に伴い森林総合研究所多摩森林科学園となって今日に

至っているoその関，昭和田年に農林省告示規定官署として支所となったが；昭和総年の組織改編では他支所と

は異なる役割を与えられた。すなわち，他支所がそれぞれの地域特性を生かした森林・林業研究の推進と地域に

おける研究センター機能の発揮を使命としているのに対し，多摩森林科学園もその立地条件を生かした研究の推

進を担当する一方，他支所地帯つ地域センター機能の代わりに，森林総合研究所全体の研究成果の普及・広報の

場として位置づけられている。

当園は東京の都心から西に約50km，高尾山や多摩御陵に隣接した位置にあり，面積は約57haである。その内

訳は，帝室林野局時代にその基いが築かれた樹木風試験林がそれぞれ7ha,41ha，昭和41年から整備地帯台まっ
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たサクラ保存桝制Shaなどとなっており，試験林の内約13haが天然林で暖帯桝協の材相をなしている。

当固に跨せられた普及・広報機能をより充実させるため，昭和61年の雪害によりほぼ壊滅状態となったスギ人

工林跡地等のサクラ保存林や樹木園への転換を計画的に進めつつ，これらの資源及E坪成3年に完成した木造2

階建ての「森の科学館Jにおける研究成果の展示を活用し，平成4年4月から有料による圏内の一般公開を開始

した。警らに，一般の方々を対象にした森林購座や森林教室を開催して森林総合研究所の研究成果の国民へのP

Rに努めている。入園者もサクラの開1捌である4月を中心に年々増加の一途をたどり，平成5年度の総入園者

は976印名で平成6年度は114788名に遼した。

研究面では，現在樹木研究室と森林生物研究室か議置されており，平成5年度までは本所が中心となって推進

していた関東・中部地域の森林・林業にかかわる研究問題の一部を分担するかたちでサクラの特性や都市近郊林

や関東・中部の山岳地帯の動植物の生態に関する研究を進めてきた。しかし，平成6年度から施行された新しい

研究基本計画では，多摩森林科学園が置かれているような大都市周辺の開発地域に残存する森林を「島状生態系」

と位置づけ，当園の森林を主たるフィールドとして二つの研究室が協力しつつこのような生態系の解明の保全と

利用に関する研究に主伽句に取り組むこととし，研究問題XI「首都圏周辺・山地帯・高海抜地域の森林管理技

術の高度化』の中に独立した中課題「首都園地域の島状森林生態系の保全及ひ激育的活用技術の高度化」をたて，

新たな歩みを始めたo

以上のような研究環境の中で，最近の10年間には多くの貴重な研究成果カ鳴られた於その中から主要なもの

を紹介すると以下の通りである。

（蹟居忠量）

1.サクラ保存林

サクラ保存林には各地から収集された栽培品種を主体に約250の品種や種州織されている。これらの形態的・

生理的特性を記載して品種同定の基準を確立し，また，品種の起源や類縁関係を探るための研究を推進した。

花粉の大きさの測定。と花粉母細胞の減数分裂過程の観察2）を行い，花粉に異常がみられる品種を検索した。

耳鳴1踏の出現率と粒径変異の大きさから判断すると，調査した186品種のうち34%に花粉の異常があった。全

品種の花の形態について詳細な測定を実施してデータの蓄積を行ってきた。開花時期については数年間の観察に

基づいて品種ごとの開花時期を明らかにし，開花時期の年次変動と気象条件との関係について解析したへ

保存林で品種を維持していくために必要な増殖技衡について研究を進めた。接ぎ木による繁殖法4），種子繁殖

のために品種ごとの結実也結実時期，種子の発芽習性，種子の貯蔵条件などを研究して種子の取り扱い法を明

らかにした九発芽適温は5-15℃であり，含水率を13%程度まで下』Tて低温に置くと7年程度の貯蔵が可能で

あった。

サクラ保存林の維持管理技術を確立するため成育障害と維持管理全般についての指定研究を実施したペ植栽

後初年の平均樹高は7.5mであり，全個体数の約14%に成育障害を認めた。樹皮及E琳中に穿入するコスカシパ

の被害率は全体では45%であり，なかでもエドヒガン系品種の虫害率の低いことが注目された。フェロモントラッ

プによる調査によると，コスカシパ雄成虫は5月から11月に発生し， 9月が最も多かった7）。スミチオンを連年

散布するとコスカシパの発生数は減少した。枝の勢定後の巻き込みを調べて適正な勢定法を確立した。

サクラ保存林内には4番のシジュウカラカ竺乞息しており，ピデオカメラによる観察の結果，食葉性昆虫の被捕

食量は巣立ちまでの19日間で1800例国体以上になる。この捕食圧により，鱗麹目幼虫の大発生が抑えられている
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可能性が高いことカ切っかった。

保存林植栽品種台帳の電算機化を進めるとともに，保存林造成俗博以上地粧品し，枯損や補抵新品種の導

入などによって植栽木の変更が累積してきたため，植栽木の品種や位置と台帳との照合を実施した。品種特性に

ついての調査結果についてもデータペース化を図っている。遺伝子保存の目的が十分に果たせるよう研究室と管

理現場との密接な連携のもとに調査・研究・管理を実施している。

（横山敏孝・新島渓子）

2.都市域の島状森林生態系の保全

科学園は首都東京の般に残された貴重な森林であるとともに， 7伴にわたる森林・林業の研究の場としての

歴史を有している。そのなかで維持・造成されてきた圏内の天然林，樹木園，試験林を研究の場として，都市域

に点在する島状森林生態系の保全に関する研究を実施してきでいる。科学園の森は研究フィールドとしてだけで

はなし森林と林業に対する啓蒙の場としての活用，また，都市近郊の環境保全林としての効用の発揮が求めら

れている。

大正初期に植栽された人工林の成長を調査し，ケヤキ，オニグルミ，クヌギ〉 トチノキ，カツラなどの広葉樹

やツガなどの成長について貴重な資料を得た8）。また，キハダの生育特性的について調査した。樹木園植栽木に

ついては開花や結実などの生物季節についての調査を継続している則。

進行する都市化による包囲が年々厳しくなる圏内森林についてその変化を調べた。天然林のモミやシイ・カシ

林における植生の樹兄をお年前の調査記録と対比して調べ変遷の状態を明らかにした11）。アカマツがほとん

ど消滅し，またモミやスダジイが減少して，アラカシが高木層を形成する区域が増加し，ナンテンやシュロなど

都市化を指標する植物の侵入減糠された。帰化植物の圏内への侵入状況について調べたω。スギ，ヒノキの

壮齢人工林は1986年の雪害によって壊滅した則。

多摩森林科学園の鳥類相はヒヨドリ・シジュウカラ・メジロ型で， 3縛~74t重地帯認され、都市近郊林としては

種類，数ともに多かった14）。獣類はキツネ，タヌキ，ムササビ，ノウサギ及ぴイタチ治鴇寵された。見虫類は

甲虫目12錯乱チョウ目邸種をはじめとして3お種治報寵された。野生鳥獣の誘致と増殖を計るため，圏内にガマ

ズミ，シャリンパイなど鳥類の好む木を植殺するとともに，樹種別の利用頒度を調~架設巣箱による繁殖状況

を調査した1針。

樹木種子の散布と動物との関わりについて研究を進めた。コナラ属の竪呆やオニグルミの果核に小型の無線発

信機を装着して森材棲ゲッ歯類による運搬およひ常食行動を追跡し，斜面上方への運搬カ移く，種子源から最大

100mまでの範囲に貯食されることがわかった16・17)0 貯食されたオニグルミの果核からの実生の発生についても

研究を進めている。ウワミズザクラの果実の熟期にはヒヨドリ，メジロなど7種類の鳥類治樹上に集まり，ムサ

サピ，タヌキ，イタチなどのフン中にも果核が含まれていた。ウワミズザクラの種子散布にはこれらの晴筑顔も

関与している実態を明らかにした則。

萌芽更新で維持されてきた都市近郊に残るコナラ林は加齢に伴って萌芽が困難になっている。「武蔵野の雑木

林Jの景観を維持するためには実生更新を加味しての若返りが有効であることが分かった19）。都市近郊のスギ

人工林は多量の花粉を飛散させることから才師症の元凶としてその存在が問題にされている。花粉抑制の可能性

を探るためスギ人工林における花粉生産の実態を解明するとともに花粉生産量の推定法開発について研究を進め

た却、

（横山敏孝・新島渓子）
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3.樹木の諸特性

コナラ属における種間雑種の問題を取り上』王様名山火口原のカシワ・ミズナラ混生林において，カシワとミ

ズナラの中間的な形態をもっ個体群の実態を明らかにし，雑種形成の要因を探った21-22)0 稀少植物の保全に関

する特定研究のなかでヤツガタケトウヒなどトウヒ属を担当し，分布，更新，分類について研究を進めてきたお｝。

キリの栽培に関する研究として，タンソ病抵抗也成長特性，天狗巣病検定用台木の養成方法制，種子産地

と発芽25），除草剤による薬害を明らかにし，また東南アジアのキリの栽培の現状を報告した26）。和紙原料とし

て知られていたコウゾの多くの品種が失われつつあることから，品種を収集・保存するとともに，形態変異の面

から品種分類について調査した27）。

針葉樹花粉の形態，特にほとんど報告のない発芽初期の形態を電子顕微鏡によって観察した却｝。アズマネザ

サ類の地上部現存量や繁殖特性を調べたZ針。ハンノキ属の倍数性副．大気複創寺染のケヤキなどへの影響につ

いての研究を実施した。

（横山敏孝）

4.森林動物の生態と機能の解明

富士山麓の人工林では卯余種の鳥類カ常識され，このうち約3噌淵擁していた。水場の増設や糧木帯を残す

ことによって人工林でも鳥類群集が豊かになることが明らかとなった31・32)0落葉落枝の分解者である土壌動物

について，種類，個体数，現存量及ぴその機能が明らかにされ，これらの研究成果をふまえ，難分解性の敷科が

混入した家畜担同断却の堆肥化を促進する技術の開発に取り組むこととなったお｝。

このほか，録音による鳥類個体数の調査法，キイロコキクイムシの餌を通したマーキング法の開発，ジャコウ

アゲハの交尾生態などが明らかにされた34）。

（新島j菓子）
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IV.総合研究の動向

低位生産地帯のマツ枯損跡地におけるヒノキ人工林育成技術の確立

1.研究目的と経過

本州，四国，九州の広大な面積に及ぶマツ枯損跡地は，一般に地力等の自然条件治切っているため，有用樹種

による経済林造成地慨して困難であり，天然植生の回復カ漣いこともあって，環境保全kも大きな問題になって

いるo西日本を中心とする低位生産地帯のマツ枯損跡地ではヒノキ造林地が増加しつつある杭厳しい立地条件

のたゆ必ずじも成林していない。このため，本プロジェクトでは以下の研究を行って成林させるための技術開発

を行ったo低位生産地帯のマツ枯損跡地について，立地特性の解明及び造林適地判定基準の作成とそれに基づく

ヒノキ人工林育成技術の開発や地力維持増進技術の改善を行い，病獣害回避のための保護管理技術，育種的手法

による乾燥害・病害回避技術の開発と併せて経営的評価法を開発し，これを踏まえたヒノキ人工林育成技術の体

系化を図る。また，ヒノキ造林が困難と判断されたマツ枯損跡地については，マツ枯損に対する抵抗性の強化，

抵抗性個体の増殖なとマツ人工林保護技摘の開発を図る。

本プロジェクトは，昭和ω年度から回年度までの4年間，農林水産技術会議特別研究として実施され，研究組
織としては本所，関西支所，四国支所，九州支所のほかに，兵庫県林業試験場，島根県林業技術センター，岡山

県林業試験場，広島県林業試験場，長崎県総合農林試験場の協力によって行われた。

2.研究成果

1）低位生産地帯の立地特性の解明と適地区分法の開発

県別にマツ枯損被害の分布に関する資料を収集し，制万分の1の全国的な被害分布図を作成した。この図と

既存の同様の図とを比較すると，数年前に比ぺて被害がさらに内陸部に侵入し，北上したことカ哨った。被害発

生限界標高は九州では700mで，北に向かつて漸次低下し，新潟・福島県以北では抑mであったo被害の北限は

岩手・秋田岡県であったo

西南日本の低位生産地帯及ぴその周辺のヒノキ人工林について，近畿・山陽花筒岩，山陽流紋岩，山除花向岩，

四国和泉砂岩，西南沿岸火山地，西海沿岸片岩の各地掃捌に，成長状態と自然立地条件との関係を解析し，地位

指数曲線・樹高成長推定基準表を作成した。自然立地要因のうち樹高成長にもっとも相関カ鳴いものは地域によ

り異なる杭土壊型・標高は各地域に共通して高かった。 成林可能限界は，伐採時の採算性を考慮すれば地

位指数9～10に相当すると考えられた。この地位指数は多くの地域で，風当たりが強い尾根筋のBA-Be型土壊

に対施、していた。

2）低位生産地帯におけるヒノキ人工林育成技術の開発

低位生産地帯の自然立地条件に合わせてヒノキ人工林を育成するための施業体系にフいて検討した。

ヒノキ純林の成立に必要な下刈り年数筑土猿型別の林齢と平均樹高との関係から求めら札例えiお，脚本

/ha植栽の場合の下刈り年数は， Be型土壌で13年， Bo型土壌で9年と推定された。ヒノキ純林の育成にはこの

ように永い期間の下刈り必要であり，この期間は植栽本数の増加により短縮できないことがわかったoー般に低

位生産林地では，ヒノキ人工林の育成にあたり天然木が混ざることは避けられない。高木の混交によりヒノキ幼

齢木の成長は多少可衰える祇幹の形質は低下しなかったoむしろ価値のある天然木の混交を積極的に図る必要が



-158一

あろう。

樹 Tち後の幹成長は，主地条件の良いところでは，葉量除去率の増加とともに直線的に低下し，立地条件の悪

いところでは，葉量除去率40%まではあまり低下せず，これを越えると急激に低下した。樹Tち直後の枝下直径

6cmがほぼ葉量除去率50%に相当するので，これ.PJ..上強度の枝打ちは避けた方がよい。

立地条件別に間伐試験地を設定したが｝本研究の実施期間内では，立地条件による成長率の差は明瞭ではなかっ

た。ただ，地位の低い林分では強度間伐により材積成長率カf{i下するので，地位の高い林分より間伐強度を低く

する必要が認められたo

ヒノキ林におけるアカマツ混交や林床植生の導入による土砂流亡防止の効呆はきわめて大きかったoすなわち

落葉堆積量約OOg/rd以上になると土砂流亡は急激に減少し，年間1/7-1/8程度まで減少させることカ可能と考

えられた。林齢40年生以上のヒノキ林で，アカマツの混交率カf15～25%のときに幹材積総生産量が最大になる。

しかし，この混交率では落葉堆積層治療くなり過ぎ，ヒノキの天然更新方咽難になると思われた。すなわち，林

内の全地表を被覆して土砂流亡を軽減し，しかも更新可能なアカマツの混交率は，本数割合で約10%と考えられ

た。

3）低位生産地帯におけるヒノキ人工林保護管理技術の開発

q漏脂性病害について検討した結果，漏脂病，樹脂胴枯病，樹脂講腐病の3つのタイプであることが判ったo
漏脂病は若齢ー壮齢林で被害が目立ち，茎幹上に黒色の樹脂の流下回結が特犠である。この病原は長い間不明

であった杭抗患部からの分離実験および人工接種実験からPeziculalividaカ楠原菌であるとの結論を得たo発

生誘因としては雪害・虫害等による幹への付悔カ噂えられ，また九州地域ではヒノキカワモグリガの食害が大き

く関与していることカ申jった。

樹脂胴枯痛（病原菌Seiridium開 icome）は10年生以下の幼齢林で被害が甚だしく，茎枝上の白色の樹脂固結

が精微である。病苗木の持ち込み及び隣接汚染林よりの伝播ののち林内で拡大する。伝播は被害枝葉上の胞子に

よって行わ九分散と感染は降雨に伴って周年行われることカ叩jった。分散のピークは4～6月頃で，伝描樹の

周辺における伝播距離は，常風の風下方向に伝播観樹高の1.5～2.5倍位の範囲内であった。発病最盛期は4-8

月頃で，潜伏期間は4～6月間以内であったo樹脂構腐病は丸州を除く全国に分布していた。患部から流出した

樹脂は黒変・固化し．その上にSareaResinaeの子のう盤と柄子殻治三多数生じた。この菌はヒノキ樹脂上での発芽，

子実体形成が良好であり，好樹脂性であることカ申jった。また，培地・殺菌枝での柄子殻形成，子のう盤・柄子

殻から胞子放出，子のう胞子・柄胞子発芽の条件が明らかになった。宿主範囲は針葉樹3科8属13種に及んだ杭

ヒノキの検出率が高かった。発生誘因としては，不適正な時期や方法の枝打ちとスギカミキリ幼虫による食害と

が考えられた。

②ヒノキ造林木のノウサギによる食害の防止法を確立するため，林床植生の管理による防止効果について，現

実林分の調査と飼育個体による実験から検討した。

現実林分での試験では，植栽時の林床植生を2～3倍に増加させるような地ごしらえ法をとることにより，植

栽後1～2年間に発生する食害を1/3-1/10に低減させ，枯死や再生不可能な食害を半減させること治？でき，防

止効果が認められた。すなわち，過度の下刈りを行わないなど林床植生の適正な管理により，造林地の食害の低

減が可能であると考えられた。

スギ・ヒノキ・サワラについて樹種別・系統別・時期別・部位別の選好性を飼育個体について調査した。ヒノ

キとサワラはスギより摂食されやすく，ヒノキとサワラの聞には明確な差は認められなかったo部位別にはスギ・
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ヒノキとも樹幹部は葉部より摂食されやすかったoこれらの選好性の高さは，ヒノキ樹幹部〉ヒノキ業部〉スギ

樹幹部〉スギ葉部の顕であったoスギ系統聞の比較では，千葉ジスギが高い選好性を示した。一方，野外で散し

い食害を受ける阿哲4号の高い選好性は初期には認められた。化学分析した結果によれはこの選好性には精油

量の多少功f関与している可能性が示唆された。

＠瀧操及ひ澗脂胴枯れ病に対する抵抗性の機構解明と早期検定手法の開発を試みた。

鉢植えヒノキ苗及U'-1り枝を用いて乾燥に対する抵抗性を調ぺた結果，クローン聞に違いが見られた拭両者

の結果がー致しないクローンもあった。また， P-V曲線法によりヒノキの乾燥抵抗性を検討した結果，抵抗性

の機構として，乾燥に伴い膨圧を失うときの水ポテンシャル，十分吸水したときの浸透ポテンシャル洲蹴倒固

体では低くなっていること，この違いは葉糊包の提透調節機構にあることを明らかにした。 P-V曲線法により

クローン聞で水分特性を比較し，この方法によりクローン間差の検定が可能であることが判った。しかし，検定

前の乾燥処理条件に多少の問題点が残ったo

樹脂胴枯病抵抗性の検定には，病原菌分生子の無傷接種治情効と考えられ，この方法で抵抗性のクローン間差

を検定した結果，病斑数に差が認められた。病斑数の多少により抵抗性カ叩j定でき，その判定は単年度の調査で

も可能であるが？数年間の結果によるのが望ましい。

4）ヒノキ人工林の経営的評価法の開発と育林技術の体系化

低位生産林地におけるヒノキ人工林造成を長期投資の観点から捉え，採算性評価モデルを提示し，このモデル

に従って労賃・搬出費・地位指数の3つをパラメータとして採算性について検討した。そして，現地における標

準的な投入と算出を基準として内部収益率を求めた結果，投資限界は地位指数10～12の範囲であることが明らか

になった。

この投資限界は，地位・賃金単価・伐出費単価・造林補助金等の与件の変化に伴って変動するが，投資採算性

に与える地位の影響が特に大きく，地位を無視した人工造林には，採算性の点で危険な要素地主多いことカ申jったo

地位差の克服には，賃金単価や伐出費単価の大幅な節訴え多額の造林補助金の支給が必要である。従って低位生

産林地におけるヒノキ人工林造成にあたっては，これらの諸条件を充分考慮し，地位を指標としてヒノキ人工造

林の経営的限界を事前に明確にする必要がある。

さらに，立地条件別に林分の成長量や立木密度の変化を推定し，本数密度管理を含んだ育成技術の体系化に関

する研究を進めた。地位指数曲線から求められる樹高成長と立木本数を変数として，直径分布など林分構造や利

用材積，素材価値を予測する収穫予測モデルを作成し，立地条件別に素材材積と素材価額錦fの増加は地位の良

い林分では初期に著しい杭地位治癒い林分では緩やかであり，長時間持続することなどカ明らかになったo

新育成技術として櫛すした中でとくに経営的側面から評価できるのは，下刈り期間と土壌条件・植栽本数の定

量的関係の解明である。この技術により，成林に必要な下刈り期間地事前に判定でき，下刈り労働カ嚇約され，

不必要な労働投下が回避できるoそこで現行の標準的な育林体系をもとに，与件変化シミュレーションを行い，

下刈り労働投下量を変動させた場合について通常施業との内部収益率の差異を求め，新育成技術の経営的評価を

行った結果，大きな効果を持つことが明らかになった。

5）低位生産地帯におけるマツ人工林保護管理銑術の開発

マツに抵抗性を獲得させるため，まずマツノザイセンチュウの弱病原性罪、統の選抜・作出を試みた。すでに確

立されている弱・強病原性系統の相互の交配で生じた子孫は，強病原性であったo強病原性線虫を長期間継代培

獲を続け，さらに流動パラフインで長く保存した場合，病原力の低下カ鳴った。しかし，培養条件に基づき弱病
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原性系統の作出には至らなかった。

アカマツ・クロマツの2年生苗木及び7年生アカマツについて，弱病原性線虫の前接種により，強病原性線虫

の後接種に対する抵抗性の誘導性地帯確認された。誘導抵抗性発現の機構を明らかにするため，線虫の接種によ

りマツ樹体内に産出された抵抗性物質の検出を試みた。強痛原性線虫あるいはニセマツノザイセンチュウを接種

後の樹体及E鳴のみを付けたマツ樹体からの抽出物について一次元及E巴次元クロマトグラフを比較すると，強

病原性線虫の接種により枯れたマツにのみ抵抗性物質と思われるもの地検出された。

抵抗性を獲得したマツを大量に増殖するため，種々の方法の適用を試みた結朱以下の3つの方法治唱師事の再

生と増殖に有利であるとの見通しを得た。

①クロマツ成熟臨の場合は， 3mg/1のBA Pを含有するws培地に置床することにより，供試した全てのク

ローンで不定芽を誘導できた。

＠湘華マツの芽生えの場合は， BA Pを 2.25mg/I,N AAをo.側 mg/1含有するCD培地で培養したところ，
子葉の基部の頂芽の部分より不定芽効性じた。

③7年生クロマツのザイセンチュウ接種検定済みの抵抗性個体の場合は，新梢を5月に切除し， 1年生の葉束

内部に誘導した不定枝を7月に採取した。これを舛植体として， 70%エタノール， 0.1%塩化第2水銀溶鼠 1"

次亜塩素酸ナトリウム等で表面殺菌し， BA Pを2.25mg/I含宥する1/2LP培地で培養した。これより新たに不

定枝地鳴ら九さらに活性炭含有の1/2LP培地で継代培養し，伸長と増殖が可能になったo

3.今後の展望

4年間という限られた期間内に各専門分野とも新しい知見地鳴ら札低位生産地帯でのヒノキ林の適地区分・

施業法については林業の現場に適応できる指針治鴨られた。

しかし，プロジェクト研究がスタートした時点では，マツ林の跡地のような低位生産林地にヒノキの壮齢林分

がきわめて乏しかったことなどから充分なデータカ鳴られなかったこともあり，追試を必要とするものも少なく

なく，今後も検討を続け補完していく必要があろう。、

（河原輝彦）
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生物資源の効率的利用技術の開発に関する総合研究（バイオマス変換計画）

1972年ローマクラプは，その警世の書「成長の限界J を発表して，現在，我々拭豊かさと貧しきカ糧端なま

でに地域的に遍在している時代，開発途上国地域で人口洲持駒に増加している時代，人類の生存基盤を掘るが

す程に地球環境治療廃しつつある時代に生きていることを浮彫りにした。ローマクラプの警告は翌年の石油危機

によって現実のものとなった杭この石油危機を契機として，我々は化石資源の有限也地域遍在性を深く認識

するようになった。それとともに，化石資源に依存した大量生産・大量消費・大量廃棄の社会経済システムによ

り，地球規模で環境が荒廃しつつあり，早急にこのシステムを改めることが必要であることを宛惑するようになっ

た。

こうした背景のもとで，太陽エネルギーの蓄積物であり，再生可能な資源である生物資源いわゆるバイオマス
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が注目されるようになり，その資源鮪匝，造成，利用に関しての技術開発が多くの国で緊急の課題としてとりあ

げられるようになったo

農林水産技術会議事務局では，このような状勢を踏まえ，昭和56年度より10均年計画でりtイオマス変換計画J

プロジェクト研究を開始した。このプロジェクトの全備f面については「林業試験場加年のあゆみJで述べられ

ているので，ここでは省略し，これまでに得られた研究成果を総括する。

1.生物資源利用可能量の辞価法の開発

衛星リモートセンシング，空中写真，地上での測樹データを利用した多段抽出法をやパイプモデルの利用等に

より里山広葉樹林の現存量を評価するとともに，北海道におけるササ資源分布図を作成し，その現存量を明らか

にしたo林地生態系保全と利用の調和を目指して，地上バイオマス量，落葉量，堆積有機物量などを経時的に調

査し，バイオマス収支を算出して，林地保全に必要な林床の有機物量を求めた。生態昂維持のために必要な有機

物還元量及び現存量の評価手法を開発して，生物資源の適正利用のための生産力・有効利用畳分布図を作成した。

民有林，固有林の森林簿と広葉樹賦存状況調査データに基づき，広葉樹の資源量，利用可能量及E湘種に関して，

市町村単位の詳細な分布図を作成した。全国の広葉樹資源の蓄積量は10億tで，北海道，東北各県，新潟県，長

野県，島根県，宮崎県，鹿児島県で蓄積量治宮高かった。林道からの距離地電OOm以下の林分にある低質広葉樹材

を利用可能資源量とすると，全国での総量は2億8千万tで，北海道，岩手県，福島県，島根県，宮崎県，鹿児

島県において高かった。樹種別の蓄積比率はコナラのが最も高く，続いて，ミズナラ，シイ類，カシ類，カエデ

類，クリ，クヌギ，プナの顕であった。

2.林産資震の導入と生産技術の開発一広葉樹資源の増大一

利用度の低い広葉樹資源やササの種別，地域別分布状況なと慨存資源の現況を整理し，既存資源の中で比較的

成長の旺盛なユーカリ類，ギンネム類の環境適応性やコジイ，ササ類の生産性を詳細に明らかにした。 広葉樹

資源を積極的に生産するために，集約的超短伐期育成法を確立することを目的にして研究を推進した。この育成

法は，基本的には，早生樹を高密度に植栽し，施肥，潅水，薬剤散布など集約的施業により年間平均成長量 15t

/ha以上を目標とする造林法である。早生樹としては，q潮期成長が早く，単位面積当りの量的成長量治そ大きい，

＠申し木増殖や萌芽更新など省力的な再生産かできる，＠股が国の生態系に調和する，＠凌換・利用の観点から

優れた特性を持っているなどの条件を満たす樹種を選択し，それらの超短伐期林施業による多収穫法を開発し，

その経済性を評価した。

対象樹種として，ポプラ類．カンパ類，ヤナギ類，アカシア類を取り上伐優良個体の選抜，クローン化，植

栽法など多方面にわたって研究を行ったoその中で，シラカンパの葉柄培養による増殖と苗条原基の人工種子化

によるマイクロプロパゲーション法を開発した。また，シラカンパに関しては，山地に Ihaの超短伐期林を造

成し，それまでの研究成果を事業的規模で検証し，併せて，その経済性を評価した。超短伐期育成法は技術的に

可能である杭経済面で生産性の向上等なお榔すすべき課題が残されている。

森林バイオマスを有効に利用していくには，ぞれカ抵密度で分散して分布しているため，収穫・搬出にコスト

がかさむことが大きな障害になっているoそこで，収穫・搬出を効率化するため，複雑な地形と傾斜の山地に対

応して自走する段軸式車両と連結装軌車両の2台のベースマシンとこれらに装着するカンパ，ポプラなどの小径

木やササを伐倒・収穫する収税機を開発し，それらによる収穫・搬送システムを確立して，収穫コストを試算し

た。

連結装軌車両は4自由度ジョイント及びアクテイプコントロール機能によって，急傾斜不整地でかなり良好な
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走行性を示し，これに80馬力の収穫機を装着した場合の作業能率は，ササ密度5kg/m2の場合，刈り取り速度

0.3m/s，収穫量3.2t/h程度となり，単位収穫量当りの作業コストはおよそ1700～2側円／tと試算された。

従来技術（7α旧～16仮泊円／t）に比較してかなり有利なものとなったo

段軸式車両の基礎性能はほぼ計画仕様どおりで，急傾斜不整地での走行速度は0.2m/sが上限であったoこれ

に収穫機を装着した場合，対象とする林分を林分密度2脚本／ha，平均胸高直径10.8cm，平均樹高10.3m，蓄

積量90.64m3と想定すると，生産量はおよそ14m3／日，搬送作業用のトラクターを組み合わせたシステムではそ

の生産性は17.4m3／人・dと予測された。

3.特産資源の素材化，変換技術の開発

木質系資源は食糧，飼料，燃料，化学工業原料として潜在的に高い価値をもっているにも関わらず，現在のパ

ルプ工業を含めて，それを十分活用しているとはいえない。現在，有効利用が望まれている木質系資源としては，

針葉樹人工林の除・間伐材，旧薪炭林を主体とする里山広葉樹林，タケ・ササ，林地残材，工場残材，きのこの

閥抗木住宅解体材などがある。これらの御j用資源から有用成分を効率的に分別し，それぞれの特性を生か

して，食料，飼料，化学工業原料，エネルギー原料，ファインケミカルス，繊維，肥料などに変換・利用する木

材成分総合利用プロセスを確立することを目的とした。これまで経済性で問題のあった木質系資源の変換技術に，

バイオテクノロジー等の先端技術を導入して，新しい可能性を開いていかなければならない。

分別法としては，白色腐朽菌を活用して脱リグニンする生物的処週法， y線照射，徹粉砕，蒸煮・爆砕などに

より細胞壁構造を破壊する物理化学的方法，有機溶媒，塩素，オゾンなどを用いて脱リグニンする化学的方法，

フッ化水素（HF）などでセルロース，ヘミセルロースを可溶化する方法などを検討した。生物的処理技術に関

しては，高能率リグニン分解菌を選抜し，木材中のリグニンを選抑制こ分解するための培養創平を確立した。こ

れらの技術を実用化するには，より高能率のリグニン分解菌治拡要であり，そのため，突然変異操作，細胞融合

や遺伝子組換え等のバイオテクノロジーを導入して，その作出を試みた。物理的処理技術に関しては，針葉樹材

の細胞壁を効率的に破壊するため， Y線照射と微粉砕処理あるいは蒸煮・爆碑痩曜との組み合わせを検討した。

蒸煮・爆砕処理はシラカンペヤマナラシ，モリシマアカシアなどリグニン含量が低く，しかもシリンギル型リ

グニンの比率が高い樹種のリグニンを可制ヒするのに効果があり，それと同時に，高収率でキシランを可制じす

ることかできる利点を持つ処理法であることを明らかにした。化学的処理技術に関しては，育機やプロピオン酸

による蒸解が広葉樹をはじめ，ヒノキ，スギ等の針葉樹の脱リグニンに有効であることを見いだした。 HFによ

る精化法では，ほほ理論値の収率でグルコースカ鳴られる杭リグニンは強度の縮合即E、をうけて変質すること，

オゾン処週はリグニンを分解するのに有効である拭反応が均一に進行しない難点があったo

蒸煮・爆砕処理による木材飼料化工業や蒸煮・爆砕処理あるいは酢酸やプロピオン酸蒸解処理により成分を分

別し，分離成分を有用物質に変換する木材成分総合利用システムを確立し，さらに，それらの経済性を分析し，

実用化の可能性を評価した。

恭煮・爆砕処理した広葉樹材は，国立畜産試験場，地域農試，県畜試での長期飼養試験の結果，晴好性，安全

性に問題はなく，その消化率瑚諒されれば十分に飼料として利用できることが明らかにされ，普及のためのマ

ニュアルを作成した。蒸煮木材飼料は牧草サイレージに諸訪日すると，発酵品質刺向上すること玖見いだされ，実

用上大きな利点を持っていることが明らかにされている杭その普及における問題点はそれが経済的に成り立つ

かどうかと畜産農家に受け入れられるかどうかである。

蒸煮・爆砕処理や有機酸蒸解処理によって得られる糖類やリグニンの新しい有効利用法を開発し，セルロース
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のアルコールへの変換と併せて，木材成分総合手IJ用システムを設計した。蒸煮処理材から得られるオリゴ糖はイ

オン交換樹脂，合成吸着剤で脱色・精製し，甘味料や食品納日物とじての用途を開発した。リグニンは現在市販

のピッチ系炭素繊維と同程度の強度を持つ炭素繊維に変換する方法を開発したoそのほかに，ヘミセルロースや

リグニンから市販フェノール樹脂に比べ遜色のな刈賭性能を持つフラン系及ぴフェノール系樹脂を開発した。

鰯E下でメチロール化することで，塗工性や貯歳性に影響を及ぽす各物性を改良したリグニン接着剤を開発した。

一部のリグニンやヘミセルロースを含むcrudeなセルロースを原料として，機能性セルロースの調製法を種々

様札た。均一郎5・によるサクシノイル化セルロースの合成法を確立し，キトサンとの複合により，高能率のア

ルコール分離膜を開発した。蒸煮・爆砕繊維から可溶性のヘミセルロース，リグニンを抽出除去した紘ザンテー

ト化してビスコース液を調製し，遠心分離で不溶部を除去して成膜することで4-8%リグニンを含有する透明

なリグノセロファンを製造した。この膜の引張強度は 5.26kgf/ mm2でセロファンのおよそ1/4であるカt膨潤
度は8.2%とセロファンの約 1/4で寸法安定性に優れ，紫外線吸収能を有し，水ーエタノーJレの混合液から水の

み選択的に透過させる性質を示した。食品包装資材や農業資材として利用できることが見いだされている。セル

ロース中のグルコース残基のひ5と6位への二重結合導入法を確立し，新しい機能を持つセルロース誘導体であ

る5,6ーセルロセンを開発した。

セルロース及び木粉のプラスチックイ回安術に関しては，ピニルモノマーの光によるグラフト化や，ヒドロキシ

プロピル化，ベンジル化などによる新しいセルロース系物質のプラスチックイ回安術について検討を加え，それら

の誘導体の熱流動性，染色性等の基礎的特性を調べた。また，異種材料との複合化による高強度・高弾性プラス

チックの開発を試みた。

抽出成分の利用技術に関しては，接着剤，粘着剤などへの変換技術の開発と生理活性物質としての利用法を検

討した。シラカンパ歩樹皮のペチュリンについてはその配糖体の合成法を確立し，それらの生理活性を調ぺたo

ユーカリや針葉精油成分については抗菌作用，植物成長阻割下用，脱臭作用等を調ぺるとともに，精油以外の針

葉成分についても利用法を検討した。

各種の未利用広葉樹，針葉樹間伐材，ササ類を栽培基質として，食用きのこ生産技術を確立するため，基質に

適合したきのこの選定，系統選抜を行い，最適培養条件，栽培法を搬すした。タモギタケ，ヤナギマツタケはシ

ラカンペ ドロノキに対する高い活着率と原木重量減少率を示し，これらの材での原木栽培カf可能であることを

見いだした。アズマネザサチップ培地での滅菌袋栽培ではウスキモリノカサ，ヒラタケの子実体を発生すること

治子できた。適正環境下でのスギ，コジイ原木の路地栽培でマツオオジ，ヤギマツケ，ナメコの生産が可能となっ

た。

木材の表面を化学修飾することによって，熱可塑也熱溶融性，高反応性などの機能を付与し，木材の性能を

向上することカ？できるo木材表面をシアノエチル化，ベンジル化，アリル化などエーテル化することによって耐

朽也援水性，酎紫舛線性，熱融着性．反応性などの機能を付与し，表面硬度や光沢の向上した木質材料を開発

した。木材エレメントと金属や無機材料と複合化による木質系新素材の開発を目的とした研究では，イソシアネー

ト系接着剤を用いることにより高強度の鉄箔積層パーティクルボードを開発することができた。

4.林産システムの確立ー林産資源の生産・利用設備の向上一

北上山地・平鹿地区の森林l047haを選定し，その資源構成を精査し，当地域の資源を保続的に収穫する場合

の収穫量を試算した。伐期齢O年，面積18ha/yでは，年伐採量は 2側 msとなり，年間制自供給するとすれ

は 6.7m3/dの収穫量となったoまた，ここでのトラック・クレーン集材と架線法を組み合わせた収穫法によ
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る収集・搬送コストは，林道密度が20m/haでは 8日5円／m3, 30m/haでは 8108円／m3となった。

きのこ産業を農山村に定着させるためには，培養基質の安定供給地句之可欠である。これまで未利用であった広

葉樹材，針葉樹材あるいはササ類の原木や鋸屑の食用きのこの栽培基質としての適正を評価し，数種類の相互に

適合する基質と食用きのこの組み合わせを開発し，その最適培養条件や栽培方法を確立した。未利用広葉樹材と

しては，シラカンベ ドロノキ鋸屑でのヤナ苧マツタケ，タモギタケ，マイタケ，コジイ原木でのナメコ，ヒラ

タケの栽培法を確立した。スギ原木でマツオウジ，スギ鋸屑でヤナギマツタケが十分栽培可能で，この他にもナ

メコ，ヒラタケ，ウスヒラタケはスギ原木での栽培で子実体の発生がみられ，栽培実用化の可能性がみられた。

ササでの栽培試験では，滅菌した場合にはヒラタケ，ヤナギマツタケ，タモギタケ， トキイロヒラタケの栽培

が可能であった。 6月に刈り取ったアズマネ苧サで菌床を調製し，自然発酵させた後，菌床温度カ桝気温まで下

がったときに，種菌を摂取し，培養する無滅菌栽培法ではウスキモリノカサが有望であった。

木材成分韓合利用システムについては，その経済性を分析し，企業化の可能性を評価した。工場規模をlOOt（乾

材） /dと想定し，プラントの設計，イニシャルコスト，製造コスト，得られる製品の価格の試算を行ったoモ

デルプロセスで生産される製品の生産コストは，還元キシロオリゴ糖カ電422円／kg，炭素繊維カfJ.440円／kg,

アルコールカ匂1円／kgとなった。それらの市樹面格はそれぞれ必O円／kg,2日泊円／kg,172円／kgである。

この試算はまだ多くの仮定のもとで行われているが，その経済性は極めて厳しい。おのおののプロセスで大幅な

コストダウンを図らねばならない。特に，セルロースの燃料アルコールへの変換プロセスの経済性は，石油価格

の低落した現在，極めて厳しい。セルロース加水分解用酵素の生産コスト削減，アルコール発酵・漉縮技術の省

エネルギー化が必要であり，この分野では，最近のバイオテクノロジーを基盤として，高効率の徴生物・酵素の

作出，あるいは，それらを有効に活用するためのバイオリアクターの開発などが強く望まれる。オリゴ精類の精

製，キシリトーJレの生産，炭素繊維生産プロセスでもより効率的な技術の開発が必要であり，おのおのの成分の

より有効な利用法を開発して，その経済性を改善して行かなければならない。

飼料化に関しては，我が国の広葉樹資源の実態や畜産農家の経営規模と分布状態等についての資料をもとに，

最も具体性を持つ1プラント当たりの生産規模を12-24t/dと設定し，その生産コストを算出した。絶乾チップ

価格をm円／kgとした場合，製品1kg（絶乾）の製造コストは48-57円／kgとなっている。 1頭1日当り3kgを給与

するとすればこれらの工場では1日当り4000-8 000：頭分の飼料を供給する能力があることになる。この木材

飼料化工業を地域に定着させるため，広葉樹資源の豊富な北海道や岩手県で綿密なケーススタデーを行い，原料

の入手から飼料生産までの最適システムを櫛すした。北海道では，一例として，シラカンパ材の製箸工場に飼料

化装置を併設して，そこから排出されるシラカンハ咳紺チップも併せて利用する村誠縫営地鳴案されている。

また，岩手県を対象にしては，広葉樹林の分布，資源構成を基にして，保続的に収穫する森林管理方式と，この

地方の夏山冬星の畜産方式を前提として，混牧林経営と木材粗飼料化工業を組み合わせた地域システムを検討し

た。畜産農家を対象にした調査では価格次第である杭半数カ味質飼料を使用してもよいと回答した。

5.微生物・酵素の利用技術の開発

木質系資源、に含まれるリグニンを微生物を用いて効率よく分解・除去し，残存する炭水f闘を食・飼料・化学

工業原料に変換することを目的にして， 10卿株以上に及ぶ立木や倒木の腐朽菌，落葉落枝分解菌，土壊徴生物

等から採集した菌株や保存菌株からリグニン分解能の高い菌をスクリーニングにかけ，選別した菌株を用い，リ

グニンを効率よく分解・除去する培養法，培養条件を樹すした。 14cでリグニンだけをラペルした木粉と金成分

をラベルした木粉を用いるリグニン分解菌の鋭敏なスクリーニング法を開発するとともに，有望菌種として，マ
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イタケ，マンネンタケ，ヒラタケ，シイタケなどを選抜した。また，窒素源の糊日がリグニンの分解に及ぽす影

響や各種の抽出成分が菌の成長に及ぽす影響を調べた。そのほかに，ラッカーゼやメタノーJレオキシターゼなど

のリグニン分解酵素を分離・精製し，その酵素的諸性質を明らかにした。

木質系バイオマスの樹ヒに適する高活性のセルラーゼ，ヘミセルラーゼ生産菌の探索を目的とし，以下の二項

目について検討した。

①トリコデルマ及びヒポクレア（トリコデルマの完全世代）の18菌株を用いてリグノセルロースを基質とした

ときのセルラーゼの生産力を比較検討した。トドマツ針葉を基質としたときのTrichodermaとT.

longibrach・旬tum及ぴキノコ栽培カスを基質としたときのT.aure抑制御とT.kon伽.giiの困型培樹由出液（1 g 

のバイオマスあたり1伽nlの緩衝液）は市販のT.virideセルラーゼの0一1%液のセルラーゼ活性に匹敵する健を示

した。トリコデルマ及ぴヒポクレアのセルラーゼの生産はリグノセルロースの種類により大きく変化した。

②褐色腐朽菌は本質的にリグニン分解力を持たないにもかかわらず，リグニンに包題された木材細胞壁中のセ

ルロース，ヘミセルロースを選択的に分解する。そこで，褐色附ヲ菌オオウズラタケによるセルラーゼ，ヘミセ

ルラーゼの生産を目的として，液体培養法及び国型培養法で酵素生産条件を検討し，さらに得られた酵素で木材

多糖の糖化を試みた。液体培養においてCxーセルラーゼやヘミセルラーゼの生産性を高めるためには，培地の

pHを2.0以上に制御することが~要であったo Fーグルコシターゼは培養方法に関係なく，また低いpH条件下

でも一定のレベルで産生された。CEーセルラーゼは，産生きれなかったo褐色腐朽菌の生菌レベルの結品セルロー

スの分解は菌体外の H202/Fe2＋系または・OHラジカルなど非酵素的因子による陵化作用地智津となって進む

と考えられる。

リグノセルロース資源を大規模に連続糖化することを目的として，生成した糖類の分離とともに，セルラーゼ

の回収・再利用を可能にする限外泊過機能を有するlOL容量のバイオアクターを設計・試作した。このリアク

ターで， 2-2.Skgの基質（蒸煮シラカンパ材と広葉樹クラフトパルプ）及ぴ2万単位の油紙分解酵素（FPase)

を使って， 8～10日間の連続運転を試みた。

このバイオリアクターでlgの還元糖を生成するのに必要な酵素量は，蒸煮シラカンパ材で27.3FP鎚eIU/

gRS，広葉樹クラフトパルプで7.4FPaseIU / gRSであった。加水分解生成物の糖組成は，連続運転の過程で酵

素が徐々に失われたにもかかわらず，梼化の開始から終了時点までほとんど変化は認められなかった。糖似邑程

での反応系の溶液部に存在する酵素成分の変化を液体クロマトグラフで追跡したカtエキソ型のFーグルカナー
ゼの主要な成分であるCBHIが糖化の進んだ段階で残誼に選択的に吸着されていることが見いだされた。

（宏之kー允）

酸性雨と森林衰退

rスギ林における酸性降下物等の動態腸明と影響予察に関する研究J ：公害防止（昭和62年～平成元年）

「スギ林における酸性降下物等の動態解明と影響予察に関する研究J ：地球環境（平成2年～平成4年）

喰性雨等モニタリングセンターステーションの構築J ：特定研究（平成2年～6年： 7年度以降改編・拡充）

明坊酸性化の指標となる醇苔類・地衣類に関する研究』 ：地球環境（平成5年～7年）

「樹木一酸性土壌系における重金属の動態に関する研究J ：地球環境（平成5年～7年）



「山岳地帯における酸性降下物の樹木影響に関する研究」

「森林土壌における酸性物質の臨界負荷量の評価に関する研究J

目的

：地球環境（平成5年ー7年）

：地球環境（平成5年～7年）
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酸性雨によるとされる森林衰退や湖沼の酸性化が欧米では社会的にも問題となっているo我が固においても，

原因が明らかでない森林蔚屋の情報が各地からもたらされている。これら衰退林の分布は水平的にも垂直的にも

限定されていない。また，務息している樹種も限定されていない。これらの森林衰退のなかには気象害や病虫害，

動物の害等地苛母島原因である場合もある杭原因が確定されていない衰退も多く，酸性雨が原因ではないかと危

倶されている。

酸性雨は化石燃料の燃焼に起因する低漉度の広域汚染である。欧米では国境を越えた問題となっているように

その影響は広範囲に及ぶ。森林生態系に与える影響は慢性的・蓄積的であり，来解明な部分カ句多い。その影響は

広範囲にわたるのと土嬢に不可逆的な影響を与えるので，一旦影響効顎在化した場合には回復治咽錐である。こ

のため，酸性降下物地帯防粍色態系に及ぽす影響を明らかにするとともに，影響の顕在化を未然に防止することが

強く要望されている。

1.研究の経過

我カ咽において，酸性雨の森林生態系への影響あるいは森林衰退に関する研究が本格的に開始されたのは1980

年代の半ば以降である。 19邸年に関東地方におけるスギ林の蕗邸宅融雨に起因するのではないかとの問題提起

がなされた。この前後より，行政も研究機関も酸性雨問題を重視するようになったo森林総合研究所の前身であ

る林業試験場では， 1985年に経常研究にて喰性雨に対する林木の反応とこれに関与する要因」を開始し，環境

庁と林野庁では第一次緊急調査として「関東地方におけるスギ林の衰退と酸性降下物の影響に関する緊急実態調

査』を開始した。その仇 1987年からは，環境庁の公害防止予算にて「スギ林における酸性降下物等の動態解明

と影響予察に関する研究Jが5年の研究計画で開始された。このプロジェクトには農業環境技術研究所，群馬県

林業試験場及ぴ富山県林業技術センターが参画した。このころ以降我が固においても全国各地から森林衰退に

関する情報カ匂スコミ等で報道されるようになったo林野庁ではこれらの酸性雨と森林衰退についての基礎的情

報を組織的に収集する重要性をを認め， 1鈎O年より「酸性雨等森林被害モニタリング事業J を全都道府県の協力

を得て開始した。森林総合研究所では林野庁のモニタリング事業と協力分担するために，特定研究喰性雨等モ

ニタリングセンターステーションの構築」を同じく1990年に開始した。一方，環境庁では地球環境問題を重視し，

19初年より「地球環境研究総合推進費」による研究を開始し，このなかで酸性雨問題も重要な課題として位置づ

けた。前記のはギ林における酸性降下物の動態」の課題も総合推進費で推進されることとなった。 3年を一期

とする地球環境研究総合推進費による課題は，現在二期自治想議されており，国立環境研究所や農業環境研究所

及び文学など他の研究機関とともに喰性物質の生態系影響」及ぴ『酸性物質の臨界負荷量Jのテーマのもとで

研究を推進している。また，林野庁の「モニタリング事業」と森林総合研究所の本・支所で推進している「モニ

タリングセンターステーションの構築Jは平成6年度にで一期白地帯了となった杭 7年度以降も改編・拡充さ

れ継続される。

酸性雨の実態やその森林生態系への影響や森林劃息にかかわる研究は．国公立の研究機関，大学及ぴ民間の研

究機関でも多く行われている。これまでの調査研究により，降水に森林生態系によりもたらされる酸性物質の量

や特性は明らかになりつつある杭森林衰退との関係は未解明な部分坊主多い。

これまでにの研究により得られた研究成果の概要を以下に述べる。
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2.樹木衰退の実態

大気汚染が散しかった1970年代には関東平野で樹木衰退治q玄範囲に確認された。当時は近年問題となっている

スギのみでなくケヤキも衰退しており，その原因は大気汚染ではないかとされている。 1970年代の半ば以降は，

排ガス規制がなされ，自動車の排ガス基準を達成するための拡術革新や火力発電所の脱硫装置の整備等治情われ

た。その結果，排ガス中の硫黄劇協の排出量は減少し，大気汚染問題も論議されること仰Pなくなった。また，

樹木衰退も問題とされなくなった。事実，ケヤキは衰退から回復傾向になったoしかしながら，大気環境地敬普

されたにもかかわらずスギ林の衰退は進行していた。

すなわち， 1987年に関東地方のスギ林の衰退樹兄を調査した結果，衰退は1釘仲代より進み，その区域治拡がっ

ていることカ報寵された。また，航空写真を利用して衰退の経過を解析した結果でも，務島治犠続して進行して

いること地帯認された。関西地方おいても都市周辺でスギ治事6昆していることカ暢認された。スギの衰退は平野

部に限ら札山間部のスギ林の高島は認められない。また，高齢，高樹高のスギカ寄越しており，若齢木では衰

退していない。衰退の状況を林分単位でみると，孤立木や林緑木で斑屋地識しく，林分状態になっているところ

では衰退治温めて少ない傾向にある。個体としての斑旦は樹冠上部の着葉量の減少、からはじまり，先端部から枯

れ下がる。さらに穏息地漣む枯死にいたる。

近年，平野部のスギ：以外の森林務且の情報地主多くもたちされており，主なものだけでも大山のモミ，丹沢のプ

ナ，赤城山のダケカンペ奥日光のダケカンパやオオシラピソ等々がある。いずれの高屋も気象害やシカの食害，

縞枯れ現象，ナラタケ病等いくつかの衰退因子があげられているカt衰退原因やそのメカニズムが明らかになっ
てないものも多い。

3.酸性降下物が樹木に与える直接の欝響

酸性雨治樹木に与える影響を明らかにするために人工酸性雨の散布実験利子われることカ移い。人工酸性雨や

人工殴性雨とオゾンの暴露試験を行い，可視被害の発生状況成長，光合成・呼吸，蒸散速度などに与える影響

を解析した結呆は以下のとおりであるo

pH2.0の人工酸性雨の散布では，光合成活性の低下や気孔開問調節異常などの不可視被害も現れるとともに，

葉に明らかな可視被害治顎札業量や成長量の低下が生じることが明らかとなったoまた， 0.5ppm以上の漉度

のオゾンに数時間以上暴露されれば葉の変色等の可視被害のみならず水ストレスを受けやすくなり，葉の枯死

や新しい葉の展開匝害のため，衰退の契機になると推定された。しかし，現在の降雨のpHであるpH4台では可

視被害は現れず，成長速度や光合成活性及ぴ気孔開閉調節への影響は少なく，枯死・衰退に結びつくほどの直接

的影響は受けていないと評価された。同様に，現在の関東地方の年平均オゾン濃度はo.倒ppm以下， SOz浪度は
O.Olppm程度以下， NOz漉度は0.03ppm程度以下である杭この程度では大気汚染ガスが原因で可視・不可視

被害は発生じにくいと判断された。

苗木を用いた人工酸性雨の散布実験は他の研究機関でも行われているカ1それらの結果からも，現在観測され

ている程度の酸性雨の直接の影響はないと判断されている。

4.林外雨，林内雨，樹幹涜

森林は樹冠で閉鎖されているので，降水は葉の層に一旦とらえられた後に地表に到達する。また，一部は樹幹

を伝わって地表に到達するo森林はその樹冠層で大気中の粒子状やガス状の乾性降下物を捕捉するので生穣系へ

の物質の負荷量を推定するために，一般に降雨（林外雨），林内雨及ひ潤幹流の量とその溶存成分が測定される。

当然のことながら，林内雨や樹幹流には樹体より溶出する成分も含まれる。
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林外雨，林内雨及E湘幹流の観測は全国8か所に設定された rモニタリングセンターステーションJにおいて

観測が行われており，観測を早くから行っていた北海道支所では10年以上のデータが蓄積されている。これらの

観測結果を総合すると，降水のpHの年平均はおよそ4.3～5.0前後となり，環境庁のモニタリング調査結果と極

端な違いはない。 ECは都市圏よりはなれた御緑山に設定されたモニタリングステーションでは低い値を示し，

都市園近くのステーションでは高い傾向にある。御鎌山の負荷量は，環境庁地観測している全国平均とそれほど

大きな違いはない。森林地帯への負荷量の地榔怜違いや経年変化等は今後詳細に検討する予定である。

林内雨は樹冠に付着している乾性降下物を洗い流すためと，樹体より成分が港出するため各成分とも濃度抗上

昇する。この濃度上昇が乾性降下物に起因するとすれば酸性物質の負荷量として計算される。観測結呆では，林

内雨のpHは林外雨と大きな違いはないが溶存成分の漉度は高くなり，負荷量は多くなる。特に，カリは樹体か

ら溶出するため漉度が高くなり，林外雨より10倍前後多くなる場合がある。

樹幹流のpHについては興味ある現象が明らかとなった。特にスギの樹幹流のpH地帯本外雨や林内雨に比較す

ると極端に低いことカ明らかとなったo大気汚染の程度地祇く酸性物質の負荷量制Pないと考えられる東北地方

においてもスギ樹幹流のpHが低い傾向にあることが認められたので，これは樹種としての特性と推定された。

いろいろの樹種の樹幹流のpHを測定した結呆樹幹流のpHには樹種特性があることが明らかとなった。特に，

スギ樹幹流のpH3.7前後と低く，プナやユリノキではpff6以上と高い。樹幹流の量は林外雨や林内雨より少な

い杭樹幹周囲の狭川ところに流下するのでその土壊への影響は大きいと考えられる。

5.土壊の殴性化

酸性雨による広範囲にわたる森林土壌の酸性化は現在のところ確認されていない。しかしながら， pH耕輔

に低いスギの樹幹流の影響を受け，樹幹周囲の土嬢の酸性化地犠行していることが明らかとなったoスギ樹幹周

囲の土嬢のpHを調査した結果，土壌のpHの等値線は樹幹を中心とする円を描き，樹幹を中心にリング状を呈

する。樹幹の近くと樹幹より離れたところのpHの違いはおよそ1前後あり，樹幹近くではpff4以下となり，

pH 3台の強酸性になっている場合も見られるoこの現象は，老齢木で顕著であり，同じ場所に生育していても

若齢木ではみられない。 pHカ司監いスギ樹幹流の影響を長期間受けたためと考えられる。土壌の酸性化が著しい

場合は，土壌中に水溶性アルミニウムが数ppm存在することや水溶性の硫酸イオンや硝酸イオンの濃度も高く

なってしfることが確認されている。

関東地方において蔚息林，非衰退林の樹幹周囲の土嬢のpHを調査した結呆では，衰退林の方が低い傾向にあっ

たカt関西地方において多点調査をした結果では，衰退とpHの聞には相関が留められなかった。このことから，
樹幹周囲の土壌の酸性化は衰退の主要な因子ではないと判断された。ただし， pff4以下という強敵性カ常休に

何らかの悪影響を与えている可能性は否定できない。

樹種により樹幹流のpHや溶存成分は異なるので，その影響を受け樹幹周囲の土壌特性は樹種により異なるカt

．その影響は未解明な部分治虫多い。今後の課題であろう。

6.衰退要因の解析

人工酸性雨の散布実験やオゾンの暴露実験の結果から，現在の降雨の酸性度や大気環境の状況では，スギの衰

退をそれらの因子から説明することは困難と考えられた。樹木の生理特性や気象条件等の環境変動との関係から

おE要因を解析した。

スギの斑屋と光合成能力の関係を調査した結果，晴れた日の高島木の光合成速度の日変化は，健全木に比《吠

きな日中低下が認められた。その最も大きな原因は，気孔開度の低下であったoしかし，スギは健全な個体であっ
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ても気孔関度の日中の低下のために光合成の低下治注じ，種としても水上げの遅れ治性じやすU暢種であること

治宝明らかになったo一方，関東平野の主要樹種における，最大水蒸気拡散コンダクタンスを比べた結果，スギは

水を最も消費しやすU嶋種であることが明らかとなった。しかも，水利用効率の指標となるP/T比（単位蒸散当

たりの光合成比）の比較の結果，光合成生産に関する水邪j用効率が最も悪U嶋種であることも明らかになった。

さらに，水鉛直導抵抗を比較した結呆広葉樹や同じ針葉樹であるサワラやヒノキに比べても大きな値を示し，

吸水に遅れカ宅主じやすい特性を有していることが明らかになったoこれらのことは，スギは本来，乾燥に弱い樹

種であることを示している。近年の関東平野における気象環境の変化をみると蒸散速度に大きく影響する水蒸気

飽差は，このω年間にわずかづっ増大していること治勢かり，年降水量の減少頓向とともにスギの生育に不利な
環境へと移行していることが明らかになった。

一方，関西地方において，大気汚染常時監視測定局から3km以内の社寺林を選ぴ（2臼地点），スギの衰退度

と孤立の程度，舗装や踏み固めの程度， 8月の月平均気温，二酸化窒棄の年平均濃度，オキシダント指数との関

係を解析した。その結果，スギの衰退に対して有意で最も影響の大きかった要因は， 8月の気温であり，続いて

舗装や踏み固めの程度，二酸化窒素，樹冠の孤立の程度，オキシダントの順となったoまた，年肥大成長量と気

象条件との関係を調べた結果，スギの肥大成長は7,8月の平均気温カ9さに幻℃以上の高温の年に衰える傾向が

あり，夏の高温がスギの衰退に関係しているという結果と符合した。

以上のことより，スギの生瑚嫌性と環境変動地帯市周辺の平野部におけるス亨の部屋要因のーっと考えられ

た。

養分吸収と栄養生理から解析した結果では，土壌の酸性化にともないpHは低下し，水溶性カルシウム，マグ

ネシウムは増加する。マンガンは水溶性，交換性ともに増加する。アルミニウムも，ローム土壌では水溶性及ぴ

交換性ともに，またマサ土境では交換性が増加した。硫酸糊日により酸性化カ弛むとスギのカリウムの含有率が

低く，アルミニウム含有率が高くなり，生長は抑制された。また，塩基の吸収は蒸散速度と対応がみられ，この

蒸散速度の調節機構がアルミニウムによって影響を受ける傾向が水耕による実蜘9解析により認められたo務息

しているスギの業分析の結果ではカリウムの減少やアルミニウムの増加が認められた。

年輪構造から過去の生育制児を解析した結果，大気汚染地帯しかった地域では年樹齢最大密度の低下地L 般

的にみられ，大気汚染による年輪構造の変化はかなり顕著であったことが明らかとなったoまた，年輪構造指標

の中で年制高と最大密度峨休弱Eの兆候を示す指標として最も適することが明らかとなったo

衰退林の土壊環境を調査した結果，務E林のなかには土壌表層のpHや塩基飽和度が低いだけでなく土嬢表層

や樹体の重金属含有率が高い例，下層にグライ斑が確認されたが土壌は乾燥しており最近になって土壊水分環境

が急変し乾燥化が進んだと推測された例，スギカミキリ等の被害地主多く土壊の物理性も悪化している例が確認さ

れた。これらのことは複数の部屋原因がある可能性を示唆している。

さらに，酸性降下物が種子の結実・発芽に及ぽす影響や徴生物に及ぽす影響についても解析カ強められ，基礎

的情報の蓄積地苛子われた。

7.土績の緩衝能と既存の土壇情報のデータベース化

土壌には酸を加えても直ちに酸性化しなし惰性がある。これを酸に対する土壌の緩衝能と呼んでいる。土壌の

緩衝能のはたらきにより，酸性降下物の影響が直ちには顕在化しないがその影響は蓄積され，間値を超えると一

気に問題効性じる。このため，森林生態系、あるいは渓流や河川，湖沼への酸性降下物の影響を解明するためには

土壌地鳴っ緩衝能の大きさやその発現機構を明らかにする必要がある。また，広域を対象として酸性物質の影響
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を予測するためには，既存の土嬢情報を活用する必要がある。

土壌の緩衝能の測定については公定法治略立されているわけではない。ここでは，土壌カラムに人工酸性雨を

連続散布し流出水のpH自記記録するとともに，流出水を連続的に採取しその溶存成分を分析する方法を開発し，

土壌の緩衝能とその発現機構を解析した。また，この手法を用い，主要森林土壊の緩衝能を測定し，その特性を

解析した。

その結果，流出液のpHは段階的に変化することやpHと溶出する成分には密接な関係があることが明らかと

なった。解析の結果， r酸にたいする土壌の緩衝作用としては炭酸塩，塩吸着（アロフェンによる陰陽両イオンの

同時吸着），交換性塩基（主にカルシウム，マグネシウム）及び酸可溶アルミニウム（交換性を含む）の段階が

認められた。土壌の総合的な緩衝能をアルミニウムが溶出するpH4までに低下させる酸の量とすると，火山性

黒色土と暗赤色土を除く土壊では交換性塩基量と相関が認められた。また，森林土壌では有機物を多く含む表層

土壌は一般にpHが低く緩衝能が低いこと，すでに酸性化が進んでいるポドゾルやスギ樹幹周辺の土壌の緩衝能

は低いことが明らかとなったo

これまでに蓄積されている林野土壌調査報告等の土壌調劃宵報を整理し，全国を対象に割問点以上の代表的な

土壌の物理化学性と林野庁モニタリング事業で得られた土壌情報のデータペース化を行った。これらの情報を解

析した結呆，同じ土穣型であっても化学特性値はかなり変異に富んでいることが明らかとなったo今後さらなる

解析を行い，既存の土壌情報を活用しつつ精度の高い影響予測を行う必要がある。

8.現在推進中の課題について

現在，環境庁地球環境研究総合推進費喰性雨Jの2課題に参画している。

課題「酸性物質の生態ぷに与える影響に関する研究Jでは次の3サプテーマの研究を推進している。

「環境酸性化の指標となる欝苔類・地衣類に関する研究」では，土壌条件の影響から隔離され大気環境のみに

依存して樹皮上で生育し，大気環境の指標としてその有用性が認められている醇苔類・地衣類に焦点をあて研究

を推進している。すなわち，広域的な指標として用いることが可能な種を選出するために，その分布や消長の実

態調査を行っているoまた，実験的な手法を用いて汚染物質の種類と濃度に対する反応を調査し，辞苔類・地衣

類の環境ストレスの指標として有効とされているSOD活性を迅速に測定する手法を確立した。

r樹木一酸性土壌系における重金属の動態に関する研究Jでは，土壊の酸性化に伴うMnの過剰障害に焦点を

あて，水耕法を用いMn過剰障害の研究を推進している。

「山岳地帯における酸性降下物の樹木影響に関する研究Jでは，最近問題となっている奥日光の白根山，男体

山，太郎山等の高海抜山岳林の衰退現象に焦点をあて，衰退の観察を行うとともに，これまで霧水・雨水の化学

成分を測定した記録のない日光男体山の海拠100m地点で霧水雨水樹幹流等を採取し， pH及び溶存成分の

分析を行うなど，現地における実態調査と解析を行っているo

課題喰性物質の臨界負荷量に関する研究Jでは，サプテーマ「森林土壌における酸性物質の臨界負荷量の評

価に関する研究』の研究を推進している。本課題では， 0）塩基の欠乏に伴う樹木のストレス耐性と生理活性

の変化の解明，（2）臨界負荷の判定手法の開発，（3）広域の臨界負荷量推定手法の開発，の細部課題を設定し

て，精度の高い森林土壌の臨界負荷量を明らかすることを目標に調査・研究を行っているo

これらの課題では，これまでにいくつかの注目すべき成果地鳴られている杭現在推進中なのでここでは割愛

したい。
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9.今後の研究展開

酸性雨は化石燃料の大量消費に起因する広域汚染であり，原因である化石燃料の消費は今後とも増大すると予

測されている。我が国では，酸性雨による森林衰退は確認されてはいない治えその影響は蓄積するので近い将来

に顕割ける可能性は否定できない。森林生態系は複雑な系であり，また，生物としての樹木は巨大で成長や生

命維持機構も複雑である。寿命も人間よりはるかに長い。このため，樹木・森林への影響とそのメカニズムを解

明するには多くの視点より解析・究明する必要がある。地球環境保全に重要な役割を果たして．いる緑資源である

森林を維持するためには，生理学や生態学等の専門分野での研究の深化を図るとともに，より精度の高い環境と

生態系のモニタリングシステム構築すること古唾凄と考えられる。．．

（堀田庸）
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農林業における水保全・管理機能の高度化に関する総合研究

1 研究の背景と目的

農山村地域での国産材需要の低迷等による林業生産活動の停滞や過疎化が進行する中で土地利用形態の多様化
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は林地，農用地の水保全・管理機能に大きな影響を及ぽしてきでいる。国土の82%を占めている林地・農用地は

農林業を営む中で，地域の水保全に重要な役割を呆たしており，農林業土地帯IJ用形態での水保全・管理機能を維

持・増進させる技術を向上させることが急務となっている。これまでにも林地，農用地の水保全機能については

研究が進められてきているカt不明な点の多い林地・農用地の土壊中の水動態メカニズムや土擦の構造，植生等
が水保全に与える影響を明らかにし，それらを高度化する管理技術を開発するために，農業工学研究所を主査場

所として，森林総合研究所をはじめ，農業環境担ピ術研究所，草地試験場，北海道農業試験場，四国農業試験場及

ぴ岩手大学，日本農業土木総合研究所カ司参画して，農林業を営む上で林業関係は森林施業拡術，農業関係は水資

源開発技術，土地改良技術に関する問題解決のために研究を進めてきた。

2 研究経過と成果

この研究は農林水産技術会議の総鋪旬開発研究として昭和63年～平成5年にわたって行われたものである。森

林総合研究所は地域性を考慮して積雪寒冷，温暖適潤，寡雨乾燥地域を対象に樹種，地形，土質などの流域条件

と水循環過程との関係を明らかにして，水源かん養機能を流域単位で鮪面する手法を開発し，森林の水源かん養

機能を向上させるための森林施業の樹投行った。動蹴究室は森林環境部立地環境科立地開面研，土壌物理研，

地質研，水土保全科水流出管理研，水資源保全研，防災科気象研，北海道支所・関西支所の各土壊研，防災研の

1卿隣室で15,J、課題を分担したo

固定試験地として積雪寒冷地域：定山渓試験流域（針広混交林）北海道支所，温暖適潤地域：宝川試験地（広

葉樹林）・筑波共同試験地・常陸太田試験流域（針葉樹林）森林環境鼠寡雨乾燥地域：京都営林署管内北谷固

有林試験流域・関西支所桃山実験林（常紘落葉広葉樹の混交林）関西支所を選定した。

1) 林地・農用地における土壌中の水動態メカニズムの解明

0）林地土壌の水移動メカニズムの解明
森林に降った雨や雪は樹木や地表面などから蒸発・蒸散作用によって一部が失われ，林地斜面に到達した降水

は一部地表流となる杭かなりの量が主壌中に浸透・貯留され，やかて地下水や河川水として流出する。我が国

の林地は地形，地質，気象，植生等によって林地の土壌の厚きや構造特性が異なるため，水移動もそれぞれ異なっ

た形態をとる。これまでに林地，伐採跡地などで遮断雨量，蒸発散量，流出量等地表面の状態にかかわる諸国子

の研究は行われてきているが；複雑な条件下にある林地での各種土壊や構造等の土壊特性に対応した水移動のメ

カニズムに関する報告は少ない。

林地の洪水緩和，または渇水緩和機能は土壌の保水機能によるところが大きく，そのためには気候条件の異な

る山地小流域を対象に土壌中の水移動及的L隙分布特性や土層の厚さ等から土壌の保水容量の変動を検討するこ

とが重要である。積雪寒冷，温暖適潤，寡爾乾燥地域の小流域を対象に土壌構造，干し隙特性，搬地形に対応した

土壌中の水移動，保水メカニズムについて検討した結果，林地土嬢の保水容量（pFl.7-3.2に相当する孔隙量）

は土壌型，土壊の引臓特性，土層厚並びに母材などで規制されることが明らかになり，これらを基にして流域の

保水容量の推定を試みた。積雪寒冷地域の定山渓試験流域では尾根部に分布するポドゾル土綴の保水容量は

筑胤m未満，斜面の中腹や下部に分布する褐色森林土は3陥 m前後であった1・2）。温暖適潤地域の常陸太田試験流

域では土壌の分布から推定した流域土壌の平均保水容量は15加であった1）ペ寡雨乾燥地域の北谷試験流域は

未熟土ないし未熟土に近し崎色森林土の多い試験地で，その保水容量を算出した結果，土居の薄い尾根筋に分布

する乾性土壌は1仙m未満，沢筋の適潤性土嬢は200mm以上，斜面中部は100～2仙 mであ’った。北谷試験流域の

保水容量は最小時期は8～9月で97mm，最大剛羽は3月下旬でお8肌おおむね1愉間以上であった1),4）。
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(2）地下水の流動と流出メカニズムの解明

林地の保水機能は主として表層土層によるものと考えられてきたがi簡易貫入試験による貫入抵抗値と現場調

査及び室内試験による土嬢の孔隙率や透水係数などから評価すると，表層土層の下部風化層もpFl.8～3.0相当

の孔隙量カ強風化層で10～20%，中風化層で 5～10%存在しており，林地の保水機能については風化層も大いに

寄与している。筑波共同試験地の調査結果を見ると強風化層以浅の土層浩靖する保水容量はB小説占ま298.6mm,

C小話説部37.4mmであり，強風化層中下部はそのお%， 39%を分担していることが分骨、った1),3）。

以よのことから山地流域に降雨があると森林土嬢は速やかに浸透・透水させる。そして，無降雨時には貯留さ

れた水を長期間にわたって移動，流出させるため森林の水保全機能に果たす役割の大きいことが明らかになった。

2) 農林業土地利用系における水保全・管理機能の解明

(1）森林特性が林地の水源かん養機能に及ぽす影響の解明

山地流域の降水量は一時期に集中すると洪水・土砂災害の発生原因となり，少な過ぎると水不足となって渇水

で悩まされるoこの降水量は地形や風の影響を受け易く，降水量を決定するにはいろいろな問題はある治tでき
るだけ容易な方法で山地流域の降水量を推定していくことも必要である。宝川試験流域では7か所に自記雨量計

を設定し観測を実施するとともに， 1952～1953年に得られた流域内23か所のデータを整理して，山地の雨量分布

の推定方法を検討した。その結果，観測点雨量と標高の相関関係から雨量を求めるよりも，切峰面標高との相関

関係から求める方カ唯定精度抗上がることが明らかとなった1),3）。

水資源の供給の場として大きな役割を担っている各種林地の水保全機能は土壊，地質などの流域条件や積雪寒

冷，温暖適澗，寡雨乾燥地域といった地域特性の影響を受け易いため，普遍的な評価方法が模索されている。こ

こでは， 3地域を対象に水文観測を行い，林地における降雨特性を解明し，森林が水循環と水収支に及ぽす影響

を気鰯Uに検討した。積雪寒冷地域の定山渓試験流域では水循環過程を融雪期と無積雪期に分けて検討した。無

積雪期の蒸発散量は460mmで本州中部と比べて6割と少なく，その内訳けは遮断蒸発散量nmm，地面蒸発量

86mm，河道蒸発量Imm，蒸散量怨6mmである。樹種別の積雪の遮断蒸発量はトドマツ35%，パンクスマツ45%,

カラマツ15%，落葉広葉樹4%で樹種によって大きな差があり，常緑針葉樹林においては冬期降雪の遮断蒸発量

を無視することはできない。また，冬期の積雪下面融雪量は一日当たり0.266mm，積雪期間では44mmあり，冬

期渇水時には貴重な水資源となる。年聞を通してみると降水量1193mmのうち蒸発散量5侃mm，流出量687mm

で流出量の67%は雷によるものであった1),3）。温暖適潤地域の筑波共同試験地（主にスギ，ヒノキ）では年流出

量は年降水量の42～56%，年蒸発散量は：44-58%と推定された。また，年樹冠遮断量は年降水量の9～26%となっ

た。これは年蒸発散量の18～45%に相当する1),3）。寡雨乾燥地域の北谷試験流域では流域の年間水収支は降水量

の48%カ犠発し，残り52%が流出した。流出の内訳は芭接流出カfJ.3%，基底流出が39%である。また，樹冠遮断

量は本邦の針葉樹林地雷降水量の20%程度であるのに対し落葉広葉樹林は約11%と少なく，常緑樹が混交すると

4%程度高まった1),3）。以上3地域の年間水収支を示すと図1の通りである。

(2）森林流域の水収支モデルと評価手法の開発

従来から林地の水源かん養機能の定量的評価洲援すされてきている杭各種因子科搬に関連しているため，

現地調査の資料が中心とならざるを得ない。そこで，既存資料の活用を図るため，既存の資料である多目的ダム

管理年報を用いて関東以西の地域について夏期ー秋期の無降雨時のダムへの日流入量（流域からの流出量）から

基準減水曲線を決定して地質別の流域保水容量を求めたoその結果，変成岩お6叫花筒岩・221回，火山岩19加，

中古生層1駒田，第三紀層147mmとなったo現地調査資料を用いて土壌の孔隙解析より求めた降雨貯留量は火山
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岩20加，花向岩却8mm，変成岩193.四，中古生層171叫第三紀層142mmであった。変成岩地域における流域保水

量は降雨貯留量に比べて高い杭概略的には流出特性から流域の保水量を推定した値と土壌の孔隙解析データか

ら降雨貯留量を計量，評価した値とほぽ一致しており，流域の保水特性を評価する上で有効な推定方法であると

考える1）ル7）。

これまで降雨・流出関係を中心に行われてきた研究成果に基づいて水収支モデルの開発がされ，特定の試験流

域の観測データの解析による有林地・無林地別や土層条件別等に基づく水収支のモデル化を進めてきた。さらに，

広域的かっ一般性のあるモデルの開発とそれに基づく水保全機能の評価手法の研究を進めるために，雨水流法及

E勝留法に基づく水収支モデルを開発した。雨水流法に基づく水収支モデルは従来，洪水流出に用いられてきた

住1)険事.，，比率

鎗笥雷II T“mm(S95》
鯛湖・備皿【，1.0紛

注2）拠出.，，比率

鍵MIii MCmm (UK) 

’阿畑 “8mm(8“紛

図－1-1積雪寒冷地域の森林における年間水収支

針広混交林（北海道支所・防災研）

図－1-2温暖適潤地域の森林における年間水収支

針葉樹林（森林総研・水資源研）

……J s •aw-.- ii.s'.i-・; 
i aa•IIIA H.O‘i 

図－1-3寡爾乾燥地域の森林における年間水収支

落葉広葉樹林（関西支所・防災研）

図1 地域別の森林における年間水収支

キネマティックウェープモデルに最近の山腹斜

面水文学を取り入れて，－雨水流法による車接流

出の推定法と斜面の表層土壌における水収支を

結合した斜面倒方流に基づく長期流出モデルで

あり，斜面長や勾風土壌の物理性，表土層の

厚さなどの流域の諸条件が水流出に及ぽす影響

の評価に有効である8）。貯留法に基づく水収支

モデルは樹冠遮断試挽土壊調査（土層厚，孔

隙特性），森林水文観測の結果をパラメータと

する水収支モデルで遮断貯留槽及び表面流出発

生機構に閲するパラメータの操作により，流域

規模の土地利用変化が水流出に及ぽす影響の評

価に有効であり，開発した水収支モデルは森林

流域の流出量を再現できることが確認され

た1），”。

3) 農林業における水保全・高度管理技術の開

発

(1）森林の水源かん養機能向上のための施業技

術の開発

環境保全が強く叫ばれるようになると，水保

全を目的とした森林の持つ多様な機能の発揮と

調和した施業技術を向上させるための研究地帯

に要請される。それには森林施業に伴う森林の

成立経過を長期的に調査する必要がある杭各

種の森林土壌についてみると保水・浸透能に対

しては森林土壌によるところ大で，堆積腐植と

土壌構造を維持・保全することが保水・浸透能

を高くするための重要な因子である。堆積腐植

の面からみると，分解の形態によって異なり，
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モル型，モダー型，ムル型の願に，土壌構造からは団粒構黄色竪果状構造，無構造の願に保水性が高い。人的行

為の面からは伐採方法で皆伐，漸伐，択伐，搬出方法はプルドー母強出，タワーヤーデイング，架線集材の願で，

また，地帯えは火入れ，無地繕え，巻落し・枝条散布の願で土壊撹乱の影響効吹きく，土猿の物理性を悪化させ

ている。ω年伐期の森林における土壊（3層位）中の水収支モデルによって流出量をシミュレートした結果，年
降水量1,400mmの地域ではA層の孔隙量が水高換算で臥m減少すると 1日の直接流量は70-1仙m増加した。間

伐施業を実施すると基底流出量が 1.5-2.0mm/dの割合で増加した。この傾向は年間雨量1，α蜘m以下の寡雨条

件下で顕著であったo従って，森林土壌が持っている保水・浸透能機能は堆積腐植や表層土壌を保全することに

よって維持が可能であるo しかし，森林施業を実施すれば少なからず土壌の保水・浸透能の低下をまねし従っ

て，適切な伐採・搬出や地帯えを行い，最低限の機能低下に止めること杭土嬢の保水・浸透能を森林再生過程

で早期に回復へと導く方法であり，そのためには，森林型や森林施業の差異による機能回復速度を明らかにし，

持続可能な施業方法を確立する必要がある1),10）。一方，森林施業が水流出，水収支などの森林水文環境に及ぽ

す影響を明らかにするために間伐試脱帯状伐採試験を実施した。モデル林分での間伐試験によると年降水量に

対する樹冠通過雨量と樹幹流下量の割合は間伐を実施する前ではそれぞれ77.7%と5.2%であり，間伐後は

86.1%, 4.3%となったo樹冠遮断率は約44%の減少となった祇これは間伐率とほ附司じ値である。流域単位

での帯状伐採試験の場合は期間流出量に対する平水低水，渇水流出量の割合は伐採前より大きくなって，直接

流出率（直接流出量／一連続降水量）は6-13%の増加が認められた。ピーク比流量は一連続降水量約O加を

越えると伐採以前に比べて1.16～1.41倍となり，皆伐の場合の1.36～1.81倍より小さい値を示した。従って，森

林の量的な変化によって流出量のコン．トロールが可能である（図2）。高水時に増加する流量を前容範囲内に抑え，

水需要の高まる低水時には流出量の増加を図るためには間伐などの保育，帯状伐採などの非皆伐施業を実施する

ことが必要であり，これらが水保全機能機能を向上させるためには望ましい森林管理技術であること地帯認され

た5),11）。

今後の展開

森林地対〈保全機能を発輝するた

めに重要な役割を演じているのは森

林土壌であり，浸透，透水性に優れ，

治、っ厚い土層を保持している森林が

水保全機能の高い森林といえる。森

林は伐採搬出などによって機能低

下をきたすカt適切な取り扱い方法
を実施することによって早期回復は

可能である。従って，森林の適正管

理が水保全機能に及ぽす影響をさら

に定量的に解明すあことによって，

水保全を主体とした森林流域管理の

一層の前進治勢1待できる。
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マツ枯損防止に関する研究

昭和田～62年度に行われた特定研究「マツ枯損防止新技術適用化促進調査」の成果をもとに昭和63年度から5

年間新たな視点から研究課題を組み宣して行ったo

この特定研究の成果のうち，生物的防除に関する分野をより深化させ，平成4年度からず生物的防除手法を導

入した松くい虫被害の激化防止新技術の確立Jが始まった。

マツノマダラカミキリの雌雄成虫の生殖器に寄生する線虫の存在は知られていたポi飼育できなかったために

研究が未着手であったのが，この線虫が菌食期と昆虫寄生期の生活環を持つことと菌食期の栄養源になる糸状菌

カ叩j明した1-2）。また，マツノマダラカミキリめ単純な組成の人工飼料による無菌飼育法を開発した九これら

の成果に基づいてこの線虫の生活史と寄生の程度とマツノマダラカミキリの繁殖力への影響を明らかにした。ま

た，この線虫の分布がカミキリの分布とほぽ一致することを確認した4）。この線虫が摂食する糸状菌はクロマツ

に対して病原性がない。この線虫を生物的防除に利用するために大量培養法の開発効抱務であるため， 10種類の

培地で実験を行った結果，線虫数はほとんどの培地で接種後.30日目に最大数になり， 45日目に減少し始めた。こ

の線虫の増殖に適した培地と温度，さらに保存に適した温度を明らかにした。

アカゲラの生息環境の解析が進展するとともに，ねぐら用と繁殖用巣箱の効果が実証され、また，アカゲラの

誘致によるマツノマダラカミキリ捕殺効果向上の資料を得た5-6）。岩手，秋田，宮城県下の44か所の森林でキツ

ツキ類の生息密度調査を行ったoアカゲラは岩手県下に多く，中・下層に広葉樹の混入したアカマツ，カラマツ

人工林及ひ弦楽樹二次林で密度が高いこと，及びコゲラは宮城県に多く，アカマツ人工林で密度が高かったo ま

た，アカゲラ用丸太の材料としてスギ，カラマツ， トウヒ，サクラよりもシラカンパが特に好まれた。年聞を通

してアカゲラなどのセンサスを行い，生息環境を分析した。また，キツツキ類の誘致・増殖の基礎資料を得るた

め，天然林での営巣状況を調べ樹皮下の幼虫の捕食率を調ペたoアカゲラは天然林内の中下層に広葉樹の混入

した壮齢林に多く，全体に密度が高い傾向があった。誘致用の巣箱としてはカンパ類やサクラ類などの広葉樹に

対する選好性が強く，架設の高さは3-4m，直径18-23cmが妥当であったo捕食率は材内幼虫の場合90.3%,
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樹皮下幼虫の場合63.2%とかなり高かったo

キイロコキクイムシ成虫に昆虫寄生性糸状菌Beauve巾 bassianaの胞子を適正に付着させる実用的手法及ひ本

成虫のマツ小径丸太を用いた効率的な人工増殖法を開発した7引。室内及び野外網室の実験で，マツノマダラカ

ミキリ産卵期にBeau抑制 b~siana の胞子を付着させたキイロコキクイムシ成虫を放すと，被害木の樹皮下に菌

が導入されて幼虫約感染・死亡する率が高かった9・10）。キイロコキクイムシの飛期距離は標識・再捕獲法で約80

mであることが分かった。また，クロマツ樹皮下におけるマツノマダラカミキリとキイロコキクイムシの生息場

所は比較的よく一致していた11）。キイロコキクイムシの人工飼料による大量増殖法を開発した12）。一方，野外

で増殖したキイロコキクムシを処女雌がマツの材に穿入するとき放出する集合フェロモンで捕集する方法を開発

するため，フェロモンの室内生物検定法を開発し，活性成分の単離・同定を行っている。キイロコキクイムシの

合成誘引剤の誘引試験を行った杭マツノマダラカミキリ成虫の後食時の誘引成分であるαーピネンより強い活

性を示す物質はなかったoまた，キイロコキクイムシを誘引するとされている合成フェロモンも誘引しなかった。

キイロコキクムシの行動様式を解明するために，人工飼料に各種染料を混入して羽化した成虫にマークする方法

を検討し，着色できる染料を特定した。保菌キイロコキクイムシの放虫数とマツノマダラカミキリ幼虫の死亡率

との関係を解析し，防除に必要な放虫銑放虫点数，距離の概略を得た13）。伊豆大島と秋田県で行った野外試

験では，殺虫効果は約10%から70%とバラツキは大きかった拭徴害地での施用カ朔待できた。 Beauveria菌を

培養した種駒を被害木に打ち込み，マツノマダラカミキリ幼虫に感染させる野舛実験を行った14・15）。その結果，

従来行われてきた被害材の表面から散布する方法に比ペバラツキはある拭省力性，確実性とも向上できた。キ

イロコキクイムシの無菌飼育法の試験で，マツ内樹皮40%の人工飼料をガラス管に詰めて無菌飼料を作成し，そ

れに成虫を接種して増殖し，これを種個体にしてフラスコに移して植え継ぎする効率のよい方法を見いだした。

野外試験で種駒法ではバラツキはある杭種駒数の多い場合は感染率が高かったoまた，利締法では種駒法以

上の感染率カ鳴られ，施用の容易きと殺虫効果から種駒法より優れている。キイロコキクイムシの菌自動付与装

置を用いた多点放虫試験ではカミキリ幼虫の感染死亡率は平均55%であったカt立地条件によるバラツキがあっ

た。直線状1点放虫試験では感染死亡虫は5～80m地点までみられ，死亡率はおー35%であったカ宅放虫点から

の距離と死亡率との関係は顕著でなかった。放虫1-2年後の感染調査では死亡率は約15%で，菌治法着繁殖し

ていた。秋田県における試験でも良好な結果カ鳴られた杭鳳の影響カ吹きかった。

桑葉に付着したフェニトロチオンの経過日数による減少とカイコの中毒症状の出現の関係を明らかにした16）。

樹高の高いマツ林に薬剤を効率的に散布でき，また散布者の安全を図り易い高木防除機によるフェニトロチオン

の散布実験を行い，林内の枝下の薬剤付着量を調べた結果，，バラツキはあるが全体的によく付着していた。高木

散布機を用いてフェニトロチオンを散布し，地上高8,10及び12mの枝に付着する薬量を分析し，次に8方位に

林縁からの距離毎にシャーレを配置して落下薬量を計測して数量化して回帰式を得た。

知己地方における松くい虫被害には恒常的徴害型，単発的徴害型及E舟ト面積激害型に区分できた。また，期じ

地方におけるマツ樹体内の時期別分布状態を把握し，年越し枯れとの関係の解析を進めている。被害先端地にお

けるマツ樹体内の線虫潜入時期と線虫の消息を明らかにし，年越し枯れ発生要因を究明し，マヅノマダラカミキ

リの保線虫率と枯損発生の関係，立地条件及E殿~条件との関係を解析した。年越し枯れは盛夏を過ぎてからの

気温に左右される。また，ほとんどの線虫の越年は侵入部位近くで行われる。マツノマダラカミキリ成虫の誘引

捕殺による被害軽減効果を判定するために，カミキリの脱出，線虫の離脱，カミキリの産卵など組み込んだモデ

ルの作成を始めた。

（田畑勝洋）



-180一

文献
l) KOSAKA, H. and OGURA, N. : Cont，仰 伽husgenitalicala o. sp. (Tylenchida:Allantonematidae) from the 

Japanese pine sawyer, Monoc加musaltematus (Coleoptera:Cerambycidae)., Appl. Ent Zool., 28,423-432 (1993) 

2) OGURA, N. and KOSAKA, H. : Biology of a tylenchid nematode parasitic on the Japanese pine sawyer 

Monochamus al附加伽s.,Nematologica, 37, 455・469(1991) 

3) KOSAKA, H.鍋 dOGURA, N. : Rearing of the Japanese pine sawyer, Monochamus altema附（Coleoptera : 

Cerambycidae) on artificial diets.,Appl. Ent. Zool., 25, 532-534 ( 1990) 

4）小坂肇，小倉信夫，遠田暢男：マツノマダラカミキリの生殖器に寄生する線虫の分離と培養，目；林論， 100,

539～540 (1989) 

5）中村充博，鈴木祥悟，白井正敏：マツ枯れ対策としてのアカゲラ誘致用巣箱の開発， 3年度森林総研成果選

集， 20-21(1991) 

6）由井正敏，鈴木祥悟：マツノマダラカミキリの天敵としてのアカゲラの役割とその誘致法， 62年度森林総研

成果選集， 22-23(1987) 

7）野淵輝：キイロコキクイムシを運搬者とした天敵徹生物によるマツ枯損防止の試み，森林防疫， 38,133 

～138 (1989) 

8）槙原寛，山家敏雄，五十嵐豊，鎌田直人，藤岡浩，神山安生，船越日出夫，具志堅允ー：キイロコキ

クイムシの大量増殖の試み，日；林論， 102,279-280 (1991) 

9）遠回暢男，五十嵐正俊，福山研二，野淵蹄：キイロコキクイムシを伝播者としたポーベリア菌によるマツ

ノマダラカミキリの防除（予報），日林論， 100,579～580 (1989) 

10）一一一一，後藤忠男，福山研二，土屋大二：伊豆大島におけるキイロコキクイムシを媒介者としたマツノマ

ダラカミキリの天敵微生物防除試験，日；林論， 102,281-282 (1991) 

11）船越日出夫，作山偉，神山安生，藤岡措，加茂谷常雄，山家敏雄，槙原寛：アカマツ，クロマツ伐倒

木におけるキイロコキクイムシ穿入部位，孔数の調査，日林論， 101,511～512(1990) 

12）小倉信夫：キイロコキクイムシの人工飼育法の確立， 6年度森林総研成果選集， 6～7(1991)
13）衣浦晴生，槙原寛，山家敏雄，五十嵐豊，島津光明，藤岡 浩：天敵撒生物付着キイロコキクイムシを用

いたマツノマダラカミキリ防除試験ー多点放虫試験と種駒打ち試験結果の比較，日；林論， 103，臼1～542

(1992〕
14) SHIMAZU, M .• KUSHIDA, T., TSUCHIYA, T. and MITSUHASHI, W.:Microbial control of Monocham附 altema-

tus Hope ( Coleoptera : Cerambycidae) by implenting wheatbran pellets wi出 Beauve,抱拘ssianain infested 

tree trunks.J. Jpn. For. Soc.,74, 325・330(1992) 

15）島津光明：種駒に培養した天敵徴生物ポーペリア菌を利用するマツノマダラカミキリの防除法，森林防疫，

42, 232・236(1993) 

16）鈴木繁実，槙原寛，藤岡浩：t抑制＇eria加 siana付着キイロコキクイムシの野外放虫試験地における蚕
への影響調査，東北蚕糸研報， 16,13-14(1991) 

生態秩序計画

農林水産生態系の秩序と調和にかかわる諸機能を解明し，その最適制御を図ることを目的に，平成元年から10

か年計画で研究が始まった。森林生態ゑチームは主として広葉樹天然林を対象にその森林生態系め持つ構造と機

能を解明し．その成果を通して蓄積と成長量の大きい広葉樹林を誘導して林産資源の安定生産と森林生態系、の保

全技術の開発に資することを目的とする。

チームは森林遷移制御サプチームと森林生物制御ザプチームからなり，前者では森林の更新を種個体群動態と

環境との関係からとらえ，長期観測から解明するとともに，森林の更新・維持・安定機構を数理的に取り扱うた
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めのモデルの開発を行い，後者では森林における菌類や昆虫類，ほ現顔などのd鋤物からなる生物と植物との相

互作用を明らかにする。

長期的な観測，調査の拠点となる試験地を，北海道（北方落葉広葉樹林），茨城県（温帯落葉広葉樹林），岩手

県（渓畔林及ぴプナ林）と鹿児島県（常緑広葉樹林）に設置した。

森林遷移制御サブチーム

研究課題「生物群の形成機構と構造・機能の解明・制御系Jと「異種生物集団の構造と安定性の解明・制御系」

及び「共通基盤技術系」の中で樹種の分布，林分構造などそれぞれの地域や立地における種の分布様式の特性を

把握した。その主な成果は以下のとおりである。

北方広葉樹林の更新に影響する林床の水分環境は地形やAo層の程度によって大きな差があったoまた，林内

稚樹のガス交換機能i溺光によく適応していた。上木の肥大成長経過の制1から羽目的変化に間欠性があり，サ

イズによる個体差があったoA。層における水熱環境などの物理的要因解析手法の向上とその役割の評価かでき

た1)0 ヤチダモの幹の肥大成長は下部から中部・枝への開始時期やピークが移札光合成速度は水分条件がよけ

れば上部で大きかったo前年冬芽を形成し，次年に葉原基をつくる落葉広葉樹のヤチダモは前年伐採にもかかわ

らず陰葉的性質を示し，伐採による環境劉ヒカサぐに大きな成長変化を与えなかった幻。

東北地方のプナ帯の天然林の林床構成樹種の分布は刈り払いなどの人為的影響を受けたところより耳立均一で

あった。プナ帯の7年生スギ造林地の林床構成種の光合成は高齢林分下のものの方カ宅昔齢林分下のものより弱光

環境に適応していた。岩手県の渓畔林では， トチノキ，サワグルミ，カツラなど主要構成樹種の植物季節を明ら

かにするために，器官別，羽目ごとのリターフォーJレを母樹との位置関係で剖測した九消長に関与する生物的

要因を明らかにするための磁石利用のナラ類堅呆移動追跡手法を開発した。コナラ竪呆の発育と脂肪が受掃によ

り大きく影響された。また，シードリングパンクの組成には年による種子の豊凶が影響した。主要構成種のトチ

ノキ，サワグルミ，カツラなどと気候的極相要素のプナ・ミズナラなどの成立する場所の特性を明らかにした。

また，実生稚樹が氾濫原に多かったo種子重の大きいものに実生の発生・生残率の高いもの地主多いこと，種子の

豊凶と実生発生の良否にズレのある樹種にシードリングパンクを形成するものカ惨かったo渓畔林で林冠ギャッ

プ面積の解析とともに特僚的に出現するトチノキの根返りピットとマウントに発生した稚樹の調査を行ったペ

雪に影響されて高木性広葉樹種群叢と草本類が優占する植生群のモザイク的棲み分けを認めた3）。高木種の最大

個体と直径分布型を指標するHubbel'sSkewne鎚を用いた二次元座標分析から，渓畔林には中位のサイズに遣

する種で小径の多数の個体のある種桝織的に含まれており，通常のギャップ依存でなく，洪水や土石流などの

撹乱に適応していること治勢かったo種多様性は段丘上で低〈，渓畔按で局所的変動が大きかった。

茨城県小JII試験地のプナ林のアイソザイム分析から，プナに自殖ないし近親交配があり，イヌプナでは株が同

一クローンであることを確認した九アイソザイム分析から，アカシデ（風樹E）とコシアプラ（虫鮪E）とも

任意交配により成立した集団である杭風謀花であるアカシデ集団では種子散布あるいは1蹴飛散の過程で親木

の近くに次の世代が集中して生育している可能性カ啄唆された的。プナ集団の遺倒9変異をより詳しく解析する

手法として， RAPD法によりDNA多型を個体レベルのマーカーとして使えることを確認した。コナラとミズナ

ラの3酵素， 3遺伝子座分析では，各集団が遺伝的変異をもっていた。コナラは任意交配集団であること，プナ

成木2本の周囲の稚樹群には特定遺伝子の集中分布が認められた。繁殖様式の異なる近縁のプナとイヌプナの違

いを生活環グラフと推移行列で整理でき，個体群の変動を推定・予測する手法の開発の手がかりを得た。また，

コナラの開花以降実生にいたる消長が明らかになった。同試験地のギャップ形成に台風;/JI関係しており，形成速



-182一

度は0.43個／ha/y,28.2m2/ha/yであったo高木・亜高木別の直径分布による個体群構造分類と分布相関の

クラスター分類から，主要構成樹種の生態的地位を整理するとともにギャップ形成を中心とする現存量の収支，

微細環境の把握などギャップダイナミックス理論を総合的に組み立てる知見を得た。ギャップ形成実態と更新稚

樹の組成や出現パターンの解析を行い，ギャップと周辺の気温環境を支配する要因として日射と放射冷却を指摘

した。森林の回転事を決定する要因として重要なギャップを空中写真を利用して広範囲，時系列的に把握・推定

する手法を開発し，森林の安定性解析に応用した7）。また， Ao層料体の僚気象に与える影響をモデルによっ

て解明した的。

個業光合成モデルの各種パラメータ決定のための生郡ト形態的要因解析手法が向上し，光水熱環境への順

化・適応過程のモデル化が進んだ則。林内の太腸光由来のエネルギー放射スペクトルを作成した波長別糊棋連

モデルを基に高精度で推定できた。木本と草本での最大光合成速度の窒素含量依存性RuBPカルポキシラーゼ含

有量の解析で，木本種の方地税合成速度地句、さく，それは細施間隙からRuBPカルポキシラーゼの二酸化炭素拡

散抵抗が大きいことが原因であったo

広葉樹の中で特徴的な生態系、であり，また資源としても有用なミズメ林の更新過程解析でミズメ純林の成立に

すサを中心とする林床が関与している。タプノキ，シラカre，ポプラの休眠特性から産地聞に生態変異の存在が

分かったo先駆樹種であるミズメ林は特殊な条件の中で安定して存続する杭中国，近畿，北陸，東海の14の山

岳では氷ノ山と異なり，いずれも小群生であったo氷ノ山の湿原で花粉分析とプラント・オパール分析を行って

山頂周辺の植生の変還を推定し，ミズメ林の成立利用を考察した。

クラスターを構成するスダジイの樹冠構造解析で，業量の垂直分布量を非破櫛り方法で推定できた。葉量垂直

分布をワイプル分布によりモデル化し，業面積サイズと相対光強度の大きさカ司まぽ比例した。また，同じスダジ

イ林の斜面上に分布する林床植生聞に養分合有率の顕著な差があったo樹木の分枝構造を反映した樹形モデルで

林床の光環境を推定した。樹冠の枝・葉でつくられるクラスターは明るいところほど大きく落葉率も高かった。

光合成速度の温度依存性測定システムを開発した。高知県のスダジイ林で林床植生の養分特性変動パターンを主

要養分ごとに把握した10）。常緑広葉樹林伐採後の出現種数は尾根より斜面下部で多く，萌芽性樹種の割合は尾

根で高かった。

基盤技術では，総合測樹装置を用いて樹冠形の立体画像を作成する手法を闘発し，林内照度，樹冠表面積の算

出，隣接木の影響の把握といった天然林の動態に関する事象の分析均等易になった。また，リモートセンシング

技術を利用した開業，落葉の時期の推定かできること治勢かったo森林の構造，変動を数理的に取り扱うモデル

の開発では，樹冠を立体表示し，任意の方向から陽陰樹冠に分けてシミュレートする手法を開発した。また，熱．

帯雨林に種制移いことを説明する仮説を更新モデルに適用して，朝賀性のあることが多数種の共存に寄与し，

生育不適期間地寝いことが共存を困難にしていることを明らかにした。生物集団情報の処理技術では，三次元デー

タ表示手法を用いて林冠木伐採によってできたギャップ及ひ鳴存木を立体遺b示すること，これら林木をつくる任

意の入射光による林床に投ずる影の表示，樹種別・光条件別成長率を考慮した4,8年後の群落の成長シミュレー

ション結果の表示技術を開発した。広葉樹の適応における最適制御モデルでは，亜高山帯の縞枯れモデル，種多

様性，森林変動パターンにゲーム理論を応用して数理モデル化した。森林生態系の測定情報処理のため，地形測

量情報と樹冠分布情報の三次元BASIC処理プログラムを作成した結朱調査地上の立木の立御包配置図と主要

樹種個体群の各種パラメーターを効率的に得るなど良好な成果を得た。お%択伐により林床の榔欄度は1.3%

から20%となったカt伐採木の分布の偏りにより林内の光環境にバラツキがみられた。綾試験地の徴地形と土壌
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型の分布を明らかにした。ギャップ内の夏期の光量子密度の到達率はギャップサイズにほぼ比例し，生育期間中

の大半を占め，ギャップ内の実生や低木識も光量子密度に対応した樹高成長をすること，萌芽由来のものは前生

樹より光環境の影響を受けにくいこと治勢かった。

森林生物制御サブチーム

森林遷移制御サプチームと同じ研究課題の中で研究を行い，その成果は以下のとおりである。

北方広葉樹林で重要なミズナラの堅果に寄生する主要昆虫はシギゾウムシ類，サンカクモンヒメハマキで，種

子生産の乏しい林分での寄生率が高く，種によって食害の程度に差があった九ミズナラの竪果の発芽能力を著

しく低下させるヒメハマキとゾウムシ類の発生の周年経過を明らかにした。ヒメハマキは土中でこ冬以上過ごし，

成虫出現が3年目以降であって，その長期間の耳淵いな休眠性とミズナラ種子生産量の年変動の向調が示唆され

た。イタヤカエデの当年生実生は上木に同種の木があることにより食害を多く受けた。ヤチダモの稚樹はアプラ

ムシの加害により枯死上半枯れを起こし，アオダモの稚樹は土木から離れるにつれてアブラムシのゴール発生

が減少した。

刺ヒのプナの成熟果実に感染しているいくつかの菌類は果実の未熟落下と関係がある。プナ林の稚樹の本数密

度地鳴くなるほど糸状菌による立枯病が影響している。プナ林では， 1年生稚樹は当年生稚樹に比べて枯損率は

少ない杭積雪による折九冬芽の枯死，小動物による幹の切断などが消失原因であったoまた，プナシャチホ

コカ輔冠部を破壊する重要な役割を果たした3）。プナの当年生実生は芽生え直後の2か月に集中して枯死し，枯

死要因は当年生で4種類， 1年生で3種類に類別され，病気では立枯痛が主要であったo トチノキ当年生実生の
枯死原因を明らかにした。プナノキ当年生実生の立枯病個体から分離したCollectotrichumdematiumの病原性を

確認した3）。土擁環境特性として谷上部で窒素無機｛健闘鳴かった。土壌酵謝維の測定で，沢沿いでのβー

グルコシダーゼの分館、は主に細菌によることが分かったo広葉樹9種の落下前種子の虫害率を明らかにした。プ

ナ・イヌプナの虫害による種子落下時期は開花から種子の結実過程カ種子により異なるためそれぞれ異なること

が分かったo伐採地の土壌動物は原生林のほぼ半分のグループ組成で，多様性で劣っていた。オヒョウの種子を

エゾノミゾウ，ホウノキの花芽をナカジロネグロエダシャク，種子をオオナミモンマダハマキ・イポアナアキゾ

ウムシがそれぞれ食害した。

制l賦験地では，外生菌根薗田種地需産認された。これらには垂直的なすみわけのほか， F,H層での種間競合

がみられた。また，外生菌根菌で水溶性栄養塩類漉度が高く，植物の成長に寄与していることカ掠唆された。広

葉樹林内で養分吸収に重要な役割を果たしている菌根菌の種類を明らかにした。

樹種選択性が強いエゴノキタケ，カワウソタケについて寄生樹であるエゴノキ，サクラのメタノール抽出成分

カf菌類の成長促進に効果があることが分かつた九ネズミによる種子運搬距離はギャップ的トよりもギャップ内

で短く，活動は不活発であった11）。白色樹ラ型コロニーをつくる菌を持つ有機層では，夏秋に陽イオン濃度が

極めて高く，陰イオン濃度治活かった。カワウソタケは高温で発芽率カ鳴く，サクラ木部の熱抽出物で発芽治事促

進された。この抽出物はカワウソタケの寄生菌Trichodennahan抑制m分割包子の発芽抑制に効果があった。

寄主特異性の高いエゴノキタケの保存菌株と野生株を使用した成長試成担子胞子の発芽試験の結集－エゴノキ

タケの温水抽出物，その後のメタノール抽出物に菌糸の成長促進効果，また温水抽出物に発新是進効果を認め

た3）。落葉広葉樹林の土壊微生物パイマス及ぴ土壌溶液に含まれる栄養塩類濃度を考案した測定法で調ぺた結朱

撹乱の程度により大きく変化した。毘かけ法による記号放逐法で野ネズミ相，頭説繁殖期などを把揖した3）。

外生菌根菌の広がりを4年間追跡し，視粧の分布とともにマップ化した九
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孤立化した森林の更新は林内で生産される種子だけに頼っている地tシラカシ，アラカシでは種子の成熟を遅
任せ，多量に結実することによって，マテパシイでは堅い果皮の発達によって種子昆虫の侵入を軽減させる。

生態系における微生物や小動物は森林の更新にとって重要である治t常緑広薬樹林でみられた腐朽菌の60%が
来同定のものであった。また，絹皮病がうっぺいした環療下では樹木の淘汰に重要な影響を与えていること治稚

定された九シイ，カシ林での昆虫による立木被害には大きなバラツキがみられ、シギゾウムシ類カ種子を加害

していた。コジイを主とする遷移途上の常緑広葉樹では，絹皮病やアナタケ，成熟林分ではコフキサルノコシカ

ケなど治宝関与している。常緑広葉樹林では，ギャップ形成に重要な腐朽菌である絹皮病の摘原性を実験的に確認

した。台胤9号による風倒では，虫害痕のあった風倒木は金体の2%程度で，今回のような極端な強風の場合は

生物要因はあまり関与しないなどの知見を得た。九州の綾試験地における立木害虫ではカシノナガキクイムシが

最も多く，加害樹種はウラジロガシ，アカガシ，マテパシイ地帯に多く，カ晴樹種のω%を占めた3）。カシ・シ

イ類種子制唖子多産タイプと大種子少産タイプに分は動物による被害の影響を比較した結果，小種子多産タ

イプでは種子の結実量治吠温子少産タイアでは種子ザイズカ咽体詳の再生産に関与していた。常緑広葉樹種子の

散布確立は成木の多さと関係ないこと，種子被害率は成木地移U唱で高いことカ切っかったo生立木剖膳するカ

シノナガキクイムシの発生消長，繁殖率，性比など明らかにした。絹皮痛の鏡種試験で地際直径1白nm以下のコ

ジイは接種後5か月で約12%地司古死し， 6か月後の苗木に対する被害は目庇陰条件下で高かったo

鳥類による種子散布カ精査された11）。

基盤技術では，以下のような成果を得た。

プナ林で食業性昆虫の被害を評価する方法として，林内相対照度による推定が可能であること，またランドサッ

トデータの近赤外バンドを利用してプナ大量枯損地域の判別ができること治勢かった。種子食ネズミ類の行動は

夜行性であることを実蜘句に確かめた。プナ林帯での食葉性昆虫であるプナアオシャチホコの食害度の判別に林

床の積算照度治靖効である。プナアオシャチホコの食害地判定で，ランドサットデータカ靖効であり，全天空写

真では関空度地柄15%以上までの食害治嘘まないと判定できない。また，プナ林の食禁性昆虫治喋を食いつくし

た時の落下糞量は200ー2切，g/mzであったo

小川試験地で，ネズミ類の人工巣穴を設置して行動を調査して，貯蔵種子量（主としてコナラ類），行動範囲（少

なくとも2伽）カ明らかになった。

（田村弘忠）
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木質系新泰材による高強度・高耐久環境調和型架橋技術の開発

1.背最と目的

国民の消費傾向における高級化，自然志向により， r木Jに対する噌好は近年高まりつつある。一方，戦後の

計画的な造林によるスギ等針葉樹人工林はいよいよ成熟期を迎え， 21世紀初頭における供給可能量は，圏内需要

の約40%を賄いうる約4400万dに達しようとしている。このような情勢のもとで，きたるべき「国産材時代」

を現実のものとするため，これら人工林材の需要拡大を図ることが急務となっている。

本研究では，都市景観のアメニティ向上に寄与し，かつ， 1件当たりの木材使用量も多大となる大建築物，橋

梁等の大架構を研究対象に，高強度・高耐久性の付与を主な目標とした素材加工・防腐・接合技術や，完成後の

安全な維持管理のための手織壊新商法等，木構造の性能を一層向上させる大架構技術を開発し，国産針葉樹人工

林材の需要拡大を図ることを究極の目的とした。

2.経過

本研究は平成2～4年度の3か年間，農林水産技術会融持別研究として実施され、研究組織としては森林総合

研究所木材利用部の材粋性能，構造性能，接合，集蹴日工の4研究室，木材化工部の防腐研究室，並びに生産技

術部の林道研究室の計6研究室効喧糊Lた。

研究は次の三つの大項目から成り立っているo

1.高強度・高耐久性部材及E機合法の開発

2.高強度・高耐久構造の開発

3.高強度・高耐久，環境調和型架構の部付樹の作成

3.研究成果

1）高強度・高耐久性部材及E峨合法の開発

自然景観等の周辺環境に調和した大梨構を構築するためには，克式，製材品，集成材，複合材など多様な材料

の供給と確実な接合方法の整備が要求される。このため，克太や製材品の使用状態に応じた強度性能制面技術，
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集成材や複合材の効率的な製造崩街と耐久処理技術，並ぴに高強度・荷耐久性の接合技術など大架檎の基盤とな

る技術について検討を加えた。

写真1に示すような大断面紫材の含水率1%の変化に亦げる曲げヤング係数係数の変化は，平角で1.佃%，丸

太で0.78%であった。また，含水率1%あたりの幽明主さの平矧直の変化率は， 平角で0.77%，丸太で0.71%であっ

た。大断面素材の曲げヤング係数は，丸太：たいこ材edgewise：たいこ材flatwise：正角との問に1.13: 1.20 

: 1.03 : 1.00の関係カ鳴られた。丸太，たいこ材制吏いでは製材の30%～20%程度増しの許容応力度が与えられ

る可能性が示された。なお，乾燥による釘jれが仰げ強さに及』矛す影響は認められなかった1）。

ひき板を直交させて積層接着した床版の寸法安定性及び強度性能は極めて良好であり，ひき板の予備肋日熱を適

用すれIi，従来にない高速で直交積層板を製造することが可能であった。大断面樹オをFRP棚 1入ガセット接

着法によって接合すると，従来のボルトや金物の接合に比べて，哀形・強度両面で格段に効率のよい接合が可能

であり，接合部の設計・施工方法を工夫すれ民従来にない新しい意匠 ・構造を創造することができる可能性が

見いだされた2）。

ラミナの防腐処理が凝着性能に与える影響としては，クレオソー トtUIでは接着力の低下， CCA（クロム・銅・

ヒ素化合物）では接着耐久性の低下か官、められたが， DDAC（アルキルアンモニュウム化合物）では明確な接着

性能の低下は認められなかった。また， CCAでは薬剤j注入によりラミナに狂いが生じ，厚いラミナでは従来の

圧締圧力で圧締しきれない様子か官見察された。このラミナの狂いを矯正するとともに，防腐薬剤に付着したほこ

り等の接着阻害物質を除去し接着性能を向上させる方法としては，プレーナー処理が有効であった3）。

炭素繊維複合材料ケーブルを木口から材オ中に押入し，エポキシ樹脂を充浪する接着接合部のヲ｜張加支は伝大

9 200kgfで， ケーブル末端をほぐして樹脂とケープルの接着面積を増やすと，最大荷重がさらに増大した。ヲ｜

張力を受ける柱胸， トラス部材などの接合に有効な方法となることが確認できた。

孔明き鋼板をエポキシ樹順接着剤で接合する方法で．実大規模の集成材継手試験体を作成し，写真2のような

曲げ強度実験を行った。初期剛性，強度性能は高かったカ1粘りは認められなかった。曲げ強度に閲する接合効

率は，鋼板に聞ける孔の数の泡加に比例して向上し，孔なしで54%,1列閲孔で59%, 2列開孔で69%,3列開

孔で73%であった4）。

2）高強度・寓耐久椛造の開発

大荷量，動的荷重に対して，強度的に安全な大梨構の殺害f法を検討し，実大部分実験によって設計手法の妥当

性を検証した。また，設計した架櫛の強度を長WI的に持続させるために，施工時及び完成後における防腐処理法

写真1 大断面紫材（丸太）の実大曲lj守知支実験

を開発するとともに，超音波等を用いた非磁波的手法

による劣化診断技術の適用を検討した。

交差デ‘ノキボードを床版とし，集成材の主桁と接着

して全体を合成桁とする歩道橋（スパン10m）を試設

計したところ，従来の方法と比べて主桁の断面は55%

に節約できることが分かった。また，集成材のフラン

ジと合板のウェプからなるボックスビームを主桁に用

いる自動車橋（2等橋）は，約35mのスパンが日I能で

あることが分かった。この場合，充実断面の集成材の

桁と比べると，集成材は約50%の節約が可能となる。
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ダイアフラムの強度は， fy)JえぱIll-さ18mmの合綴を｛史｝羽した場合，約5tf/mの許容せん断耐力が得られ，それ

を水平構而に利用すると，強度的には300mを超える耐力壁間距離とすることか可能であることが分かった。ダ

イアフラムを3次元的に櫛成した折板屋根や半円筒形シェルの基本的櫛造設宮村まを策定した。

写兵3に示す実大半円筒形ダイアブラムシェルの水平加力試験の結来，その剛性・強度は非常に優れており，

それらは解析的に予測可能であることが分かった凡 さらに高強度ダイアフラムユニットの仮動的応答喪験の結

果，釘打ちの場合は実際の地震に対して優れたー耐震性を有すること，また，接着剤併用の場合は，エネルギーl吸

収性は劣るものの，それをカバーするだけの強度を有しており，耐震性に関しては釘打ちの場合より優れている

ことが分かった。

木材の劣化診断へのサーモグラフィー法の適用を調べた結果，試験体を十分冷却lあるいは加熱することによる

熱流発生過程の下で，表面穿孔やl,!}lJれの検出は可能であるカて内部空洞， Whitepocket腐朽 （程度大），褐色腐

朽（程度中・大）の検出には限界があることが分かつた。

木材の腐朽速度は温度上昇によって増大するが，温度変化があると，一定温度の試験結来よりも腐朽速度が遅

い場合が多かった。材オを水平にコンクリート上に置いた暴露条件は，野外抗試験における接地条件と耐用性に

大差なかった。榔造的には，水の滞留をできるだけ避け，コンクリート埋め込みはしないこと。やむを得ず埋め

込む場合はCCAのような効力の高い防腐剤を仮調する必要がある。塗布系薬剤では，割れの影響で耐用限界以

前に効果を失う場合があった。また，全ての塗布系薬剤lで一定j切間後の再処理が必裂であると考えられた。その

場合の再処理サイクル（2～Y年）を薬剤ごとに整理した。加圧周防腐剤であるDDACの場合，金属腐食量が

CCAよりやや高い他をf尋た。

3）高強度 ・高耐久，環境調和型架織の設計指針の作成

屋外での使用を前提とし，あるいは，従来の椛造規族を超える高強度・高耐久木質梨櫛の材料翠別，部1材n工，

接合加工，設計，施工等にかかわる個別の技術問題を抽出し．それに対処するための方策を策定した。これよ り，

標準設計・施工指針の骨子かできあがるとともに．必裂な資料が整備された。

合成写真と官能テスト法を用いて環境に調和したデザインを持つ木橋のあり方を検討した。コンピュータによ

る合成写真eの画像は，実際の風景に比ぺ若干リアリティーに欠けるが，景観寄刊百i試験には十分使用できた。橋の

色彩に関しては，明度が低い色彩では無彩色から緑色が，明度か官い色彩では黄色が森林風長ーと良〈調和してい

るとの結論を得た。橋梁の青獄と森林風景との鶴和については，木橋と吊り橋は，他の鉄橋等に比べて美的評価

写真2 高強度接合法で接合された集成淵継手の笑大 写其3 実大半円筒形合仮ダイアブラムシェルの水平

曲げ強度実験 加カ試験
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が高いことが明らかになった針。

4.今後の展望

噺Tの木構造言博規準では，大断面素材の強度性能に対しては何も言及していない杭本研究で得られた大断

面素材の強度性能に関するデータは今後この方面での活用が期待できる。

今毛色木橋や屋舛構築物といった厳しい環境下で使用される木質系構築物の需要が増加するものと考えられる

杭そのためには本研究が口火を切った集成材のラミナ段階での防腐処週に関する研究を，更に発展させてゆ

く必要がある。

環境に翻目したデザインを持つ屋舛構造物並びに木質系大架橋を実現するためには，本研究で示された研究成

果を実際の設計，施工に利用できる内容に簡素化し，かつマニュアル化してゆく必要がある。

（小松幸平）
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地球環境変化に伴う農林水産生態系の動態解明と予測技術の開発

農林水産生態系を利用した地球環境変動要因の制御技術の開発

目的

近年，二酸化炭素等の温室効果ガス漉度の上昇による地球の温暖化等，地劇句規模での急激な環境変動が懸念

されている。このため，「気候変動に閲する政府間パネル（IPCC)Jが設置されーまた気候変動枠組条約も締結

されたoこうした状況下で，問題解決に対する我が国の国際的貢献地強く求められている。

地球環境劉ヒは，直接的・間接的に農林水産生態系に影響を与え，世界全体における農林水産物の供給変動等

をもたらす恐れがある。このため，地球環境劉ヒの地域性を踏まえ，地球環境変化に伴う農林水産生車線の動態

を解明し，これに基づいた農林水産物の生産量・生産地域変動予測技術を開発し，対応施策に資することが緊急

の課題である。

本一般別枠萌究では，現在までに得られた知見・データの整理・見直しによって日本及び世界の農林油業生産

の変動予測を行う。また，地球環境変化にかかわる種々の要因のうち，光合成等において農林水産生態系と富強

のかかわりを持つ二断ヒ炭素についてその動態を解明するとともに，環境変動に起因する農林水産生態系の変動

が二酸化炭素収支に及ぽす影響の解明を行う。さらに，地球環境変化が農林水産物の生育・成長や遺伝子並ぴに

土壌環境等に与える影響を解明する。これらで得られた知見を踏まえ，地球環境変化に伴う主要穀類等の生産量・
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生産地域変動予測技術を開発することにより，対策技術の開発に資する。

本研究は，平成2年度から7年度の予定で始められたカt平成5年度から新規課題を加えて再編し「農林水産
生態系、を利用した地球環境変動要因の制御技術の開発」とし，終了年度を平成8年度とした。

森林総合研究所地担当する鎖T課題を以下に示す。

「林業生産物の変動予測技術J

r土壌ー森林系二酸化炭素における炭素循環過程の動態解明J

r大気一林地におけるこ醗化炭素収支の動態解明」

「環境変化に伴う土壊ー森林系の炭素循環過程の変動予iUJ

鳴境劉ヒに伴う大気ー林地における二酸化炭素収支の変動予測J

rデンドロ・クロノロジーによる樹木の成長変動の解明J

「樹木の生理機能に及ぽす影響の解明J

鳴林及問機生産力の変動予測技術の開発J

「人工林施業による土壊炭素貯留量の解明J

r天然林施業による土壌炭素貯留量の解明J

「人工林施業による炭素貯留の維持・拡大技術の開発J

「天然林施業による炭素貯留の維持・拡大技術の開発J

r林業の展開と地球環境変動の相互関係に関する社会経済的予測J’

成果

気候要素として月平均気温，降水量，積雪量，暖かきの指銑寒さの指数を取り上伐さらに，日本の森林を

包含するおよそ3仰の市町村について樹種の地理的分布をデータベース化した。国主は現在の地理的分布を示

し，図2は気候の将来予測モデルGFDLによって，森林の将来分布を示したものである。これらの図から，コ

ナラは人為による撹乱のため日本のどこにでも見られる樹種であるカt現在の気候下では森林の優占種とはなら

なかった。しかし，温暖化によるプナの消滅後の森林では支配的な種となりうるoしかし，さらに将来的にはコ

ナラ林もやかてシイ／カシ林に遷移する可能性地鳴い，ことなどカ守測された。また， Z蹄分析の結呆縄文時

代には2000年に200km の早さでプナの分布域桝H~偏していたことが明らかとなった。

スギとヒノキを材料とした育成実験から，二酸化炭素の上昇による成長促進は樹種．空気湿度によって異なっ

た。スギのように湿潤を好む樹種では空気湿度カq正い場合には気孔が閉鎖し，高二酸化炭素漉度による成長促進

程度が小さいの』こ対し，ヒノキのように比較的乾燥に強い樹種は空気湿度地怪くても気予同f閉じることなく，低

湿度でも二酸化炭素濃度の上昇による成樹脂齢明らかだった。

森林の二酸化炭素固定量を自然状態で直接測定することは困錐であった杭渦相関法の導入によって信頼度の

高いデータを得ることが可能となったoクヌギ林において，樹冠上及び林床から補給される二酸化炭素の固定量

は夏季の晴天日で'40g/m2/dで，従来の間接的な予測値より大きかったo

森林から間伐などバイオマスの除去を伴う物質循環モデルを作成し，スギ称の間伐施業による現存量の不連続

性を再現させた結果，実測データと良く一致した。このモデルから，スギ人工林の炭素固定量は1981年で1399 

万トン， 19筋年では1347万トンであった。

樹木の環境変動による成長変化を年輪内の炭素同位体比から解析した結果，過去抑年間のうち， 1700制t後
半と1900年f切頭の2回，成長の良い時期があったと推定した。

（森川靖）
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図1 現在のプナとシイ ・カシの地理的分布 図2 GDFLシナリオでの将来の各樹程地理分布

熱帯林の変動とその影響等に関する観測研究

当研究は科学技術庁・海洋開発及地球科学技術捌査研究促進費による大型プロジェク ト研究であり，その研究

期間も平成2年度から平成11年度まで10年間を要するものである。言い換えれは当研究所が90.周年を迎えた今

年度は前期SiFを終了した創切初年と位置づけることができる。科学揃 附 ・研究開発局による当研究の主旨は

以下のように明記されている。

熱帯・亜熱帯給自の人口t骨加や生活水準の向上により，熱帯 ・亜熱帯林が広iii図にわたり利用され．自然環境の破島自治切目i率的

に進んでいる。

熱情林の減少は焼畑移動耕作，伐保．務災材探lit大規綴な農業・鉱業開発．過放牧などが原因となっている。これらの人為

的な原因により森林破峻が逃行し．このため，洪水など自然災容による彼筈の増大，表土流出による土E庭環境の悪化が逃行して

いる。さらには，これらの環境の磁波により野生動 ・組物の減少などの生態系の磁波が深刻化している。また，熱帯林は森林に

よる二酸化炭素の吸収 ・ 欽出，熱・水収支に盤~な役割をよ長たしており ． 地球温暖化や気候変動などの地球規様の環境変動に修

理Fを及ぼしていると考えられている。

しかし，熱帯林の減少に伴うこれらの変動機備の解明はいまだ十分にはなされておらず，植林などの熱帯林の保全 ・再生技術

を効来的に活用するための熱帯地波にl渇する科学的なデータ及び知見も不十分である。このため．級生・気候・土嬢・水文書事を

合わせた総合的な研究を必要としており．現在進行している森林磁波が地球的規模の環境に及ぼす影響を長期にわたる観測によ

り明らかにする必要がある。
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設が固は東南アジアから丸太及び製材品を多量に輸入しており，森林資源保全の観点からも東南アジアにおける熱帯林の研究

を推進し．国賠的な貢献カ味められている。

こうした状況を踏まえて，本研究は以下の3大課題のもとで行われる。

I 熱帯林における植生の変動に関する観剖・解析的研究

D 熱帯林地域における路環境の蛮動に関する観測研究

田 熱帯林の変動及ぴその影響に閲する腎価研究

それでは次に，前記大課題とそれぞれの大課題に組み込まれている小課題の研究内容について簡単に紹介し，

同時に研究の年次計画についても図示しておく。

I 熱帯林における植生の変動に関する観測・解析的研究

リモートセンシングによる植生分布の長期的変動のモニターを行うと同時に，天然林の維持機構，破壊され

つつある森林及び破壊カ強行した森林の変動・再生機構の解析を現地調査に基づいて実施する。

①紫借地域の広域にわたる植生の変動に関する解析研究

広域植生データを用いて東南アジア地域の広域植生実態を解析し，植生の斡首変動及U撃砕変動を解

明する。

②熱帯林の植生の維持・更新機構に関する観謀u研究
開発の影響がない熱帯多雨林，熱帯季節林の更新・維持機構を現地調査・観測により解明する。

③熱帯林の植生の変動機構に関する観担。研究

伐採等の開発を受けた熱帯林の植生変動を現地調査・観測により解明する。

④熱帯林消滅による植生の変動に関する観測研究

伐採等により森林が消滅した草原及び耕地において，生態采の変動を現地調査・観測により解明する。

I[ 熱帯林地域における諸環境の変動に関する観測研究

熱帯林の変動に伴う河川の流域変動など水文環境の変動や土壊の分解・集積・流出などの土壊環境の変動，

及び二酸化炭素等の収支の変動についての機構を解明する。

①水収支の変動に関する観現師究

熱帯林の変動に伴う河川，降水，流域地表条件等を現地及び衛星データにより水収支及ぴその変動を

解明する。

②河川，土砂等の水文環境の変動に関する観器開究

熱帯林の変動に伴う水・土砂流出等の水文環境の変動機構を解明する。

③二酸化炭素等の収支機構に関する観測研究

熱帯林地域における二酸化炭素等の収支を地上及E槻空機により観測し，その機構と変動を解明する。

＠土壌有機物の分解及0-,助質循環に関する観視胸椀

熱帯林地域における土壌物質の分解・集積を現地で観測し，森林における物質循環とその変動を解明

する。

⑤土壊環境の変動に関する観祖師院

熱帯林地域での森樹首滅に伴う土壌の流出，土壌成分の変動等を現地で観測し，土壊環境の変動を解

明する。
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年次計画

臨題名 持度｜

I 鈴帯林における姐生の変動に関する観測・解折的研究

」総指＋
6年度に中間際価1.鋤帯地鎗の広織にわたる健生の変動に関する解街研究

附．データベース坐
ム

l事総指申
6年度に中関陣舗2. 飾帯株の槌~の維持 •ll!tita織に闘する観測研究

続鉢線道包緑内気象観測．解続．データベース化

3.鋤帯林の健主主の箆..  舗に闘する観刻研究
I I I I I I I I 」総錯申

s••にゆ岡野舗
降一倹線..  林間牽，林内気象観剖ーーー伐採後轟棒鋼志気象観劃．解続．データベース化 ‘ 

」健婦申
6.!l'.にゆ聞鰐鏑4.鈎帯桃割問憾による健生の夜勤に闘する観測研究

．パイオマス．祖也気象鍵風解紛，データベース化 --
II 飴稽林地績における筒環境の変動に闘する観測窃究

I I , I I I ・1 I I 」総指＋
6年度に中間...1.水収支の夜勤に関する観.m研究

同一衛生データ解続ーー・地調；，地質．土地剥期関室ーーーーー現地銀..解tli，データベース化ー－ー

」鎗錆申
s•.itrに中間際価2.河・111.土砂等の水文湾総の夜勤に関する観測研究

何』II，土砂噂の観鼠解街，データベース化 ι 時一剤I備位の嗣牽

鉱盆•.. 剥 l鎗ffi+
6.!l'.にゆ岡野信3.ニE量化炭策等の収支銀総に闘する観測研究

観嗣システム検討 地上観刻．解続．データベース化

I..総指申
6年度にゆ閥解傭4.土.有織物の分解及び物質循環に関する観測研究

観.a甥杭データベース化

l..e指・ー 6年度に中岡野信5.土篇環境の変動に闘する観劃研究
観視解傍．データベース4t

m 鈴調書林の寵勘及びその膨’に関する際価研究

l，鎗絡．ぶ
1••にゆ岡野舗1.鈴帯紘の鑓生の寝耳自の野信・予測に関する研究

モデル閉宛 .値！，:a.ミレーショシ

」縫猪申
7.!fl:に中岡野価2 ..翁穆綜を中心とする炭素循恥ホ循環等の奮動の際価・予測に閉する研究

号デル聞宛 II健シaミレーシヨシ

I..鮒申
τ•i震に中関際価3，織帯林の箆動に民地球規畿の気骨、のイシパクト鰐舗・予測に闘す0研究

号デル聞猪 激値！，:a.ミレーショシ

」能指＋ 6 ••• 7年度にw検討餐員会の閲舗
中間綜偏
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m 熱帯林の変動及びその影響に関する評価研究

I及ぴEで得られた観測調査データに基づき，熱帯林の変動やそれに伴う水・炭素循琉気候への影響の評

価を行う。

①熱帯林の植生の変動の評価・予測に関する研究

I及ぴEで得られた観測調査データに基づき，熱帯林の植生及び環境変動について総合的評価を下し，

開発の進行による変動を取り入れた熱帯林変動予測モデルの構築に向けた研究を行う。

②熱帯林を中心とする炭素循琉水循環等の変動の評価・予測に関する研究

I及びEで得られた観測調査データに基づき，森林を中心とした水収支，炭素循環の総倒句評価を下

し，開発の進行による変動を取り込んだ予測モデルの構築に向けた研究を行う。

③熱帯林の変動による地球規模の気候へのインパクト評価・予測に関する研究

I及ぴEで得られる観測調査データ及ぴEー①，②で得られる評価・モデルの成果を取り入れつつ地

球規模でみた気候への影響を評価し，気候予測モデJt〆＼の取り込みについての研究を行う。

以上が当プロジェクト研究の大枠であり，森林総合研究所以外にも科学技術庁・防災科学技術研究所，建設省・

土木研究所，通商産業省・工業技術院・資源環境技術総合研究所，運輸省・気象庁・気象研究所，農林水産省・

国際農林水産業研究センター及び農業環境使術研究所など多くの省庁の研究機関が参加している。しかし，森林

総合研究所はこのプロジェクト研究の主査機関を務めていることもあり，全体で12ある小課題のうち半数の6課

題を担当しているoそこで，これら6課題のこれまでに得られた主な成果について述べることとする。

I－① （現担当者：林業皆営部・遠爾探査研究室長沢田治雄）

チェンマイ西部地域における植生の垂直分布を過去数年間に撮影されたランドサットTMデータから作成

されたNAVI画像を用いて調べた。一方，縮尺5万分の1の地形図の等高線から標高データを作成し衛星デー

タとオーバーレイすることでこの地域における落葉樹林と常緑樹林の移行帯治暢高700-800m地点であること

を明らかにした。

I－② （現担当者：森林環境部・群落生態研究室主任研究官田中浩）

カンチャナプリ州の熱帯季節林における直径5cm以上の幼木分布実態を調査し，その密度治哲めて低いこ

と（180本弱／ha），また種数地場事常に多いこと（100種以上／ha）を明らかにした。なお，これは熱帯多雨

林と比較して，面積当たりの種多様性カ祇いにもかかわらず，樹木本数当たりではほ附司等に高いことを意味

している。

I－③ （現担当者：森林環境部・立地評価研究室長d嚇謙男）

カンチャナプリ州の熱帯季節林において土漉調査を行い，当地域の土嬢カ苛通常の熱帯森林土嬢と比較してA

層効噂く肥沃なものである一方，表層土地覗く透水性の極めて低いという特徴を明らかにした。また，植生群

落調査の結民野生バナナ型ースターキュリア型ーパウヒニア型ーコロナ型ーユーパトリウム型一竹型の6タ

イプに類型化した。

Il-c （現担当者：森林環境部・土劇院噺究室長石塚和裕）

バイオマス中の養分測定の際に基礎データとなるイネ科植物，バナナ，草本，木本の生体中水分含量を調査

し，全体としてはごく通常の印%前後である拭バナナの幹では10%以下と極めて低含水車であることを明ら

かにした。また，表層土嬢中の根系分布量を調査し，チークの根の分布量が他のすべての植生と比較して極端

に少ないことを明らかにした。
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m－① （現担当者：林業経営部・生産システム研究室長天野正博）
圏内4か所の集落を訪問し，過去の森林減少に関する村民面会調査を行った。その結呆政府が地方農民に

住居用土地と農地を提供しても，土地の生産性地祇く十分な食糧地鳴られないため，大都市へ移住する者や再

び移動耕作民となる者がほとんどで，彼らが離農する際にはかつての農地を産業資本へ転売していることを明

らかにした。

m－② （現担当者：生産技術部・物質生産研究室長石塚森吉）
熱帯モンスーン林の生育期間を5-11月， 5-12月というように2種に想定した上で，年総生産速度を算出

した。その結朱前者で70Mg強／ha，後者で初Mgijij/baという働鳴られた杭これは日本南部における

温帯林と比較してやや大きく，タイやマレーシアにおける熱帯降雨林と比較してかなり小さな値であるこ と

を明らかにした。

これ以外に主査場所として，年間数回の検討委員会を開催することとなっている治え検討委員には研究課題参

力Utt表者以外，学識経験者として松井光瑠大日本山林会長（委員長），佐々木恵彦東京大学農学部長，塚本良則

東京農工大学農学部長，内嶋普兵衛お茶の水大学教授，大島康行早稲田大学教授，及川武久筑波大学教授，荻野

和彦愛媛大学教授の方々 のご出席を頂いている。

（佐々 朋幸）

地球科学技術研究のための基礎的データセット作成研究

当研究は科学技術庁・科学技術振興調整費総合研究『グローバル・リサーチ・ネットワーク・制度』の下で，

平成5年度から5年間をかけて行われることとなっており，森林総合研究所卯周年の今年は丁度その中間年と言

う之とになる。科学技術庁・研究開発局による当研究の全備f面及ぴその主旨は以下のようなものである。

地球温暖化，砂漠化，熱帯林減少せ事の地球環境問題の解決のためには，これらの地球環境変動のメカニズムを

解明し，より正確な将来予測に基づき適切な対策を講じていくこと治犯要である。その地珠環境変動のメカニズ

ム解明のためには，地球科学技術研究にかかわる広範な地域における多種多様な観測データを継続的に蓄積する

とともに，地球科学割ピ術研究を行う研究者の多様なニーズに対応できるように，それら広範な地域の地琢観測デー

タを時間・空間的に統合，解析，加工し，データセットとして整備し，その流通を促進することカ哩主要である。

特に，アジア・太平洋地域は，全地球的な気象に関する大気や海洋の諸現象地考量生するほか，築常林，砂漠等

も広く存在しており，全地球的な環境変動メカニズムを解明する上で重要な地域である。しかしながら，地球環

境変動メカニズムの解明研究を推進する上で必ずしも利用し易い形で観測データ等が整っていないの地唄状であ

る。従って，我が国がイニシアテイプを取って，関係諸国との協力の下に，この地域における衛星観測データ，

地上観測データ，海洋観測データ等を活用して，地球科学技術研究の共通基盤となるグローバルなデータセット

の作成のための研究に取り組むことカ秘要である。

本研究においては，このような樹児を踏まえ，アジア・太平洋地域における衛星観測データ，地上観測データ，

海洋観測データ等の地球観測データ等を時間・空間的に統合，加工し，地球温般化砂漠化熱帯林減少等の各

種地球環境変動メカニズムの解明研究等に携わる各研究者の多様なニーズに対応できるよう，地球科学技術研究

の共通基盤となる水文，植生，砂漠，海洋に関するグローパルなデータセットを作成するための研究を関係諸国
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との協力の下に実施することとする。

将来的には，甫北アメリカ地域，脚H・アフリカ地域におけるデータセットと連携し，全地球を覆うデータセッ

トカ準備され，流通することにより，全地球レベルでの環境変動メカニズムの解明，長期気候予測の実現に資す

ることカ明帰される。

次に，標記研究問題の概要及ぴ大・中・小課題名を列挙すると同時に，森林総合研究所が担当している課題の

内容について簡単に記すこととする。

研究の概要

アジア・太平洋地域の諸国と協力して，人口衛星等による観測データ，海洋観測データ，地上観測デーか等を

収集するとともに，データセット作成のためのアルゴリズム（データ処理手順）の研究開発を行い，地球科学技

術研究に資するグローバルなデータセットを作成するための研究を行う。

霞題の構成（森林総合研究所以外で行われるものについては課題名のみ）

1.水文データセット作成研究

( 1）月平均降水量データセットの作成研究

①月平均降水量データセットの作成及び衛星データから月平均降水量を算出する手法の開発研究

②中国の降水量データの収集，デジタル規格化

③ オーストラリアの降水量データの収集，デジタル規格化

(2）流出量データセットの作成研究

①流出解析等によるデータ規格化及びデータセットの作成

②衛星データによる流場停性の分析

③中国における流出量観測データの収集

＠ タイにおける流出量観測データの収集

2.植生データセット作成研究

地球温暖化において未解明な二断ヒ炭素等の温暖化物質の循環・収支の把握，森林変動の実態把握，森林

変動が地球環境に及ぽす影響の解明・将来予測等の研究に資するために必吾妻な森林被覆度に関するデータ

セットを作成するとともに，森林における炭素蓄積量の算出手法の開発，温暖化物質発生量の評価手法の高

度化を図る。

(1）森林被覆度データセットの作成研究

各種の衛星データを用いたリモートセkシング技術の多段処理，既存の地図データ，地上観測デー

タによる高分解処理技術の確立を図りつつ，森林被覆度データセットを作成するための研究を行う。

①森林被覆度データセットの作成

アジア，オセアニアの数カ国を対象とし，過去の各種衛星データ及抑制埠分布関連情報をデー

タペース化するとともに，リモートセンシング技術の多段姐忍既存の地図データ，地上観測デー

タによる高分解処理を通じて解析アルゴリズムの高度化一般化に向けた布院を行い，森林被覆

度の時系列的な動態を明らかにするためのデータセットを作成する。

② タイにおける衛星データ等の収集と基準点情報のデータベース開発

タイにおける最近の衛星データ等の受信・収集，地上基準データの収集を行うとともに，地図

や現地踏査による座標蜜換パラメータ取得及びデータの変換処理を行い，データベース化を継続
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する。

③ タイにおける森林の林相別分布状況及成立体構造の把鍾

タイにおける最近の森林の林相別分布状況を地図，現地踏査により把握する。また，大気中の

炭素固定能地鳴い人工林資源については広範囲にわたる調査を行い，ナショナル・レベルで炭素

固定能を推定できるような情報を収集する。きらに，森林畿覆情報にかかわる空中写真事j説及ぴ

現地調査資料のデータベース化を行い，衛星データ解析用資料も作成する。

④中国における衛星データ等の収集

中国における最近の衛星データ等の受信・収集，地上基準データの収集を行うとともに，地図

や現地踏査からのデータについてデータベース化を行う。

⑤オーストラリアにおける衛星データ等の収集

オーストラリアにおける最近の衛星データ等の受信・収集，地上基準データの収集を行うとと

もに，地図や現地踏査からのデータについてデータベース化を行う。

(2）森林における炭素蓄積量の算出手法の開発

各国における地上観測により，林相別森林生態系、のバイオマス及ぴ土犠中における炭素蓄積量を算

出する手法の研究開発を行う。また，得られたデータのデータベース化を図る。

①林相別森林生態ぷにおける炭素蓄積量等の算出手法の開発

各国の林相別森林生態系のバイオマス，土壌中における炭素固定速度，炭素蓄積量を算出する

手法の開発を行う。また，得られたデータのデータベース化を図る。

② タイにおける林相別森林生態系、の炭素蓄積量の基準化

林相別森林生態系における炭素蓄積量とそれに関連する既存データの収集及E明地踏査を通じ

た炭素貯留データの集積を行い，林相別炭素蓄積量の基準化を行う。

Basic concept for making GRN dataset 

V 

＆鴎m”包開
削蜘蜘lag，陶叫

Gnuldda鎗陶咽，
助耐咽＆包旬開t
Derlvedda鍾旬開2

Der抑制自泊胞p,N



-197-

③ タイの森林生態系における炭素貯留の評価手法の開発

地理情報システムを用いて，地形ー土嬢一大気の相互作用による炭素循環のシミュレーション

を行い，森林生態系における炭素貯留分布図を時系列的に作成する手法の開発を行う。

(3）温暖化物質発生量制面手法の高度化

①非生物的発生源における温暖化物質発生量評価手法の高度化

② タイにおける発生溺Uの温暖化物質発生量の把握

3.砂漠変動データセット作成研究

①土壊安定度等を算出する手法の開発及ぴデータベース化

② オーストラリアにおける砂漠に関する実態把纏

③砂漠変動評価手法の開発

4.海洋データセット作成研究

( 1）海色評価手法の開発

①海洋観測の実態，衛星データ等の解析アルゴリズムの開発

② インドネジアにおける衛星データの収集，観測

③オーストラリアにおける衛星データの収集，観測

( 2）サンゴ礁診断制面手法の開発

①サンゴ礁の水質判別手法の開発

②サンゴ礁の底質判別手法の開発

③オーストラリアにおけるサンゴ礁分布等の把握

なお，グローバル・リサーチ・ネットワーク制度による当プロジェクト研究は海舛研究機関と科学技術庁から

の委託を受けた宇宙開発事業団が共同研究契約を結ぴ，宇宙開発事業団地欄究会体の調整機関となって日本側研

究機関と海外研究機関との聞での情報及ぴ人的交流を担保するというシステムを採っており，その概念図を前

ページに示す。

（佐々 朋幸）

録資源の総合評価による畳遁配置計画手法の確立に関する研究

森林管理酎酒においては，森林に対する国民の多様な要請に答えることが必要である杭現実の森林は，多様

な立地，利用目的のもとで複雑に入り組んでおり，地域の社会経済的条件も多岐にわたっている。このような中

で，森林を緑資源として最も効率的に利用するための配置，管理などを計画的に行っていくための手法は未確立

である。そこで，森林の持つ生産資源，環境資源，及び文化資源としての機能治咽互にトレードオフ関係にある

ものとして，緑資源の機能評価を行い，それに基づく緑資源の最適配置酎酒手法の開発を行った。

研究の対象地域は，兵庫県の六甲地域と宍粟地域とし両地域を1kmメッシュに分割，メッシュごとの森林の

個別機能の評価を行い，．最終的にこれらを前記3機能に総合化をし，もっとも効率的に利用するための緑資源の

配置を求めた。

各メッシュの立地環境の持つ機能の評価は，以下のように行ったo緑資源のアメニティ機能は，住民や専門家
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等拭緑資源の異なる質（天然林，二次林，人工林）について評価したものを機能評価式に取りまとめ，さらに

実際の森林簿等のデータを評価因子に置き換え評価図を作成した。

生産資源としての立地環境評価のために，兵庫県環境基本情報データベースから地形・地質・土壌などに関連

する項目を選ぴ評価式を作成し，これらの制面値によって六甲地境宍粟地域の生産力メッシュ地図を作成した。

水保全の観点からの評価として，水資海島勝量を取り上自主これを算定するのに必要な蒸発散モデルを作成，

これを六甲地域と宍粟地域に適用し，水資源院存量制面値のメッシュ地図を作成したo

土保全機能は，植生区分ごとに面積当たりの抜根抵抗力を求め，崩壊防止機能の評価を行い，表層地質と斜面

傾斜等を考臆した樹捕な評価値を求めて，土保全としての立地環境を評価するモデルを作成し，土保全評価図

を作成した。

植生自然度は，各メッシュの植生の遷移の程度と自然原生の程度及的魅の豊かさをあらわす種の多様性を推

定し，植生の遷移，自然原生程度と豊かさを反映した自然植生度を求め，植生自然度評価図を作成した。

I I I I ... .，山
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また，地域特性に応じた緑資源の最適配置及ぴ

利活用手法の研究開発に先だって，評価に必要な

情報を提供できるように既存の自然環境情報（森

林資源，立地環境）と社会環境情報を統一的に扱

える地図情報を中心としたデータベース化技術の

確立を行い，立地環境評価に担当者がデータを

GIS上で取り扱えるようにした。
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図1.緑資源の配置計画（六甲山系（上），宍粟郡（下））

緑資源の機能別類型区分では，森林の各機能に

対する住民の評価をもとに算出したウェイト値，

ならぴに各機能ごと及ぴ1kmメッシAごとに算

出された立地環境評価値を用い機能別に面積配分

を決定した。

緑資源の最適配置のために，メッシュごとの各

個別森林機能の立地環境評価結果に基づき，シ

ミュレーテイッド・アニーリングにより近似解を

得て，それに応じた最適配置計画図を作成する手

法を開発した。

以上の成果に基づいて，六甲地成宍粟地域に

ついて岡地域の緑資源利用計画のあり方をまとめ

た（図1）。
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この研究成果は，関西支所を中心に蓄積してきた個別知識をもとに立地環境評価を行い，その総創ヒによって

緑資源の最適配置計画を行う手法を開発したものであり，自然科学系，社会科学系のトータルな共同作業によっ

て得られたものであって，行政機関，各種事業体の意志決定を支援するためのソフト系科学技術の集大成である。

なお，本手法のマニュアルは，「緑資源の総合制面による最適配置計画手法一手法の解説』として刊行されているジ

（小谷圭司）

文献

1）森林総合研究所関西支所編：緑資源の総合評価による最適配置計画手法一手法の解説， p.57(1995) 

きのこ病害虫の発生機構の解明と生態的防除技術の開発

1.研究目的

きのこは健康食品としてのイメージカ堤着し，シイタケをはじめ，エノキタケ，ヒラタケ，ナメコ等の生鮮き

のこの需要が増大しつつある杭これに応えるため，きのこの栽培は従来の原木栽培から周年栽培が可能で計画

生産の容易な菌床栽培に移行しつつあり，今総急増する見通しである。菌床栽培は栽培舎等の閉鎖環境内で集中

的に行われるため，一度病虫害が発生すると急速に拡大し壊滅的被害を受ける事例が多く，現在，ペンレート等

教種の薬剤の限定的使用が許可されている。

一方，きのこは薬剤を蓄積する傾向があり，また，健康食品のイメージを持つきのこ栽培は薬剤の使用を極力

抑制する消費者ニーズもあり，薬剤の使用を前提とした病虫害対策は得策でない。このため，薬剤を使用する防

除技術に代わり，栽培環境の制御や天敵微生物等による生態的防除技術の開発が緊急の謀題となっているo

本研究では，きのこの中でも消費量治移く，病虫害の被害が問題になっているシイタケ及ぴヒラタケ等を対象

に耐病性検定法を開発するとともに，病虫害の発生機構を解明し，それに基づく生態的防除技術を開発する。

2.経過及び成果

1）きのこの耐病性検定法及ぴ生態的防除抜術の開発

( 1)耐病性検定法の開発

7.シイタケ・ヒラタケの酎病性検定法の開発

菌床栽培シイタケの害菌としてトリコデルマ類，特に， Trichodennaharzianumがしばしば発生しており，こ

の菌に対する耐病性を検討した。シイタケはトリコデルマの侵害を受けると害菌に対する抗菌性物質を生産する

（写真1）。その生産性とシイタケの害菌に対する抗菌性の関係を調べ，まず，シイタケの生産する抗菌性物質

に未知の新成分を発見し，その単離を行い部分構造を明らかにした九次いで，簡易な定量法を開発し，シイタ

ケの木粉培養と液体培養で生産性が大きく異なることを解明し，さらに抗菌性物質生産性の系統間差の検討を進

めている2）。

シイタケのトリコデルマに対する耐病性の生物的検定法として，シイタケ小菌床にトリコデルマ胞子を噴霧接

種し，病害の発生程度を調べる噴霧接種法3）と両口試験管の木扮培地を用いる対時培養法とを櫛すした。前者で

は胞子量や菌床の組成，胞子噴霧後の条件等を櫛すし，かなり安定した結果地鳴られる様になった。後者では接

種の仕方，測定の仕方等を検討している。両方で得られた結果は一部で食い違いもある杭大略一致した。

ヒラタケでは細菌Pseudomonastolaasiiの起こす子実体等の病実害カ唾要である。 Rtolaasiiは培地中に毒素
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写真1 シイタケ （L側 ti11usedodes）にト リコデルマ（Tricliodenna liarziam11n ）を感染させて得られた培養ろ液

のT.ha出a11um胞子の発芽抑制試験 （36時間後）

無処理の培養ろ液には胞子発芽を抑制する効果はないが，感染処理した尽ー養ろ液（右）には抗菌性物質

が含まれているため胞子発芽が抑制される。

を生産し，この母紫処理により，細菌処理と類似した病瑳を形成することが知られている。そこで菌糸の毒素処

理による成長阻筈の程度を綱査し，子実体発生初）UJにおける細菌のI噴霧接種による子実体生産量の減少量との関

係を翻ぺた結果，相関性が認められ， i民経によるスクリーニングか可能なことが分かった九

(2）筈菌の生管解明

ア.u;菌類の病容の同定，生態の解明及び簡易診trfri.去の開発

シイタケ蘭床幸踏からT巾hodemialiarzia1111m及びT.spが分緩された。 T.llarzi側 innは接種室，培養室から

浮遊落下菌として分離され，菌床からも分離されたカ1挨等の落下浮遊物に付いて混入したものと推定された。

T.加m・am,mは他の分維されたトリコデルマ属やペニシリウム属の書菌に比べシイタケに対する病原性が強

かった5）。

ヒラタケの菌床からはPe11icilli11mbrevic側 .pactum等のペニシリウム属菌， Cladospori111nclados仰巾ides.Bot・ 

ηtis cinerea, Apios仰 amontagnei等が分維され，エノキタケの菌床からはCladobot引開官arium，ペニシリウム

属菌； C/adospori11111cladosporioides，ケカピ自の菌等が分離された。

ヒラタケ，エノキタケ，プナシメジ，シイタケの栽培施設の浮遊務下菌としてP.brevicom仰ctumなと’ペニシ

リウム属菌やCladosporimn属菌が浮遊落下菌として高い頒皮で分離された。また，前三者の磁床からはP.

bre仇com仰ctumが共通して分離された。

対詩格望書ではヒラタケやエノキタケを佼害する害箇は見られなかった。

( 3）病害の生態的防徐技術の開発

ア．きのこと害菌の相互作用の物理的・化学的要因による変動の解明

菌床栽培シイタケのト.lJコデルマ病害について検討を行った。 初めに菌床栽暗の病原菌の収集を行った。次い

でシイタケの菌糸伸長の温度依存性， トリコデルマの胞子発芽率の温度依存性， pH依存性，菌糸伸長の温度依

存性を明らかにした。シイタケ菌床の創突の表面におけるトリコデルマ閣の伸長を各種条件下で検討した結果，

19℃までは胞子発芽が抑えられること， 22℃でも胞子発芽がわずかに有ることが明らかになった。 また，栄養剤

として米械を含む磁床の方がふすまを含むものより胞子発芽を抑えること．菌床表而の子実体発生痕で{!F菌カtjlド
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左：健全磁床右：催病菌床
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長し易いこと等が分かつた。

イ．環境制御等による病害防除技術の開発

シイタケのトリコデルマ病害とヒラタケの子実体質

褐色変色病（病原菌Pseudomonastolaasii ) （！）＿病害に

ついて，これまでの生理的，生態的検討結果を踏まえ

て環境制御等による病害防除技術を開発した。

シイタケ菌床にトリコデルマ胞子を噴霧接街~，湿

度と炭酸ガス波度を変えて病害の発生程度を調査し

た。

ヒラタケ子実体賛褐色哀色病病害の環境依存性を細

菌接種後の条件を温度（13-25度C），湿度（80-95%),

炭酸ガス濃度を変えて検討したが，病徴発生の途いは見られなかった。また，細菌の培獲条件による毒素生産性

の違いを明らかにした。さらに，本細菌の種々の性質を解明した6）。

2）きのこ筈虫の生物的防除樹街の開発

(1）害虫の生態と発生環境姿因の解明

ア．害虫の生態及び病害との関連性の解明

クロパネキノコパエの発育と温度 (15～26℃）の関係を翻査した結果， 26℃で卵と蝋の発育の遅滞が認められ

たが幼虫は高温ほど早く発育した。また，維は雌より早く発育する傾向が見られた。発育の有効積算温度を求め．

た結果雌では405.10日℃，維では368.45日℃だった。

産卵行動を調べると，ニホンホソオオキノコムシの二回越冬した一化成虫は三月上旬から七月上旬まで産卵し，

八月上旬死亡し，セモンホソオオキノコムシの二回目の越冬を終えたこ化成虫は産卵せず三月下旬に死亡した。

前記二種のオオキノコムシは栂場のコナラ樹皮下で越冬する事が観察され，ニホンホソオオキノコムシはコナラ

樹皮下で夏服する事が分かった7-8）。 冬眠，JI眠中の虫は病原、糸状菌の感染を高率に受け死亡していた。

きのこの筈菌の虫による嫁介の可白民生を検討するため栽培舎中のハエの体表面の微生物量と浮遊落下物中の微

生物量との関係を調べ，細菌・糸状iiともに問者が相関していることを見いだした。糸状菌ではP酔iicillium廊菌，

Verticill附附属菌が多く検出された。

イ．害虫の発生環境要因の解明

マッシュルームの栽培農家でシート付ライトトラップによりクロパネキノコパエ （Lycoriellamaliと判明）を

捕狼し，ハエの発生此の経時変化を悶ぺ，同時に栽培舎の温度変化を調査した。これらの結果の解析から，この

ハエの発生動態を明らかにすることが出来た。また，ハエの野外における消長を明らかにして，このハエの被害

が千葉県では十二月においても発生の可能性があることを明らかにした。また，シート付ライト トラップがこの

ハエの防除に使用し得ることを明らかにし，このトラップの特許出願の契機となった。

菌床シイタケの栽培舎においても，同様にトラップによるクロパネキノコパエ成虫の発生消長と発生舎の温度

の変化を倒査した。この場合には，同時に，菌床中の幼虫の数とその分布を調べた。これらの結果より，このハ

エの発生動態を明らかにした。又，菌床の休養中に多くの虫が侵入することが推定された。

以上の結果から，このハエの防除指針の作成が可能になった。
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写真3 セモンホソオオキノコムシ（成虫） 写真4ツクリタケクロパネキノコパエ

( 2）害虫の生物的防除掛rずの開発
ア．性フェロモン等生理活性物質の単離・同定

シイタケオオヒロズコガの未交尾雌成虫ヘキサン抽出物をFID,EADを検出器としてGC分析し，フェロモ

ン活性を持つ函分を得た。未交尾倣の産卵官抽出物を検討し， 炭素数16の一級アルコール酢酸エステルが溶出す

る時間務に反応を検出した。試作した改良オルファクトメーターを用いセモンホソオオキノコムシの誘引物質の

検討を行った。生シイタケ，戻し乾シイタケの酢酸エチル抽出物はそれぞれ特定の抵で強い誘引性を示した。生

シイタケの主要侮発成分であるl-octen-3-olも誘引性を示した杭主要誘引成分とは決定できなかった9・10）。

クロパネキノコパエのマッシュルームによる飼育は線虫の発生や腐敗により成功しなかった。ミズゴケを加え

た酵母抽出物培地で培養したヒラタケでは三世代にわたって継続飼育できたが大量飼育には至っていない。

Lycoriella maliの性フェロモンと同定されているヘプタデカンの効力は確認されなかった。また， Lyco何iellamali 

の雌成虫のヘキサン抽出物にはへプタデカンは検出されなかった。

イ．天耐殺生物の検索と病原力の検定

シイタケオオヒロズコガからPaecilomycessp.,Mariannaea sp.など9菌株の糸状菌が分荷量され，セモンホソオ

オキノコムシから病原E菌Paecilomyceslilaci1111s一株が分離された。これらのうち， Paecilomyces属菌3株，

Mariannaea腐磁1株についてシイタケオオヒロズコガに対する病原性を調査した結果いずれも病原性を示した。

さらに， Maria1111aeasp.の分類学的検討を行った11）。

Beauveバ：abassia11aの一磁株はセモンホソオオキノコムシに全く病原性を示さなかった。

オオキノコムシ類の成虫の死体から，不完全菌Hirsttlellaj側 esiiが分離された。この菌はニホンホソオオキノ

コムシ，セモンホソオオキノコムシの雌雄成虫から分離された。死体のほぼ半数以上からこの菌が分離され，ォ

オキノコムシ類の主要な天敵微生物と考えられた。

ウ． 生理活性物質・天敵微生物の利用による害虫防除技術の開発

マッシュルーム栽培舎栽培ベッドからクロ｝てネキノコパエBradysiapaaperaが初めて確認された。

シイタケオオヒロズコガ米交尾雌成虫によるトラップを用いたところ多数の雄成虫がトラップされ，性フェロ

モンカf非常に有効なことが分かった。

試験地で夏眠中のニホンホソオオキノコムシから高頻度でHirsutellaj側 es“が分離された。8月中旬から10月

中旬まで野外で採集された死亡虫はほとんどこの菌によるものであった。
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3.今後の展望

現在，中国等の安いきのこカ吠量輸入されているがこれらは品質カ切り，圏内で高品質のきのこを生産するこ

とカ輸入きのこに対抗する道と考えられている。輸入きのこの品質で懸念されることに農薬等薬剤による汚染の

問題があり，圏内生産では是非それを避けることカ窪まれ，その意味で本研究は誠に時宜を得たものであったo

本研究により，病害では真菌類，細菌による病害の生態が解明され，生態防除の基礎が作られた。また，耐病

性検定法も開発され，今後の酎病性育種に大いに活用されよう。また，虫害についても発生生態等の解明が進め

られ，主要害虫クロパネキノコパエの生態的防除の見通しカ鳴られた。そのほかシイタケオオヒロズコガやオオ

キノコムシ類のフェロモンや天敵による防除の基礎的知見地鳴られ，今後の生態防除の進展カ朔侍される。

成果は成果集にまとめられるがiその他に技術の普及を図るため，マニュアルの作成を行ったo

（大政正武）
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v.海外研究・国際協力

地球的規模の環境問題に対する国際的関心の高まりのな仇特に我が固に対する国際的役割が強調され，研究，

技術の両面で，森林総合研究所への期待が今までになく大きな位置づけとなった10年間といえるo

昭和60年に科学技術庁の資源調査会は「熱帯林の開発と保全に関する調査報告J，同年7月に曲された科学行

政のあり方に閲する臨時行政改革推進会議の答申，同年12月の科学技術政策大綱に関する科学技術会議の諮問12

号答申にも国立研究機関における基礎的，先導的な研究開発の拡充・強化とともに，体制の見直しを強く求めて

いる。これらを踏まえ，熱帯林減少の現状と背景，術帝林減少の影響を分析するとともに，熱帯林の適正な開発

と保全のあり方を，特にこれが単に熱帯諸国の問題にとどまらず，全地球的な視野に立った問題としてとらえる

必要があることから，我が国の対応のーっとして，熱帯材布院の強力な推進をうたっている。

平成4年の「環境と開発に関する国連会議（地球サミット）Jにおいて合意された「21世紀に向けた環境と開

発に関する行動計画Jや「森林に関する原則声明Jを受けての具体的な動きのーっとして，「森林の保全及E府

続的な森林経営Jの達成の度合いを測る国際的な「指標と基準」作りの作業地精力的に進められている。

さらに，「地球サミットJにおける森林原則や「気候変動枠組み条約J，「生物の多様性条約J等の国際的取り

決めに対して，地球的規模での森林の評価，森林と気候変動との相互関係の解明，生物多様性保全のための研究

促進など，地球的視点にたった海舛森林・林業・林産業研究に対する積極的な国際的貢献も我が国に求められて

いるoこのためには，寒帯から半乾燥地帯，熱帯までの地域を含む研究展開を国際的にネットワーク構築も含め

て図っていく必要がある。

1.海外森林研究

海外森林研究は，研究体制・組織がこの10年間で大きく変わった。昭和63年10月に林業試験場の組織体制治情

編整備さ九森林総合研究所として発足することとなり，新たに『研究基本計画」カ喋定された。この中で紛ト

森材相究を推進するための研究基本方向として「国際研究協力の推進と世界林業への寄与Jカ堪として設定され

た。

森林総合研究所の発足に伴い，吻究基本計画Jとともに見直しの機材苛予われてきた『研究運営要綱，同糊UJ

治年成元年4月から改正，脳予され，研究の基本方向にそった研究推進を組織体制の面から強化することになっ

た。勝も研究の強化の一環として海外研究協力宮地噺股された。平成3年4月に砂4研究の推進，強化のため，

森林環境変動チームと森林資源保全チームが新設されるに至った。さらに，糊研究の推進を一元化するために，

同年6月に紛4研究協力官をヘッドとする「海舛研究センター」訪朝長通達により設置されることになった。両

チーム長のもとに各研究分野から多数の研究者を兼務者とし，平成2年度から始まった環境庁，科学技術庁等の

他省庁プロジェクト研究の効率的な推進に対応できる態勢整備治情われた。さらに，平成6年には紛4研究チー

ムが一層の機能を発揮できるように，チームとして海外研究課題を独自に設定し，推進することとなり，平成3

年に制定された所長通達の一部地敬定された。

初 1研究の国際的対応は必須のものとなり，平成5年10月には農林水産省として，従来の熱帯農業研究所を拡

充強化する形で，国際農林水産業研究センター 0IRCAS）治場者足し，同時に林業部も新設された。この時点から，

国際農林水産業研究センターが農林水産業に関する初代行う研究を一元的に担当することになった。森林総研
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としては，その後は環境研究など‘業”と直接関係のない分野，圏内で行う木材，林産分野の研究を推進するこ

とになる。当所は先進国を含む森林研究を推進するため，森林資源情報の体系化，森林の造成・保全方法の解明，

森林資源の有効利用方法の解明及び林地の複合利用システムの解明などを重要な研究問題として位置づけて研究

を進めている。なお，森林総合研究所と国際農林水産業研究センターとの密接な連携協力は，より一層強固なも

のとなった。

いわゆる「63体制l」までの林業試験場時代には，研究基本目標は5本の柱のもとに推進されてきた。海外関連

の研究は「海外における森林資源の維持・造成技術の開発」のなかで，三つの課題からなる「熱帯－車熱帯等に

おける森林資源の把握と造成技術の改札及E尼つの課題からなる「アグロフォレストリーに関する技術の改善J

に関する研究地滑われてきた。昭和白年10月に森林総合研究所となった時点で，新たに策定された研究基本目標

の六つの基本方向のなかで，制研究は「国際研究協力の推進と世界林業への寄与J を踏まえて推進されること

になったoこの時期における海外研究の背景は，熱帯圏における森林の消失や，大気汚染・酸性雨等による先進

諸国の森林の蔚邑など森林にかかわる地球的規模の問題カ糟大し，特に開発途上国から我が国に対する研究・技

術協力の要請は増加の一途をたどっており，このようなこ国間協力にとどまらず， FAOによるTFAP（熱帯林

行動計画）への協力参加が開始され， ITTO（国際熱帯木材機関）本部の横浜への誘致が決まるなど，熱帯林に

かかわる多国間規模の研究・技術協力がスタートした時期であるといえる。

研究の推進においても，海外林業部門の研究範囲は極めて多岐にわたるようになり，現地調査を必要とする研

究課題に対しては外部からの調査研究等の依頼に対応し；ながら，研究推進を可能ならしめるように努力カ犠けら

れたoこのため，実施する調査や内容カ也、ずしも毎年同一でないことが多く，当然，得られる成呆も，また異なっ

てくる。

昭和63年から主として研究問題XXIV.「地球規模における森林資源の特性及び保全方法の解明Jのなかで，一

つの大課題「海外の森林資源情報の体系化及び森林資源の保全方法の解明」を中心に，次の四？の中課題(1）海

外の森林資源情報の体系化，（2）地球環境保全のための森林の造成・保全方法の解明，（3）海外の森林資源の有効

利用方法の解明，そして（4）複合的林地利用システムの解明のもとに推進されてきたoこの時期，特に平成2年

までの海舛研究課題の構成は， JICAによる研究協力課題にほとんどを占められており，それらの研究内容の多

様化協力課題数の増大に特徴を見いだすことかできる。特に，中課題（2）及び紛跡産研究分野である，（3）の

課題構成の全てカ勺ICA課題で占められることになる。このような傾向も平成2年度からは，次第に変化がみら

れるようになる。すなわち，地球環境の保全への世界的関心の高まりとともに，科学技術庁，環境庁等をはじめ

とする他省庁予算による海外プロジェクト研究がその数を増していく。この時期から地球規模での森林環境・生

態系保全研究の増大に伴って本中課題の肥大化がみられ，効率的研究管理が困難となってきた。そこで，これを

解消するために，これら中課題を中心に研究基本計画の見宜しが進められ，平成6年度からは新しい研究基本計

画の下で研究カ苛邑められることになった。この研究基本計画の改定を契機に，海外関連研究は研究問題XVとし

て「海外における森林特性の解明及び環境保全技術，持続的利用技術の開発」のもとに二つの大課題，すなわち，

1）海外における森林生態系の特性解明及び環境保全技術の開発， 2）紛もにおける森林の変動予測及び持続的利

用・管理技術の開発，を柱にしてそれぞれ三つの中課題のもとに研究推進を図ることとなったo

この様なグローパルな環境変動に対応できるように，研究推進体制の移り変わりも変化してきた10年間といえ

る。地球規模の視点から環境を守っていこうとする要望，必要性はますます強くなるなかで，紛1研究推進の組

織や体制からみると，昭和63年9月まで，昭和63年10月～平成5年度末まで，さらに現在までの各時期に分けら
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れる拭研究，技術協力の基本は変わることなく，継続されてきたといえる。これを大きく分けると，⑪ICA

を通じての技術協力の時期，②「熱帯林変動Jや「グローパJレリサーチJなど科学校術庁によるプロジェクト研

究をはじめ環境庁予算による「シベリア凍土』や「熱帯林環境』等の全所的な推進が増えた時期，③国際農林水

産業研究センターとの共同研究等，熱帯，亜熱帯，亜寒帯を中心とした農林水産業研究が農林水産省として窓口

一本化の国際研究プロジェクトの推進がはじめられた時期に分けられる。

(1）森林生態系の特性解明及び環境保全技術

q注物相と環境の相互作用
森林環境特性及び土地利用法の解明に関連して，植物生態については，マレー半島西部熱帯林の環境特性と

種子の発芽，及E時詮首の成長と温度との関係の解析，タイの主要造林樹重であるアカシア，ユーカリほか敏樹

種の耐乾性と水分消費特性の比較を行うとともに，森林土壊の養分環境と土壌の成分動態解析及U:理化学性分析

に関する貴重な結果カ鳴られている。インドネシア東カリマンタンでは，フタパガキ科林のアクリソルの土壊酸

度，塩基交換容量及ぴ交換性陽イオン含量，特にアタリソルの断面形態とその理学性の解明やチガヤ草原におけ

る土壌養分の存在様式，土壊の物理特性，特に水分環境の調査に関して見るべき成果があがっているoマレーシ

ア・サパ州のアカシアマンギュウム造林地の土壊分析等に関する研究成果カ守専られている。プルネイのフタパガ

キ科二次林の林床植生調査では，熱帯泥炭の物理化学的性質を明らかにし，石灰を加えて中性化し，鶏フンを混

ぜて堆肥化することで好成績地鳴ら九その後の造林技術として活かされている。また，フタパガキ科カプール

属の3種につきアイソザイム分析を行い，種聞の類縁関係を明らかにした。組織培養の関係では，タイにおいて

アカシア等のプロトプラストの分離・培養を行い，インドネシアではフタパガキ科の数樹種について舛植体を用

いた組織培養を行い，有効な殺菌方法を見出した。

＠注物相の保全技術

病虫害の生態と樹木に対する被害防除方法に関する研究を中心に進められた。特に，熱帯地域での人工林造成

地が増すにつれて病虫害研究が重要な位置づげとなり，この分野の研究地主多くなされたoこの分野の研究は，帽

が広く，生態，分類，同定などを含めて，多くの固に対して積極的な協力が事司寵された。タイにおける木材腐朽

菌，病虫害の同危天敵昆虫調査，チーク造林木に対する食業性害虫類とピーホールポーラーの生態に関する共

同研究フィリピンにおける樹木病虫害調査，パラグアイのキリとアプラギリ立樹首の病理学的調査研究治情わ

れた。さらに本年度から甫米諸国で造成されているスウイーテニア（号wieteniamacrophylla）やセドロ（Cedrela

mexica）を加害するマホガニーマダラメイカの実態調査，防除法等の研究が始められた。パプア・ニューギニ

アのカメレレ（Agrih』sopulmentus）について，またマダン地域からゴゴール地域にかけて実施された土壊調査

に基づく結果から，この地域のユーカリ（Eucalyptusdeglupta）の人工林に発生しつつある孔性害虫の発生と

立地や土壌の相関性を求め，土壌水分が潤沢で排水性の良好な地域は乾燥し易く， pHの高い土壊より被害の少

ないことを明らかにした。，ペルーアマゾンでのマホガニーしんくい虫（Hypsipylagrandella）の生態と薬剤効

呆に関する調査治吋予われている。さらにインドネシアの造林地におけるマホガニーのしんくい虫（Hypsipyla

rubusta）とアルピジア（Albiziafalcata）のカミキリムシの問題治宝表面化し，その防除法として枝打ち治司効果

的であることを明らかにし，主要造林樹種の害虫リストと生態に関する成呆地帯夜りまとめられている。病虫害防

除の分野では，ペルーアマゾン熱帯林におけるカオーバ等の有用樹の新梢を食害するマホガニーマダラメイガの

防除にピ．レスロイド系羽測の適期散布治時鋤であること，また，タイにおけるチーク人工林の立地環境における
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害虫ピーホールポーラーの生態，散乱された卵の密度変化幼虫分散の実態等地明らかになったoマレーシア国

サパ州のアカシアマンギユウムの立枯病とすす病の発封慌 6年生以上の植栽木の芯腐れの被害率が高いこと

を明らかにした。

＠漉林造成技術

森林造成と管理技術の改善に関しては，有用樹種の生理的・生態的特性について，フィリピンではアカネ特の

アンソセフアルス（Anthocephaluschinensis, 13年生），グメリナ（Gmerinaarborea）の現存量や林分成長量

測定カ苛子われたほか，フタパガキ科樹木の天然林の更新状況の調査結果から，林内補助処理効果の大きいことが

明らかになったoまた，チークやマツ類のアイソザイムのパターン，アカシア（Acaciaauriculiformis）とホペ

ア（Hopeaodorata）の光合成測定をはじめ，気象観測についての技術指導を実施し，同時に北部ルソンの雨量

分布に関する解析に着手し，さらに立地診断技術の開発と地力変動の実態把握のため，各地の土壌特性を明らか

にした業績も今後，各分野における研究推進にとって重要な位置づけとなろう。

人工林造成と保育技術については，パラグアイで育苗管理技術人工林に関する成長量測定結果の解析，土壊母

材の分布治智也形や地域と密接な関連性を持つこと，なかでも赤褐色砕屑堆積物；火成岩，第四紀歴層を母材とす

る土壊でその関係が明確であること，また地域全般に炭素や窒素の含有率が低く，表層の発途が不良であること，

理学性や微細形態学的特徴が母材や地形によって異なり，これらは，植生からも判断できることを明らかにした。

これらの結果から土壌の分類，命名と立地条件に応じた造林樹種の検討カ功日えられ，地力変動の実態把僅につい

ても同一地域内に植栽されているアカシア（Acaciaauricultiformis）林下の土壌調査が実施され，理学性の改

普と土壌有機物分解の促進に関する知見カ呼専られた。天然林下の土壌と草原状無立木土壌との比較では表層の

理・化学性ともに前者の方が優れており，有機物量に富み， C/N比も低い結呆が得られている。交換性塩基含

有量も多い傾向が認められている。

森林生態系の管理・保全方法の解明については，プルネイの択伐跡二次林の林分構成を調査し，現存量を把握

するとともに，択伐施知表の天然更新状態を明らかにし，択伐施業が生態系に及ぽす影響を解明した。また，フ

タパガキ科の稚樹を活かして，二次林の質的向上を図るための基礎的研究では，フタパガキ科二次林のギャップ

内の椎樹の成長には十分な光地泌喪であり，樹種ごとに菌根菌5種を採取と分離培養を実施し，根菌形成が苗木

の成長に必須であることをつきとめた。タイにおいてはマングロープの更新技術の確立を目指して，主要樹種の

更新機構の解明のための調査では，マングローブ2樹種について種子散布休止期，漂流種子の定着率・活着率，

椎樹の分布とその動態等を明らかにした。主要造林樹種であるユーカリについて，間伐方法の違い地帯本分成長に

及ぽす影響を解明するための施業試晩各種造林樹種の成長と落葉の季節性の解明治宝行われた。また，主要造林

樹種の純生産量が温帯の同タイプの森林と比ペ多いこと，及びユーカリ林において，間伐1年後t木と萌芽の成

長に間伐の効果が認められること等を明らかにした。－これらの他，フィリピンでは早生樹人工林を在来樹種であ

るフタパガキ科の森林に転換するための樹下植栽試験を行ったoまた，パラグアイではカピパリ地方の砂質土壌

に対する試験林計画を提案した。ナイジエリア半乾燥地域における機械化地ごしらえ作業に関する調査等を行い，

半乾燥地の造林にはリッツパによる耕起カ靖効であることを明らかにした等，多くの分野で貴重な成果地場実に

あがっているo

＠水土保全研究

水土保全方法の解明の分野では，熱帯亜熱帯の森林の劣化と大型ダムの開発との聞に密接な関係があることを

明らかtこし，プラジル固サンパウロ州の森林水門試験では，年降水量と年流出量の聞に良好な相関関係地鳴られ
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(2）森林の変動予測技術及E月織的利用・管理技術

q版制育報の収集と予測技術
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熱帯森林に関する技術情報として，これまでに文献目録の編纂を継続実施してきた。との一環として，フタパ

ガキ科及びマングロープに関する情報を整理し，「熱帯林業関係文献目録10集」及ぴODC方式による文献カー

ドを作成するとともに「熱帯林業関係文献目録第n集Jとして取りまとめられているoまた， JICA関連の研究・
按術協力に関する業績を当所地滑った貴重な記録として明示するため，「海外林業部門業務報告書」の刊行が

昭和印年から毎柄拘こととなり，毎年多くの業績がこの中に収録されている。その数は平成6年度までに第叩

巻にのぼり，各プロジェクト，各分野の掲載輪文数は136編を数える。さらに，地球環境問題について世界的関

心の高まりとともに，森林とりわけ熱帯林の持つ役割がますます重要視されてきており，それに応じて多くの研

究が各国で実施されるようになったo しかし，英語論文は文献収録だけで研究者は十分活用することが可能であ

る杭フランス語圏での研究論文を十分理解することは，多くの研究者にとって多大の困難を伴う。そこで熱帯

地域を対象とした研究文献，特に熱帯研究・技術協力，途上国援助の先進国といえるフランスの論文内容の抄訳

カ継続的に実施され，その成果として刊行された。アフリカ等途上国の森林資源情報，経営・管理に関する調査

の貴重な情報として大いに役だっているo

＠淋産物資源の利用技術

これまでに木材申j用部，木材化工部ほか関係各分野で熱帯産樹種臼種について刊行されている「森林総合研究

所研究報告Jの成果を中心に，英文のスプレッドシートを作成し，取りまとめを完了した。

＠滞跡開j用・管理技術

「森林資源の解析手法の開発」に関しては，土地利用計画の基礎資料に必要とされる局所地形分類法の試験を

ω年度にブラジル国サンパウロ州で実施し，空中写真判読による地形分類とメッシュ交差点及ぴ中央点の標高
データを用いた地形分類法を比較闘すして取りまとめた。リモートセンシング分野ではデータ解析システムの開

発がインドネシア及ぴマレーシアで始められ、今後の成果が期待されている。

地球環境保全のための森林造成・保全方法の解明の分野では，まず r森林資痕及び森林資源の解析及びモニタ

リング手法の開発」の課題の下に，プルネイの森林資源調査計画と調査マニュアルの作成及ぴ，フィリピンの早

生樹種アカシア・アウリカリフォルミスの収穫予想表と立木材積表の作成，地位指数の推定等を行った。

また，ペルーアマゾンの森林土壊図に基づいて土壊分類の細区分化も試みられており，さらにこの地域の土壌

と立地特性ならびに造林木の生長調査データをコンピューターにより解析した。つぎに地力変動の実態を知る一

つの方法として，遷移過程にある草原から森林の成立に伴っておこる土壌環境の変化を土壌物相により判断しう

ることが明らかとなったo

〔他省庁プロジェクト〕研究の推進

近年，地球的視点で自然環境を保全し，森林資源を維持，育成することカ唾要な問題になっている。熱帯地域

を中心とした森林の消失と劣化，半乾燥地域での砂漠化の進行，大気炭酸ガスの高度化や酸性雨などの大気汚染

による影響などは，地球的規模での自然環境の悪化と森林生物の遺伝資源の減少を引き起こすこと治宝強〈懸念さ

れている。このような地球的視点での森林環境と森林資源の保全，育成について，その基盤となる研究，技術開
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発を推進するために，所内に「気候変動の影響Jと「熱帯林の消失，劣化Jの二つの研究会を設置して，既往の

研究成果を集約し，今後の研究の推進方向を櫛すしてきた。今日まで行ってきた開発進ほ中心にした研究，技

術協力を一層強化するとともに，前記の研究会での検討をふまえて，地球的視点での森林環境の保全と森林資源

の維持，育成のための研究，技術開発を今後積極的に進めていく必要がある。

－科学技術庁関連

（平成1年）森林資源及珂紳持賊の解析の分野では，まず，科強調費による「アセアシ諸国との協力による

リモートセンシング技術の高度化に関する研究（略称：アセアン・リモセン）」地坪成元年～3年までマレーシ

アとの国際共同研究によって熱帯降雨林地帯における衛星データ利用法に関して，ランドサットTMデータを用

い，天然林・二次林・伐採後放置林，あるいは，マングローブ林の識別を可能とする波長域（バンド）を組み合

わせた判読手法を開発し，また，衛生データと地図データを重ね合わせた図の作成を行ったo

平成2年度より発足した環境庁のプロジェクト「地球環境』は相手国であるマレーシア側の協力も得られてほ

ほ順調に観測機器類を設置するとともに観測を開始した。

平成2年度より発足した科技庁プロジェクト「地球科学：熱情林の変動とその影響に関する国際共同研究（略

称：熱帯林変動）」においては，当所カ也記藍場所となり，相手国であるタイ側の理解のもとに研究が開始され，

熱帯季節地帯における森林の生態的活動を衛星データから観測し，その変動を明らかにすることを目的として推

進されている，約10年間に及ぶ観視卿隣であり，貴重な成果が順次得られている。

さらに，市極秘研究も進められており，これに「マイクロ波』に関する研究も開始されたことによって，

非常に広範な成果カ朔侍されている。グローバルリサーチネットワーク（科学技術庁）：「森林被覆度データ作

成研究」カ年成5年度から新たに開始された。ここでは中国，タイ，オーストラリア殿国際共同研究によって森

林被覆度データセット作成利鎚されている。

環境庁関連：環境庁「地球環境Jプロジェクトは相手国の協力が得られ，順調に進展し始めた。今年度はタワー

による観測カ場合まり，平成6年度以降の研究進展カ朔侍される。成果としては樹木の乾燥抵抗性や耐陰性，植物

の遺伝特性，昆虫調査法，鴫乳動物の密度・行動などについて検討が進められている。また，「シベリア凍土J

では，ロシアとの関係洲繍に始まり， CO2濃度について過去から現在への解析梢縫されたoこのプロジェク

トは，シベリア永久凍土の樹木の成長，炭素収支等に関して予想以上の貴重なデータの収集，分析カ漣み，さら

に3年間の研究の延長が認められ，現在も続けられている。

2.国際協カの推進

JICA関連の技術，研究協力を含め，海舛林業研究部門は ri砂もにおける森林資源の維持・造成技術の開発J

に位置づけて推進されてきた。

石油価格の急騰後，特に熱帯地域の開発進k国を中心に，森林の焼失，劣化治宝顕在化してくるとともに，これ

らは，その国の地域産業や国土の水資源確保等に直接反映することとなり，地域住民の生活環境の悪化をもたら

すことになふさらに，極端な場合には”砂漠化”の原因となる。この様な樹兄を踏まえて，日本は経済協力，

按術協力を積極的に進め，森林の減少泊渡を抑制する責務が国際的にも強く求められるようになったo我国唯一

の国立研究機関である当時の林業試験場としても種々の努力を続けてきた治t研究協力の中心となるJICAを経
由した研究は，当所（場）独自の考え方で研究や協力を推進するのではなく，相手国も含め，その他の機関を含

めた協1.J.(研究）体制で実施する性格であるために，計画的実行が困難になる場合も起こる。そのために，研究
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の実行に際して，研究者にとっては「大きすぎるJとも考えられる課題の下で臨時，短期的対応を強いられる実

行方式をとらざるを得なくなり，結果としてその年度内に終了する謀題カ移くなる。従って，研究成果も研究基

本計画で設定されている，中課題あるいは小課題ごとに記述すると，ややもすると成果カ噺片的に受け取られる

こと治癒念される。

昭和64年頃までは， JICAによる海外林業協力や研究がほとんどであり，古くは，昭和51年に開始されたフィ

リピンのパンタパンガンプロジェクト「フィリピン パンタパンガン林業開発計画（フェーズI：昭和51年～62,

フェーズE昭和62年～平成4年）を皮切りに，年々増加の一途をたどっているo森林総合研究所主導の研究的色

彩の漉いプロジェクトだけでも，ペルーアマゾン「ペルー国アマゾン林業開発現地実証調査（平成弱年ー平成3

年）J，タイ「タイ国造林研究訓事関十薗（フェースI：昭和56年～61年，フェースII：昭和61年～平成3年）J，マレーノ

シア，中国黒竜江省「中国黒龍江省木材総合利用研究言個（昭和田年～平成元年，フォローアップ2年間，さら

に平成7年度から2年間を予定）J，黄土高原「中国黄土高原治山技術訓練計画（平成2年ー平成7年），さらに

寧夏，パプア・ニューギニア「パプア・ニューギニア森材研究計画（平成元年ー平成6年～），インドネシア「イ

ンドネシア熱帯降雨林研究計画（フェーズI：昭和60年～平成元年，フェーズE：平成2年～平成6年，さらに

フェーズE平成7年開始）J，ブラジル「プラジル国サンパウロ林業研究計画（昭和弘年～昭和61年，アフターケ

ア2年間）J平成6年度からは「マレーシア林産研究計画（アフターケアが2年間）」の予定で開始されており，

さらに，平成4年度には，新たに rマレイシア・サラワク木材利用研究」及ぴ「プラジル環境保全研究Jが当所

の主体で開始された。前者の研究プロジェクトの協力は木材手IJ用部と木材化工部治注として担当し，後者に対し

ては森林環境部主体で推進されており，ともに順調に推進されている。援助風協力分野ともに多樹包し，協力

内容も技術移転にとどまらず，最近ではますます研究的色彩（研究プロジェクト）カ箔くなっているのが特犠と

いえるoさらに平成7年度に開始された「ブラジル・アマゾン森林研究計画Jなどは，相手国研究機関である

INPAでは，世界の先進各国の研究者との交流が盛んに行われており，研究者のレベルも極めて高い。

①海外派遣と研修生の受け入れ及び削除らの見学者

紛協林センターの重要な業務の一つに研修生（集団研修を含む）の受け入れと見浮者を含めた外国研究者等

の対応がある。昭和印年度から平成5年度に国際協力事業団を通じて森林総合研究所で受け入れた，制研修生

の推移を表に示す。

また， JICA及び農水省，他省庁予算（科学技術庁科学技術振興調整費を含む）によるプロジェクト研究関連，

重点基礎研究等に関する働協遺，出張者数は図1.2に示すように，増加しており，特に平成2年以降は急増し

ているo

②国際会議及ひこ国間科学技術協力

．日米会織

目：米会犠（UJNR）は，森林，林業，林産業に関連した重要課題の解民意見交換等，両国にとって重要な会

議として位置づけられている。問和60年一平成6年の聞に8困の会議が開催された。開催年次，それぞれの会議

で中心となったトピックスを以下にあげる。

第10回 昭和的年（6 . 10-:. 6. 15，東京）， r民有林艦営とその施策（森林資源の減少の著しい地域における

森林の造成と保全」

第12回昭和61年（9. 21～9. 29，ワシントン，「森林保護』
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tn;13回昭和63年（9. 19-9. 24，東京），「国公有地を中心とした森林の管理般営」

第14回 平成元年（9. 18～9. 23，ワシントン），「イ佳低質樹被の開発と利用」

第15年平成2年（9. 22-9. 29，東京）「林業におけるバイオテクノロジー」

第16回平成3年（8. 26-8. 31，ワシントン）「林業における機械化」

第17回平成5年 （5. 17～5. 21，東京）「世界規模の持続可能な林業一森林再生」

第四国平成6年oo.24～10. 29，ワシントン）「森林生態系を重視した森林の管理J
特に，第18回の日米会設に閲しては，「森林生態系を重視した森林管理』を銀短として，森林総合研究所でプ

レセミナーが7月に日米の専門家の参加の下に，セミナーと現地検討会（北海都江京大学官良野i閥林や「生態

秩序」のフィールドとしている小，JII学-IJ増参考林）が実施されている。この二国間プレセミナーは好評であり，

今後とも同じ糠な形式で続けられる可能性がある。

③国際森林研究センターの開設と研究協力

国際森林研究センター（Center for International Forestry Research）設立は， 1991年11月にワシントンで開

催されたCGIAR総会で，その傘下にCIFORを新設することが決定されたもので， 1992年には具体的な骨格作

りのために，葱！司I会が設立された。日本も加わった理事会で， CIFORの所在地はインドネシアのボゴールに置
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くこと，初代所長としてJ.セイヤー氏が決定されている。 CIFORは途上国を対象とした国際森材噺究所であり，

研究領域としては，林業政策，天然林の持御嫌営管理（天然林保護），荒廃森林地の修復（森林再生），木質及

び非木質産品の生産と流通（林産物と市場），研究支援と情報の収集と発信などに関する研究等となっている。

1鈎砕からは研究スタッフ募集に入った。当所としては， CIFORに積極に協力することを約束しており，平成

6年8月には日本からもCIFORを正式に訪問し，「劣倣締林の再生修復機構の解明に関する研究』分野で研究

を推進する用意のあることで一致し，協力準備に入った。平成7年度にはCIFORに対する外務省予算も新たに

認められることとなった。ポゴールにおいても，新しく本部の建設地司隼んでおり，平成7年度末を目途に研究者

派遣に向け，人選を含めて具備りな対応地雷なされている。今後の国際視野にたった森林研究の成果カ朔待されて

いる。

④国際会議，セミナー等の開催

平成4年度に当所が関係する国際シンポジウムとしては， IUFRO・S,PDC/IUFRO-JAPAN主催「フタパガキ科

樹木の種生態と増殖』（5月），熱研センター主催「鈴帝における荒廃地の回復ーその技術的アプローチJ(9月）

が開催された。また，オランダとマレイシアで行われた「熱帯未利用樹種の材質に関するワークショップJがあ

る。

日本開催の国際的な研究集会としては，平成5年8月に横浜で開催された国際植物学会（IBC）及ぴこの機会

を利用して農水省の大型別枠「生態秩序」関係者を中心としたワークショップ珂跡総研で開催された。

また，平成6年度に時ト学技術庁による喧点国際交涜」として「樹木年輪による地球温暖他国瞳のための古

環境復元と変動予測技術の高度化に関する国際ワークショップJ，「エルニーニョ現象による熱帯森林生態ぷ変動

が地球温暖化に及ぽす影響解析に関する国際ワークショップJの2つの国際ワークショップの開催が認められ．

それぞれ平成7年3月（森林総合研究所）及ぴ2月（タイ国）において開催された。

IUFRO （国際林業研究機関連合）世界大会は，第四回大会がカナダ（モントリオール）で開催されている。－

また，平成4年（1992年）はIUFRO創設100周年に当たるため，記念大会がベルリンで開催された。平成7年

8月にはフィンランド（タンペレ）で開催され，各研究分野でもそれぞれの専門分科会が開催され，当所からの

勤時多数にのぽる。特に， IUFRO-JOapan）の本部（機関代表，所長）杭 1981年の京都大会開似す応に際

して1976年に結成されて以来森林総研におかれており， IUFROニュースの刊行等，途上国からの参加者，日本

人会貝の参加者助成などにたづきわっており，組織の強化にも大きなf錦jを担っている。

（太田貞明）
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1 .森林総合研究所本・支所位置図

名称 所在地

。森林総合研究所｜茨城県稲敷郡茎崎町松の星1

0北海道支所｜北海道札幌市豊平区羊ケ丘7

0東 北 支 所｜岩手県盛岡市下厨川字鍋屋敷72

・東北支所山形試験地｜山形県最上郡真室川町大字釜淵

O関 西 支 所｜京都府京都市伏見区桃山町
｜ 永井久太郎官有地

O四 国 支 所｜高知県高知市朝倉丁915
0九 州 支 所｜熊本県熊本市黒髪4・11-16

0多摩森林科学園l東京都八王子市廿里町1833
・木曽試験地｜長野県木曽郡木曽福島町5473

－千代田試験地｜茨城県新治郡千代田町大字上志筑

I 字稲荷原52

・小笠原試験地l東京都小笠原村父島字東町
・高萩試験地｜茨城県多賀郡十王町大字友部

3067-3 

・十日町試験地l新潟県十日町市辰乙614
－多摩試験地｜東京都多摩市連光寺3・45・3

。
令

6 

;-

；。8
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－小笠原鉱験地
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昭和白年9月30日現在

は査；

総務ム 企画調整部

巳；；調砿慨 し高義援

ヨ1.1
－査トf議Ii門官
日 ヨ議i

調査部

総務部

Et!iil~室
議麟室

経営

室

室

室

室

係

究

究

究

究

研
研
室
研
研

務
司
－
ニ
究
一
二

第
第
研
第
第

庶

械

椋

遺

業

業ご
械

業

機機棋化部
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庶務係 ｜ 研研究究管管理理宮官

＃←事議了 庶務保

造林部→
植物生態科 護霊護i

伝育種←骨襲撃襲 立地環境科 号i護欝森林環境部

庶務係

嘩豊喜子議i襲
水土保全剥

土捜部→ 土壌調査剥

防虫トー噂襲撃；土槙肥料剥
L主選臓器集室

庶務保 庶務係

樹病科 晴1111 拠物事←弓警護酔
きのこ剥 Lききののここ第第ー二研研究究室室

E襲襲警
轟林生物部

保護部ート林業薬剤科
L綴翻第三事実室

林動物剥

昆虫剥 ヨi韮穣室 生物管理剥 噂謹5護
鳥獣鞘

L食器第三喜察室 庶務係

庶務係
科〔2

防挺制治山←f護霊i
開発

災朝 哩：！l~I察室
庶務係

きのこ朝 Ll~i害額籍
林産化学第ー科

日韓鎮護霊 庶務係

苧制措僻第二ト寸議機霊童
育林技術剥 E鶴審II

Eパ線議室
生産技術部

業技術剥 Eli：礎票霊究室林産化学第二科 義業普
－林業機械朝 ヨ諮！Ill
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室

室

究

究
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室
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室
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室
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究
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究
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究
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究
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研
府
研
却
今
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研

哩
錨
質
臓
錬
成
材

庶

物

組

材

機

乾

一

製

科

技
材

航

庶務保

制問 蟻II
制鵬 事援護子
千代田試験地

小笠原試験地

高義試験地

十日町試験地

室川試験地

庶務係

成分割用科 曜襲警
柑低部」叱制問 噴擁護室

材質改良剥 ヨ欝轟
庶務係

柑組担 3警護5
糊叶拡榔←噂襲撃；

構造利用調 離器
庶務係

林業経営部→ F ．源計画科 E護観護
営管理科

嘩鱒議究室

木曽試験地

千代田試験地

小笠原試験地

高萩試験地

十日町試験地

多摩試験地
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支 所

庶務課 L庶職員務厚生保係
庶務課 」庶務保

職員厚生保

計螺
L貧霊祭

計諒 L会計係
用度係

間査室 絡調整室 研究情報専門官

実験林室 実験林宣

糊主創刊鶴一一骨髄i ←f暴露
官留一曜荷担 営部 日露礎研究室

護部 El!ill 
護部

庶務腺
庶務諒

L議員連生器LI貝章生震
計厩

肘銀 」用会 度計 係係

L高霊祭
椅嗣整室

L事鶏麗門官調査室

東北支場→
宵体←号襲撃5究室

東北支
宵梓ト寸書議臨室

営部 噂義夢も 営部 曜纏蹴究室

護部 ヨ：；111 陸部 EIIIII 
山形成験地

山形試験地

「謀長補佐
「膿長補佐

庶務課 弓II 口着陣 ヨII
査室 研究情報専門官

間査室

関西支場」
宵林部 議羅
護部 LI：責務室 」腹部 ヨIISI

岡山賦験地

「課長補佐 LI普震
務操

L雲群雲
研究情報専門官

四国支所 造林研究室

四国支場｜ 調査室
一林地保全研究室

護研究室

営研究室
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九州支

浅川実験林

部議！題
事務i

「庶務課
木曽分L E護観薙

L雲詳震

作針案務室 ヨ襲譲5
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3.定員の推移

（昭和61年以降）

年度 職 種 別 内 訳 摘 要

指定職 行政職（ー） 行政職（ニ） 研究職 計

6 1. 1 2 1 5 4 8 5 0 8 7 7 2 定員削減行（二） Llt. 1 計1名

6 2. 1 2 1 5 4 5 5 0 9 7 7 0 定員削減行（二） Llt. 3 

定員増減振替 研 1 計2名

6 3. 1 2 1 3 4 3 5 0 7 7 6 4 定員削減行（ー） Llt. 2 
行（二） Llt. 2 

研 ム2 計6名

JC. 1 2 1 1 4 3 5 0 5 7 6 0 定員削減行（ー） Llt. 2 

研 Llt. 3 

定員増減振替 研 1 計4名

2. 1 2 1 0 4 3 5 0 3 7 5 7 定員削減行（ー） Al 

研 A2 計3名

3. 1 2 0 8 4 3 5 0 2 7 5 4 定貝削減行（ー） A2 

研 Al 計3名

4. 1 2 0 7 4 2 5 0 0 7 5 0 定員削減行（ー） Al 

行（ニ） Al 

研 A2 富十4名

5. 1 2 0 5 4 1 4 9 5 7 4 2 定員削減行（ー） A2 

行（二） Al 

研 A2 

定員増減援替研 A3 針8名

6. 1 2 0 3 4 0 4 9 2 7 3 6 定員削減行（ー） Al 

行（二） Al 

研 ム3

定員増減振替行（ー） Al計6名

7. 1 2 0 2 3 9 4 8 9 7 3 1 定員削減行（ー） A 1 

行（二） Al 

研 A3 計5名
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4.歴代幹部

〈林業試験場長及ぴ森林総合研究所長〉

職 名 官 名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

林業試験場長 農林水産技官 難波宣士 昭和60.4. 1- 61.11.30 8 
4』 山口博昭 61.12. 1- 63. 9.30 1. 10 

森林総合研究所長 ~ 小林富士雄 63.10. 1－平成 3.8. 1 2. 10 

~ 勝目 柾 3. 8. 2～ 5. 9.30 2. 1 
明， 小林一三 5.10. 1-

〈次長〉

職 名 官 名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

次 長 農林水産技官 蜂屋欣二 昭和60.4. 1- 61.11.30 1. 8 
~ 石原逮夫 61.12.・l～ 63. 2.28 1. 3 
~ 小林富士雄 63. 3. 1- 63. 9.30 7 

~ 松本庸夫 63.10. 1一平成 3.1.15 2. 4 
。 勝目 柾 3. 3.16- 3. 8. 1 5 

~ 安永朝海 3. 8. 2- 5. 2.28 1. 7 
~ 小林一三 5. 3. 1～ 5. 9・.30 7 
~ 小沼瓶一 5.10. 1～ 7. 2.28 1. 5 
，， 大貫仁人 7. 3. 1-

〈研究管理官（森林・林業）〉

職 名
，届a司．
名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

研究管理官（轟＃・林業） 農林水産技官 安永朝海 昭和63.10.1～平成 3.8. 2 2. 10 
4』 小林一三 3. 8. 2- 5. 3. 1 1. 7 

空 席 5. 3. 1～ 5. 3.31 1 

農林水産技官 加藤宏明 5. 4. 1～ 7. 3. 1 1. 11 
~ 河原輝彦 7. 3. 1～ 
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〈研究管理官（木材｝〉

職 名 ’民‘・ 名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

研究管理官（木材） 農林水産技官 志水一允 昭和63.10.1～平成 4.4. 2 3. 6 

~ 金谷紀行 4. 4. 2- 5. 3. 2 11 
4』 今村浩人 5. 3. 2～ 6.10. 1 1. 7 

~ 太田貞明 6.10. 1～ 

〈研究協力官及ぴ海外研究協力官〉

職 名 官 名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

研究協力官 農林水産技官 小沼順一 昭和63.10.1～平成 3.3.16 2. 6 

海外研究協力官 ~ 緒方 健 3. 3.16～ 5. 3. 1 2 

~ 大角泰夫 5. 3. 1～ 5.10. 1 7 
~ 太田貞明 5.10. 1～ 6.10. 1 1 

~ 池田俊捕 6.10. 1～ 

〈各部長〉

職 名 ’民‘・ 名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

総 務 部 長 農林水産事務官 伏見一明 昭和58.8. 1- 61. 3.31 2. 8 
。 諭沼 満 61. 4. 1～平成元.3.31 3 

~ 佐々木行夫 元.4. 1- 3. 3.31 2 
。 兼松功次 平成 3.4. 1- 5.11.30 2. 8 
4』 矢崎潤一 5.12. 1～ 7. 8. 1 1. 8 
~ 村岡哲而 7. 8. 1～ 

調 査 部 長 農林水産技官 山口博昭 昭和60.4. 1- 61.11.30 1. 8 
φ 小林富士雄 61.12. 1- 63. 2.28 1. 3 
。 片桐一正 63. 3. 1～ 63. 9.30 7 

企画調整部長 4』 勝目 柾 63.10. 1～平成 3.3.15 2. 6 
~ 有光一登 3. 3.16～ 4. 9.30 1. 7 
，， 大貫仁人 4.10. 1- 7. 2.28 2. 5 

’ー

井上敵雄 7. 3. 1-

経 営 部 長 争 舟山良雄 昭和58.4. 1- 61. 3.31 3 
。 粟屋仁志 61. 4. 1～ 63. 3.31・ 2 
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職 名 官 名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

林業経営部長 農林水産技官 熊崎 賞 63. 4. 1－平成元.3.31 1 
。 柳 次郎 元.4. 1- 2. 9.30 1. 6 
4』 加藤宏明 2.10. 1～ 5. 3.31 2. 6 
。 高団長武 5. 4. 1- 6よ9.30 1. 6 

? 西川匡英 6.10. 1-

機械化部長 ~ 福田光正 昭和59.11.16- 62. 3.31 2. 5 
。 林 寛 62. 4. 1- 63. 9.30 

生産技術部長 ~ 。 63.10. 1－平成 3.3.15 4 
4砂 小沼順一 3. 3.16- 5. 9.30 2. 6 

~ 奥田吉春 5.10. 1-

造 林 部 長 ~ 浅川澄彦 昭和59.3.16～ 62. 3.31 3 
~ 勝田 柾 62. 4. 1- 63. 9.30 1. 6 

生物機能開発部長 ~ 坂上幸雄 63.10. 1－平成 2.3.15 1. 6 
。 三上 進 2. 3.16- 5. 2.28 2. 11 
。 森 徳典 5. 3. 1-

土 嬢 部 長 ~ 原田 洗 昭和59.7.16- 63. 9.30 4. 2 

防 災 部 長 ~ 石川政幸 昭和57.1. 1～ 62. 3.31 5. 3 

~ 秋谷孝一 62. 4. 1～ 63. 9.30 

森林環境部長 ~ ~ 63.10. 1～平成 3.9.30 4. 6 

4』 井上敏雄 3.10. 1- 4. 9.30 1 
。 有光一登 4.10. 1～ 5. 3~31 6 
4』 藤森隆郎 5. 4. 1～ 

保 護 部 長 ~ 横田俊一 昭和60.4. 1～ 63. 9.30 3. 6 

森林生物部長 ~ 小林一三 63.10. 1－平成 3.8. 1 2. 10 

~ 真宮靖治 3. 8. 2- 5. 3.31 1. 8 
。 田村弘忠 5. 4. 1- 7. 8. 1 2. 4 

~ 竹谷昭彦 7. 8. 1～ 

林産化学部長 ~ 石原達夫 昭和59.3.16～ 61.11.30 1. 9 
4』 田中治郎 61.12. 1～ 63. 9.30 

木材化工部長 ，， ,, 63.10. 1～平成 3.3.15 5. 4 

~ 喧， 3. 3.16～ 5. 2.28 1. 11 
~ 志水ー允 5. 3. 1～ 

木 材 部 長 4』 筒本卓造 昭和56.4. 1- 63. 9.30 7. 6 

木材利用部長 。 雨宮昭二 57. 4. 8- 62. 3.31 5 
~ 松本康夫 62. 4. 1- 63. 9.30 1. 6 
~ 中野達夫 63.10. 1～平成 6.9.30 6 
4』 鷲見博史 6.10. 1～ 
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〈支場長〉

職 名 ，旨ー． 名 氏 名 在聡年月 日 在職期間 摘要

北海道支場長 農林水産技官 遠藤泰造 昭和59.7.16- 63. 3.31 3. 9 
~ 田口 豊 63. 4. 1～ 63. 9.30 

北海道支所長 。 田口 豊 昭和63.10.1－平成 2.3.15 1. 11 
4』 坂上幸雄 2. 3.16～ 5. 2.28 2. 11 
~ 佐々木紀 5. 3. 1～ 7. 2.28 2 
~ 金谷，紀行 7. 3. 1-

東北支場長 ~ 早稲田収 昭和59.7.16- 63. 9.30 

東北支所長 ’』
。 63.10. 1- 63.11.30 4. 5 

~ 三上 進 63.12. 1－平成 2.3.15 1. 4 
~ 真宮靖治 2. 3.16- 3. 7.31 1. 5 
争 佐々木紀 3. 8. 1～ 5. 2.28 1. 7 
。 緒方 健 5. 3. 1- 7. 2.28 2 
』』 加藤宏明 7. 3. 1-

関西支場長 ~ 小林富士雄 昭和60.4. 1- 61.11.30 l. 8 
。 安永朝海 61.12. 1～ 63. 9.30 1. 10 

関西支所長 ~ 有光一登 63.10. 1～平成3.3.15 2. 6 

~ 林 寛 3. 3.16- 6. 9.30 3. 7 
。 陶山正憲 6.10. 1～ 

四国支場長 ~ 辻 隆道 昭和57.4. 1～ 61. 3.31 4 
4』 久保哲茂 61. 4. 1- 63. 3.31 2 
4』 脇 孝介 63. 4. 1～ 63. 9.30 6 

四国支所長 ~ 佐々木紀 63.10. 1－平成 3.7.31 2. 10 

~ 陶山正憲 3. 8. 1- 6. 9.30 3. 2 
~ 高田長武 6.10. 1-

丸州支場長 ~ 尾方信夫 昭和59.7.16～ 61. 3.31 1. 9 

~ 田口 豊 61. 4. 1- 63. 3.31 2 
。 橋本平一 63. 4. 1- 63. 9.30 

九州支所長 。 ;;, 63.10. 1－平成 3.3.15 2. 11 
~ 大貫仁人 3. 3.16～ 4. 9.30 1. 7 
;;, 井上敏雄 4.10. 1～ 7. 2.28 2. 5 
a』 高橋邦秀 平成 7.3. 1-

浅川実験林長 。 加藤亮助 昭和57.8. 1～ 61. 3.31 3. 7 
~ 石戸忠五郎 61. 4. 1～ 63. 9.30 

多摩森林科学園長 。 ;;, 63.10. 1～平成 6.2.28 7. 11 
争 蹟井忠量 6. 3. 1-
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〈管理官・監査官〉

職 名 官 名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

管 理 官 農林水産事務官 作宮 啓 昭和59.4.12～ 61. 3.31 1. 11 
。 富岡芳男 61. 4. 1- 63. 3.31 2 
4砂 山崎勝夫 63. 4. 1～平成 2.3.31 2 
。 酒谷正憲 2. 4. 1～ 5. 3.31 3 
~ 妹尾博文 5. 4. 1～ 7. 7.31 2. 4 
~ 吉田英夫 6. 8. 1-

監 査 官 ~ 富岡芳男 昭和59.4. 1～ 61. 3.31 2 
。 近 勇次 61. 4. 1－平成 2.3.16 3. 11 
~ 斎藤虞寿夫 2. 4. 1～ 5. 3.31 3 
~ 古海拓雄 5. 4. 1- 6. 7.31 1. 4 
~ 加藤秀春 6. 8. 1-

〈各課長〉

職 名 官 名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

人 事 謀 長 農林水産事務官 菅 利雄 昭和57.4. 1- 62. 3.31 5 
~ 貝守重視 62. 4. 1～平成 2.3.31 3 

’ー

山崎安久 2. 4. 1～ 6. 7.31 4. 4 
~ 酒谷正憲 6. 8. 1～ 

庶 務 謀 長 ~ 金丸隆夫 昭和59.2. 1～ 60. 7.16 1. 6 
~ 吉田 敏 60. 8. 1～ 62. 3. 1 1. 7 
~ 徳光 情 62. 4. 1～平成元.7.31 2. 4 
~ 高橋秀雄 元.8. 1～ 4. 3.31 2. 8 
~ 北田 徹 4. 4. 1～ 6. 3.31 2 
~ 米望孝男 6. 4. 1～ 

会 計 課 長 ~ 貝守重視 昭和58.4. 1-:- 62. 3.31 4 
4』 椎橋 勝 62. 4. 1－平成 2.3.31 3 
,., 山崎勝夫 2. 4. 1- 3.10.31 1. 7 
4』 三国 昇 3.12. 1～ 5. 3.31 1. 4 
,., 酒谷正憲 5. 4. 1- 6. 7.31 1. 4 
,., 妹尾博文 6. 8. l-

用 度 課 長 ,., 椎橋 勝 昭和58.8. 1- 62. 3.31 3. 8 
4炉 山崎安久 62. 4. 1～平成 2.3.31 3 
,., 三国 昇 2. 4. 1～ 3.11.30 1. 8 
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職 名 官 名 氏 名 在職年月 日 在職期間 摘要

農林水産事務官 上野武敏 3.12. 1- 6. 2.28 2. 3 
。 西野忠康 6. 4. 1-

施設管理課長 ，， 引地重ー 昭和53.4. 6- 61. 2.28 7. 11 
。 斎藤哲爾 61. 3. 1～ 63. 9.30 2. 7 
。 和出喜重 63.10. 1～平成 5.3.31 4. 6 
~ 森木敏夫 5. 4. 1- 2. 3 
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5.歳出予算年次推移

歳出予算年次推移 （林業試験場運営費・森林総合研究所運営費については農林水産業技術援興費から

年次

の移用分を含む）

予算項目区分 予算額 備

林業試験場運営費I6 321 060側｜人件費 4294 227 000 
事業費 2 032 833 000 

国立機関原子力試験研究費 1 ,15 209 000 

科学技術振興調整費｜ 56 365 000 

国立機関公害防止等試験研究費1 30 756 000 
環境保全総合調査研究促進調整費｜ 4 159 000 

昭和60年｜農林水産業技術振興施設費｜ 31 975側｜四国支所造糊究棟

農蚕園芸振興費l 13 205 000 
農林水産本省1 323 000 

林野．庁I 1 510 ooo 
土地・改良事業費｜ ・100 000 

特定地域農業開発事業費｜ 500 000 

計 I6 481 162 ooo 

林業試験場運営費I6 479 452側｜人件費 4499 317側
事業費 1980135 000 

国立機関原子力試験研究費

科学技術振興調整費

国立機関公害防止等試験研究費

環境保全総合調査研究促進調整費

昭和61年｜農林水産業技術援興施設費

10 161 000 

121 651 000 

31 762 000 

4 300脱却

s9 sso ooo I東北支所育林実鰍
農蚕園芸振興費｜ 8 126 000 

農林水産本省｜ I 094 000 

農林水産本省（検査指導所＞ I 4456000 
林野庁I 4 564 ooo 
固有林野事業費l 18 606 000 
治山事業費I 12 s10 ooo 

計 I6 786 862 ooo 

林業試験場運営費I1 a11 245 ooo I人件費 457τ471 000 
事業費 2739 774 000 

国立機関原子力試験研究費｜ 12 615 000 

科学技．術援興調整費｜ 118 436 000 

考

国立機関公害防止等試験研究費 l so 370 ooo I関西支所森林害虫実験棟・隔離温室
昭和62年｜農林水産業技術振興施設費｜ 142 348 ooo I北海道支所生物環境棟改修
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・年次 予算項目区分 予算額 備 考

農林水産本省

農林水産本省（検査指導所）

林 野庁

固有林野事業費

治山事業費

496 ooo I東北支所隔離温室・粗試料調整測定室
11 691 ooo I四国支所ガラス室・網室
4 425 000 

17 700 000 

16 670 000 

計 7 691 996 000 

林業試験場運営費I6 s39 293側｜人件費 4似 835000 
事業費 1934458 000 

国立機関原子力試験研究費

科学技術援興調整費

国立機関公害防止等試験研究費

昭和63年｜農林水産業技術援興施設費

農林水産本省

農林水産本省（検査指導所）

林 野庁

固有林野事業費

治山事業費

計

11 046 000 

99 294 000 

41 754似泊

75 747 ooo I丸州支所森林徴生物実験棟
546 ooo I木曽試験地共同実験室
11165 000 

4 400 000 

16 200 000 

16 670 000 

6 816 115 000 

森林総合研究所運営費I6 193 413 ooo I人件費 4705 251 000 
事業費.2 0鎚 162000 

国立機関原子力試験研究費

科学技術援興調整費

国立機関公害防止等試験研究費

平成元年｜農林水産業技術振興施設費

農林水産本省

農林水産本省（検査指導所）

林 野庁

固有林野事業費

治山事業費

科学技術援興調整費（訟理府所管）

計

11 361 000 

94 532 000 

33 971 ooo I関西支所粗試料調整測定室
34 651 ooo I四国支所暖冷房改修
1 354 ooo I宝川試験地量水施設改修
11 078 000 

4 202 000 

15 400 000 

18 920 000 

2 311 000 

7 021193 000 

森林総合研究所運営費I1 111 399側｜人件費 4抑制卿
事業費 2194 115 000 

平成2年

国立機関原子力試験研究費

科学技術振興調整費

国立機関公害防止等試験研究費

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費

地球環境研究総合推進費

農林水産業技術援興施設費

農林水産本省

12 045 000 

130 662似加

14 611 000 

20 947 000 

61 969 000 

47 380 000 

1133 000 

九州支所森林水文観測施設

暖房設備改修

四国支所粗試料調整測定室
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年次 予算項目区分 予算額 備

農林水産本省（検査指導所）｜ 10 824 000 

林野庁I 3_ soo ooo 
固有林野事業費｜ 16 000 000 

治 山事業費I 1s 920 ooo 
科学技術振興調整費（総理府所管）｜ 5 410 000 

計 I1 461 100 ooo 

森林総合研究所運営費I1 1s1 583 ooo I人件費 5047 081側
事業費 2 140 502 000 

国立機関原子力試験研究費｜ rn &31 ooo 
科学技術振興調整費｜ 125 028側

国立機関公害防止等試験研究費｜ 21920000 

海洋開発及地球科学技帯調査研究促進費1 44 074 000 
地球環境研究総合推進費 1 102 311 000 

平成時｜環境保全齢調査研究促進調整費｜ 3 835 000 I 

農林水産業技術振興施設費｜ 11 617 ooo I関西支所風致林管理実験棟
農 林 水 産 本 省｜ 685 ooo I十日町試験地庁舎建替
農林水産本省（検査指導所）｜ 11 116 000 

林 野庁I 4 300 ooo 
固有林野事業費1 11 000 000 
治山事業費I 1s 920 ooo 
科学技術援興調整費（総理府所管）｜ 26 627 000 

計 I7 645 647 ooo 

森林総合研究所運営費I1 423 211 ooo I人件費 5163抑制
事業費 2259 767 000 

10 648 000 

134 795 000 

21 343 000 

41 267 ooo I東北支所低温室改修

考

国立機関原子力試験研究費

科学技術振興調整費

国立機関公害防止等試験研究費

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費

地球環境研究総合推進費

平成4年｜農林水産業技術振興施設費

農林水産本省

農林水産本省（検査指導所）

林 野庁

固有林野事業費

治山事業費

科学技術援興調整費（総理府所管）

us 379 ooo I九州支所害菌培養実験棟建替・構内下水道改修
109 421 ooo I多摩森林科学園庁舎暖房施設改修

計

1 546 ooo I北海道支所樹病隔離温室空調改修（補正）
11 045 000 

4 800 000 

5 000 000 

18 920 000 

54 769 000 

7 955 2似 000



年次 予算項目区分 予算額 備

森林総合研究所運営費I1 104 642 ooo I人件費 4986 686 000 
事業費 2 717 956 000 

18 868 000 

169 059 000 

18 318 000 

53 520 ooo I北海道支所生物環境棟改修
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考

国立機関原子力試験研究費

科学技術援興調整費

国立機関公害防止等試験研究費

海洋開発及地球科学技衛調査研究促進費

地球環境研究総合推進費

平成5年｜農林水産業技術振興施設費

農林水産本省

農林水産本省（検査指導所）

林 野庁

固有林野事業費

治。山事業費

科学技術振興調整費（総理府所管）

149 447 ooo I関西支所森林微生物生理実験棟改修（補正）
586 933 ooo I：本所林産化学製造実験棟改修（補正）

計

1 200 ooo I本所森林環境変動解析実験棟改修（補正）
11 045 000 

4 800似泊

3 000 000 

18 920 000 

45 370 000 

8 785 122 000 

森林総合研究所運営費I1 431 208 ooo I人件費 5112 359卿
事業費 2324 849 000 

国立機関原子力試験研究費｜ 9 054 000 

科学技術振興調整費1 186 312 000 

国立機関公害防止等試験研究費｜ 22 592側

海洋開発及地球科学技衛調査研究促進費｜ 臼 351000 

地球環境研究総合推進費｜ 145 365 000 

平成6年｜農林水産業技術振興施設費｜ 434 521側

農林水産本省l 1 047 000 
農林水産本省（検査指導所）｜ 12 316 000 

林野庁I 4 800 ooo 
固有林野事業費1 1 900 000 
治山事業費I 18 920 ooo 
科学技術振興調整費（総理府所管） I 11 250 coo 

計 I8 339 636卿



-236一

6.特許・実用新案

森林総合研究所の研究成果に基づく工業所有権等の所有及ぴ出願手続き中のものは次のとおりである。

( 1 ）囲内特許（平成7年4月1日現在）

番号 名 称 出願番号 登録番号 発明者 所 属

出願年月日 登録年月日

1 無機質複合木毛ボード製造法 51-98359 1067515 村山敏博 林産化学部

51. 8.18 56.10.23 

2 木質系水銀イオン吸着体の製造法 51・138665 10臼317 平林靖彦 －林産化学部

51.11.18 56. 7.23 村山敏博 ~ 

3 水位計付量水槽用連通管上下式自動排水 52・81673 1121355 荒木真之 防災部

装置 52~ 7. 8 57.11.12 

4 水位計付量水槽用サイフォン管上下式自 52・81674 123斜05 荒木真之 防災部

動排水装置 52. 7. 8 59.10.17 

5 松くい虫誘引剤 54・128573 1171729 池田俊弥 保護部

54.10. 5 58.10.17 山根明臣 。
遠回暢男 ~ 

宮崎 信 林産化学部

尾田勝夫 ~ 

6 天然繊維素体系複合洗体燃料及ぴその製 55-156859 1217568 村山敏博 林産化学部

法 55.11. 7 59. 7.17 

7 簡易圧締集材プロック接着加工法 56-11865 1348672 森屋和美 木材部

56. 1.29 61.11.28 

8 木材の処理方法 56・99310 1348681 杉浦銀治 林産化学部

56. 6.26 61.11.28 遠藤正男 4砂

9 幅はぎ桓コンポーザ 57-79732 1384316 千葉保人 木材利用部

57. 5.12 62. 6.26 

10 広葉樹の燕煮による粗飼料 57・189931 1609844 志水一允 林産化学部

57.10.28 3. 7.15 長沢定男 ，， 

石原光朗 木材利用部

須藤賢一 ~ 

針生程吉 （畜産試験場）

寺田文典 ~ 

11 浮鉢式自動温水装置 58・140702 1633045 吉本 衛 土嬢部

58. 8. 1 4. 1.20 

12 植物精油採取装置 58・248101 1487261 尾田勝夫 林産化学部

58.12.24 元.3.23 林 良興 。
田中治郎 ~ 

谷田貝光克 。
13 簡易型植物精油採取装置 58’248102 1487262 谷田良光克 林産化学部

58.12.24 元.3.23 林 良興 ~ 

尾田勝夫 ,., 

田中治郎 ,., 
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番号 名 称 出願番号 登録番号 発明者 所 属

出願年月日 登録年月日

14 木質系資源からの粗飼料化法 59・062956 1620550 須藤賢一 木材利用部

59. 3.30 3.10. 9 志水ー允 J; 

長沢定男 林産化学部

石井 忠 J; 

15 蒸煮・解織式粗飼料製造装置 60・170210 1724565 志水ー允 林産化学部

60. 7.31 4.12.24 長沢定男 。
須藤賢一 木材利用部

（岡元卓蔵） （目立造船側）

（河本光弘） 。
（内田一行） J; 

（森越範芳） J; 

16 熱回収式粗飼料製造装置 60・170211 1724566 志水ー允 林産化学部

60. 7.31 4.12.24 長沢定男 J; 

須藤賢一 木材利用部

（岡元卓蔵） （目立造船側）

（河本光弘） J; 

（内田一行） J; 

（森越範芳） 。
17 リグニン炭素繊維の製造法 60・247793 1725158 須藤賢ー 木材利用部

60.11. 5 5. 1.19 志水一允 林産化学部

18 4自由度型連結構造をもっ連結車両 60・277341 辻井辰雄 機械化部

60.12.10 豊川勝生 4旨

佐々木尚三 。
19 キシリトールの製造方法 61・119375 志水一尤 林産化学部

61. 5.26 （飯島望碩） （東和化成

（島田規男） 工業側）

（大貫義政） 今

20 還元キシロオリゴ糖を用いた飲食物の製 61・120165 1842690 志水ー允 林化学部

造方法 61. 5.27 6. 5.12 （飯島望碩） （東和化成

（島田規男） 工業側）

（大貫義政） 争

21 飲食物の製造方法 61・120164 志水a ー免 林産化学部

61. 5.27 （飯島望碩） （東和化成

（飯島望碩） 工業側）

（大貫義政） 争

22 キシロースおよびキシロオリゴ糖の製造 61-122184 細谷修二 林産化学部

方法 61. 5.29 志水一免 J; 

（飯島望碩） （東和化成

（島田規男） 工業側）

（大貫義政） J; 

23 可搬型組立て式炭化炉 61・207610 1846620 雲林院源治 林産化学部

61. 9. 3 6. 6. 7 杉浦銀治 。
谷田貝光克 。
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番号 名 称 出願番号 登録番号 発明者 所 属

出願年月日 登録年月日

24 ケミカル爆砕法によるパルプ化方法 61・267929 宇佐見国典 林産化学部

61.11.11 須藤賢一 木材利用部

（薗田一晴） （鳩ゴム工鰍）

25 チェーンを用いた間伐木搬出装置 63・16335 1748465 富永 貢 機械化部

63. 1.27 5. 4. 8 

26 可搬性炭化炉 63・37257 震林院源治 林産化学部

63. 2.19 谷田良光克 ~ 

大平辰朗 ~ 

27 木質系物質からなる樹脂原料の製造方法 63・43981 小野拡邦 木材利用部

63. 2.26 須藤賢一 林産化学部

28 炭素繊維紡糸用リグニンの調整法 63・13874 1633112 須藤賢一 林産化学部

63 6. 6 4. 1.20 志水一允 。
29 セルロース系複合膜とその製造法 63・23邸4 1771808 平林靖彦 林産化学部

63. 9.22 5. 7.14 志水一免 。
藤井智之 木材部

30 木材の無接着剤熱圧接合法 63-278243 1765019 大越 臓 木材化工部

63.11. 2 5. 6.11 

31 油圧式差動機構を有する履帯型連結車両 1・97079 豊川勝生 生産技術部

元.4.17 佐々木尚三 ，， 

辻井辰雄 4』

32 キイロコキクイムシを伝播者としたポー 1・105506 1861370 遠回腸男 森林生物部

ペリア菌によるマツノマダラカミキリの 元.4.25 6. 8. 8 島章光明 。
防除法 野淵 縛 ~ 

33 表面加熱による集成材の製造方法とその 1-134286 藤井 設 木材利用部

装置 元.5.26 宮武 敦 。
34 スギノアカ．ネトラカミキリ誘引剤 1・327984 池田俊弥 森林生物部

元.12.18 中島忠一 ~ 
ノ

大谷英児 ~ 

模原 寛 東北支所

（織田博之） （サンケイ化学掛）

（中西通陸） 。
（松村 徹） 司旨

35 木材等の自動応力測定装置 2・44789 千葉保人 木材化工部

2. 2.26 

36 木材内部の黒色染色法 2・66499 基田村洋子 木材化工部

2. 3.16 

37 天然抗酸化剤 2・66500 谷田貝光克 生物機能開発部

2. 3.16 

38 紫外線吸収リグノセルロース膜 2-138916 平林靖彦 木材化工部

2. 5.29 
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番号 名 称 出願番号 登録番号 発明者 所 属

出願年月日 登録年月日

39 スギノアカネトラカミキリ固形誘引剤 3・47802 池田俊弥 森林生物部

3. 2.20 中島忠一 ,., 

大谷英児 ,., 

模原 寛 東北支所

（織田博之） （サンケイ化学鞠）

（中西通隆） 。
（松村 徹） ,., 

40 パルプとその製造方法および木材成分分 3・82842 島田誼爾 木材化工部

別方法 3. 3.25 林 徳子 ,., 

志水一允 研究管理官

41 スギ等の植栽首木織別方法およびこれに 3-61521 平松 修 生産技術部

用いる装置 3. 3.26 福田章史 。
広部伸二 ,., 

毛綱昌弘 。
， 

42 樹皮下に生育する害虫の防除法 3・67089 島樟光明 森林生物部

3. 3.29 

( 2）外国特許

番号 名 称、 出顕番号 登録番号 発明者 所 属

出顕年月日 登録年月日

1 ザンテイト化された木質材料による水銀 16792 1981・42回136 平林靖彦 林産化学部

イオン吸着体の製造法 （アメリカ） 54. 3. 2 56. 3.24 村山敏博 。
2 天然繊維素体系複合流体燃料及ぴその製 3889卯－4 1175653 村山敏博 林産化学部

法 （カナダ） 56.10.29 59.10. 9 。
3 炭素繊維紡糸用リグニンの調製法 361,860 須藤賢一 木材化工部

（アメリカ） 元.6. 6 志水ー允 ,., 

4 炭素繊維締糸用リグニンの鋼製法 601,952 132似84 須藤賢一 木材化工部

（カナダ） 元.6. 6 5. 7.20 志水ー允 4』

5 表面加熱による木材高速接着方法 527,118 5133822 藤井 敏 木材利用部

（アメリカ） 2. 5.22 4. 7.28 宮武 教 。
6 r木材の接合構造J親出願（アメリカ） 08/037,008 藤井 設 木材利用部

5. 3.25 宮武 敦 ,., 

7 r木材の接合方法J分割出願（アメリカ） 08/126,127 藤井 設 木材利用部

5. 9.23 宮武 敦 ,., 

8 木材の接合構造と木材接合方法 93 400 7：邸，7 藤井 設 木材利用部

（ドイツ，フランス，イギリス） 5. 3.26 宮武 教 。
9 割裂片積層材とその製造方法および装置 94 400 191,6 藤井 設 木材利用部

（ドイツ，フランス，イギリス） 6. 1.28 宮武 教 ,., 

10 「創裂片積層材J親出願 （アメリカ） 08/195,750 藤井 設 木材利用部

6. 2.14 宮武 敦 ,., 
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番号 名 称 出願番号 登録番号 発明者 所 属

出願年月日 登録年月日

11 割裂片積層材の製造方法」分割出願 08/277,795 藤井 設 木材利用部

（アメリカ） 6. 7.20 宮武 敦 ~ 

12 割裂片積層材の製造装置J分割出願 08/277,892 藤井 設 木材利用部

（アメリカ） 6. 7.20 宮武 教 砂

13 割裂片積層材とその製造方法および装置 P-941342 藤井 殻 木材利用部

（インドネシア） 6. 8.16 宮武 教 ~ 

14 割裂片積層材とその製造方法および装置 PI_9402024 藤井 毅 木材利用部

（マレーシア） 6. 8. 3 宮武 教 ~ 

15 ラグスクリューボルトを用いた木材の柱 小松幸平 木材利用部

一梁接合構造 （アメリカ）

16 ラグスクリューポルトを用いた木材の柱 小松幸平 木材利用部

ー梁接合構造 （カナダ）

17 ラグスクリューボルトを用いた木材の柱 小松幸平 木材利用部

一梁接合構造 （オーストラリア）

18 ラグスクリューボルトを用いた木材の柱 小松幸平 木材利用部

一梁接合構造 （ニュージーランド）

( 3）実用新案

番号 J包 称 出顕番号 壁録番号 考案者 所 属

出願年月日 登録年月日

1 自動測高器 59・008789 1918201 森田栄一 九州支場

59. 1.25 4. 7.22 

2 材色値の判定用チャート 61-047379 1860602 基太村洋子 林産化学部

61. 3.31 3. 8. 7 

3 キツツキ類ねぐら用の底無型巣箱 4-4245 由井正敏 東北支所

4. 2. 6 中村充博 唱p

(4）品種登録

番号 名 称 出願番号 登録番号 考案者 所 属

出願年月日 登録年月日

ひらたけ：森林総研PO 1号 3,451 大政正武 生物機能開発部

2. 9.28 5. 3.10 馬場崎勝彦 者砂 ・

浅輪和孝 。
根田 仁 。
岡部貴美子 九州支所

谷口 実 J} 

（古川久彦） （大分県）
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